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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第136期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純利益を上回るため記載して

いません。また、第137期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計

上されているため記載していません。 

３ 第137期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第136期 第137期 第138期 第139期 第140期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 923,446 890,433 874,568 908,388 938,082 

経常利益 (百万円) 17,804 22,007 23,760 43,087 68,162 

当期純利益 

または当期純損失（△） 
(百万円) 975 △20,976 8,454 9,159 24,852 

純資産額 (百万円) 311,468 278,527 293,897 290,586 338,609 

総資産額 (百万円) 1,104,633 1,036,518 914,501 852,029 943,991 

１株当たり純資産額 （円） 335.55 300.29 316.75 313.27 364.81 

１株当たり当期純利益 

または当期純損失（△） 
（円） 1.07 △22.69 8.96 9.73 26.60 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － 8.96 9.73 26.58 

自己資本比率 （％） 28.2 26.9 32.1 34.1 35.9 

自己資本利益率 （％） 0.3 △7.1 3.0 3.1 7.9 

株価収益率 （倍） 397.2 － 39.2 47.1 29.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 52,393 58,316 44,972 73,313 75,491 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △51,283 △65,919 △16,714 12,708 △74,062 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △6,197 10,842 △32,325 △79,643 1,511 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 30,179 32,974 26,262 32,895 37,585 

従業員数 

 （外、平均臨時従業員数） 
（名） 

24,026 

(2,650) 

23,265 

(2,085) 

20,551 

(2,278) 

18,960 

(2,467) 

18,819 

(2,767) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高または営業収益には、消費税等は含まれていません。 

２ 当社は、平成15年４月１日に持株会社に移行しました。これにより、売上高に関しては、第137期までは、

分社した事業に係る製品等の売上が中心でしたが、第138期からは、平成15年10月１日に分社した医薬医療

事業の売上を除くと、関係会社配当金、経営管理料、不動産賃貸収入の収益が中心となりますので、これら

を「営業収益」として表示することとしました。 

３ 第136期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純利益を上回るため記載して

いません。また、第137期及び第139期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期

純損失が計上されているため記載していません。 

４ 第137期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第136期 第137期 第138期 第139期 第140期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高または営業収益 (百万円) 232,280 127,395 49,317 14,291 22,457 

経常利益 (百万円) 12,820 17,749 3,114 2,281 9,257 

当期純利益 

または当期純損失（△） 
(百万円) 4,401 △20,540 10,494 △25,421 2,025 

資本金 (百万円) 70,787 70,787 70,787 70,787 70,787 

発行済株式総数 （株） 928,298,872 928,298,872 928,298,872 928,298,872 928,298,872 

純資産額 (百万円) 297,958 271,980 285,431 250,504 265,702 

総資産額 (百万円) 536,834 469,096 445,370 377,946 413,860 

１株当たり純資産額 （円） 321.00 293.16 307.69 270.09 286.30 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（円） 

6.50 

(3.50) 

6.50 

(3.00) 

6.50 

(3.00) 

6.50 

(3.00) 

7.50 

(3.50) 

１株当たり当期純利益 

または当期純損失（△） 
（円） 4.85 △22.18 11.26 △27.48 2.09 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － 11.26 － 2.09 

自己資本比率 （％） 55.5 58.0 64.1 66.3 64.2 

自己資本利益率 （％） 1.4 △7.2 3.8 △9.5 0.8 

株価収益率 （倍） 87.6 － 31.2 － 374.6 

配当性向 （％） 135.3 － 57.7 － 358.9 

 従業員数 

(外、平均臨時従業員数) 
（名） 

4,252 

(693) 

2,938 

(522) 

416 

(102) 

344 

(28) 

321 

(38) 



２【沿革】 

 （注） 関係会社の名称については、平成18年３月末現在で表示しています。 

年月 沿革 

大正７年６月 帝国人造絹絲㈱設立、山形県米沢市でレーヨンを生産 

昭和２年１月 岩国工場操業開始（レーヨン） 

 〃 ９年10月 三原工場操業開始（レーヨン） 

 〃 19年８月 帝人製機㈱を設立 

 〃 20年８月 帝人加工糸㈱を設立（現 連結子会社） 

 〃 22年８月 帝人化成㈱を設立（現 連結子会社） 

 〃 24年５月 東京、大阪、名古屋各証券取引所に上場 

 〃 27年11月 帝人商事㈱を設立 

 〃 30年11月 松山工場操業開始（アセテート） 

 〃 33年６月 松山工場で‘テトロン®'の生産開始 

 〃 36年３月 帝人殖産㈱を設立 

 〃 37年11月 「帝人㈱」に社名変更 

 〃 38年11月 三原工場でナイロンの生産開始 

 〃 42年９月 タイに、Teijin Polyester（Thailand）Limitedを設立（現 連結子会社） 

 〃 43年４月 徳山工場操業開始（‘テトロン®'） 

 〃 45年10月 愛媛工場操業開始（‘テトロン®'） 

 〃 46年８月 岐阜工場操業開始（‘テトロン®'フィルム） 

 〃 46年10月 レーヨン生産の全面撤収 

 〃 48年10月 インドネシアに、P.T.Teijin Indonesia Fiber Corporationを設立（現 連結子会社） 

 〃 53年４月 帝人エンジニアリング㈱を設立（現 連結子会社） 

 〃 53年７月 岩国製造所操業開始（人工腎臓TFシリーズ） 

 〃 54年３月 当社アセテート事業を分離、帝人アセテート㈱を設立 

 〃 55年２月 帝人医薬㈱より新薬‘ベニロン®'‘ラキソベロン®'の発売開始 

 〃 55年４月 岩国工場で耐熱性繊維‘コーネックス®'の商業生産開始 

 〃 55年12月 帝人物流㈱を設立（現 連結子会社） 

 〃 58年９月 ㈱帝人システムテクノロジーを設立 

 〃 58年10月 帝人医薬㈱を吸収合併（合併により日野製造所を継承） 

 〃 60年８月 宇都宮工場操業開始（‘テトロン®' フィルム） 

 〃 61年８月 帝人ファイナンス㈱を設立 

平成元年10月 医薬岩国製造所本格稼動 

 〃 ２年10月 帝人アセテート㈱、帝人油化㈱及び帝人メンテナンス㈱を吸収合併 

 〃 ３年９月 米国にDuPont Teijin Films U.S. Limited Partnershipを設立（現 連結子会社） 

 〃 ３年10月 東京麻絲紡績㈱を吸収合併 
 タイにTEIJIN（THAILAND）LIMITEDを設立（現 連結子会社） 

 〃 ７年10月 当社ナイロン事業を帝人デュポンナイロン㈱へ移管 

 〃 ９年６月 シンガポールにTEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.を設立（現 連結子会社） 

 〃 11年10月 東邦レーヨン㈱（現 東邦テナックス㈱）に資本参加（現 連結子会社） 

 〃 11年12月 帝人デュポンフィルム㈱を設立（現 連結子会社） 
 DuPont Teijin Films U.S. Limited Partnershipが、米国デュポン社より北米における同社のポ

リエステルフィルム事業を譲受 

 〃 12年１月 当社フィルム事業の営業部門を帝人デュポンフィルム㈱に移管 

 〃 12年12月 蘭国アコーディス社からトワロン事業を買収し、Teijin Twaron B.V.を設立（現 連結子会社） 

 〃 13年４月 当社フィルム事業の製造部門を帝人デュポンフィルム㈱に移管 
 帝人商事㈱が日商岩井アパレル㈱と合併し社名をＮＩ帝人商事㈱に変更（現 連結子会社） 
 ㈱帝人システムテクノロジーがインフォコム㈱と合併し社名をインフォコム㈱に変更（現 連結

子会社） 
 メキシコのAkra Teijin, S.A.de C.V. に追加出資 

 〃 14年４月 帝人ファイバー㈱（平成14年１月設立）に当社衣料繊維事業を移管（現 連結子会社） 

 〃 15年４月 帝人テクノプロダクツ㈱（平成14年11月設立）に当社産業繊維事業を移管（現 連結子会社） 
 持株会社となり、新しいグループ体制に移行 

 〃 15年９月 帝人製機㈱が㈱ナブコと経営統合し、共同持株会社ナブテスコ㈱を設立 

 〃 15年10月 帝人ファーマ㈱（平成14年４月設立）に当社医薬医療事業を移管（現 連結子会社） 

 〃 16年２月 帝人ファイナンス㈱の個品割賦事業を譲渡 

 〃 17年１月 当社及び帝人殖産㈱の賃貸ビル事業を譲渡 

 〃 17年４月 Teijin Akra, S.A. de C.V.の北米ファイバー事業を譲渡 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は当社、子会社124社及び関連会社33社で構成されています。その事業は合成繊維、化成品、医薬

医療、流通・リテイル分野における製品の製造・加工・販売を中心とし、その他にＩＴ・新事業他としてシステムソ

フトウェア開発等の情報関連事業や物流、印刷等の事業を展開しています。 

 帝人グループの事業別に見た位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりです。 

  

合成繊維事業 ：帝人ファイバー㈱、帝人テクノプロダクツ㈱、P.T.Teijin Indonesia Fiber Corporation、 

TEIJIN（THAILAND）LIMITED等連結子会社14社、非連結子会社６社及び関連会社５社は合成繊

維（糸・綿・織編物等）の製造・販売を行っています。帝人加工糸㈱等連結子会社13社、非連

結子会社６社及び関連会社９社は紡績、織、編、染等の繊維加工を行っています。帝人コード

レ㈱（連結子会社）は人工皮革の製造・販売を行っています。東邦テナックス㈱等連結子会社

３社は炭素繊維製品の製造・販売を行っています。デュポン帝人アドバンスドペーパー㈱等関

連会社３社はアラミド紙等の販売を行っています。 

  

化成品事業 ：帝人デュポンフィルム㈱、P.T.INDONESIA TEIJIN DUPONT FILMS等連結子会社５社及び 

DuPont Teijin Films Luxembourg S.A.等関連会社５社はフィルムの製造・販売を行っていま

す。フィルム加工㈱等非連結子会社２社はポリエステルフィルム等の加工等を行っています。

帝人化成㈱等連結子会社４社及び関連会社３社は樹脂・樹脂製品等を製造・販売しています。

広島プラスチック㈱等連結子会社２社及び非連結子会社１社はプラスチックの成形加工を行っ

ています。連結子会社５社は樹脂製品の販売を行っています。錦海化学㈱（連結子会社）及び

非連結子会社１社は化学薬品等の製造・販売を行っています。 

  

医薬医療事業 ：帝人ファーマ㈱、帝人在宅医療西日本㈱等連結子会社８社及び関連会社１社は医薬品・在宅医

療機器の製造・販売及び在宅医療サービスを行っています。Teijin America Inc.（連結子会

社）は新薬の臨床開発を行っています。 

  

流通・ 

リテイル事業 

：ＮＩ帝人商事㈱、㈱テイジンアソシアリテイル、㈱帝健等連結子会社13社及び非連結子会社８

社及び関連会社５社は繊維製品の企画・販売を行っています。 

  

ＩＴ・ 

新事業他 

：インフォコム㈱（連結子会社）、非連結子会社11社及び関連会社１社は、情報システムの運

用・開発・メンテナンスを行っています。帝人アドバンストフィルム㈱（非連結子会社）はエ

ンジニアリングフィルムの製造・販売を行っています。帝人エンジニアリング㈱等連結子会社

５社は機械の製造・販売等を行っています。帝人物流㈱（連結子会社）は帝人グループ製品の

運送・保管を行っています。その他連結子会社７社、非連結子会社４社及び関連会社１社は物

流、印刷等を行いグループ内外にそのサービスを提供しています。 



 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 

（注） 当該事業区分と、事業の種類別セグメントとは一致しています。 



４【関係会社の状況】 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

（連結子会社）  百万円  ％ ％  

※１※３ 

帝人ファイバー㈱ 

大阪市 

中央区 
12,025 繊維の製造・販売 100 － 

提出会社へ動力用役を供給 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・３人 

  千US$     
※１ 

P.T.Teijin Indonesia 

Fiber Corporation 

Jakarta 

INDONESIA 
89,945 

ポリエステル繊維

の製造・販売 
93.45 － 提出会社が経営管理料を徴収 

  千B.     
Teijin Polyester 

（Thailand）Limited 

Bangkok 

THAILAND 
548,224 

ポリエステル繊維

の製造・販売 
66.87 － 〃 

  

TEIJIN(THAILAND)LIMITED 

  

  

Bangkok 

THAILAND 
500,000 

ポリエステル繊維

の製造・販売 
75.50 

24.50 

Teijin Polyester 

（Thailand） 

Limited 

〃 

Thai Namsiri Intertex 

Co.,Ltd. 

Bangkok 

THAILAND 
1,000,000 

ポリエステル織物

の製造・販売 
46.79 

20.00 

Teijin Polyester 

（Thailand） 

Limited 

10.71 

ＮＩ帝人商事㈱ 

3.75 

N.I.TEIJIN SHOJI 

（THAILAND） 

CO.,LTD. 

〃 

TEIJIN CORD（THAILAND） 

Co.,Ltd. 

Bangkok 

THAILAND 
215,250 

伝動ベルト用接着コ

ードの生産・販売 
50.66 

4.18 

ユニオン 

タイヤコード㈱ 

1.16 

Teijin Polyester 

（Thailand） 

Limited 

10.22 

N.I.TEIJIN SHOJI 

（THAILAND） 

CO.,LTD. 

33.78 

ＮＩ帝人商事㈱ 

〃 

  千EURO     

TMI Europe S.p.A． 
Vercelli 

ITALY 
4,270 

ポリエステル織物

の製造・販売 
100 － 〃 

  千HK$     

帝人香港有限公司 
Hong Kong 

CHINA 
2,780 

合成繊維織物の製

造・販売 
100 － 〃 

  百万円     

南通帝人有限公司 
Nantong 

CHINA 
4,000 

ポリエステル織物

の製造・販売 
100 － 〃 

帝人テディ㈱ 
愛媛県 

松山市 
90 

ポリエステル加工

糸の製造 
－ 

100 

帝人ファイバー㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人興産㈱ 
愛媛県 

松山市 
10 

繊維製造付帯作業

請負 
－ 

100 

帝人ファイバー㈱ 

提出会社より事業所内作業を

受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人ネステックス㈱ 
石川県 

加賀市 
490 合成繊維の加工 － 

100 

帝人ファイバー㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

 



会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

  百万円  ％ ％  

帝人加工糸㈱ 
石川県 

小松市 
480 

合成繊維の加工及

びニット製品の製

造・販売 

－ 
100 

帝人ファイバー㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人テクロス㈱ 
愛知県 

稲沢市 
480 

織物製造・販売・

染色 
－ 

100 

帝人ファイバー㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

尾張整染㈱ 
愛知県 

一宮市 
200 

カーシートの染色

整理 
－ 

100 

帝人テクロス㈱ 
〃 

※１※３ 

帝人テクノプロダクツ㈱ 

大阪市 

中央区 
5,000 繊維の製造・販売 100 － 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・３人 

ユニオンタイヤコード㈱ 
大阪市 

中央区 
75 

タイヤコード・産

業資材用撚糸等の

製織加工 

－ 

100 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

ユニセル㈱ 
山口県 

岩国市 
10 不織布の製造・販売 － 

100 

ユニオンタイヤコ

ード㈱ 

〃 

帝人モノフィラメント㈱ 
東京都 

港区 
100 

PETモノフィラメン

トの製造・販売 
－ 

100 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

〃 

  千US$     

Teijin Monofilament 

U.S.,Inc 

Delaware 

U.S.A. 
8,700 

PETモノフィラメン

トの製造・販売 
－ 

100 

Teijin Holdings 

USA Inc. 

提出会社が経営管理料を徴収 

  千EURO     

Teijin Monofilament 

Germany GmbH 

Bobingen 

GERMANY 
28,121 

PETモノフィラメン

トの製造・販売 
－ 

94.55 

Teijin Holdings 

UK PLC 

5.45 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

〃 

※１ 

Teijin Twaron B.V. 

Arnhem 

NETHERLANDS 
20 

パラ系アラミド繊

維の製造・販売 
－ 

100 

Teijin Holdings  

Netherlands B.V. 

〃 

Teijin Twaron GmbH 
Wuppertal 

GERMANY 
51 

パラ系アラミド繊

維の販売 
－ 

100 

Teijin Holdings  

Netherlands B.V. 

－ 

  千US$     

Teijin Twaron USA INC. 
Delaware 

U.S.A. 
5,200 

パラ系アラミド繊

維の販売 
－ 

100 

Teijin Holdings 

USA Inc. 

提出会社が経営管理料を徴収 

Teijin Twaron do BRAZIL  

LTDA 

SanPaulo 

BRAZIL 
1,398 

パラ系アラミド繊

維の販売 
－ 

100 

Teijin Holdings  

USA Inc. 

〃 

Teijin Twaron Asia 

Co., Ltd. 

Shanghai 

CHINA 
200 

パラ系アラミド繊

維の販売 
－ 

100 

Teijin Holdings  

Netherlands B.V. 

－ 

  百万円     

帝人コードレ㈱ 
島根県 

大田市 
100 

人工・合成皮革の

製造・販売 
－ 

100 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

※１※２ 

東邦テナックス㈱ 

東京都 

文京区 
13,065 

PAN系炭素繊維及び

アクリル綿の製

造・販売 

55.75 － 提出会社が経営管理料を徴収 

東邦テキスタイル㈱ 
大阪市 

中央区 
490 

各種繊維原料・製

品の製造・販売 
－ 

100 

東邦テナックス㈱ 
〃 

 



会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

  百万円  ％ ％  

東邦化工建設㈱ 

静岡県 

駿東郡 

長泉町 

400 
総合エンジニアリ

ング 
－ 

100 

東邦テナックス㈱ 

提出会社へ回収装置を販売 

提出会社が経営管理料を徴収 

東邦機械工業㈱ 
徳島県 

徳島市 
300 

各種機械装置の設

計・製作・販売 
－ 

100 

東邦テナックス㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

東邦セールス㈱ 
徳島県 

徳島市 
100 

リネンサプライ、

石油製品等の販売 
－ 

100 

東邦テナックス 
〃 

  千US$     

Toho Tenax America Inc. 
Menlo Park 

U.S.A. 
12,500 

炭素繊維製品の製

造・販売 
－ 

100 

東邦テナックス㈱ 
〃 

  千EURO     

Toho Tenax Europe GmbH 
Wuppertal 

GERMANY 
14,119 

炭素繊維製品の製

造・販売 
－ 

100 

東邦テナックス㈱ 
〃 

  百万円     

㈱テクセット 
東京都 

中央区 
30 産業用合成繊維販売 － 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

㈱テイジンアソシアリテイル 
東京都 

中央区 
90 

紳士、婦人用衣料

の小売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

㈱フォークナー 
岡山県 

瀬戸内市 
85 

紳士服の製造・販

売、保管及び配送 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

㈱帝健 
大阪市 

中央区 
50 

健康関連商品の加

工・販売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人ワオ㈱ 
大阪市 

中央区 
50 

ジーンズ製品の製

造・販売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

※３※４ 

ＮＩ帝人商事㈱ 

大阪市 

中央区 
2,000 繊維製品等の販売 96.88 － 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・２人 

エヌアイ繊維㈱ 
東京都 

台東区 
388 繊維製品の輸入販売 － 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
－ 

  千B.     
N.I.TEIJIN SHOJI 

(THAILAND)CO.,LTD. 

Bangkok 

THAILAND 
200,000 

繊維製品等の輸出

入及び販売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

  千US$     
N.I.TEIJIN SHOJI 

(U.S.A.),INC. 

New York 

U.S.A. 
3,000 

繊維製品等の輸出

入及び販売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

  千EURO     
N.I.TEIJIN SHOJI 

EUROPE GmbH. 

Hamburg 

GERMANY 
511 

繊維製品等の輸出

入及び販売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

  千HK$     
N.I.TEIJIN SHOJI 

(HONG KONG)LTD. 

Hong Kong 

CHINA 
21,600 

繊維製品等の輸出

入及び販売 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
〃 

  百万円     

㈱タキイ・コーポレイション 
大阪市 

中央区 
50 ニット製品の販売 － 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 
－ 

帝商産業㈱ 
福井県 

福井市 
36 

包装材料、ボビン

の回収 
－ 

100 

ＮＩ帝人商事㈱ 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

※１ 

帝人デュポンフィルム㈱ 

東京都 

千代田区 
10,010 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
－ 

50.10 

帝人フィルム㈱ 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・１人 

※１ 

帝人フィルム㈱ 

東京都 

千代田区 
10 

帝人㈱とデュポン

社のフィルム合弁

事業の管理業務 

100 － 提出会社が経営管理料を徴収 

 



会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

  千US$  ％ ％  
P.T.INDONESIA 

TEIJIN DUPONT FILMS 

Jakarta 

INDONESIA 
44,000 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
50.10 － － 

Teijin-DuPont Films 

Incorporated 

Wilmington 

U.S.A. 
1,600 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
－ 

50.16 

Teijin Holdings  

USA Inc. 

－ 

※１ 

DuPont Teijin Films 

U.S.Limited Partnership 

Wilmington 

U.S.A. 
457,000 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
－ 

49.93 

Teijin Holdings  

USA Inc. 

0.13 

Teijin-DuPont 

Films  

Incorporated 

－ 

  百万円     

※１※３ 

帝人化成㈱ 

東京都 

千代田区 
2,149 

合成樹脂等の製

造・販売 
100 － 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・３人 

  千US$     

TEIJIN KASEI AMERICA INC. 
Atlanta 

U.S.A. 
200 

ポリカーボネート

樹脂の販売 
－ 

100 

Teijin Holdings  

USA Inc. 

－ 

  千EURO     

TEIJIN KASEI EUROPE B.V. 
Venlo 

NETHERLANDS 
1,134 

ポリカーボネート

樹脂の販売 
－ 

100 

帝人化成㈱ 
－ 

  千HK$     

帝人化成香港有限公司 
Hong Kong 

CHINA 
1,000 

ポリカーボネート

樹脂の販売 
－ 

100 

帝人化成㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

  千NT$     

台湾帝人化成股份有限公司 
Taipei 

TAIWAN 
5,000 

ポリカーボネート

樹脂の販売 
－ 

100 

帝人化成㈱ 
〃 

  千US$     
※１ 

TEIJIN POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd. 

Singapore 

SINGAPORE 
75,773 

ポリカーボネート

樹脂の製造・販売 
45.00 

55.00 

帝人化成㈱ 
〃 

  千RMB     
 ※１ 

TEIJIN POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

Jiaxing 

CHINA 
559,629 

ポリカーボネート

樹脂の製造・販売 
－ 

100 

帝人化成㈱ 
－ 

上海帝人化成貿易有限公司 
Shanghai 

CHINA 
2,483 

ポリカーボネート

樹脂の販売 
－ 

100 

帝人化成㈱ 
－ 

帝人化成複合塑料（上海） 

有限公司 

Shanghai 

CHINA 
73,664 

ポリカーボネート

樹脂の着色・加

工・販売 

－ 
100 

帝人化成㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

  百万円     

テイヨー㈱ 
広島県 

呉市 
10 合成樹脂成形加工 － 

97.50 

帝人化成㈱ 
〃 

錦海化学㈱ 
岡山県 

瀬戸内市 
82 

ファインケミカル等

の製造・販売 
－ 

59.29 

帝人化成㈱ 
－ 

広島プラスチック㈱ 
広島県 

東広島市 
30 

雨樋・自動車部品

の成形・加工 
－ 

100 

帝人化成㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

※１※３ 

帝人ファーマ㈱ 

東京都 

千代田区 
10,000 

医薬品・医療機器

の製造・販売等 
100 － 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・３人 

  千US$     

Teijin America Inc. 
New York 

U.S.A. 
300 

米州における情報収

集と事業展開統括 
－ 

100 

Teijin Holdings  

USA Inc. 

提出会社が経営管理料を徴収 

  百万円     

帝三製薬㈱ 
東京都 

立川市 
110 医薬品の製造・販売 － 

99.08 

帝人ファーマ㈱ 
〃 

 



会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

  百万円     ％        ％  

帝人在宅医療東日本㈱ 
さいたま市 

中央区 
50 在宅医療サービス － 

100 

帝人ファーマ㈱ 
提出会社が経営管理料を徴収 

帝人在宅医療東京㈱ 
東京都 

港区 
50 在宅医療サービス － 

100 

帝人ファーマ㈱ 
〃 

帝人在宅医療中部㈱ 
名古屋市 

東区 
50 在宅医療サービス － 

100 

帝人ファーマ㈱ 
〃 

帝人在宅医療関西㈱ 
大阪市 

西区 
50 在宅医療サービス － 

100 

帝人ファーマ㈱ 
〃 

帝人在宅医療西日本㈱ 
広島市 

中区 
50 在宅医療サービス － 

100 

帝人ファーマ㈱ 
〃 

帝人在宅医療九州㈱ 
福岡市 

博多区 
50 在宅医療サービス － 

100 

帝人ファーマ㈱ 
〃 

※２ 

インフォコム㈱ 

東京都 

千代田区 
1,590 情報システム事業 50.14 － 

提出会社より情報システムの

企画・開発・販売を受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人エンジニアリング㈱ 
大阪市 

中央区 
475 エンジニアリング業 100 － 

提出会社よりエンジニアリン

グサービスを受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

呉興業㈱ 
山口県 

岩国市 
50 産業用設備の製造 － 

100 

帝人エンジニアリ

ング㈱ 

提出会社より設備工事・ 

メンテナンスサービスを受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人エコ・サイエンス㈱ 
東京都 

港区 
300 環境分析、環境調査 － 

100 

帝人エンジニアリ

ング㈱ 

提出会社より環境分析等・ 

アセスメント調査を受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

㈱テイビ 
大阪市 

中央区 
10 

印刷業・印刷物の

販売 
100 － 

提出会社より印刷業務を受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人物流㈱ 
大阪市 

中央区 
80 

運送業・運送取扱

業及び倉庫業 
100 － 

提出会社より運送・保管業務

を受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

帝人クリエイティブ 

スタッフ㈱ 

大阪市 

中央区 
90 スタッフ業務 100 － 

提出会社よりスタッフ業務を

受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

役員の兼任・・・２人 

帝人エンテック㈱ 
大阪市 

中央区 
60 

エンジニアリング

業務の受託 
100 － 

提出会社よりエンジニアリン

グサービスを受託 

提出会社が経営管理料を徴収 

提出会社が設備を貸与 

  千US$     
※１ 

Teijin Holdings USA Inc. 

Wilmington 

U.S.A. 
345,642 米国持株会社 100 － － 

  千GBP       
※１ 

Teijin Holdings UK PLC 

London 

U.K. 
63,840 英国持株会社 100 － － 

  千EURO     
Teijin Holdings 

Netherlands B.V. 

Arnhem 

NETHERLANDS 
60,922 欧州持株会社 100 － － 

 



会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

（持分法適用関連会社）  百万円     ％      ％  

五十嵐貿易㈱ 
横浜市 

中区 
300 

繊維製品の輸出入

及び国内卸 
－ 

30.00 

帝人ファイバー㈱ 
－ 

徳永貿易㈱ 
大阪市 

中央区 
48 繊維製品加工・販売 － 

20.83 

帝人ファイバー㈱ 
－ 

日新実業㈱ 
東京都 

千代田区 
152 繊維製品の卸売 － 

49.50 

帝人テクロス㈱ 
－ 

㈱龍村美術織物エーアイ 
愛知県 

安城市 
310 

輸送機器用生地の

製造・加工・販売 
－ 

19.98 

帝人テクロス㈱ 
－ 

浪華絹綿㈱ 
大阪市 

都島区 
48 不織布、寝装品製造 － 

25.00 

帝人ファイバー㈱ 
－ 

山口ニット㈱ 
富山県 

富山市 
300 

経編生地の製造・

加工・販売 
－ 

45.73 

帝人ファイバー㈱ 
－ 

ソロテックス㈱ 
大阪市 

北区 
250 繊維の製造・販売 － 

50.00 

帝人ファイバー㈱ 
－ 

㈱ハイボーン 
岐阜県 

羽島市 
50 

カーペットの染色

加工 
－ 

30.00 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

－ 

  百万Rp.     

P.T.BRANTA MULIA TEIJIN  

INDONESIA 

Bogor 

INDONESIA 
34,429 

タイヤコード用フ

ィラメント製造・

販売 

－ 

30.00 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

－ 

  千B.     

TTL Tecloth Ltd. 
Bangkok 

THAILAND 
22,500 

繊維製品の生産・

販売 
－ 

50.00 

帝人テクロス㈱ 
－ 

Teijin Unitika Spunbond  

（Thailand）Co.,Ltd. 

Bangkok 

THAILAND 
220,000 

スパンボンドの製

造・販売 
－ 

33.00 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

17.00 

Teijin Polyester 

（Thailand） 

Limited 

－ 

  千HK$     
DuPont Teijin Advanced  

Fibers（HK）Limited 

Hong Kong 

CHINA 
1,560 

メタアラミド繊維、

繊維製品の販売 
－ 

50.00 

帝人香港有限公司 
－ 

DuPont Teijin Advanced  

Papers（Asia）Limited 

Hong Kong 

CHINA 
8,000 アラミド紙の販売 － 

50.00 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

－ 

  百万円     

デュポン帝人 

アドバンスドペーパー㈱ 

東京都 

目黒区 
1,000 

アラミド紙の製

造・販売 
－ 

50.00 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

役員の兼任・・・１人 

  千EURO     

CPW GmbH 
Wuppertal 

GERMANY 
548 知的財産サービス － 

25.00 

Teijin Twaron  

GmbH 

－ 

 



 （注）※１：特定子会社です。 

※２：有価証券報告書を提出している会社です。 

※３：提出会社の保証会社です。 

※４：ＮＩ帝人商事㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えており、その「主要な損益情報等」は次のとおりです。 

※５：関係会社の名称及び議決権の所有割合については、平成18年３月末現在で表示しています。 

※６：役員の兼任については、当社役員で当該関係会社の役員を兼任している者の人数を平成18年３月末現在で

表示しています。 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

  千EURO  ％ ％  

Technical 

Textile Institute GmbH 

Wuppertal 

GERMANY 
287 受託研究 － 

50.00 

Teijin Twaron  

GmbH 

－ 

Technical 

Fibers Application 

Institute B.V. 

Arnhem 

NETHERLANDS 
53 受託研究 － 

50.00 

Teijin Twaron  

B.V. 

－ 

  千RMB     

無錫片桐針織有限公司 
Wuxi 

CHINA 
8,300 

ニット製品の製

造・販売 
－ 

14.50 

ＮＩ帝人商事㈱ 

5.00 

N.I.TEIJIN SHOJI 

(HONG KONG)LTD. 

－ 

如皋日幸美服飾有限公司 
Rugao 

CHINA 
2,893 カーテン縫製 － 

16.00 

ＮＩ帝人商事㈱ 
－ 

寧波東洋毛紡織有限公司 
Ningbo 

CHINA 
38,441 

梳毛糸、紡毛糸の

製造・販売 
－ 

19.80 

ＮＩ帝人商事㈱ 
－ 

煙台日陽紡織品有限公司 
Yantai 

CHINA 
4,456 

キルト製品の製

造・販売 
－ 

28.35 

ＮＩ帝人商事㈱ 
－ 

  千EURO     

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

Contern 

LUXEMBOURG 63,957 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
－ 

50.00 

Teijin Holding

s UK PLC 

－ 

DuPont Teijin Films 

Netherlands B.V. 

Baanhoekweg 

NETHERLANDS 
4,845 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
－ 

50.00 

Teijin Holdings  

UK PLC 

－ 

  千GBP     

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

Wilton 

U.K. 
43,478 

ポリエステルフィ

ルムの製造・販売 
－ 

50.00 

Teijin Holdings  

UK PLC 

－ 

  千US$     
DuPont Teijin Films 

China Ltd. 

Hong Kong 

CHINA 
9,038 中国持株会社 49.00 － － 

REMO INC 
California 

U.S.A. 
3,536 

音楽用機材の製

造・販売 
－ 

22.46 

DuPont Teijin 

Films U.S. 

Limited 

Partnership 

－ 

  百万円     

ＲＩＭＴＥＣ㈱ 
東京都 

千代田区 
490 樹脂の成形・販売 － 

40.00 

帝人化成㈱ 
－ 

ウィンテックポリマー㈱ 
東京都 

千代田区 
2,000 

PBT樹脂及びPET樹

脂の製造・販売 
40.00 － 提出会社が設備を貸与 

エイトピア㈱ 
東京都 

中央区 
420 

ECシステム開発、EC

運用会社設立・運営
41.67 － － 

会社名 
売上高 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

純資産額 
（百万円） 

総資産額 
（百万円） 

ＮＩ帝人商事㈱ 212,026 4,865 2,894 16,860 77,834 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

  

(3）労働組合の状況 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

合成繊維事業 
9,886 

（1,118） 

化成品事業 
3,136 

（ 393） 

医薬医療事業 
2,328 

（ 702） 

流通・リテイル事業 
1,202 

（ 236） 

ＩＴ・新事業他 
1,946 

（ 280） 

全社 
321 

（  38） 

合計 
18,819 

（2,767） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

321 

（ 38） 
43.4 20.6 6,717 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 平成17年度の世界経済は、米国経済が住宅市場の拡大に加え、企業業績改善等により成長が続いており、中国経

済も旺盛な設備投資需要、輸出の拡大等で力強い成長が続いています。一方、欧州経済は輸出の堅調さに加え、内

需も底堅く推移しました。また、日本経済は、設備投資の増加、雇用環境の改善、個人消費の拡大等、内需に牽引

される形で拡大基調を辿りました。しかし、原油の高止まりから来る景気減速要因により経済環境は楽観できる状

況にはありません。 

 こうした状況下、帝人グループは「集中と選択」に基づく各事業の戦略的対応を行うとともに、中期経営計画

“WING 2003”の方針に基づき、徹底したコスト削減と事業体質強化策を推進してきました。 

 これらの結果、帝人グループの平成17年度の連結決算は、売上高が9,381億円（前期比3.3％増）、営業利益は

768億円（同48.0％増）、経常利益は682億円（同58.2％増）、また当期純利益は249億円（同171.3％増）となりま

した。資本効率を示すＲＯＡ（総資産営業利益率）は、中期経営計画“WING 2003”で平成17年度の目標としてい

た7.6％を上回り、8.5％を確保しました。財務の健全性を表すＤ／Ｅレシオ（有利子負債／株主資本）についても

0.88と、目標としていた0.9を達成しました。これにより、経営基盤の安定化は進展したと考えています。 

  

 当連結会計年度における事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

＜衣料繊維分野は国内消費不振、原燃料価格高騰等で苦戦、産業繊維分野はトワロン、炭素繊維等好調＞ 

 衣料繊維分野では、長引く衣料用ポリエステル繊維に対する国内需要の低迷、原燃料価格の高騰などの要因で、

収益面では依然厳しい状況を強いられました。 

 これらの状況にあって、国内においては北陸での染色加工事業の抜本的構造改革を図るため一部工場の閉鎖を行

いました。一方、成長を続ける中国の自動車市場への積極的な参入を図るため、中国江蘇省南通市にカーシート用

生地の製造・販売を目的とする合弁会社の設立を決定しました。このような施策による投入資源のより一層の重点

化を通じ、中長期的に競争力を有する事業基盤の構築を着実に進めています。 

 一方、新商品開発の強化及び新しいビジネスモデルの確立にも注力してきました。新商品開発では、米国ナイキ

社の革新的スポーツウェア「ナイキ スフィアリアクト」に独占的に供給される「次世代型“自己調節機能繊

維”」や、「透けないカーテン」用の原糸「ウエーブロン®」に、紫外線カットの機能を加えた新素材「ウエーブ

ロン®ＵＶ」の開発に成功し販売を開始しました。また、海外に「エコサークル®」を展開する新しいビジネスモ

デルの確立にも注力しています。 

 産業繊維分野では、アラミド繊維の「トワロン®」は、自動車関連分野や安全機能分野を中心に順調に拡大を続

けています。特に国内市場ではアスベスト代替などの摩擦材用途が急増したほか、海外市場でも防弾用途などが堅

調に推移しました。また、拡大する市場に対応するため、平成17年５月に能力増強工事を実施したほか、同年７月

に着工した次期増設工事も順調に進んでいます。「テクノーラ®」「コーネックス®」もフル生産・フル販売で順

調な実績を残しました。 

 炭素繊維「テナックス®」は、産業資材、航空機、スポーツの各用途で世界的に旺盛な需要を背景に、収益を改

善しました。また、ドイツでの増設工事も平成18年９月の稼動を目指して順調に進んでいます。 

＜フィルム分野は、ＰＥＴフィルム・ＰＥＮフィルムとも需要堅調、樹脂分野は、中国の旺盛な需要に支えられ需

給逼迫＞ 

 フィルム分野では、世界６カ国で米国デュポン社と合弁事業を行っていますが、アジア地区を中心に主力のＰＥ

Ｔフィルム需要が堅調に推移しました。 

 日本では、ディスプレイ関連を中心とする工業材料の販売好調と販売構成の改善で順調に収益を伸ばしました。

 米国では、ハリケーン カトリーナの影響に因る原燃料価格の大幅高騰を、売値是正、販売構成改善とコスト削

減で吸収し、前期に続き黒字を継続しました。 

 欧州では、磁気用途需要の大幅な減少や輸入増加等から競争が激化し、収益改善策として一層の拡販、コスト削

減、生産性改善等に積極的に取り組んでいます。 

 ＰＥＮフィルム「テオネックス®」は、高容量データテープ向けが高水準を維持し、自動車関連用途も販売を伸

ばしています。加工フィルム事業は、フラットパネルディスプレイ用を中心に順調に展開しています。 

 以上の結果、持分法対象の合弁会社も含んだ合弁全体の業績は、前年同期比増収となり利益も前年並みを維持し

ました。 

合成繊維事業 ：［売上高 2,610億円（前期比 6.4％減）、営業利益 145 億円（同 38.3 ％増）] 

化成品事業 ：［売上高 2,645億円（前期比 22.2％増）、営業利益 410 億円（同 113.9 ％増）] 



 樹脂分野では、ポリカーボネート樹脂の需要は中国市場を中心に順調に拡大しており、光学用途のＤＶＤ向け、

一般産業資材用途の電気・電子、ＯＡ機器向けを中心に販売量を伸ばしました。かねて建設中であった中国浙江省

のポリマー工場は平成17年４月に計画どおり生産を開始し、更に平成18年12月完成を目標に第２系列の建設を進め

ています。また、上海コンパウンド工場では平成17年10月に第２期工事が完了し、生産能力を倍増させています。

これらにより今後も拡大が期待される中国市場での供給体制の充実を図っています。 

 ポリカーボネート樹脂シート「パンライト®シート」では、大型液晶テレビ向けバックライト拡散板用途の急激

な需要拡大に対応し供給体制の充実を図っており、前年比大幅に販売量を伸ばしました。 

 ボトル用ＰＥＴ樹脂では、回収ペットボトルの落札不調から、平成17年７月より「ボトル to ボトルＴＭ」プラ

ントは休止を余儀なくされましたが、世界初のチタン触媒による耐熱ボトル用樹脂の販売を開始するなど拡販に努

めました。 

＜医薬品は主に骨粗鬆症領域、在宅医療は主にＨＯＴ事業が順調に推移、研究開発進展＞ 

 医薬品分野では、重点分野である骨粗鬆症領域において、ビスホスホネート製剤「ボナロン®」の販売量が続伸

するとともに、活性型ビタミンＤ３製剤「ワンアルファ®」も好調に推移しました。また、平成17年３月に発売し

た高脂血症治療剤「トライコア®」は、海外での大規模試験結果の啓蒙活動を通じ、市場への浸透に取り組んでい

ます。 

 研究開発の分野では、平成17年４月にインドのグレンマーク社から喘息等の新しい薬剤の日本における独占的な

開発、販売権を獲得し、現在、前臨床試験を実施中です。また、平成17年８月には日産化学工業㈱と、同社が創製

した心房細動治療薬候補化合物に関して共同開発を行うことで基本合意し、細部についての協議を開始しました。

 在宅医療分野では、主力の在宅酸素療法（ＨＯＴ）事業は、他社との激しい競争が続く中、順調にレンタル台数

を伸ばしています。また、睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）治療器も新製品「スリープメイト® Ｓ８」、「オート

セットＣ」の販売開始などもあり、昨年度同様、順調にレンタル台数を伸ばしています。 

※商標 ボナロン®/Bonalon® is the registered trademark of Merck & Co., Inc., Whitehouse Station, NJ, U.S.A. 

＜衣料繊維部門はカジュアルなどが健闘、産業資材部門は高機能繊維好調＞ 

 衣料繊維部門では、クールビズ・ウォームビズ効果に支えられ、カジュアル分野を中心に順調に推移しました

が、ミセス分野を中心とした国内ニット販売及び欧米向けテキスタイル販売など一部では苦戦を強いられました。

新規商権として秋冬物から販売を開始した、イタリアファッションブランド「ルチアノ ソプラーニ」は上質感に

こだわったブランド戦略とモノ作りが好評で初年度目標を達成しました。 

 産業資材部門では、国内自動車業界向けのゴム資材関連やバグフィルターなどの環境関連向けの高機能繊維が好

調で、全般的に堅調に推移しましたが、インテリア、リビング分野は不調が続きました。 

＜ＩＴサービス分野伸び悩み、新事業分野市場開発推進＞ 

 ＩＴ事業分野では、インフォコム㈱が、中小企業向け統合管理ソフトウェア「GRANDIT®」や医療機関向けソリ

ューション提供のＩＴソリューション事業と、データセンター運用や、着信メロディー等の携帯電話向けコンテン

ツ提供サービス事業を展開しています。ＩＴソリューション事業の「GRANDIT®」等のソフトウェアパッケージの

受注は堅調に推移しているものの、ＩＴソリューション事業、サービス事業ともに業績は伸び悩みました。また、

「GRANDIT®」事業の推進体制の強化や新横浜データセンターの自社保有化等、今後の事業展開に向けた様々な施

策を積極的に進めました。 

 新事業分野では、「アラミカ®」（パラ系アラミド特殊フィルム）事業は引き続き電子材料用途を中心に市場開

発に取り組んでおり、着実な拡大を図るべく新規案件の開拓に努めています。 

  

当連結会計年度における所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

  

日本   ：［売上高 6,192億円（前期比 1.7％増）、営業利益 455億円（同 14.7％増）］ 

 日本においては、衣料繊維分野が長引く需要低迷、原燃料価格の高騰により減益となりました。しかし、樹脂分

野では、光学用途のＤＶＤ向け、一般産業資材用途のＯＡ機器、電気・電子向けを中心に販売量を伸ばしました。

フィルム分野においては、液晶関連、加工フィルムが好調に推移し、販売構成の改善も図りました。また、医薬医

療分野においても販売量が増加し堅調に推移したことにより、前期比で増収、増益となりました。 

医薬医療事業 ：［売上高 1,056億円（前期比 8.7％増）、営業利益 193 億円（同 6.4 ％増）] 

流通・リテイル事業 ：［売上高 2,598億円（前期比 0.5％減）、営業利益 53 億円（同 13.5 ％減）] 

ＩＴ・新事業他 ：［売上高 472億円（前期比 13.9％減）、営業利益 38 億円（同 0.1 ％増）] 



アジア  ：［売上高 1,506億円（前期比 28.6％増）、営業利益 209億円（同 229.3％増）］ 

 アジアにおいては、樹脂分野での中国を中心とした非常に旺盛な需要に支えられ、前期比で増収・大幅な増益を

達成することができました。 

米州   ：［売上高 1,034億円（前期比 14.7％減）、営業利益 36億円（同 609.5％増）］ 

 米州においては、売上高は平成17年３月に衣料繊維分野での北米ファイバー子会社から事業撤退したことによ

り、前期比で減収となりました。しかしながら、営業利益については北米ファイバー子会社の事業撤退効果、産業

繊維分野でのアラミド繊維が順調に推移、フィルム分野での売値是正、販売構成改善とコスト削減により原燃料価

格の大幅な高騰を吸収し、前期比で増益となりました。 

欧州   ：［売上高 649億円（前期比 6.4％増）、営業利益 150億円（同 39.0％増）］ 

 欧州においては、産業繊維分野でのアラミド繊維が防弾・摩擦材用途を中心とした順調な拡大、炭素繊維は航空

機関連分野などで拡大を継続しています。更に、樹脂分野でも好調に推移したことから前期比で増収・増益となり

ました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益が450億円と

前連結会計年度に比べ大幅な増益であったことにより、たな卸資産の増加や仕入債務の減少等により資金支出があ

ったものの、営業活動によるキャッシュ・フローは増加しました。また、設備投資による支出が増加したほか、営

業活動により得たキャッシュを有利子負債の圧縮に充てた一方で、コマーシャルペーパーの借り入れ等により、前

連結会計年度末に比べ47億円（14.3％）増加し、当連結会計年度末残高は376億円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ22億円（3.0％）増加

し、755億円の資金収入となりました。これは主に、たな卸資産が111億円増加（前連結会計年度は80億円の増加）

し、仕入債務が45億円減少（同164億円の増加）したものの、税金等調整前当期純利益が450億円、減価償却費及び

連結調整勘定償却額が504億円となったことによるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ868億円減少（前連結会

計年度は127億円の資金収入）し、741億円の資金支出となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出

が666億円（同439億円）あったことによるものです。なお、当連結会計年度の設備投資は、オランダでのアラミド

繊維の増設、中国でのポリカーボネート樹脂工場新設、ドイツでの炭素繊維増設など成長分野への投資や、燃料高

騰に対応したインドネシアでの石炭焚きボイラー設置工事等を中心に実施しました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ812億円増加（前連結会

計年度は796億円の資金支出）し、15億円の資金収入となりました。これは主に、前連結会計年度に比べ長期借入

による資金調達が減少したものの、長短借入金の返済、社債の償還により有利子負債の圧縮をすすめた一方で、コ

マーシャルペーパーの借り入れ等により安定資金を確保したことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）受注実績 

 該当実績はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前期比（％） 

合成繊維事業 230,173 △0.8 

化成品事業 271,034  ＋25.9 

医薬医療事業 48,074  ＋9.1 

流通・リテイル事業 － － 

ＩＴ・新事業他 10,412  ＋4.5 

合計 559,695  ＋11.6 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前期比（％） 

合成繊維事業 260,966 △6.4 

化成品事業 264,511  ＋22.2 

医薬医療事業 105,588  ＋8.7 

流通・リテイル事業 259,828 △0.5 

ＩＴ・新事業他 47,187 △13.9 

合計 938,082  ＋3.3 



３【対処すべき課題】 

 （１）中長期的な会社の経営戦略と目標とする経営指標 

  ①中長期的な会社の経営戦略 

 帝人グループは、このたび平成18年度から平成20年度までの３年間の中期経営計画“STEP UP 2006”を策定しまし

た。“STEP UP 2006”では、前中期経営計画のテーマであった「全社収益力の再構築・強化」を更に一歩進めて、

「安定経営」から「創造経営」へ転換します。今回、中期経営計画を策定するにあたり、帝人グループが５～10年後

に目指す「長期経営ビジョン」と、長期的に軸足の定まった経営を行うために、「中長期経営方針」を定めました。

 帝人グループの目指す「長期経営ビジョン」は、 

１．「グローバルエクセレンスを獲得する」、 

２．「化学・バイオ技術とビジネスソリューションで持続的成長をとげる」、 

３．「新事業創出により成長を加速する」の３つです。 

 また、理想とする姿に向かう過程で、常に立ち返って確認すべき価値観・行動原理としての「中長期経営方針」

は、 

１．「企業価値の増大を追求する」、 

２．「持続的発展を志向する」、 

３．「革新性を重視する」の３つです。 

 帝人グループは、新中期経営計画を、このビジョンを達成するための期間、つまり、「飛躍に向けた事業変革」と

位置づけ、その具体化を図りました。 

 新中期経営計画では、２つの重点課題をあげています。 

 一つ目は、「帝人グループの技術・展開力」があり、かつ「高い成長性・収益性の見込める４市場（自動車・航空

機、情報・エレクトロニクス、ヘルスケア、環境・エネルギー）」に重点を置いて、「選択と集中」という考え方に

基づき、中期経営計画の期間中に投入資源の傾斜配分を行います。 

 二つ目は、研究開発を通じた新事業創出のための、「研究・開発戦略の推進」です。具体的には、平成15年度から

平成17年度までの３年間に比べ、今後３年間での持株会社の帝人㈱で行う研究費の投入比率を、帝人グループ全体の

10％から20％に引き上げ新規事業の創出・育成に取り組みます。 

 個別事業戦略は、以下のとおりです。 

 事業戦略策定にあたり、今回事業ポートフォリオの最適化・強化に向け「企業価値増大への貢献度」と「成長の持

続可能性」の切り口で、ＳＢＵ※の再編を行いました。 

 ※「ＳＢＵ」＝ミッション、経営資源、製品・サービス、顧客、競争相手などによって明確に区分することがで

き、かつ、独立した戦略・計画を立案すべき事業単位 



 各ＳＢＵの中期経営計画での位置付けと、具体的個別ＳＢＵは以下のとおりです。 

 ◆「成長ＳＢＵ」の事業戦略は、 

 １．「パラアラミド繊維」「炭素繊維」は、戦略投資と、先端技術と用途開発力でシェアの確保・向上を図ります。

 ２．「ポリカーボネート」は、積極的拡大を継続し、アジアNo.1の地位を堅持します。また、シート、フィルム等の

加工製品事業の強化、用途拡大を行います。 

 ３．「ＰＥＮ」は、フィルム・樹脂・繊維の各分野で積極的な用途拡大を行います。 

４．「医薬医療」は、医薬品と在宅医療の一体経営を更に強化するとともに、グローバルに事業を拡大します。ま

た、在宅医療の第二、第三の柱を育成します。 

 ◆「安定収益ＳＢＵ」の事業戦略は、 

 １．「ポリエステルフィルム」は、フラットパネルディスプレイ分野等の先端市場において積極的な拡大を行いま

す。また、固定費削減を通じた損益分岐点の引下げにより収益基盤を強化します。 

 ２．「流通・リテイル」は、「企画・提案型商社」機能を強化するとともに、リスク管理を徹底します。 

３．「ＩＴ」では、事業提携等を通じた事業基盤の強化を行うとともに、中小企業向け統合管理ソフトウェア

「GRANDIT®」等の新成長事業の育成・強化を図ります。また、将来、成長の実現性を高め、「成長ＳＢＵ」へ

の転換を目指します。 

 ◆「再建ＳＢＵ」の事業戦略は、 

 「再建ＳＢＵ」は、平成18年４月１日付けで「衣料繊維」と「ポリエステル工業繊維」を統合し、新たに誕生した

合成繊維事業の「ポリエステル繊維」が該当しますが、赤字から脱却し、安定収益を確保するための戦略として、 

 １．事業統合を活用して、機能分野を拡大するとともに、技術の相乗効果を追求し、組織効率化に取り組みます。ま

た、ＰＥＮ繊維等の高機能素材を拡大します。 

 ２．主力子会社である帝人ファイバー㈱で、機能性分野商品を強化するとともに、売値改善や、販売費・管理費等の

削減を徹底します。 

３．タイ・インドネシア・中国の子会社との連携を強化し、収益力強化に繫げます。 

  ②目標とする経営指標 

 中期経営計画“STEP UP 2006”において、ＲＯＡ(総資産営業利益率)10％以上、ＲＯＥ(株主資本当期純利益率)

12％以上、またＤ／Ｅレシオ（有利子負債／株主資本）0.6～0.7の目標を設定しています。目標達成に向け、「選択

と集中」の視点で事業収益力の強化を行うとともに、資産圧縮等を通じ資本効率を改善し、経営基盤を強化すること

により目標達成を目指します。 

 成長ＳＢＵ 安定収益ＳＢＵ 再建ＳＢＵ 

長期視点での 安定収益と 抜本策による再建実施 

積極的資源投入 キャッシュ・フロー確保 

合成繊維 
パラアラミド繊維、  ―― ポリエステル繊維 

炭素繊維、ＰＥＮ繊維 

化 成 品 

ポリカーボネート、 ポリエステルフィルム、  ―― 

ＰＥＮフィルム、 ポリエステル樹脂 

ＰＥＮ樹脂  

医薬医療 医薬医療  ――  ―― 

流通・リテイル  ―― 流通・リテイル  ―― 

ＩＴ  ―― ＩＴ  ―― 



（２）会社の対処すべき課題 

 平成18年度は、中期経営計画“STEP UP 2006”の初年度として、対処すべき重要課題は、「『創造経営』に向けた

事業競争力強化」と、「事業横断的コーポレート機能の強化」の２点です。 

  ①「創造経営」に向けた事業競争力強化 

 「創造経営」の方針のもと、拡大に向け「成長ＳＢＵ」には重点的に設備投資・研究費等の経営資源の投入を行

い、成長を加速します。同時に、投入資源の拡大に伴い、先行投資リスクの増大が予想されるため、戦略リスクマネ

ジメントを強化します。 

 また、「再建ＳＢＵ」に位置付けている合成繊維事業のポリエステル繊維は、事業収益性の抜本的改善を行いま

す。平成18年４月１日付けで行ったポリエステル繊維組織統合の効果を最大限発揮し、新組織で、ポリエステル繊維

事業の可及的速やかな黒字化を目指します。 

 更に、高水準の投資を推進するなか、引き続き運転資本の効率的活用等に取り組み、財務体質の健全性を維持しま

す。 

  ②事業横断的コーポレート機能の強化 

 帝人グループは、持株会社制のもと、分社化による個別事業競争力の徹底的強化を図っています。これに加え、持

株会社と個別事業との連携によりグループとしての総合力を高めるため、事業横断的コーポレート機能を強化しま

す。 

 「自動車・航空機」、「情報・エレクトロニクス」、「ヘルスケア」そして「環境・エネルギー」という４つの市

場へ重点を置くこととし、各々の市場を担当する執行役員主導で、顧客との連携を強化します。 

 今後成長が期待される市場であるインド・ロシアについては、拠点を設け、生産・販売・研究の基地としての在り

方を検討していくこととしており、進出への足がかりとする予定です。 

 また、研究開発の分野では、市場のニーズを的確に把握し、研究活動を重点化します。重点テーマについては、積

極的な資源投入を行うとともに、研究の進捗状況を管理・評価し、早期事業化に繫げます。 

 企業経営環境の変化や法制度的な要請への対応という観点からは、会社法や内部統制強化への対応を行います。ま

た、ＣＳＲ強化のため、更なる企業倫理の徹底、社会貢献活動の強化などを行います。 

  ③帝人グループの事業別課題 

◆長期的視点で積極的資源投入を行っていく「成長ＳＢＵ」では、 

 合成繊維事業の高機能繊維分野で、防護衣料・摩擦材用途を中心に需給逼迫が継続しているパラアラミド繊維「ト

ワロン®」に加え、工業用途や航空機用途で需要が拡大している炭素繊維「テナックス®」など、積極的な事業展開

で更なる拡大・成長を目指します。旺盛な需要を受け、パラアラミド繊維「トワロン®」は平成18年前半から順次立

ち上がる予定で能力増強を行うとともに、積極的な新規用途開発を行います。炭素繊維「テナックス®」は、日米欧

３極での供給体制を活用した展開を進めるとともに、平成18年９月完成の予定でドイツの工場を増設中です。更に、

拡大する需要に対応するため、平成20年４月立ち上げ予定で、日本における能力増強工事にも着手します。  

 化成品事業のポリカーボネート樹脂「パンライト®」については、アジア地域、特に中国での一般産業資材用途を

中心とした需要拡大は今後も継続すると考えられ、現在工事中の中国でのポリカーボネート樹脂工場第２系列を平成

18年12月に確実に立ち上げます。更に、ポリカーボネート樹脂シートや、ブルーレイディスクなどに使われるポリカ

ーボネート樹脂フィルムの拡大を図ります。また、コストダウンの推進と新規用途の積極的開拓に努めます。 

 医薬医療事業では、平成18年４月に薬価改定が行われましたが、こうした環境のもと、強化してきた営業体制の活

用により、骨粗鬆症治療薬の「ボナロン®」や平成17年３月に上市した高脂血症治療剤「トライコア®」をはじめと

する医薬品の売上拡大と、在宅医療機器の一層の拡販を行います。更に、収益貢献が期待される気管支喘息治療薬

（ＢＴＲ－１５）やボナロン週一回投与製剤（ＧＴＨ－４２Ｗ）の新薬上市に向けた準備を積極的に行います。ま

た、３つの重点領域（骨・関節系、循環・代謝系、呼吸器系）で、医薬品と在宅医療の両方を持っているという強み

を更に高めるため、医薬品・在宅医療のシナジー効果を追求します。国際化の推進にも注力します。 

◆安定収益と、キャッシュ・フローを確保する「安定収益ＳＢＵ」では、 

 化成品事業のポリエステルフィルムは、ディスプレイ用途、加工フィルムといった分野への資源投入を集中的に行

い、需要が急拡大しているフラットパネルディスプレイ向けの厚物ポリエステル設備を、平成18年第３四半期の完成

を目指して新設中です。また、一層のコスト削減と製品開発力・営業力の強化により、安定収益構造の基盤を強化し

ます。 



 流通・リテイル事業は、繊維関連商品の川中・川下における総合的な展開を行っていますが、帝人グループの素材

事業との連携による価値の増大を図ります。また、秩序ある成長の達成に向けて３Ｃ機能（コーディネート、コンパ

ウンド、コンバート）の徹底追求と強化を行い、シェアアップと安定基盤の一層の強化を図ります。 

 ＩＴ事業は、データセンターやモバイルコマースなどのＩＴサービスの強化と、中小企業向け統合管理システム

「GRANDIT®」に代表されるＩＴソリューションの事業拡大を図ります。 

◆抜本策による再建を行う「再建ＳＢＵ」では、 

 合成繊維事業のポリエステル繊維で、高品質・高機能・高価格商品の販売を強化するとともに、低採算分野からの

シフトを行います。また、平成18年４月にポリエステル繊維の組織を再編し、研究開発・生産・販売・管理での相乗

効果を追求するとともに、徹底的なコストダウンにも取り組みます。更に、適地生産、適地販売を徹底するため、グ

ローバルな連携を強化します。 



４【事業等のリスク】 

 帝人グループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしていますが、現在、帝人グループの

経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に影響を及

ぼす可能性がある事項と考えています。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において帝人グループが判断したものです。 

(1）競合・市況変動等にかかるもの 

 帝人グループは市況製品を展開しており、景気動向、他社との競合に伴う市場価格の変動、また為替、金利とい

った相場の変動により事業業績が大きく左右される可能性があります。特に、景気や他社との競合という観点から

は、帝人グループの素材事業、とりわけ合成繊維事業のポリエステル繊維分野、化成品事業のポリエステルフィル

ム分野、ポリカーボネート樹脂分野は売値及び原燃料調達価格に関し変動を受けやすい構造となっています。 

 また、医薬医療事業は、公定価格水準の変動といった価格変動要因以外にも他社との競争はますます激化してお

り、売値下落のリスクがあります。 

 為替という観点からは、米国ドル及び人民元の短期的小幅な為替変動による業績への影響は、外貨建て収入と外

貨建て支出がほぼ均衡していることから、殆どありません。ただし、米国の双子の赤字に起因する大幅な米国ドル

安が進展し、中期的にその状態が継続したとすると世界経済の構造変化が起きる可能性があるため、大きな影響が

出る可能性があります。 

 また、金利については、金利変動によるリスクに対し、一部金利ヘッジ取引を行っていますが、為替と同様、帝

人グループの経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）製品の品質にかかるもの 

 医薬医療事業においては、医薬医療事業の中核会社である帝人ファーマ㈱内に、他の部門から独立した信頼性保

証部門を設置し、事業活動全般における品質保証を確保する体制を敷いており、平成17年から実施された医療機器

の規制強化への対応も行っています。製造物責任賠償については保険に加入していますが、生命関連商品を取り扱

っているため、製品の欠陥により、帝人グループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(3）医薬品の研究開発にかかるもの 

 医療用医薬品の開発には、多額な費用と長い期間がかかるうえ、創薬研究において、有用な化合物を発見できる

可能性は決して高くありません。また、臨床試験の結果、予測していた有効性が証明できない、あるいは予測して

いない副作用が発現した等の理由で承認申請を断念しなければならない可能性があります。更に、承認申請した後

でも審査の過程で承認されない、また市販後調査の結果、承認が取り消される可能性があります。 

(4）訴訟リスク 

 帝人グループが国内外で継続して事業活動を行う過程において、製造物責任（ＰＬ）、環境、労務、知的財産

権、その他に関し訴訟を提起された場合、帝人グループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(5）海外活動にかかるもの 

 帝人グループは、合成繊維事業、化成品事業、流通・リテイル事業を中心に、中国、タイ・インドネシア等の東

南アジア、英国・ドイツ・オランダ等の欧州、米国及び日本等で事業展開していますが、特に中国及び東南アジア

の各国において次のようなリスクがあります。そのため、これらの事象が発生した場合は、帝人グループの経営成

績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

① 予期し得ない法律・規制、不利な影響を及ぼす租税制度の変更 

② 不利な政治的要因の発生 

③ テロ、戦争等による社会的混乱 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）固定資産の譲渡 

 当社は、平成17年12月14日に大阪府堺市に保有する遊休地を㈱クボタに譲渡する契約を締結しました。 

① 譲渡資産の種類 

 土地（遊休地）及び建物（遊休倉庫） 

② 譲渡の時期 

平成18年12月迄 

  

③ 譲渡価額 

80億円 

  

(2）その他の重要な契約 

契約会社名 相手先 内容 期間 

帝人㈱ 

（当社） 

デュポン社 

E.I.DuPont de Nemours 

& Company 

（米国） 

合弁会社の設立等に関する契約 

・ポリエステルフィルムを製造・

販売する合弁会社を世界６ヶ国

で設立 

1999．７．14 

から 

合弁会社の存続する期間 

帝人ファーマ㈱ 

（連結子会社） 

ベーリンガーインゲルハイム社 

Boehringer Ingelheim 

International GmbH 

（独） 

技術等導入に関する契約 

・医薬品の供与 

・‘ラキソベロン®'等医薬品４品

目の製造に関する技術 

2005．１．１ 

から 

2016．12．31 



６【研究開発活動】 

 帝人グループでは、たゆまぬ研究開発活動が事業の持続的成長をもたらすと認識しており、積極的かつ効率的な研

究開発投資を行っています。現在の研究開発拠点は、国内８ヶ所、海外７ヶ所にあり、1,400名余りの研究者がグロ

ーバルに活躍しています。技術の最高責任者ＣＴＯ（Chief Technology Officer）のもと、基礎研究を含めたグルー

プ全体の研究開発戦略の設定とグループ各社の連携強化を図っています。また、世界に通じる先端技術の開発と技術

の融合を目指して帝人グループフェロー制度を創設しました。 

 当連結会計年度の研究開発費は312億円(前期比12億円増)でした。 

 事業の種類別セグメントごとの研究開発活動の概要は次のとおりです。 

合成繊維事業 ：ポリエステル繊維やアラミド繊維、炭素繊維等の各分野で、『新機能』、『高付加価値』、

『環境への配慮』を意識しつつ研究開発に取り組んでいます。帝人ファイバー㈱は衣料繊維分

野で、ナノテク技術を活用することにより、汗をかいた時の衣服のベトツキや冷房下の汗冷え

の不快感を飛躍的に改善した、新規清涼織編物「さらっとコンポ®」を上市しました。また、

ふとん・クッション用原綿として、１本の繊維に３つの孔があり、繊維自身が羊毛のようなス

パイラル構造をもつことで、ふっくら・しなやかな風合いが長持ちする「エアロカプセル®ガ

ンマ」を開発しました。更に、『透けないカーテン』に紫外線カット機能を新たに付与するこ

とにより、畳や家具などを紫外線による日焼けから保護する『お部屋を守るカーテン』用素材

として、ポリエステル新素材「ウェーブロン®ＵＶ」の販売を開始しました。また、「繊維 to

繊維」リサイクル技術を一層発展し、米国パタゴニア社との取り組みを本格化するとともに、

国内でのスポーツ、ユニフォーム、新規分野での展開を拡大しています。産業繊維分野では、

帝人テクノプロダクツ㈱においては、メタ系アラミド繊維で高性能消防服の開発や次世代革新

製造技術の開発を、パラ系アラミド繊維では新タイプ繊維の用途開発を進めています。また、

電界紡糸を用いたナノファイバー成形による高性能フィルター開発などナノテクノロジーを用

いた高性能化・高機能化の研究も推進しています。海外では、Teijin Twaron B.V.が次期増設

に向けた革新製造技術の開発を継続しています。また、同社はタイヤの性能や経済性を大幅に

向上させるゴム用添加剤（サルフロン® 3000）を新たに開発し、現在実用化に向けた検討を行

っています。また、東邦テナックス㈱では、炭素繊維のコンポジット用途拡大を図るため、新

規航空機部材、各種自動車部品、及びロボット部品などの一般産業用途等の開拓に努めていま

す。当事業に係る研究開発費は74億円です。 

化成品事業 ：フィルム分野では、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）・ポリエチレンナフタレート（Ｐ

ＥＮ）フィルムの開発を行っています。液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイを中心とし

たフラットパネルディスプレイ用新規高機能フィルム及び加工品の開発、大容量化が加速され

るデータストレージ分野での高性能ベースフィルムの開発、環境負荷低減を重視した新規工業

用・包装用フィルムの開発に注力しています。また、ＰＥＮフィルム「テオネックス®」のＩ

Ｔ、自動車分野での用途拡大を推進しています。樹脂分野では、ポリカーボネート樹脂の改

良・改質、成形加工技術、フィルム・シート製膜加工技術、環境対応技術の開発に注力してい

ます。自動車の軽量化要求に対応するため、当社は、2003年に世界最大級の射出プレス成形機

を名機製作所と共同開発し、自動車窓の樹脂化技術を開発中ですが、更にこの超大型射出プレ

ス成形機を２色成形対応に改造（2006年６月完成予定）し、窓と外板パネル等との一体成形を

行うことによる更なる軽量化と部品点数削減を狙った技術開発に取り組んでいます。ポリカー

ボネート樹脂フィルムでは、ブルーレイディスクのカバーフィルム、液晶テレビ向け位相差フ

ィルムなどで需要の拡大が期待されることから、生産効率の高い溶融押出生産技術の開発に取

り組んでおり、2006年３月生産設備設置を終え、今秋の商業運転開始に向け準備を進めていま

す。環境対応としては、ポリカーボネート樹脂廃材から主原料であるモノマーを回収するケミ

カルリサイクルの実証プラントを2005年２月に完成し、2006年１月、純度99.9％以上のモノマ

ーを高効率で回収する技術に目処を得ました。今後、連続運転の技術確立を目指します。当事

業に係る研究開発費は61億円です。 

医薬医療事業 ：医薬品分野では、骨・関節領域、呼吸器領域、代謝・循環器領域の３分野に新薬研究の重点を

おき、自社研究開発ならびに国内外の大学・研究機関・製薬会社等との共同研究・開発を積極

的に行っています。現在承認申請中のものとしては、気管支喘息治療薬、骨粗鬆症治療薬等が

あり、またMCP-1Receptor拮抗剤（炎症性疾患治療薬）の臨床試験を海外で開始しました。在

宅医療分野では、より安全性と操作性の向上した新規酸素濃縮器等の開発を進めています。当

事業に係る研究開発費は136億円です。 

流通・ ：ＮＩ帝人商事㈱を中心に新製品の企画開発を主とする研究開発を行っています。商社の価値創



 また、グループ各社に共通する高分子分野での基盤技術を強化し、かつ新規事業の創出や革新的な材料開発を目指

して液晶ディスプレイ用フィルム、ナノ技術による新素材や環境浄化新技術、再生医療などの先端領域での探索研究

を帝人(株)として取り組んでいます。これらの研究開発活動に係る費用は37億円です。これらの研究開発に係る費用

については、各事業への配賦は行わずに「消去又は全社」に表示しています。 

 帝人グループでは、独自の企業理念に基づくビジネスモデルの構築と事業化の推進にも努めています。地球環境憲

章（平成４年制定）に従って研究開発・工業化したケミカルリサイクル技術を核として、ポリエステルの完全物質循

環型の社会構築を推し進めています。この技術は平成17年には内閣総理大臣賞、環境大臣賞を受賞しました。21世紀

の新しい事業モデルとして展開を進めます。この事業モデルに対して、平成17年10月には“グッドデザイン賞”を受

賞しました。また、ポリエステル以外のポリカーボネートやポリ乳酸などでも完全物質循環の技術開発に取り組んで

います。このように、学術研究における最先端技術や、新しいビジネスモデルと連携することで持続可能な事業展開

を進めるとともに、新規分野への展開を目指しています。 

リテイル事業 造機能の最大発揮を目指し、川上から川下まで一貫したバリューチェインを構築する過程で、新

製品開発のため試験反作成、品質調査、物性テスト等の試作試験を実施しています。当事業に

係る研究開発費は２億円です。 

ＩＴ・ 

新事業他 

：ＩＴサービス分野では、各事業領域のソリューションやサービスの競争力強化を目的とした先

端技術の研究開発を継続的に行うとともに、当社の技術的な競争力を高めるコア技術獲得のた

め、産学連携によるコーポレート研究開発活動を積極的に推進しました。エンジニアリング分

野では、帝人エンジニアリング㈱において環境事業関連の開発を進めています。当事業に係る

研究開発費は３億円です。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 帝人グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成し

ています。その作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び

開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判

断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性の存在により、これらの見積りと異なる場合があります。

 帝人グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５［経理の状況］の連結財務諸表の「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重要な会計方針が連結財務諸表作成におけ

る重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えています。 

① 貸倒引当金の計上基準 

 帝人グループでは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を繰入計上しています。将来、顧客の

財務状況等が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能性がありま

す。 

② たな卸資産の評価基準 

 帝人グループの販売する製品の価格は、市場相場変動の影響を強く受ける傾向にあるので、その評価基準とし

て主に低価法を採用しています。 

③ 投資有価証券の減損処理及び投資損失引当金の計上 

 帝人グループは、金融機関や、製造・販売等に係る取引会社及び関係会社の株式を保有しています。これらの

株式は、株式市場の価格変動リスクや、経営状態・財務状況の悪化による価値下落リスクを負っているため、合

理的な基準に基づき、投資有価証券の減損処理または投資損失引当金の計上を行っています。 

④ 繰延税金資産の回収可能性 

 帝人グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積っています。繰延

税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するので、課税所得の見積額が減少した場合は繰延税

金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

(2）経営成績の分析 

 当連結会計年度の連結損益計算書に重要な影響を与えた要因につき、以下ご説明します。 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ297億円増収（3.3％増）の9,381億円となりました。 

 セグメント別には、合成繊維事業の衣料繊維分野は、平成17年３月に行った北米ファイバー子会社からの撤退

や、欧州テキスタイル子会社の事業撤収の影響等で減収となりました。産業繊維分野では、アラミド繊維「トワ

ロン®」や炭素繊維等で売上を伸ばしました。また、化成品事業では、フィルム分野は、原燃料価格の高騰に対

応し、販売価格の是正を行うとともに、高付加価値商品の積極展開により増収となりました。樹脂分野のポリカ

ーボネート樹脂では、中国を中心に販売量は好調に推移し、価格維持に努めた結果、大幅増収となりました。医

薬医療事業は、骨粗鬆症治療薬の「ボナロン®」の伸長、在宅医療分野の酸素濃縮器レンタル台数の伸び等で増

収となりました。流通・リテイル事業は、「攻めの経営」に転じつつも、同時に推し進めた商権整理や事業構造

改革の影響もあり若干減収となりました。 

② 営業利益 

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ249億円増益（48.0％増）の768億円となりました。 

 規模拡大や先行投資等により販売費及び一般管理費が増加したものの、売上総利益が拡大したことで増益とな

りました。売上総利益の増加は、売上高が増加したことや、高付加価値商品の拡大により利益率が向上したこと

等によります。 



③ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外損益は、営業外収益が、前連結会計年度に比べ４億円減少（10.4％減）し37億円、営

業外費用が、前連結会計年度に比べ６億円減少（4.7％減）し123億円となりました。 

 当連結会計年度は、受取配当金が８億円増加したほか、為替が安定的に推移したことから、前期６億円あった

為替差損がなくなったこと等で収益が増加したものの、持分法損益に貢献していたナブテスコ㈱が持分法適用会

社から外れたこと等で持分法損益が12億円悪化し、営業外損益はほぼ前期並みとなりました。 

④ 特別損益 

当連結会計年度の特別損益は18億円の特別利益と、249億円の特別損失となりました。 

 当連結会計年度の特別利益の主なものは、固定資産売却益（６億円）で、これは基本事業戦略に基づき、非事

業用資産の圧縮を積極的に進めたことによります。 

 特別損失の主なものには、固定資産売却損（62億円）、減損損失（60億円）、環境対策費用（24億円）や、異

常操業損失（23億円）、構造改善費用（21億円）等があります。固定資産売却損は主に土地の売却損、減損損失

は主にポリエステル長繊維設備の減損処理によるものです。 

  

⑤ 当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度に対し、157億円増益（171.3％増）の249億円となりました。 

 前連結会計年度は事業構造改善の一環として、北米ファイバー子会社や欧州テキスタイル子会社等の不採算事

業からの撤収・撤退を推進しましたが、当連結会計年度はこのような多額な事業整理損失が発生しなかったこと

に加え、業績の改善により営業利益が向上したこと等で大幅な増益となりました。この結果、１株当たりの当期

純利益は、前期比16.87円増の、26.60円となりました。 

(3）財政状態の分析 

① 総資産・株主資本 

 帝人グループの連結総資産は、9,440億円となり、前期比920億円増加しました。 

 これは、売上拡大や原燃料価格の高騰も要因として、たな卸資産が増加したこと等で流動資産が291億円増加

したことに加え、成長分野への投資や、最近の株価上昇により投資有価証券の評価額が増加したこと等で固定資

産が628億円増加したことによります。 

 負債は、422億円増加し、5,683億円となりました。これは、設備資金の調達等で短期借入金、社債、長期借入

金等の有利子負債が213億円増加し、2,983億円となったことに加え、投資有価証券の評価額の増加に伴い繰延税

金負債が175億円増加したこと等によります。 

 株主資本は、3,386億円と前期末比480億円増加しました。これは主に当期純利益で増加したことに加え、「そ

の他投資有価証券評価差額金」が増加したことや、為替が円安に振れたことにより「為替換算調整勘定」が増加

したこと等によります。 

 この結果、当連結会計年度末の株主資本比率は35.9％となりました。 



② キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加、仕入債務の減少等による資金支

出があったものの、当期純利益・減価償却費等により、合計で755億円の資金収入となりました。 

 一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出666億円があったこと等で、741

億円の資金支出となりました。なお、当連結会計年度の設備投資は、オランダでのアラミド繊維の増設、中国で

のポリカーボネート樹脂工場新設、ドイツでの炭素繊維増設など成長分野への投資や、燃料高騰に対応したイン

ドネシアでの石炭焚きボイラー設置工事等を中心に実施しました。 

 この結果、営業活動・投資活動によるキャッシュ・フローは14億円の資金収入となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金、長期借入金の返済、社債の償還を行ったほか、

コマーシャルペーパーの借り入れ等により安定資金を確保し、配当金支払い等との差引きで15億円の資金収入と

なりました。 

 これらの結果、最終的な現金及び現金同等物の増加額は、47億円となりました。 

 また、財政状態に関する各種指標は以下のとおりです。 

 （注） 各指標はいずれも当社連結ベースの財務数値を用いて算出しています。 

・ＲＯＡ（総資産営業利益率）・・・営業利益／期首・期末平均総資産 

・Ｄ／Ｅレシオ（有利子負債株主資本比率）・・・期末有利子負債／期末株主資本 

・株主資本比率・・・期末株主資本／期末総資本 

・時価ベースの株主資本比率・・・株式時価総額／時価ベースの総資本 

※株式時価総額・・・期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）にて算出。 

※時価ベースの総資本・・・期末株主資本を時価ベースに置き換えて算出。 

・債務償還年数・・・有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

※営業キャッシュ・フロー・・・連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用。 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ・・・営業キャッシュ・フロー／利払い 

※利払い・・・連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用。 

  第136期 第137期 第138期 第139期 第140期 

ＲＯＡ（％） 2.7 3.3 4.0 5.9 8.5 

Ｄ／Ｅレシオ 1.38 1.59 1.21 0.95 0.88 

株主資本比率（％） 28.2 26.9 32.1 34.1 35.9 

時価ベースの株主資本比率（％） 33.2 24.6 34.4 44.7 56.1 

債務償還年数 8.2 7.6 7.9 3.8 4.0 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 4.2 5.3 5.8 11.1 11.3 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 帝人グループでは、需要の増加に対応するための増設工事や生産能力・品質維持のための投資を中心として、積極

的かつ合理的な設備投資を実施しています。 

 当連結会計年度における設備投資実施額は668億円（長期前払費用、無形固定資産への投資を含む）でした。 

 事業の種類別セグメント毎の実績を示すと以下のとおりです。 

合成繊維事業：［設備投資実施額 338億円］ 

 衣料繊維分野において、品質維持、設備の更新を目的とした投資を実施しました。 

 産業繊維分野において、欧州の子会社を中心に増設工事等を実施しました。 

化成品事業：［設備投資実施額 192億円］ 

 フィルム分野において、国内では増産工事、また各地域においては合理化・省力化のための投資を実施しました。

 樹脂分野において、中国でのポリカーボネート樹脂生産工場の新設など、生産能力拡大のための工事を中心とした

投資を実施しました。 

医薬医療事業：［設備投資実施額 87億円］ 

 新製品、研究開発及び能力維持のための投資を実施しました。 

流通・リテイル事業：［設備投資実施額 ２億円］ 

 子会社において、合理化・省力化のための投資を実施しました。 

ＩＴ・新事業他：［設備投資実施額 34億円］ 

 新製品開発、競争力強化のための投資を実施しました。 

消去又は全社：［設備投資実施額 14億円］ 

 能力維持、合理化・省力化のための投資を実施しました。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社及び国内子会社 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（名） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
（面積千㎡）

その他 合計 

帝人㈱ 

岩国事業所 

(山口県岩国市) 
全社資産 

賃貸用建物・土

地、研究設備 

（注）２

2,007 
679 

（注）２ 

2,784 

(762)

105 5,577 82 

松山事業所 

(愛媛県松山市) 
全社資産 

賃貸用建物・土

地、研究設備 

（注）２

3,697 
722 

（注）２ 

4,238 

(1,644)

110 8,769 19 

帝人ファイバー㈱ 

松山事業所 

(愛媛県松山市) 
合成繊維 

‘テトロン®' 
糸、‘テトロン

®'綿製造設備 
2,367 8,962 － 167 11,497 418 

徳山事業所 

(山口県周南市) 
合成繊維 

‘テトロン®' 
綿製造設備、ポリ

エステル原料リサ

イクル設備 

1,157 7,124 
814 

(187)
57 9,154 194 

帝人テクノプロダ

クツ㈱ 

岩国事業所 

(山口県岩国市) 
合成繊維 

‘コーネックス

®'綿、‘テトロ
ン®'糸製造設備 

227 1,702 － 31 1,961 121 

松山事業所 

(愛媛県松山市) 
合成繊維 

‘テクノーラ®' 
糸製造設備 

220 857 － 17 1,095 81 

東邦テナックス㈱ 

三島事業所 

(静岡県 

駿東郡長泉町) 

合成繊維 炭素繊維製造設備 1,992 5,961 
668 

(157)
326 8,947 311 

帝人フィルム㈱ 

岐阜事業所 

(岐阜県 

安八郡安八町) 

化成品 賃貸用建物・土地 
（注）２

993 
2 

（注）２ 

2,932 

(147)

5 3,932 － 

宇都宮事業所 

(栃木県 

宇都宮市) 

化成品 賃貸用建物・土地 
（注）２

41 
－ 

（注）２ 

1,021 

(149)

0 1,062 － 

帝人デュポンフィ

ルム㈱ 

岐阜工場 

(岐阜県 

安八郡安八町) 

化成品 
‘テトロン®' 
フィルム製造設備 

1,938 3,243 － 73 5,255 366 

宇都宮工場 

(栃木県 

宇都宮市) 

化成品 
‘テトロン®' 
フィルム製造設備 

3,974 3,007 － 111 7,093 189 

帝人化成㈱ 
松山工場 

(愛媛県松山市) 
化成品 

ポリカーボネート

樹脂・MRシート製

造設備 

3,537 7,917 
1,002 

(57)
205 12,663 352 

帝人ファーマ㈱ 

岩国事業所 

(山口県岩国市) 
医薬医療 

医薬品、在宅医療

機器製造設備 
2,889 1,708 － 411 5,010 281 

東京研究セン

ター 

(東京都日野市) 

医薬医療 研究設備 4,536 242 
191 

(63)
878 5,848 261 



(2）在外子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち、「その他」は、船舶及び工具器具備品の合計です。 

なお、上記金額には消費税等を含んでいません。 

２ 提出会社及び帝人フィルム㈱が所有しており、各社に賃貸しています。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

    (1) 重要な設備の新設等 

 （注） 上記金額には、消費税等を含んでいません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（名） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
（面積千㎡）

その他 合計 

P.T.Teijin 

Indonesia Fiber 

Corporation 

Tangerang 

(INDONESIA) 
合成繊維 

ポリエステル繊維

製造設備 
2,713 13,029 

302 

(629)
190 16,236 1,092 

TEIJIN(THAILAND) 

LIMITED 

Ayutthaya 

(THAILAND) 
合成繊維 

ポリエステル繊維

製造設備 
1,136 2,468 

1,072 

(222)
34 4,711 441 

南通帝人有限公司 
Nantong 

(CHINA) 
合成繊維 

ポリエステル織物

製造設備 
2,260 2,779 

714 

(360)
203 5,958 1,379 

Teijin Twaron 

B.V. 

Emmen 

Arnhem 

(NETHERLANDS) 

合成繊維 
パラ系アラミド繊

維の製造設備 
3,235 16,716 

206 

(176)
596 20,753 660 

Delfziji 

Arnhem 

(NETHERLANDS) 

合成繊維 
パラ系アラミド繊

維の製造設備 
831 13,733 

－ 

(－)
52 14,616 261 

DuPont Teijin 

Films U.S. 

Limited 

Partnership 

Hopewell 

(U.S.A.) 
化成品 

ポリエステルフィ

ルム製造設備 
1,905 10,199 

－ 

(－)
54 12,159 510 

Florence 

(U.S.A.) 
化成品 

ポリエステルフィ

ルム製造設備 
1,607 3,703 

－ 

(－)
－ 5,311 210 

Circleville 

(U.S.A.) 
化成品 

ポリエステルフィ

ルム製造設備 
3,747 4,483 

－ 

(－)
－ 8,231 79 

 TEIJIN 

 POLYCARBONATE 

 CHINA Ltd. 

Jiaxing 

(CHINA) 
化成品 

ポリカーボネート

樹脂製造設備 
1,140 11,003 

169 

(303)
324 12,637 149 

TEIJIN 

POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE 

Ltd. 

Singapore 

(SINGAPORE) 
化成品 

ポリカーボネート

樹脂製造設備 
6,077 26,380 

－ 

(－)
47 32,505 178 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の 
種類別 
セグメント
の名称 

設備の内容 

投資予定額 
資金調達 
方法 

着手年月 
完成予定 
年月 

完成後の 
増加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

TEIJIN 

POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

Jiaxing 

(CHINA) 
化成品 

ポリカー

ボネート

樹脂製造

設備 

9,500 2,205 
増資資金  

借入 

平成17年  

５月 

平成18年  

12月 

50,000トン/

年増加 

Teijin Twaron  

B.V. 

Delfzijl  

Emmen 

(NETHERLANDS） 

合成繊維 

パラ系ア

ラミド繊

維の製造

設備  

19,500 7,317 自己資金  
平成17年  

３月  

平成18年  

12月  

3,600トン/

年増加  

Toho Tenax  

Europe GmbH  
Oberbruch  

(GERMANY） 
合成繊維  

炭素繊維

製造設備  
5,000 3,427 借入  

平成16年  

10月  

平成18年  

10月  

1,500トン/

年増加  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 平成18年６月23日開催の第140回定時株主総会において定款の変更が行われ、会社が発行する株式の総数は

1,068,655,000株増加し、3,000,000,000株となりました。また、「株式の消却が行われた場合には、これに相

当する株式数を減ずる。」旨の定款の定めは削除されています。変更後の定款は下記のとおりです。 

当会社の発行可能株式総数は3,000,000千株とする。 

②【発行済株式】 

 （注） 平成18年６月１日から、この有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれ

ていません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の付与） 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 1,931,345,000株 

計 1,931,345,000株 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 928,298,872 928,298,872 

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 928,298,872 928,298,872 － － 

株主総会の特別決議日 平成13年６月21日 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 430,000 309,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 761（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年７月３日 

至 平成18年７月２日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    761 

資本組入額   381 
同左 

新株予約権の行使の条件 － － 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 



（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の付与） 

株主総会の特別決議日 平成14年６月20日 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 214（注）２ 209 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 214,000 209,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 450（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月２日 

至 平成19年７月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    450 

資本組入額   225 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の一部行使は、その目的

たる株式の数が当社の一単元の株式

数の整数倍となる場合に限り、これ

を行うことができる。 

新株予約権者は、当社の取締役、執

行役員もしくは理事または当社の連

結子会社の取締役のうち、いずれの

地位も退いた後においても、新株予

約権割当契約に定めた条件により権

利喪失しない限り新株予約権を行使

することができる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株

予約権者の相続人（代襲者及びいわ

ゆる再代襲者を含む。）のみが一代

限りにおいて新株予約権を行使する

ことのみを認める。ただし、当該相

続人による行使は、新株予約権割当

契約に定めたところに従うことを条

件とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 



株主総会の特別決議日 平成15年６月21日 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 145（注）２ 140 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 145,000 140,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 304（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月２日 

至 平成20年７月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    304 

資本組入額   152 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、当社の取締役、執

行役員もしくは理事または当社の連

結子会社もしくは重要な関連会社の

取締役のうち、いずれの地位も退い

た後においても、新株予約権割当契

約に定めた条件により権利喪失しな

い限り新株予約権を行使することが

できる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株

予約権の相続人(代襲者及びいわゆる

再代襲者を含む。)のみが一代限りに

おいて新株予約権を行使することの

みを認める。ただし、当該相続人に

よる行使は、新株予約権割当契約に

定めたところに従うことを条件とす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 



株主総会の特別決議日 平成16年６月23日 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 460（注）２ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 460,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 405（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月３日 

至 平成21年７月２日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    405 

資本組入額   203 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、当社の取締役、執

行役員もしくは理事または当社の連

結子会社もしくは重要な関連会社の

取締役のうち、いずれの地位も退い

た後においても、新株予約権割当契

約に定めた条件により権利喪失しな

い限り新株予約権を行使することが

できる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株

予約権の相続人(代襲者及びいわゆる

再代襲者を含む。)のみが一代限りに

おいて新株予約権を行使することの

みを認める。ただし、当該相続人に

よる行使は、新株予約権割当契約に

定めたところに従うことを条件とす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 



 （注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割または時価を下回る価額で新株発行を行う場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

株主総会の特別決議日 平成17年６月23日 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 430（注）２ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 430,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 515（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月５日 

至 平成22年７月４日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    515 

資本組入額   258 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、当社の取締役、執

行役員もしくは理事または当社の連

結子会社もしくは重要な関連会社の

取締役のうち、いずれの地位も退い

た後においても、新株予約権割当契

約に定めた条件により権利喪失しな

い限り新株予約権を行使することが

できる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株

予約権の相続人(代襲者及びいわゆる

再代襲者を含む。)のみが一代限りに

おいて新株予約権を行使することの

みを認める。ただし、当該相続人に

よる行使は、新株予約権割当契約に

定めたところに従うことを条件とす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 

        既発行

株式数
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後権利行使価額 ＝ 調整前権利行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 帝人化成㈱との株式交換：交換比率１：6.8、発行価格 484円、資本組入額 ０円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式534,989株は「個人その他」欄に534単元及び「単元未満株式の状況」欄に989株含めて記載してい

ます。なお、自己株式534,989株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有残高は

533,989株です。 

２ 証券保管振替機構名義の株式は「その他の法人」欄に39単元含めて記載しています。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14．３．１ 22,306,360 928,298,872 － 70,787 10,804 63,118 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 1 187 59 502 386 26 74,341 75,502 － 

所有株式数

（単元） 
10 407,972 14,883 37,694 256,963 52 204,060 921,634 6,664,872 

所有株式数の

割合（％） 
0.0 44.27 1.61 4.09 27.88 0.01 22.14 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

２ 日本生命保険(相)及びニッセイアセットマネジメント㈱より、当期中に大量保有報告書の提出があり（報告

義務発生日 平成17年７月31日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けています。日本生命保険

(相)については、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数を確認の上、上記大株主の状況に反映

していますが、ニッセイアセットマネジメント㈱については確認ができませんので、上記「大株主の状況」

では考慮していません。 

  平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する 
所有株式数 
 の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３ 75,682 8.15 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－11 71,674 7.72 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１－６－６ 50,086 5.40 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 34,489 3.72 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12 30,100 3.24 

ステートストリートバンクアンド 

トラストカンパニー 505013 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート

銀行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A. 

 （東京都中央区日本橋兜町６－７） 

16,651 1.79 

モルガンスタンレーアンドカンパニー

インターナショナルリミテッド 

（常任代理人 モルガン・スタンレー 

証券会社東京支店） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,LONDON  

E14 4QA ENGLAND 

 （東京都渋谷区恵比寿４－20－３） 

14,004 1.51 

ステートストリートバンクアンド 

トラストカンパニー 505019 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート

銀行兜町証券決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 

IFSC DUBLIN,IRELAND 

 （東京都中央区日本橋兜町６－７） 

12,516 1.35 

住友信託銀行㈱ 

（常任代理人 日本トラスティ・サー 

ビス信託銀行㈱） 

 大阪市中央区北浜４－５－33 

（東京都中央区晴海１－８－11） 
12,466 1.34 

大同生命保険㈱ 

（常任代理人 日本トラスティ・サー

ビス信託銀行㈱） 

大阪市西区江戸堀１－２－１ 

（東京都中央区晴海１－８－11） 
12,342 1.33 

計 － 330,012 35.55 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 75,682千株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 71,674千株

資産管理サービス信託銀行㈱ 30,100千株

住友信託銀行㈱ 12,466千株

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

（％） 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１－６－６ 55,269 5.95 

ニッセイアセット 

マネジメント㈱ 
東京都千代田区丸の内１－６－６ 16,764 1.81 



３ フィデリティ投信㈱より、当期中に大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成17年11月30日）、

次のとおり株式を所有している旨報告を受けていますが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式

数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮していません。 

４ ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより、当期中に大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平

成18年１月31日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けていますが、当期末現在における㈱三菱東

京ＵＦＪ銀行以外の法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮し

ていません。 

５ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行㈱及び共同保有者11社より、当期中に大量保有報告書

の提出があり（報告義務発生日 平成18年３月31日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けていま

すが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」

では考慮していません。 

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

（％） 

フィデリティ投信㈱ 東京都港区虎ノ門４－３－１ 10,080 1.09 

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

（％） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 34,489 3.72 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 15,532 1.67 

三菱ＵＦＪ証券㈱ 東京都千代田区丸の内２－４－１ 664 0.07 

三菱ＵＦＪ投信㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 2,026 0.22 

エム・ユー投資顧問㈱ 東京都中央区日本橋室町３－２－15 1,308 0.14 

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

（％） 

バークレイズ・グロー

バル・インベスターズ

信託銀行㈱ 

及び共同保有者11社 

東京都渋谷区広尾１－１－39 76,553 8.25 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、39,000株（議決権39個）

含まれています。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれています。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） －  － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式   533,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式   345,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他）  普通株式 920,756,000 920,756 同上 

単元未満株式 普通株式  6,664,872 － 同上 

発行済株式総数 928,298,872 － － 

総株主の議決権 － 920,756 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

帝人株式会社 

大阪市中央区南本町

一丁目６番７号 
533,000 － 533,000 0.06 

（相互保有株式） 

五十嵐貿易株式会社 

横浜市中区相生町 

六丁目113 
345,000 － 345,000 0.04 

計 － 878,000 － 878,000 0.09 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しています。当該制度は、旧商法第280条ノ21

の規定に基づき、当社取締役及び重要な使用人ならびに当社の関係会社の取締役及び重要な使用人の一部に対し

て特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月20日、平成15年６月21日、平成16年６月23

日及び平成17年６月23日の定時株主総会において決議されたものです。 

 当該制度の内容は、次のとおりです。 

決議年月日 平成14年６月20日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役 10 

当社使用人 48 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年６月21日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役 ６ 

当社使用人及び関係会社取締役 54 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役  ６ 

当社使用人及び関係会社取締役 47 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



 また、当社は、新株予約権とみなされる新株引受権方式によるストックオプション制度も採用しています。当

該制度は、旧商法第280条ノ19及び当社定款第６条の規定に基づき、当社取締役及び当社使用人に対して付与す

ることを平成13年６月21日の定時株主総会において決議されたものです。 

 当該制度の内容は、次のとおりです。 

決議年月日 平成17年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役  ７ 

当社使用人及び関係会社取締役 48 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成13年６月21日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役 10 

当社使用人 24 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、「連結業績をベースとして今後の事業展開や業績動向などを総合的に勘案しながら、長期的に安定した配

当」を実施することを基本方針としています。当期の連結決算が前期比増益となったことを考慮し、当方針に基づ

き、期末の利益配当は１株当たり４円00銭を実施することとしました。これにより中間配当と合わせた年間の配当金

は、７円50銭となります。内部留保金につきましては、販売、研究開発ならびに生産体制の整備・拡充等に向けた先

行投資に充当し、帝人グループの競争力の向上に努めます。 

 なお、前中期経営計画“WING 2003”において、「集中と選択」による事業構造改革を進めた結果、経営基盤の安

定化が進展したことを踏まえ、今後は、原則として「連結業績に連動した配当」を行うこととしました。平成18年度

を初年度とし、平成20年度を最終年度とする中期経営計画“STEP UP 2006”の期間中は、長期ビジョン実現に向けて

戦略的投資に重点を置くこととしているため、配当性向は、当面20％から30％を目標とします。 

 また、平成18年５月１日より施行された会社法施行後の当社の配当方針については、原則として、従来どおり、中

間期末日、期末日を基準とした年２回の配当を継続し、変更しない予定です。  

（注） 第140期中間配当は、平成17年10月27日開催の取締役会において決議されました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

回次 第136期 第137期 第138期 第139期 第140期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 759 492 361 467 852 

最低（円） 394 248 250 321 443 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 690 720 774 802 852 795 

最低（円） 608 645 659 670 712 716 



５【役員の状況】 

 （注） ＣＥＯ  ：Chief Executive Officer 
ＣＥＳＨＯ：Chief Environment Safety & Health Officer 
ＣＭＯ  ：Chief Marketing Officer 
ＣＯＯ  ：Chief Operating Officer 
ＣＳＯ  ：Chief Strategy Officer 
ＣＳＲＯ ：Chief Social Responsibility Officer 
ＣＦＯ  ：Chief Financial Officer 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

会長 
－ 興津 誠 昭和14年12月２日生 

昭和38年４月 当社入社 

39 

昭和59年９月 帝人製機㈱(現ナブテスコ㈱)出向 

平成６年６月 同 取締役 企画管理室長 

平成８年６月 同 常務取締役 

平成10年６月 同 代表取締役社長 

平成11年６月 当社取締役 

平成13年４月 同 機械・エンジニアリング事業

グループ長 

平成15年９月 ナブテスコ㈱代表取締役社長 

平成16年６月 当社取締役 

平成17年６月 同 代表取締役会長 兼 

ナブテスコ㈱取締役会長(現)  

平成18年６月 同 取締役会長（現） 

代表取締役 

社長 
ＣＥＯ 長島 徹 昭和18年１月２日生 

昭和40年４月 当社入社 

108 

平成11年４月 同 機能ファイバー事業本部長 

平成11年６月 同 執行役員 

平成12年６月 同 取締役 ＣＥＳＨＯ 

平成13年６月 同 常務取締役 ＣＭＯ兼経営企

画室長 

平成13年11月 同 代表取締役社長(現) ＣＯＯ 

平成14年６月 同 ＣＥＯ（現） 

平成15年４月 帝人ファイバー㈱取締役会長兼 

  帝人化成㈱取締役会長 

代表取締役 

副社長 

ＣＳＯ兼 

ＣＳＲＯ兼 

フィルム事業・

樹脂事業管掌 

兼 秘書室、 

法務室、業務 

監査室担当 

片山 隆之 昭和20年10月９日生 

昭和43年４月 当社入社 

41 

平成９年１月 同 工業フィルム第２部長 

平成９年６月 同 取締役 

平成12年４月 同 ＣＦＯ 

平成12年６月 同 常務取締役 

平成13年４月 帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

代表取締役社長 

平成13年10月 当社フィルム事業グループ長兼 

CEO, TEIJIN DUPONT FILMS, 

GLOBAL JOINT VENTURE 

平成15年４月 帝人フィルム㈱代表取締役社長 

平成16年４月 当社ＣＳＯ(現)兼秘書室、法務室、

業務監査室担当（現）兼 

Member, Global Policy Board,  

TEIJIN DUPONT FILMS, GLOBAL  

JOINT VENTURE 

平成16年６月 当社代表取締役専務取締役 

平成17年４月 同 ＣＳＲＯ（現）兼フィルム事

業・樹脂事業管掌（現）兼

Chairman, Global Policy Board, 

TEIJIN DUPONT FILMS, GLOBAL  

JOINT VENTURE(現) 

平成18年６月 当社代表取締役副社長(現) 



 （注） ＣＭＯ：Chief Marketing Officer 

 ＣＦＯ：Chief Financial Officer 

ＣＩＯ：Chief Information Officer 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

副社長 

ＣＭＯ兼 

 ポリエステル 

繊維事業 

グループ長 

唐澤 佳長 昭和19年４月29日生 

昭和43年４月 当社入社 

23 

平成12年４月 Teijin America Inc.社長 

平成12年６月 当社執行役員 

平成12年12月 Teijin Twaron B.V.社長 

平成13年４月 当社アラミド事業部門長 

平成14年４月 同 産業繊維事業グループ長 

平成15年４月 帝人テクノプロダクツ㈱ 

代表取締役社長 

平成16年４月 当社ＣＭＯ（現） 

平成16年６月 同 専務取締役 

平成17年４月 同 衣料繊維事業、流通・製品 

事業管掌 

平成17年６月 同 産業繊維事業管掌 

平成18年４月 同 ポリエステル繊維事業グループ

長（現）兼 

帝人ファイバー㈱代表取締役 

社長（現）  

平成18年６月 同 代表取締役副社長（現） 

専務取締役 ＣＦＯ 高野 直人 昭和22年３月７日生 

昭和44年４月 当社入社 

29 

平成12年６月 同 執行役員 財務センター長 

平成13年10月 同 ＣＦＯ（現）兼広報・ＩＲ室 

担当 

平成14年６月 同 取締役 

平成15年４月 帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

代表取締役社長（現） 

平成15年６月 当社常務取締役 

平成17年６月 同 専務取締役（現） 

専務取締役 

ＣＩＯ兼 

医薬医療事業 

グループ長 

大八木 成男 昭和22年５月17日生 

昭和46年３月 当社入社 

14 

平成11年６月 同 執行役員 医薬事業本部 

医薬業務営業部門東京支店長 

平成14年４月 同 医薬事業本部長 

平成15年４月 同 医薬医療事業グループ長（現）

兼医薬事業本部長 

平成15年10月 帝人ファーマ㈱代表取締役社長(現) 

平成17年４月 当社ＣＩＯ（現） 

平成17年６月 同 常務取締役 

平成18年６月 同 専務取締役（現）兼 

    インフォコム㈱取締役（現） 



 （注） ＣＴＯ：Chief Technology Officer 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

専務取締役 

ＣＴＯ兼 

ＰＥＮ事業 

統括担当 

山岸 隆 昭和19年８月３日生 

昭和45年４月 当社入社 

35 

平成８年３月 Teijin-DuPont Films S.A. 

取締役社長 

平成11年６月 当社執行役員 

平成16年４月 同 フィルム事業グループ長 兼  

帝人フィルム㈱代表取締役社

長 兼 Vice Chairman and COO

兼 Global CTO, TEIJIN 

DUPONT FILMS,GLOBAL JOINT  

VENTURE 

平成17年４月 当社ＣＴＯ（現）兼ＰＥＮ事業統

括担当（現）兼  Member,  

Global Policy Board,  

TEIJIN DUPONT FILMS,  

GLOBAL JOINT VENTURE(現) 

平成17年６月 当社常務取締役 

平成18年６月 当社専務取締役（現） 

独立社外 

取締役 
－ 茂木 友三郎 昭和10年２月13日生 

昭和33年４月 キッコーマン㈱入社 

10 

昭和54年３月 同 取締役 

平成７年２月 同 代表取締役社長 

平成７年４月 社団法人経済同友会副代表幹事 

平成11年７月 当社アドバイザー（現） 

平成15年５月 財団法人産業教育振興中央会会長

（現） 

平成15年６月 当社独立社外取締役（現） 

平成16年６月 キッコーマン㈱代表取締役会長 

ＣＥＯ（現） 

独立社外 

取締役 
－ 佐々木 元 昭和11年４月６日生 

昭和36年４月 日本電気㈱入社 

13 

昭和63年７月 同 取締役支配人 

平成11年３月 同 代表取締役会長（現） 

平成14年10月 当社アドバイザー（現） 

平成15年６月 同 独立社外取締役（現） 

独立社外 

取締役 
－ 鈴木 勝也 昭和13年５月11日生 

昭和37年４月 外務省入省 

－ 

平成２年１月 同 経済協力開発機構日本政府 

代表部公使 

平成４年１月 同 情報調査局長 

平成５年８月 同 総理府事務官 国際平和協力

本部事務局長 

平成７年８月 同 特命全権大使ベトナム国駐在 

平成10年11月 同 特命全権大使ブラジル国駐在 

平成14年５月 同 日朝国交正常化のための 

本会談日本政府代表 

同 朝鮮半島エネルギー開発機構

担当大使 

平成17年６月 当社独立社外取締役（現） 

同 アドバイザー（現） 



 （注）１ 監査役 金城清子、森重榮及び林良造は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 － 大方 彬弘 昭和17年８月３日生 

昭和40年４月 当社入社 

53 

平成９年12月 同 管理部門長補佐（財務・経理

担当） 

平成10年６月 同 取締役 

平成11年６月 同 常務執行役員 

平成12年６月 同 専務執行役員 

平成15年６月 同 常勤監査役（現） 

常勤監査役 － 元木 敏雄 昭和19年12月７日生 

昭和44年４月 当社入社 

15 

平成10年４月 同 エンジニアリング研究所長 

平成14年６月 帝人グループ理事 

平成15年４月 帝人エンテック㈱取締役 兼 

当社ＣＴＯスタッフ室 

（エンジニアリング担当） 

平成16年４月 当社監査役付 

平成16年６月 同 常勤監査役（現） 

平成18年６月 インフォコム㈱監査役（現） 

監査役 － 金城 清子 昭和13年４月10日生 

昭和43年４月 最高裁判所司法研修所修了 

第二東京弁護士会登録 

3 
昭和58年４月 東京家政大学教授 

平成元年４月 津田塾大学教授（現） 

平成14年６月 当社監査役 

平成17年６月 同 監査役（再任）（現） 

監査役 － 森重 榮 昭和10年２月28日生 

昭和41年８月 公認会計士試験第３次試験合格 

（登録番号3308号） 

1 

昭和56年３月 監査法人第一監査事務所代表社員 

平成４年７月 日本公認会計士協会副会長 

平成８年５月 センチュリー監査法人会長 

平成15年６月 当社監査役（現） 

平成15年12月 ㈱中央経済社取締役 

平成17年12月 ㈱中央経済社特別顧問（現） 

監査役 － 林 良造 昭和23年３月13日生 

昭和45年４月 通産省入省 

1 

昭和63年６月 機械情報産業局情報処理振興課長 

平成８年８月 資源エネルギー庁石油部長 

平成10年６月 機械情報産業局次長 

平成13年１月 大臣官房長 

平成14年７月 経済産業政策局長 

平成15年８月 独立行政法人経済産業研究所 

コンサルティングフェロー 

財団法人産業研究所顧問 

日本生命保険相互会社顧問 

平成16年６月 当社監査役（現） 

平成17年４月 東京大学公共政策大学院教授(現) 

計 385 



２ 当社では、グループ経営の観点から、帝人㈱の執行役員とグループ内において格付けの高い会社の一部取締

役をあわせて帝人グループ執行役員と呼称しています。 

下記には、帝人グループ執行役員の内、帝人㈱の事業グループ長を兼務している者、帝人㈱のチーフオフィ

サーを兼務している者を記載しています。 

（注） ＣＨＯ：Chief Human－resources Officer 

役名 氏名 職名 

帝人グループ 

専務執行役員 
森田 順二 

流通・製品事業グループ長兼 

ＮＩ帝人商事㈱代表取締役社長 

帝人グループ 

専務執行役員 
森田 義一 

ＣＨＯ兼ＣＨＯスタッフ室長兼 

帝人クリエイティブスタッフ㈱代表取締役常務取締役（人事

総務部門長） 

帝人グループ 

専務執行役員 
北條 正明 

フィルム事業グループ長兼 

帝人フィルム㈱代表取締役社長（兼フィルム事業部門長）兼 

Vice Chairman and COO, TEIJIN DUPONT FILMS, 

GLOBAL JOINT VENTURE 兼 

President, TEIJIN DUPONT FILMS, ASIA PACIFIC 

帝人グループ 

常務執行役員 
佐野 喜八郎 樹脂事業グループ長兼帝人化成㈱代表取締役社長 

帝人グループ 

常務執行役員 
亀井 範雄 

高機能繊維事業グループ長兼 

帝人テクノプロダクツ㈱代表取締役社長 

帝人グループ 

執行役員 
谷田部 俊明 

新事業開発グループ長兼 

新機能材料事業開発部長 

帝人グループ 

執行役員 
吉野 隆 

ＩＴ事業グループ長兼 

インフォコム㈱代表取締役社長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）基本的な考え方 

  企業は株主から資本を託され、事業活動を通じて利益をあげ、継続的に株主価値を増大させることが期待されて

います。この株主の付託に応えることが企業経営の基本的使命であり、この基本的使命を踏まえた上で、企業は従

業員そして債権者、顧客を含む取引先、消費者、地域住民と地域社会等の株主以外のステークホルダー（利害関係

者）に対するそれぞれの責任を果たしていかなければなりません。これらを踏まえて事業活動を行うためには、コ

ーポレート・ガバナンス（企業統治）の確立が不可欠です。当社は取締役の選任、報酬の決定、経営監視、コンプ

ライアンスの確保を含む経営の諸問題に関し、「透明性の向上」「公正性の確保」「独立性の確保」「意思決定の

迅速化」を追求し、抜本的な経営改革を行い、各種の経営システムを確立し運営しています。 

 当社は、当面「委員会設置会社」には移行しないこととしています。これは、「委員会設置会社」が目指す経営

に対する監視・監督機能の強化と同様のコーポレート・ガバナンスを、当社においては、「アドバイザリー・ボー

ド」「監査役体制」「取締役会と執行役員制」等を通じて実質的に果たしていることによります。 

 また、当社では、コーポレート・ガバナンスに関する各種取り組みを含む、具体的な指針をコーポレート・ガバ

ナンスガイドと位置づけ、取締役会がこれを定めて開示しています。この開示を通じて、株主の皆様に対してコー

ポレート・ガバナンスガイドの遵守を宣言し、同ガイドに沿った経営をより確固たるものとしています。コーポレ

ート・ガバナンスガイトは当社インターネットホームページに掲載しています。 

 http://www.teijin.co.jp/japanese/about/about04.html 

(2）業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項 

① コーポレート・ガバナンス体制 

ア 「アドバイザリー・ボード」（経営諮問委員会） 

 経営全般へのアドバイスと経営トップの評価を行うことを目的に、国内外の有識者で構成する「アドバイザ

リー・ボード」を設置し、取締役会の諮問機関と位置付け運営しています。アドバイザリー・ボードには、５

～６名の社外アドバイザー（日本人３名、外国人２～３名）と会長、社長（ＣＥＯ（最高経営責任者））がメ

ンバーとして参加し、アドバイザリー・ボードの委員長は会長がつとめます。また、定例会合は年２回実施し

ています。 

 また、「アドバイザリー・ボード」の中に、指名・報酬委員会を設置し、社長の交代及び後継者の推薦、会

長の選任に関する審議、帝人グループの役員報酬制度・水準の審議、社長・代表取締役の業績評価等を行って

います。指名・報酬委員会の審議内容が、ＣＥＯまたは会長に係る案件については、当該利害関係人は退席

し、審議することとしています。 

イ 取締役会と執行役員制度 

 意思決定の迅速化と業務執行責任の明確化を目的に、取締役の数を定款で10名以内と定め、大幅な権限委譲

のもとで執行役員制度を導入しています。社内取締役の中から会長、社長を選任し、その他の社内取締役は原

則としてチーフオフィサーズを兼任しています。取締役のうち３名を、独立性を確保した社外取締役としてお

り、社外取締役と当社間で、「社外取締役の責任限定契約」を締結しています。また、取締役の任期は定款で

１年と定めています。 

 なお、監視・監督と社内的業務執行の分離のため、取締役会の議長は会長がつとめることとしています。ま

た、会長は対内的業務執行には携わらないものとし、別段の必要がある場合を除いて代表権は持ちません。 

ウ 取締役候補者の選定 

 取締役候補者の選定については、当社のトップマネジメントを担当するにふさわしい、人格識見ともに優れ

た人物を、本人の能力、過去の業績等を勘案した上で株主総会に推薦しています。 

 また、毎年、専務取締役以上で構成する人事会議で候補者につき議論し、取締役会で決定します。なお、代

表取締役についてはアドバイザリー・ボードの指名・報酬委員会で事前に審議し、取締役会で決定します。 

エ 意思決定機関 

 法律の定めその他により取締役会が権限を留保する事項については、原則、月１回開催される「取締役会」

において、また、取締役会から権限委譲された帝人及び帝人グループの業務執行に関する重要事項（各事業グ

ループ及び機能運営に係わる、個別中・短期計画、個別重要事項）については、ＣＥＯが、原則として毎月２

回開催される「ＣＥＯ決定審議会」で意思決定します。 

 「ＣＥＯ決定審議会」は、ＣＥＯ、社長（ＣＥＯが社長でない場合）、副社長、チーフオフィサーズ、事業

グループ長及び常勤監査役で構成し、ＣＥＯがこれを招集しその議長となります。 



オ 監査役会及び内部監査体制 

 監査役監査体制については、当社の監査役会は５名で構成し、独立性を確保した社外監査役を過半数の３名

とすることにより、透明性を確保し、トータル・リスク・マネジメントの監査を含む経営に対する監視・監査

機能を果たしています。また、監査役会の機能充実のため、「監査役付」組織を設置しています。更にグルー

プ企業の監査役で構成するグループ監査役会で、グループ連結経営に対応したグループ全体の監視・監査の実

効性を高め、より公正な監査が実施できる体制になっています。 

 当社及び帝人グループでは、会社法、証券取引法等で定められた監査役監査、会計監査人監査に加え、内部

監査を含めた三様監査体制を取り、各々が相互連携の下にコーポレート・ガバナンスの充実を図っています。

 内部監査体制については、当社にＣＥＯ直属の内部監査組織として「業務監査室」を設置するとともに、オ

ランダの子会社にも内部監査人を配置し、グループ・グローバル横断的に「内部統制の妥当性・効率性評価

等」の監査を実施しています。なお、株式公開会社等一部では、個別に内部監査組織を設置しています。平成

18 年３月31日現在、「業務監査室」が７名、オランダの子会社に２名、一部の子会社に設置されている内部

監査組織に12名の全体で21名の体制となっています。 

 監査役会と他の監査主体との関係では、会計監査人から会計監査計画の概要説明を受けるとともに、グルー

プ会社往査説明会（数回/年）及び中間及び期末の決算会計監査報告を通じ、会計上及び内部統制上の問題点

について説明を受け、必要な対処を行う一方、監査役からは、監査方針、監査計画等を会計監査人に説明を行

い意見交換を実施しています。また、帝人グループ監査役会の会合において、グループ会社の監査に従事した

会計監査人より各社の監査指摘事項について説明を受け、グループとして情報の共有化を図っています。更

に、同会合において、会計監査人より、日本の会計基準、国際会計基準について短期及び中期視点での改正動

向及び当社グループへの影響について説明を受けています。なお、会計監査人の選任・交代は監査役会が主導

しています。 

 また、内部監査部門である「業務監査室」とは、年度内部監査計画の立案時点で監査範囲、対象会社・部門

等について、意見交換を行っています。一方、内部監査実施状況については、帝人グループ監査役会（年６回

開催）、非定例会合及び月報等で機動的に業務監査室より報告を受け、内部監査情報の恒常的かつ網羅的把握

と必要なアクションを共有化しています。更に、内部監査の有効性レビューのため内部監査実施現場に年に数

回監査役が同行しています。 

カ 会計監査の状況 

 業務を執行した公認会計士、補助者の状況は以下のとおりです。 

（業務を執行した公認会計士） 

（補助者の構成） 

キ コンプライアンス（社会規範、倫理、法令等の遵守）とトータル・リスクマネジメント（リスクの統合管

理） 

 平成15年４月から、企業が直面する不確実性に対する予防手段として主として業務運営リスクを対象とする

「ＴＲＭ(Total Risk Management)コミティー」（統合リスク管理委員会）を取締役会内に設置し、ＣＥＯ、

ＣＳＯ（グループ経営計画責任者）、ＣＳＲＯ（グループＣＳＲ責任者）、ＣＴＯ（グループ技術責任者）、

ＣＨＯ(グループ人財責任者)をメンバーとして、リスクに対する統合管理を行なっています。取締役会は、 

ＴＲＭコミティーから提案されるＴＲＭ基本方針、ＴＲＭ年次計画等の審議・決定を行ないます。また、経営

戦略リスクのアセスメントについては、ＣＳＯが担当し、取締役会の重要な判断材料としています。 

氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

米林 彰 あずさ監査法人 ４年 

小寺 庸 あずさ監査法人 １年 

和田 安弘 あずさ監査法人 ４年 

区分 人数 

公認会計士 15名 

会計士補 ９名 

計 24名 



ク 役員報酬・監査報酬の内容 

 平成17年４月１日から平成18年３月31日までに、当社取締役及び監査役に支払った報酬、監査報酬の内容は

次のとおりです。 

（帝人株式会社取締役報酬） 

 （注）１ 社内取締役とは、社外取締役以外の取締役です。 

２ 当期は、使用人兼務取締役に支給した使用人給与及び使用人賞与はありません。 

３ 取締役に対する報酬限度額は、月額35百万円です。（平成11年６月25日開催第133回定時株主総会決議） 

４ 上記「定款または株主総会決議に基づく報酬」の支給人員には、当期中の退任取締役３名を含んでいます。

（帝人株式会社監査役報酬） 

 （注）１ 社内監査役とは、社外監査役以外の監査役です。 

２ 監査役に対する報酬限度額は、月額12百万円です。（平成11年６月25日開催第133回定時株主総会決議） 

（当社及び連結子会社監査報酬）                           

 （単位：百万円）

 （注） 対象は、当社及び当社連結子会社のうち、あずさ監査法人の監査をうけている会社 

区分 

社内取締役 社外取締役 計 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

定款または株主総会決議に基づく報酬 9 190 4 39 13 229 

利益処分による役員賞与 6 60 － － 6 60 

株主総会決議に基づく退職慰労金 2 488 － － 2 488 

計 － 739 － 39 － 779 

区分 

社内監査役 社外監査役 計 

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

支給人員 
（名） 

支給額 
（百万円）

定款または株主総会決議に基づく報酬 2 47 3 29 5 76 

株主総会決議に基づく退職慰労金 － － － － － － 

計 － 47 － 29 － 76 

区分 帝人㈱ 連結子会社 計 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 42 105 147 

上記以外の業務に基づく報酬 － 4 4 

計 42 110 152 



 ケ 模式図 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係 

 当社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

③ コーポレート・ガバナンス体制充実に向けた取り組み状況（コンプライアンス（法令遵守）の推進） 

 コンプライアンスについては、「企業の役員・従業員は、法令遵守は当然のこととして、社会の構成員として

の企業人・社会人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動することが求められており、このような

誠実な行動が企業価値増大に不可欠である」という認識のもと、「企業行動規範」や「企業行動基準」等を既に

策定し、経営者・従業員への周知徹底を図っています。 

 近年の企業に対する社会的責任の要請の高まりに伴い、平成18年３月に「企業行動規範」を、「人権の保

護」、「児童労働・強制労働の禁止」、「多様性（ダイバーシティー）の尊重」などを新しく行動規範として盛

り込み、帝人グループの世界共通の「企業行動規範」として改定しました。 

 (3）内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

 内部統制とは、「事業経営の有効性・効率性を高め」、「企業の財務報告の信頼性を確保し」、「事業経営に関

わる法規の遵守を促す」ことが目的であり企業活動に欠かせない仕組みであると認識しています。 

 平成18年５月１日に施行された会社法・同施行規則により、大会社である取締役会設置会社に義務付けられた内

部統制システム整備に関する「取締役会・監査役会設置会社における体制整備の取締役会決議事項」につき、平成

18年３月30日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を決議しています。本件決議内容

は、毎年定時株主総会終了後の取締役会で定期的に内容見直し、または内容確認決議を行います。内容について

は、当社インターネットホームページ（http://www.teijin.co.jp/japanese /about/about04.html)に掲載のとお

りですが、その概要は以下のとおりです。 



① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（会社法362条第４項第６号） 

 当社は、「コーポレートガバナンスガイド２００３」においてコンプライアンス（法令遵守）の基本原則を設

けており、当社の役員は、帝人グループ全体における企業倫理の遵守・浸透を率先垂範して行います。また、Ｃ

ＳＲＯが、帝人グループ横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握を行います。 

② 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（会社法施行規則第100条第１項第４号） 

 当社は、企業理念、企業行動規範、企業行動基準等の実践的運用と徹底を図るとともに、帝人グループの役

員・使用人は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合、持株会社である帝

人㈱に報告し、ＣＳＲＯは、取締役社長と協議のうえ適切な対応を取ります。また、法令遵守上義務のある行為

等について、使用人が社外の弁護士に直接通報を行う手段を確保します。重要な通報については、その内容と会

社の対応状況・結果につき適切に帝人グループ役員・使用人に開示し、周知徹底します。取締役社長は、業務執

行状況の内部監査を行う業務監査室を直轄します。 

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（会社法施行規則第100条第１項第１号） 

 取締役は、業務の執行に係る株主総会議事録、取締役会議事録等の重要な情報を社内規定に基づき、適切に保

存・管理します。取締役会議長は、保存・管理を監視・監督する責任者となり、法務室長が補佐します。また、

重要な情報については、少なくとも10年間保管し、必要に応じ閲覧可能な状態を維持します。 

④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（会社法施行規則第100条第１項第２号） 

 取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的発展を実現することを脅かすあらゆるリスクに対処するた

め、以下のトータル・リスクマネジメント体制の実践的運用を行います。主として業務運営リスクを対象とし、

取締役会の中にＴＲＭ（トータル・リスクマネジメント）コミティーを設置しＴＲＭ基本方針、ＴＲＭ年次計画

等を提案します。ＣＳＯは、経営戦略リスクの評価を行い、取締役会等での経営判断に際して必要な判断材料を

提供します。特に、平成18年度から、重要な投資案件のリスク評価を行う投資委員会を設置します。また、地

震・洪水・事故・火災等の災害、役員・使用人の不適切な業務執行、基幹ＩＴシステムの故障等のリスクにおけ

る事業の継続を確保するための体制を整備します。 

⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（会社法施行規則第100条第１項第３号） 

 取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、取締役のうち複数名を当社が定める独立性要件を満足する独立社

外取締役とします。また、監視・監督と業務執行の分離のため、取締役会は、代表取締役及び各業務担当取締

役・執行役員に業務の執行を行わせ、取締役・執行役員に業務執行の決定を委任された事項については、各種規

程に定める機関または手続きにより必要な決定を行います。なお、規程については、法令の改廃・職務執行の効

率化が必要ある場合は、随時見直します。 

⑥ 当該株式会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（会社法施行規則第100条第１項第５号） 

 当社は、業務の適正と効率性を確保するために必要な、グループとしての規範、規則をグループ規程類として

整備します。また、帝人グループの会社間の取引は、社会規範に照らし適切なものでなければなりません。代表

取締役及び業務執行を担当する取締役・執行役員は、グループ会社が適切な内部統制システムの整備を行うよう

指導するとともに、業務監査室は、業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保します。監査役は、帝人

グループ全体の監視・監査が実効的かつ適正に行われるよう会計監査人及び業務監査室との緊密な連携等の的確

な体制を構築します。 

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

（会社法施行規則第100条第３項第１号） 

 監査役の職務を補助すべき使用人として、原則２名の監査役付を置きます。 

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（会社法施行規則第100 条第3 項第2 号） 

 独立性確保のため、人事権に係る事項の決定には常勤監査役の事前の同意を必要とし、人事考課については、

常勤監査役が行います。また、監査役付は、グループの業務の執行に係る役職は兼務しません。 



⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

（会社法施行規則第100条第３項第３号） 

 代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行

状況の報告を行うとともに、「会社の信用の大幅な低下」、「会社の業績への重大な悪影響」、「社内外へのＥ

ＳＨ(環境・安全・衛生)またはＰＬ(製造物責任)に関する重大な被害」、「企業行動基準、グループ企業倫理規

程への重大な違反」等が起こったこと、またはその恐れがあることは、発見次第速やかに監査役に対し報告を行

います。また、監査役が報告を求めた時は、取締役、執行役員及び使用人は、迅速かつ的確に対応します。 

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（会社法施行規則第100条第３項第４号） 

 監査役の過半数は、当社が定める独立性要件を満足する独立社外監査役とし、対外透明性を担保します。この

独立性の要件に関しては、監査役会が承認し取締役会が決定する独立監査役規則により定めます。また、帝人グ

ループ監査役会は、独自に意見形成するため、外部法律事務所と顧問契約を締結します。また、必要に応じ、自

らの判断で、公認会計士等の外部アドバイザーを活用します。 

 (4）買収防衛に関する事項 

 当社は、平成18年６月23日開催の第140回定時株主総会において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買

収防衛策）（以下、本プランという）を決定しました。 

 当社は、継続的な企業価値の向上のため、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の確立が不可欠と考えてお

り、「透明性の向上」「公正性の確保」「独立性の確保」「意思決定の迅速化」を基本原則とした経営を行ってき

ました。 

 株式会社の支配権の移転を伴う提案に応じるか否かの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべき

だと考えています。しかし、当社株式の大量取得行為や買付提案の中には、当社に対し高値で買取を要求する場合

や、従業員や顧客を含む取引先、債権者などの利害関係者との関係を破壊するものなど、株主共同の利益に反する

おそれがあるものがあることも否めません。これらの行為に対し、従来進めてきたコーポレート・ガバナンスを更

に進め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、今回この決定をしまし

た。 

 本プランを策定するにあたり、企業価値を高める買収や効率的な経営を阻害し、経営者の保身に利用されること

がないよう留意した点は以下の諸点です。 

① 本プランの導入が長期的な企業価値の向上に資するものであること 

② 本プランの導入の決定は株主総会が行うこと 

③ 防衛策の発動にあたっては、当社が自主的に設定した、米国の証券取引所で規則化されている独立性要件と同

等の基準に基づく社外取締役・社外監査役のうちの５名からなる独立委員会による評価・判断が行われ、取締

役会は、独立委員会の勧告を尊重しこれに従い決議すること 

④ 有効期間を平成18年６月23日開催の第140回定時株主総会の終結の時から平成21年３月期の事業年度に関する

定時株主総会終了の時までの３年間と期間を限定したこと 

 以下、買収防衛策のポイントにつき、ご説明します。 

① 本プランの対象となる買付は、株式の保有割合が20％以上となる買付等です。 

② 買付者には、事前に買付説明書の提供を求め、当社が、情報収集や検討を行う期間を確保した上で、株主の皆

様に当社経営陣の計画や代替案を提示したり、買付者との交渉を行っていくための手続きを定めています。 

③ しかし、この手続きを買付者が守らなかった場合などには、独立委員会の勧告に従い、取締役会は、その時点

の全ての株主に対し、保有株式１株につき１個の割合で「取得条項付新株予約権」を無償で割当てることを決

議します。 

④ 新株予約権に付された取得条項により、当社は買付者以外の株主の皆様から本新株予約権を取得しこれと引換

えに、新株予約権１個につき、当社株式１株を交付します。 

⑤ 買付者以外の株主の皆様全員に平等に当社株式を交付しますので、株主の皆様の保有する株式の価値の総額

は、理論的には当社株式交付前と交付後では変化はありません。買付者には当社株式は交付されませんので、

この交付により、買付者の保有する当社株式の議決権割合を最大50％まで希釈化させる可能性があります。 

⑥ 発動までの基本的な流れは、 



・独立委員会は、買付者から買付説明書が提出された場合、取締役会に対し、回答期限を最長30日以内として、

買付の内容に対する取締役会の意見等を求めることがあります。その後、原則、最長60日間、情報収集・比較

検討等を行います。従って、買付者から買付説明書の提供があった後、原則として最大90日間の検討期間とな

ります。 

・独立委員会はこれらの情報をもとに、取締役会に対し、本新株予約権の無償割当をするか、無償割当を行わな

いかの勧告を行います。 

・取締役会は、独立委員会の勧告を尊重しこれに従い、最終的に本新株予約権の無償割当の実施または不実施の

決議を行い、決議後速やかに情報開示を行います。 

⑦ 新株予約権の無償割当は以下のような場合に行われます。 

・本プランの手続きを守らない場合、 

・株式を買占め、当社に対し高値で買取を要求する場合や、当社の経営を一時的に支配して、資産処分により一

時的な高配当をさせ株価を吊り上げ売り抜ける行為のような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすおそれがある場合、 

・当社の従業員、顧客を含む取引先等との関係を破壊し、企業価値ひいては株主共同の利益に反する場合、 

等です。 

⑧ 最後に、株主の皆様への影響につきご説明します。 

・本プラン導入時は、新株予約権の無償割当は行いませんので影響はありません。 

・また、買付者が現れ、本プランを発動し、株式が交付された場合でも、買付者以外の株主の皆様の保有する当

社株式の希釈化は生じません。 

・しかし、無償割当実施後に、例えば買付者が買付を撤回した場合は、当社が当社株式を交付することなく無償

で当該新株予約権を取得することになっています。この場合、これに伴って、当社株式の価格が少なからず変

動することがあります。 

 (5）その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

 帝人グループでは、コーポレート・ガバナンス体制を更に充実させ、機能させるため以下の諸点につき改善策を

検討・実施して行きます。 

① 意思決定、監視・監督と監査の仕組 

 業務執行と取締役会による監視・監督の分離という基本は変えることはありませんが、平成18年５月１日よ

り施行された会社法の定着動向を含む社会の変化等を勘案し、監査役設置会社から委員会設置会社への移行も

含め、より良いコーポレート・ガバナンス体制につき引き続き検討を行って行きます。 

② 「コンプライアンス」と「トータル・リスクマネジメント」 

ア 帝人グループは、「コンプライアンス」と「トータル・リスクマネジメント」は、コーポレート・ガバナン

ス目的実現のための必須条件と考えています。 

イ 「コンプライアンス」については、帝人グループは、今まで以上に、役員・従業員は、法令順守は当然のこ

ととして、社会の構成員としての企業人・社会人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動しま

す。この実効を上げるため、具体的なコンプライアンス内容として帝人グループが定めている「企業行動規

範」「企業行動基準」の内容の充実と順守の徹底を図って行きます。 

ウ 「トータル・リスクマネジメント」については、業務運営リスクと経営戦略リスクに対する備えを更に高め

るべく、ＣＳＲＯを中心として業務運営リスクへの対応を徹底するとともに、ＣＳＯを中心として戦略投資

リスク管理も含めた経営戦略リスクへの備えを徹底して行きます。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しています。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しています。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）ならびに当連結会計年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務

諸表について、あずさ監査法人により監査を受けています。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※２   32,908     37,594   

２ 受取手形及び売掛金     191,681     193,564   

３ たな卸資産     115,792     129,908   

４ 短期貸付金     3,303     3,011   

５ 繰延税金資産     12,694     12,268   

６ その他の流動資産     15,005     24,247   

７ 貸倒引当金     △1,525     △1,592   

流動資産合計     369,860 43.4   399,002 42.3 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 

※１ 

※２ 

※３ 

            

(1) 建物及び構築物     79,646     81,932   

(2) 機械装置及び運搬具     158,155     172,949   

(3) 土地     48,490     48,225   

(4) 建設仮勘定     23,613     29,711   

(5) その他の有形固定資産     12,746     13,680   

有形固定資産合計     322,652 37.9   346,498 36.7 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア等     23,626     23,610   

(2) 連結調整勘定     22,842     21,247   

無形固定資産合計     46,468 5.4   44,858 4.7 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 
※２ 

※４ 
  74,673     117,803   

(2) 長期貸付金     1,570     2,828   

(3) 前払年金費用     9,943     10,843   

(4) 繰延税金資産     2,462     1,613   

(5) その他の 

投資その他の資産 
※４   31,867     23,885   

(6) 貸倒引当金     △6,729     △3,341   

(7) 投資損失引当金     △739     －   

投資その他の資産合計     113,048 13.3   153,632 16.3 

固定資産合計     482,168 56.6   544,988 57.7 

資産合計     852,029 100.0   943,991 100.0 

 



    
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金 ※２   109,750     110,718   

２ 短期借入金 ※２   80,367     82,804   

３ １年内返済長期借入金 ※２   20,937     19,247   

４ コマーシャルペーパー     －     44,000   

５ １年内償還社債     16,768     43,530   

６ 未払法人税等     24,371     22,210   

７ 未払費用     24,798     23,040   

８ 値引割戻引当金     54     668   

９ 完成工事補償引当金     10     155   

10 返品調整引当金     76     30   

11 その他の流動負債     43,693     51,513   

流動負債合計     320,827 37.7   397,919 42.1 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     89,268     43,866   

２ 長期借入金     69,690     64,848   

３ 退職給付引当金     18,706     17,562   

４ 役員退職慰労引当金     1,630     1,502   

５ 持分法適用に伴う負債     59     5   

６ 繰延税金負債     15,485     33,018   

７ その他の固定負債     10,457     9,615   

固定負債合計     205,298 24.1   170,420 18.1 

負債合計     526,126 61.8   568,339 60.2 

                

（少数株主持分）               

少数株主持分     35,316 4.1   37,042 3.9 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※９   70,787 8.3   70,787 7.5 

Ⅱ 資本剰余金     63,123 7.4   63,132 6.7 

Ⅲ 利益剰余金     149,711 17.6   167,049 17.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     23,593 2.7   46,922 5.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △16,257 △1.9   △9,046 △1.0 

Ⅵ 自己株式 ※10   △372 △0.0   △236 △0.0 

資本合計     290,586 34.1   338,609 35.9 

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
    852,029 100.0   943,991 100.0 



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     908,388 100.0   938,082 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 

※３ 
  685,781 75.5   687,717 73.3 

売上総利益     222,607 24.5   250,365 26.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 

※３ 
  170,742 18.8   173,607 18.5 

営業利益     51,864 5.7   76,757 8.2 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   361     385     

２ 受取配当金   653     1,423     

３ インフレーション会計に

よる貨幣購買力差益 
  1,310     －     

４ 持分法による投資利益   542     －     

５ 為替差益   －     2     

６ ダンピング保証金返戻金   －     521     

７ 雑益   1,222 4,089 0.4 1,329 3,662 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   6,689     6,957     

２ 持分法による投資損失   －     644     

３ 在外子会社開業費  ※４  －     833     

４ 為替差損   590     －     

５ 工場休止経費   1,339     －     

６ 雑損   4,247 12,866 1.4 3,822 12,257 1.3 

経常利益     43,087 4.7   68,162 7.3 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※５ 6,793     644     

２ 投資有価証券売却益   17,509     61     

３ 貸倒引当金戻入額   387     81     

４ 長期販売契約解除一時金 ※６ 3,564     －     

５ 厚生年金代行返上益 ※７ －     246     

６ 営業譲渡益   －     196     

７ その他の特別利益   263 28,518 3.2 534 1,765 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※８ 1,882     3,247     

２ 固定資産売却損 ※９ 212     6,172     

３ 投資有価証券評価損   432     448     

４ 投資有価証券売却損   25     115     

５ 貸倒引当金繰入額   12     10     

６ 構造改善費用 ※10 2,889     2,105     

７ 異常操業損失 ※11 1,691     2,348     

８ 減損損失  ※12  －     6,000     

９ 環境対策費用 ※13 －     2,404     

10 社債償還損 ※14 －     800     

11 事業整理損失 ※15 37,502     －     

12 米国訴訟関連損失 ※16 2,295     －     

13 その他の特別損失   4,880 51,825 5.7 1,238 24,894 2.7 

税金等調整前当期純利益     19,780 2.2   45,033 4.8 

法人税、住民税及び 

事業税 
  21,099     16,375     

法人税等調整額   （△）8,354 12,745 1.4 （＋）2,066 18,442 2.0 

少数株主利益（△）また

は少数株主損失（＋） 
    （＋）2,124 0.2   （△）1,738 △0.2 

当期純利益     9,159 1.0   24,852 2.6 



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     63,118   63,123 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

自己株式処分差益   5 5 8 8 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     63,123   63,132 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     153,922   149,711 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   9,159   24,852   

２ 在外関係会社における

会計基準変更等に伴う

増加高 

  － 9,159 674 25,527 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   6,028   6,491   

２ 役員賞与   134   163   

３ 在外関係会社における

会計基準変更等に伴う

減少高 

  －   1,533   

４ インフレ会計適用在外

関係会社売却等に伴う

減少高 

  4,388   －   

５ 在外関係会社過年度税

効果調整に伴う減少高 
  2,451   －   

６ 関連会社株式売却に伴

う減少高 
  368 13,370 － 8,188 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     149,711   167,049 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   19,780 45,033 

２ 減価償却費及び連結調整勘定償却額   52,287 50,389 

３ 減損損失   － 6,000 

４ 退職給付引当金の増減額（減少：△）   △1,165 △1,424 

５ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   △3,814 △3,402 

６ 受取利息及び受取配当金   △1,014 △1,809 

７ 支払利息   6,689 6,957 

８ 持分法による投資損益（利益：△）   △542 644 

９ 固定資産売却・処分損益（利益：△）   △4,698 8,775 

10 投資有価証券売却損益（利益：△）   △17,483 53 

11 投資有価証券評価損   432 448 

12 社債償還損   － 800 

13 事業整理損失   37,502 － 

14 売上債権の増減額（増加：△）   △17,431 4,976 

15 たな卸資産の増減額（増加：△）   △7,952 △11,075 

16 仕入債務の増減額（減少：△）   16,413 △4,455 

17 その他   14,800 △248 

小計   93,804 101,664 

18 利息及び配当金の受取額   2,360 3,048 

19 利息の支払額   △6,594 △6,679 

20 法人税等の支払額   △16,256 △22,542 

営業活動によるキャッシュ・フロー   73,313 75,491 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有形固定資産の取得による支出   △43,899 △66,620 

２ 有形固定資産の売却による収入   7,963 5,619 

３ 投資有価証券の取得による支出   △7,157 △3,406 

４ 投資有価証券の売却・償還による収入   36,491 452 

５ 子会社株式の売却等による収入   1,000 － 

６ 子会社株式の追加取得による支出   △60 － 

７ 短期貸付金の純増減額（増加：△）   △595 △942 

８ 長期貸付による支出   △760 △772 

９ 長期貸付金の回収による収入   169 78 

10 事業整理による収入及び支出   24,232 － 

11 その他   △4,675 △8,470 

投資活動によるキャッシュ・フロー   12,708 △74,062 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純増減額（減少：△）   △38,600 △3,388 

２ コマーシャルペーパーの純増減額(減少：△)   △12,000 44,000 

３ 社債の発行による収入   － 27,237 

４ 社債の償還による支出   △5,405 △46,482 

５ 長期借入による収入   21,039 8,133 

６ 長期借入金の返済による支出   △42,956 △20,348 

７ 配当金の支払額   △6,028 △6,491 

８ 少数株主に対する配当金の支払額   △779 △1,292 

９ 少数株主からの払込みによる収入   5,184 － 

10 その他   △97 143 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △79,643 1,511 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △129 1,748 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   6,248 4,689 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   26,262 32,895 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の

増減額（減少：△） 
  384 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   32,895 37,585 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数は84社です。 

連結子会社名は「第１ 企業の概況」の

４ 関係会社の状況に記載しているため

省略しています。 

なお、Teijin Twaron Asia Co., Ltd.に

ついては新規設立により、帝人化成複合

塑料（上海）有限公司、上海帝人化成貿

易有限公司については重要性が増加した

ため新たに当連結会計年度から連結の範

囲に含めることとしました。また、当連

結会計年度から、Teijin Akra,S.A. de  

C.V.、帝人殖産㈱を株式の売却により、

帝人ファイナンス㈱ほか６社については

清算・合併したことにより連結子会社か

ら除外しています。 

非連結子会社42社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん（フィルム加工㈱、㈱帝人知的財産

センターほか）。 

連結子会社数は84社です。 

連結子会社名は「第１ 企業の概況」の

４ 関係会社の状況に記載しているため

省略しています。 

非連結子会社40社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん（フィルム加工㈱、㈱帝人知的財産

センターほか）。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社42社及び関連会社36社のう

ち、非連結子会社42社（フィルム加工

㈱、㈱帝人知的財産センターほか）及び

関連会社33社（DuPont Teijin Films  

Luxembourg S.A.ほか）に対する投資につ

いて、持分法を適用しています。なお、

非連結子会社１社（㈱イメージパートナ

ー）及び関連会社１社（SYSCOM（USA） 

Inc.）については株式の取得により当連

結会計年度から持分法適用の範囲に含め

ることとしました。また当連結会計年度

から非連結子会社２社（帝人化成複合塑

料（上海）有限公司、上海帝人化成貿易

有限公司）については連結子会社になっ

たことにより、非連結子会社２社 

（Servious Fiqusa, S.A. de C.V.ほか）

及び関連会社４社（ナブテスコ㈱、池田

防疫興業㈱ほか）については株式の売却

等により、非連結子会社１社（帝人デュ

ポンナイロン㈱）については清算したこ

とにより、持分法適用の範囲から除外し

ています。 

持分法を適用していない関連会社３社

（オア㈱ほか）は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しています。持分法適

用会社に対する投資差額は原則として発

生日以降５年間で均等償却しています。 

非連結子会社40社及び関連会社33社のう

ち、非連結子会社38社（フィルム加工

㈱、㈱帝人知的財産センターほか）及び

関連会社29社（DuPont Teijin Films  

Luxembourg S.A.ほか）に対する投資につ

いて、持分法を適用しています。なお、

非連結子会社２社（帝人汽車用布加工

（南通）有限公司、Teijin Techno   

Products de Mexico S.A. de C.V.）につ

いては新規設立により、非連結子会社２

社（ログイット㈱、㈱コンピュータシテ

ィ）については株式の取得により当連結

会計年度から持分法適用の範囲に含める

こととしました。また当連結会計年度か

ら非連結子会社２社（テクノ化成㈱ほ

か）及び関連会社３社（グレースカーペ

ット㈱ほか）については株式の売却等に

より、非連結子会社７社（北日本興産㈱

ほか）については清算・合併したことに

より、持分法適用の範囲から除外してい

ます。 

持分法を適用していない子会社２社（テ

イジンレンズ㈱ほか）及び関連会社４社

（オア㈱ほか）は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しています。持分法適

用会社に対する投資差額は原則として発

生日以降５年間で均等償却しています。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、帝商産業㈱、㈱タキ

イ・コーポレイションの決算日は毎年１

月末日、㈱フォークナー、㈱テイジンア

ソシアリテイルの決算日は毎年２月末

日、P.T.Teijin Indonesia Fiber  

Corporation 、TEIJIN（THAILAND） 

LIMITED、Teijin America Inc.、Teijin  

Holdings USA Inc.、Teijin Polyester 

（Thailand）Limited、南通帝人有限公

司、TMI Europe S.p.A.、Thai Namsiri  

Intertex Co., Ltd.、P.T.INDONESIA  

TEIJIN DUPONT FILMS、TEIJIN  

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.等38

社の決算日は毎年12月末日ですが、その

まま連結しています。 

ただし、上記決算日の異なる連結子会社

42社については、当該会社の決算日と連

結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上、必要な調整を行ってい

ます。 

連結子会社のうち、帝商産業㈱、㈱タキ

イ・コーポレイションの決算日は毎年１

月末日、㈱フォークナー、㈱テイジンア

ソシアリテイルの決算日は毎年２月末

日、P.T.Teijin Indonesia Fiber  

Corporation 、TEIJIN（THAILAND） 

LIMITED、Teijin America Inc.、Teijin  

Holdings USA Inc.、Teijin Polyester 

（Thailand）Limited、南通帝人有限公

司、Thai Namsiri Intertex Co., Ltd.、

P.T.INDONESIA TEIJIN DUPONT FILMS、 

TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE  

Ltd.等37社の決算日は毎年12月末日です

が、そのまま連結しています。 

ただし、上記決算日の異なる連結子会社

41社については、当該会社の決算日と連

結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上、必要な調整を行ってい

ます。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券 

償却原価法 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券 

同左 

 ②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理しています。売却

原価は移動平均法により算定し

ています。） 

②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

同左 

 (2）市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

(2）市場価格のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による低価基準（一部子

会社は原価基準） 

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

主に定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ています。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

同左 

 (2）在外会社 

定額法 

(2）在外会社 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

②無形固定資産 

同左 

  ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②投資損失引当金 

投資に係る損失に備えるため、当該

会社の財政状態及び回収可能性を勘

案して必要額を繰入計上していま

す。 

②投資損失引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上すること

としています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として12年）による定額法

により費用処理することとしていま

す。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として12年）による定

額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしています。 

なお、在外子会社については、一部

の会社を除き、退職金制度がありま

せん。 

③退職給付引当金 

同左 

  ④役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当社及び連結子会社の当連結会

計年度末における内規に基づく基準

額相当額に達するまでの額を繰入計

上しています。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理していま

す。なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替換

算調整勘定に含めています。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

同左 

 ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用して

います。なお、為替予約及び通貨オ

プションについては振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理を、

金利スワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処理

を採用しています。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約 

 

外貨建営業債権

債務及び外貨建

投融資 

通貨 

オプション 
 同上 

通貨スワップ  借入金、社債 

金利スワップ  同上 

 同左 

 ③ヘッジ方針 

当社及び連結子会社は、内規に基づ

き、為替変動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしています。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ⑤その他 

当社及び連結子会社は、定期的にＣ

ＦＯ（最高財務責任者）及び当社経

理・財務室に対して、ヘッジ取引の

実績報告を行っています。 

⑤その他 

同左 

 



会計処理の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっています。 

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度から連結納税制度  

を適用しています。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい 

ては、全面時価評価法を採用しています。

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均

等償却しています。ただし、一部の子会

社については20年間で均等償却していま

す。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書については、連結会計

年度中に確定した連結会社の利益処分に

基づいて作成しています。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は手許現金

及び当座預金等の随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっています。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （退職給付に係る会計基準） 

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しています。これにより当連

結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は798百万円増加しています。なお、セグメン

ト情報に与える影響は軽微です。 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これにより、当連結会計年度の税

金等調整前当期純利益は6,000百万円減少しています。 

なお、セグメント情報に与える影響は注記事項（セグ

メント情報）に記載しています。 

また、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除していま

す。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結損益計算書） 

────── 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において特別損失の「異常操業損失」

は、「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル設備に

おける操業安定化までに発生した経費のみを含めてい

ましたが、当連結会計年度においては、当該設備以外

でも稼働率が低下したことによる異常操業経費（当連

結会計年度495百万円）が発生したため、それらも含

めて表示しています。 

    

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において財務活動キャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めていた「少数株主からの払込

みによる収入」（前連結会計年度285百万円）は、重

要性が増加したため、当連結会計年度より区分掲記

することに変更しました。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

──────  



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（東邦テナックス㈱大垣工場跡地関係） 

連結子会社の東邦テナックス㈱は、岐阜県大垣市所在の

旧工場跡地（面積113,059㎡ 大垣市笠縫町ほかに所在）

につき、東邦テナックス㈱と財団法人民間都市開発推進

機構（以下、民都機構）が、岐阜県及び大垣市と連携を

取りながら、共同して民間都市開発事業を推進するた

め、平成８年３月及び同年６月に民都機構へ総額7,906百

万円で譲渡していますが、現在本件の開発事業は上記関

係４者にて協議中です。 

また、土地売買契約書には契約日から10年以内に民間都

市開発事業の用に供されず、かつ、国、地方公共団体等

に譲渡されない場合において、本物件が民間都市開発の

推進に関する特別措置法に規定する事業見込地の要件を

満たさなくなった場合等やむを得ない事情によって、民

都機構が東邦テナックス㈱に本物件の買戻しを請求した

ときは、民都機構への売却金額に民都機構の取得及び保

有のための金利と税金等諸経費を加算した金額にて本物

件を東邦テナックス㈱に売り戻すことが出来ると謳われ

ています。 

当該土地の評価額は、土地の使用目的により異なります

が、参考までに旧工場正門が面した道路の平成16年度の

路線価は住宅地域側で69千円／㎡、本工場地域側で31千

円／㎡です。 

なお、東邦テナックス㈱は大垣市との間で、万一東邦テ

ナックス㈱が買戻できない場合は、東邦テナックス㈱は

大垣市に購入方を要請し、大垣市は責任をもって対応す

る旨の覚書を取り交わしています。 

（東邦テナックス㈱大垣工場跡地） 

連結子会社の東邦テナックス㈱は、岐阜県大垣市所在の

旧工場跡地（面積113,059㎡ 大垣市笠縫町ほかに所在）

につき、民間都市開発事業を推進するため、平成８年３

月及び同年６月に財団法人民間都市開発推進機構（以

下、民都機構）へ総額7,906百万円で譲渡し、東邦テナッ

クス㈱と民都機構は大垣市、岐阜県と連携して本件土地

が民間都市開発事業の用に供すべく協議をしてきました

が、具体的な開発の目途は立ちませんでした。 

一方で、関係者の協力のもと当該土地の活用について企

業誘致等の活動を行ってきましたが、この度、当該土地

を工場用地として譲渡できることとなりましたので、長

年の経営課題の早期解決をはかることにより事業経営に

専念するために、東邦テナックス㈱は当該土地を民都機

構より予め定められた基準による価格で平成18年３月15

日に買い戻した上、イビデン㈱へ同年３月24日に譲渡し

ました。 

  民都機構からの取得価額   ： 9,831百万円 

  イビデン㈱への譲渡価額    ： 4,196 〃     

                （譲渡経費含まず） 

 ―――――― （インフォコム㈱厚生年金代行返上） 

当社の連結子会社であるインフォコム㈱は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、

将来分と過去分同時返上を申請し、平成17年９月１日付け

で厚生労働大臣から認可を受け、平成18年３月３日付けで

国に厚生年金基金の代行部分の返還額（最低責任準備金）

の納付を行っています。その結果、当期の特別利益として

厚生年金代行返上益246百万円を計上しています。 

 ―――――― （インフォコム㈱売上高計上基準変更） 

当社の連結子会社であるインフォコム㈱は、当連結会計年

度より音楽コンサートチケットなどの販売にかかわる売上

計上基準を、取扱高から販売手数料に変更しました。この

変更は、音楽コンサートチケットなどの販売方針を、従来

の付加価値を加えて差別化をはかることを重視する方針か

ら関連グッズ販売を含めた全体としての販売効率を重視す

る方針に転換したことに伴い、販売手数料を売上高とする

ことがより適切であるために実施したものです。この結

果、従来の方法に比較して、売上高が3,320百万円減少し

ていますが、損益に与える影響はありません。なお、セグ

メント情報に与える影響は軽微です。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ―――――― （英国関連会社退職給付会計基準変更） 

当社の持分法適用関連会社であるDuPont Teijin Films  

UK Limitedは、当連結会計年度より、英国の退職給付に

係る新しい会計基準（英国会計基準FRS17）を適用してい

ます。この結果、会計基準変更時差異を利益剰余金から

直接減額したことにより、利益剰余金は1,301百万円減少

しています。なお、損益及びセグメント情報に与える影

響は軽微です。 

 ―――――― （香港関連会社企業結合会計基準変更） 

当社の持分法適用関連会社であるDuPont Teijin Films  

China Ltd.は、当連結会計年度より、香港の企業結合に

係る新しい会計基準（香港会計基準HKFRS３）を適用して

います。この結果、会計基準変更に伴う影響額を利益剰

余金にて直接増額したことにより、利益剰余金は584百万

円増加しています。なお、損益及びセグメント情報に与

える影響は軽微です。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

456,400百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

500,147百万円です。 

※２ 担保提供資産 

(1）このうち短期借入金120百万円の担保として財団

抵当に供しているものは、次のとおりです。 

※２ 担保提供資産 

(1）このうち短期借入金133百万円の担保として財団

抵当に供しているものは、次のとおりです。 

有形固定資産 207百万円（帳簿価額） 有形固定資産 219百万円（帳簿価額）

(2）このうち短期借入金200百万円、１年内返済長期

借入金２百万円及び買掛金455百万円他の担保に

供しているものは、次のとおりです。 

(2）このうち短期借入金51百万円、支払手形及び買

掛金361百万円の担保に供しているものは、次の

とおりです。 

預金 4百万円（帳簿価額）

投資有価証券 38 〃 （  〃  ）

有形固定資産 462 〃 （  〃  ）

  505 〃 （  〃  ）

投資有価証券  55百万円（帳簿価額）

有形固定資産 331 〃 （  〃  ）

  387 〃 （  〃  ）

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額1,359百万円を控

除しています。 

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額1,359百万円を控

除しています。 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

投資有価証券（株式） 9,258百万円

その他の 

投資その他の資産（出資金） 
8,325 〃 

投資有価証券（株式） 13,934百万円

その他の 

投資その他の資産（出資金） 
4,305 〃 

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

① 関係会社 

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

① 関係会社 

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

5,066百万円

(14,500千STG£ほか)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

4,026 〃 

(29,000千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 2,700 〃 

その他８社 1,013 〃 

(外貨建保証債務   4,256千US＄ほかを含む)

計 12,807 〃 

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

5,669百万円

(18,100千STG£ほか)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

4,712 〃 

(33,000千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 2,600 〃 

その他10社 1,916 〃 

(外貨建保証債務  11,973千US＄ほかを含む)

計 14,899 〃 

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

新生セールス 

ファイナンス㈱ 
1,000百万円

その他６社 740 〃 

従業員に対する保証 1,958 〃 

計 3,699 〃 

㈱センチュリー 

テクノコア 
300百万円

その他４社 380 〃 

従業員に対する保証 1,615 〃 

計 2,295 〃 

なお、上記金額には保証予約171百万円が含まれて

います。 

なお、上記金額には保証予約132百万円が含まれて

います。 

合計（①＋②） 16,506 〃 合計（①＋②） 17,195 〃 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ６        ―――――― 

  

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

第４回無担保普通社債      15,000百万円 

 ７ 受取手形割引高及び裏書譲渡高  ７ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 274百万円

受取手形裏書譲渡高 19 〃 

受取手形割引高 213百万円

受取手形裏書譲渡高 13 〃 

８ 売掛金の流動化による譲渡高 3,534百万円 ８ 売掛金の流動化による譲渡高 3,740百万円

※９ 当社の発行済株式の種類及び総数は、以下のとお

りです。 

※９ 当社の発行済株式の種類及び総数は、以下のとお

りです。 

普通株式 928,298,872株 普通株式 928,298,872株

※10 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の種類及び総数は、以

下のとおりです。 

※10 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社が保有する自己株式の種類及び総数は、以

下のとおりです。 

普通株式 1,151,447株 普通株式 637,489株



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △426百万円

当期製品評価減 510 〃 

前期製品評価減戻入 △433百万円

当期製品評価減 482 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 ※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

１ 運賃諸掛 21,023百万円

２ 給料賃金 36,854 〃 

３ 賞与一時金 9,155 〃 

４ 退職給付費用 4,486 〃 

５ 減価償却費 6,991 〃 

６ 研究開発費 30,023 〃 

７ 販売促進費 11,851 〃 

８ 賃借料 5,922 〃 

９ その他の経費 44,434 〃 

合計 170,742 〃 

１ 運賃諸掛 18,549百万円

２ 給料賃金  37,514 〃 

３ 賞与一時金  8,599 〃 

４ 退職給付費用 3,781 〃 

５ 減価償却費 7,162 〃 

６ 研究開発費 31,196 〃 

７ 販売促進費 11,786 〃 

８ 賃借料 5,859 〃 

９ その他の経費 49,158 〃 

合計 173,607 〃 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、30,023百万

円であり、製造費用には研究開発費は含まれてい

ません。 

  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、31,196百万

円であり、製造費用には研究開発費は含まれてい

ません。 

※４        ────── 

  

※４ TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd.の開業費です。 

※５ 土地売却益6,787百万円他です。 

  

※５ 土地売却益539百万円他です。 

※６ 北米ファイバー子会社と顧客との間で締結されて

いた原料供給契約につき、顧客からの違約金支払

いを条件に当該契約を合意解除したことによる収

入です。 

  

※６        ────── 

  

※７        ──────  ※７ インフォコム㈱での厚生年金代行返上益です。  

  

※８ 建物及び構築物処分損500百万円、機械装置及び運

搬具処分損726百万円を含む固定資産処分損です。 

※８ 建物及び構築物処分損262百万円、機械装置及び運

搬具処分損692百万円、その他の有形固定資産処分

損2,292百万円を含む固定資産処分損です。 

  

※９        ────── 

  

※９ 土地売却損6,093百万円他です。 

※10 不採算事業の撤収及び事業構造改善に伴う人員余

力労務費等の経費です。 

  

※10 不採算事業の撤収及び事業構造改善等に伴う経費

です。 

  

※11 「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル設備にお

いて設備完成後、操業安定化までに発生した経費で

す。 

※11 設備稼働率が低下したために発生した異常操業経費

です。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※12        ────── 

  

※12 減損損失 

当連結会計年度において、帝人グループは以下の

資産について減損損失を計上しました。 

帝人グループは、継続的に損益を把握している事

業部門を単位として資産のグルーピングを行って

います。また、事業の用に供していない遊休資産

等については個別に取り扱っています。 

当連結会計年度において、遊休状態にあると認め

られ今後の利用見込みがない資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（1,128百万円）として特別損失に計上しま

した。 

回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、原則として、不動産鑑定評価またはそれに準

ずる方法により算定し、売却や他の転用が困難な

資産については零としています。 

また、事業用資産につきましては、合成繊維事業

における市況の低迷等により、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（4,872

百万円）として特別損失に計上しました。 

回収可能価額は使用価値により測定しており、将

来キャッシュ・フローを主に５％で割り引いて算

定しています。 

  

場所 用途 種類 
減損損失 
（百万円） 

長野県 
北佐久郡 
軽井沢町 

遊休 土地 530 

愛媛県 
松山市 

遊休 土地 135 

石川県 
加賀市 

遊休 
 建物、 
機械装置等 

434 

岐阜県 
安八郡 
神戸町  

遊休 建物  17 

岐阜県 
安八郡 
神戸町 

遊休 機械装置  11 

愛媛県 
松山市他 

 合成繊維
設備 

 建物、 
機械装置等 

 3,078 

広島県 
三原市他 

 合成繊維
設備 

 建物、 
機械装置等 

1,793 

※13        ────── 

  

※13 ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)廃棄物の処理費用、

土地浄化関連費用及び石綿対策費用です。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※14        ────── 

  

※14 帝人㈱での社債償還損です。  

  

※15 北米ファイバー子会社の固定資産減損損失13,035

百万円及び株式売却損失11,032百万円、欧州テキ

スタイル子会社清算関連損失4,486百万円、帝人ソ

ルフィル㈱固定資産評価下げ4,584百万円、賃貸ビ

ル事業売却損失4,363百万円です。 

  

※15        ────── 

※16 米国司法省による価格談合調査（平成16年１月捜

査終了と立件見送りが申し渡された。）を訴因と

して東邦テナックス㈱及びTOHO CARBON FIBERS  

INC.（現 Toho Tenax America Inc.）に対して提

起されていた連邦集団訴訟及び民事訴訟につい

て、原告との和解を受けたことにより発生した経

費です。 

※16        ────── 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 32,908百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△12 〃 

現金及び現金同等物 32,895 〃 

現金及び預金勘定 37,594百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△8 〃 

現金及び現金同等物 37,585 〃 

２ 連結子会社の事業整理（株式売却）により減少した

資産及び負債の主な内訳は次のとおりです。 

①Teijin Akra, S.A. de C.V. 

２         ────― 

流動資産 14,164百万円

固定資産 15,228 〃 

資産合計 29,392 〃 

流動負債 6,658 〃 

固定負債 5,547 〃 

負債合計 12,206 〃 

 

②帝人殖産㈱  

流動資産 208百万円

固定資産 18,114 〃 

資産合計 18,323 〃 

流動負債 1,144 〃 

固定負債 2,993 〃 

負債合計 4,138 〃 

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

建物及び 
構築物 

31 20 10 

機械装置 
及び運搬具 

2,445 797 1,648 

その他の 
有形固定資産 

2,111 1,170 940 

無形固定資産 278 166 111 

合計 4,867 2,155 2,712 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

2,584 1,111 1,473

その他の 
有形固定資産 

2,836 1,004 1,831

無形固定資産 224 120 103

合計 5,645 2,236 3,408

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 720百万円

１年超 1,987 〃 

合計 2,708 〃 

１年以内 1,038百万円

１年超 2,391 〃 

合計 3,429 〃 

（注） 一部の子会社を除き、未経過リース料期末残

高相当額が連結会社の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しています。 

（注）        同左 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 812百万円

減価償却費相当額 796 〃 

支払利息相当額 14 〃 

支払リース料 878百万円

減価償却費相当額 863 〃 

支払利息相当額 14 〃 

（注） 一部の子会社は、リース料総額と取得額相当

額との差額を支払利息相当額とし、利息法に

て各期へ配分しています。 

（注）        同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 808百万円

１年超 4,204 〃 

合計 5,013 〃 

１年以内 1,589百万円

１年超 3,808 〃 

合計 5,397 〃 

 
 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しています。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で市場価格のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で市場価格のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く）の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

(2）その他有価証券 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当事項はありません。 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 19,979 59,727 39,747 

小計 19,979 59,727 39,747 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 776 658 △117 

小計 776 658 △117 

合計 20,755 60,385 39,629 

(1）売却額 22,460百万円 

(2）売却益の合計額 12,052 〃 

(3）売却損の合計額 32 〃 

非上場株式 4,084百万円 

非上場債券 375 〃 

その他 570 〃 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で市場価格のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で市場価格のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

(2）その他有価証券 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当事項はありません。 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 20,510 99,521 79,011 

小計 20,510 99,521 79,011 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 393 324 △67 

小計 393 324 △67 

合計 20,902 99,845 78,943 

(1）売却額 190百万円 

(2）売却益の合計額 63 〃 

(3）売却損の合計額 24 〃 

非上場株式 3,165百万円 

非上場債券 287 〃 

その他 568 〃 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容及び利用目的等 

帝人グループは、為替リスク及び金利リスクを管理

する目的でデリバティブ取引を行っています。帝人

グループが行っているデリバティブ取引は先物為替

予約、通貨スワップ、通貨オプション、金利スワッ

プであり、先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプ

ションは外貨建輸出債権・輸入債務及び外貨建運用

資産の為替リスクのヘッジのため、また、金利スワ

ップは調達コストの削減のために利用しています。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っています。 

１ 取引の内容及び利用目的等 

同左 

  

  

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象   

(ヘッジ手段)   (ヘッジ対象) 

為替予約   外貨建営業債権債務及び

外貨建投融資 

通貨オプション   同上 

通貨スワップ   借入金、社債 

金利スワップ   同上 

      

      

      

      

      

(2）ヘッジ方針 

当社及び連結子会社は、内規に基づき、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘッジしています。 

  

  

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効性の判定時点

までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額

等を基礎として判定しています。 

  

  

２ 取引に対する取り組み方針 

帝人グループは、実需原則を遵守し、投機目的やト

レーディング目的のためにデリバティブ取引は行い

ません。 

２ 取引に対する取り組み方針 

同左 

  

  

３ 取引に係るリスクの内容 

帝人グループが利用している先物為替予約、通貨ス

ワップ及び通貨オプションは、為替相場の変動によ

るリスクを有しており、金利スワップは市場金利の

変動リスクを有しています。また、帝人グループの

デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い

銀行、証券会社であるため、契約先の債務不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しています。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスク管理体制 

当社及び連結子会社は、定期的にＣＦＯ（最高財務

責任者）及び当社経理・財務室に対して、デリバテ

ィブ取引の実績報告を行っており、ヘッジ会計が適

用されない取引については、毎決算終了後に取締役

会に対して実績報告を行っています。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益は以下のとおりです。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

(1）通貨関連 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

 （注） 時価の算定方法は、通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

当連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 （注） 時価の算定方法 

 通貨スワップ取引・・・契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

 為替予約・・・先物相場を使用しています。 

(2）金利関連 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

 帝人グループが行った取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

当連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 （注） 時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 

通貨スワップ取引         

受取日本円 

支払米ドル 
1,042 － 264 264 

合計       264 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 

通貨スワップ取引         

 受取シンガポールドル 

 支払ユーロ 
653 217 △27 △27 

受取日本円 

支払米ドル 
1,728 － △53 △53 

 為替予約取引         

 売建 

 米ドル 
16,036 2,749 15,277 △759 

合計       △839 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 

金利スワップ取引         

受取変動金利    

支払固定金利   
2,361 2,361 71 71 

合計       71 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度、適格退

職年金制度及び退職一時金制度を設けており、確定給付型以外の制度として中小企業退職金共済制度を有して

います。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けています。また、当社及び一部の連結子会社において退職給

付信託の設定を行っています。 

 当社及び一部の連結子会社は、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、

平成16年４月１日に厚生労働大臣から過去分返上の許可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移

行しました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し

ました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金657百万円を支払っています。 

２ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △146,772百万円

ロ 年金資産 121,044 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 25,727 〃 

ニ 未認識年金資産 △ 9,593 〃 

ホ 未認識数理計算上の差異 32,871 〃 

ヘ 未認識過去勤務債務 △ 6,313 〃 

ト 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 8,763 〃 

チ 前払年金費用 9,943 〃 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △ 18,706 〃 

  

イ 勤務費用 （注２） 4,617百万円

ロ 利息費用 3,891 〃 

ハ 期待運用収益 △ 2,611 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 3,325 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △  621 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 8,599 〃 

  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として 12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により費用処理することとしています。） 
  

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として 12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし

ています。） 

  

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度、適格退

職年金制度及び退職一時金制度を設けており、確定給付型以外の制度として中小企業退職金共済制度を有して

います。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けています。また、当社及び一部の連結子会社において退職給

付信託の設定を行っています。 

 当社及び一部の連結子会社は、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、

平成16年４月１日に厚生労働大臣から過去分返上の許可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移

行しました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し

ました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注）１ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

    ２ 前払年金費用は、その他の流動資産または前払年金費用に含めて記載しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金458百万円を支払っています。 

２ 企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

次へ  

イ 退職給付債務 △146,538百万円

ロ 年金資産 160,153 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 13,615 〃 

ニ 未認識数理計算上の差異 △ 12,728 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 △  7,230 〃 

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △  6,342 〃 

ト 前払年金費用 11,219 〃 

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △ 17,562 〃 

    

イ 勤務費用 （注２）（注３） 4,964百万円

ロ 利息費用 3,162 〃 

ハ 期待運用収益 △  2,763 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 2,736 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △    572 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 7,526 〃 

    

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として 12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により費用処理することとしています。） 
  

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として 12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし

ています。） 

  

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与一時金 3,676百万円

未払事業税 1,119 〃 

製品評価減 477 〃 

貸倒引当金（短期） 885 〃 

繰越欠損金 8,320 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 1,027 〃 

その他 1,180 〃 

繰延税金資産 小計 16,686 〃 

評価性引当額 △ 3,957 〃 

繰延税金資産 合計 12,728 〃 

繰延税金負債との相殺 △  33 〃 

繰延税金資産の純額 12,694 〃 

   

繰延税金負債  

債権債務消去に伴う貸倒引当金

修正 
△  60百万円

その他 26 〃 

繰延税金負債 合計 △  33 〃 

繰延税金資産との相殺 33 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

賞与一時金 4,017百万円

未払事業税 1,207 〃 

製品評価減 1,171 〃 

貸倒引当金（短期） 274 〃 

繰越欠損金 4,116 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 1,591 〃 

その他 742 〃 

繰延税金資産 小計 13,121 〃 

評価性引当額 △   802 〃 

繰延税金資産 合計 12,318 〃 

繰延税金負債との相殺 △    49 〃 

繰延税金資産の純額 12,268 〃 

   

繰延税金負債  

債権債務消去に伴う貸倒引当金

修正 
△    44百万円

その他 △     5 〃 

繰延税金負債 合計 △    49 〃 

繰延税金資産との相殺 49 〃 

繰延税金負債の純額 － 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

固定資産償却限度超過額 2,169百万円

投資有価証券評価損 4,235 〃 

貸倒引当金（長期） 2,515 〃 

退職給付引当金 6,209 〃 

役員退職慰労引当金 670 〃 

役員退職年金 1,032 〃 

繰越欠損金 30,195 〃 

固定資産の未実現利益の消去 1,821 〃 

有価証券の未実現利益の消去 486 〃 

その他有価証券評価差額金 891 〃 

その他 1,467 〃 

繰延税金資産 小計 51,696 〃 

評価性引当額 △23,195 〃 

繰延税金資産 合計 28,500 〃 

繰延税金負債との相殺 △26,038 〃 

繰延税金資産の純額 2,462 〃 

   

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △ 9,664百万円

在外子会社の固定資産加速償却 △ 5,395 〃 

海外留保利益に関する税効果 △ 1,958 〃 

子会社時価評価差額 △ 7,861 〃 

その他有価証券評価差額金 △16,097 〃 

その他 △  546 〃 

繰延税金負債 合計 △41,523 〃 

繰延税金資産との相殺 26,038 〃 

繰延税金負債の純額 △15,485 〃 

繰延税金資産  

固定資産償却限度超過額 2,301百万円

投資有価証券評価損 5,484 〃 

貸倒引当金（長期） 2,677 〃 

退職給付引当金 8,208 〃 

役員退職慰労引当金 480 〃 

役員退職年金 990 〃 

減損損失累計額 1,901 〃 

繰越欠損金 27,743 〃 

固定資産の未実現利益の消去 1,690 〃 

有価証券の未実現利益の消去 181 〃 

その他有価証券評価差額金 67 〃 

その他 2,747 〃 

繰延税金資産 小計 54,474 〃 

評価性引当額 △31,555 〃 

繰延税金資産 合計 22,919 〃 

繰延税金負債との相殺 △21,306 〃 

繰延税金資産の純額 1,613 〃 

   

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △ 7,400百万円

在外子会社の固定資産加速償却 △ 4,909 〃 

海外留保利益に関する税効果 △ 1,680 〃 

子会社時価評価差額 △ 5,957 〃 

その他有価証券評価差額金 △32,033 〃 

その他 △ 2,341 〃 

繰延税金負債 合計 △54,324 〃 

繰延税金資産との相殺 21,306 〃 

繰延税金負債の純額 △33,018 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

    

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
7.6〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 2.8〃

繰延税金資産に対する評価性引当額

の増減 
43.9〃

住民税均等割等 1.4〃

連結子会社欠損金の税効果調整他 △26.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.4〃

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しています。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、製品の種類、性質、使用目的により区分しています。 

２ 各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。 

３ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は5,463百万円です。 

４ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は122,314百万円であり、その主なものは親会社での

余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。 

６ 当連結会計年度より「機械・エンジニアリング事業」は、平成15年９月に主要子会社であった帝人製機㈱が

連結子会社でなくなったことにより金額的に重要性が乏しくなったため、「ＩＴ・新事業他」に含めて表示

しています。 

なお、当連結会計年度において、従来の事業区分によって算出した「機械・エンジニアリング事業」の売上

高の金額は28,424百万円、営業利益の金額は1,033百万円、資産の金額は14,096百万円、減価償却費の金額

は279百万円、資本的支出の金額は214百万円です。 

  
合成繊維 
事業 

（百万円） 

化成品事業 
（百万円） 

医薬医療 
事業 

（百万円） 

流通・リテ
イル事業 
（百万円） 

ＩＴ・ 
新事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
278,845 216,432 97,104 261,199 54,807 908,388 － 908,388 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
62,945 13,603 65 9,143 38,011 123,769 (123,769) － 

計 341,791 230,035 97,170 270,342 92,819 1,032,158 (123,769) 908,388 

営業費用 331,271 210,890 79,022 264,197 89,061 974,443 (117,918) 856,524 

営業利益 10,520 19,144 18,148 6,144 3,757 57,715 (5,851) 51,864 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
                

資産 335,506 239,044 78,714 90,604 47,749 791,619 60,409 852,029 

減価償却費 24,573 14,542 6,196 475 3,355 49,143 1,957 51,101 

資本的支出 19,560 16,623 13,348 474 1,813 51,820 2,314 54,135 

事業 主要な製品 

合成繊維 ‘テトロン®'（ポリエステル繊維）‘コーネックス®'（メタ系アラミド繊

維）‘トワロン®'（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不

織布及び織編物、人工皮革 

化成品 ‘テトロン®'フィルム（ポリエステルフィルム） 

ポリカーボネート樹脂 

医薬医療 ‘ベニロン®'（重症感染症治療剤） 

‘ワンアルファ®'（活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬） 

‘ムコソルバン®'（去痰剤） 

‘ボナロン®'（骨粗鬆症治療薬） 

在宅医療用酸素濃縮器 

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品 

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、経営管理組織を基本として製品の種類、性質、販売方法等の類似性を勘案して区分していま

す。 

２ 各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。 

３ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は7,107百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

４ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は132,696百万円であり、その主なものは親会社での

余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。 

  
合成繊維 
事業 

（百万円） 

化成品事業 
（百万円） 

医薬医療 
事業 

（百万円） 

流通・リテ
イル事業 
（百万円） 

ＩＴ・ 
新事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
260,966 264,511 105,588 259,828 47,187 938,082 － 938,082 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
66,797 15,041 91 8,406 38,061 128,398 (128,398) － 

計 327,764 279,553 105,680 268,234 85,248 1,066,481 (128,398) 938,082 

営業費用 313,215 238,602 86,362 262,918 81,489 982,588 (121,263) 861,324 

営業利益 14,548 40,950 19,318 5,316 3,759 83,893 (7,135) 76,757 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
                

資産 355,905 279,568 82,817 89,018 67,164 874,475 69,516 943,991 

減価償却費 21,786 16,113 6,379 415 1,919 46,614 2,180 48,794 

減損損失 5,335 － － － － 5,335 665 6,000 

資本的支出 33,833 19,178 8,736 221 3,423 65,393 1,383 66,777 

事業 主要な製品 

合成繊維 ‘テトロン®'（ポリエステル繊維）‘コーネックス®'（メタ系アラミド繊

維）‘トワロン®'（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不

織布及び織編物、人工皮革 

化成品 ‘テトロン®'フィルム（ポリエステルフィルム） 

ポリカーボネート樹脂 

医薬医療 ‘ベニロン®'（重症感染症治療剤） 

‘ワンアルファ®'（活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬） 

‘ムコソルバン®'（去痰剤） 

‘ボナロン®'（骨粗鬆症治療薬） 

在宅医療用酸素濃縮器 

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品 

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は5,463百万円です。 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は122,314百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

３ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

４ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州……………………米国、メキシコ 

(3）欧州……………………イタリア、オランダ 

５ 当連結会計年度より、「その他地域（欧州）」を「欧州」と表示しています。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は7,107百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は132,696百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

３ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

４ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………………タイ、インドネシア、中国、シンガポール 

(2）米州……………………米国 

(3）欧州……………………オランダ、ドイツ 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

米州 
（百万円）

欧州 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
609,150 117,070 121,171 60,997 908,388 － 908,388 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
36,134 22,450 1,498 16,702 76,786 (76,786) － 

計 645,284 139,521 122,670 77,700 985,175 (76,786) 908,388 

営業費用 605,589 133,172 122,163 66,905 927,830 (71,306) 856,524 

営業利益 39,695 6,348 506 10,794 57,345 (5,480) 51,864 

Ⅱ 資産 584,992 136,543 72,677 111,757 905,971 (53,942) 852,029 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

米州 
（百万円）

欧州 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
619,218 150,582 103,402 64,878 938,082 － 938,082 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
40,292 33,558 3,303 18,919 96,073 (96,073) － 

計 659,510 184,141 106,706 83,798 1,034,156 (96,073) 938,082 

営業費用 613,997 163,234 103,115 68,792 949,140 (87,815) 861,324 

営業利益 45,512 20,906 3,590 15,006 85,015 (8,257) 76,757 

Ⅱ 資産 606,319 179,006 80,233 120,008 985,568 (41,577) 943,991 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア………………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州…………………………米国、メキシコ 

(3）その他地域（欧州他）……イタリア、ドイツ、フランス 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア………………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州…………………………米国 

(3）その他地域（欧州他）……イタリア、ドイツ、フランス 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 162,631 118,405 70,406 351,443 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       908,388 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
17.9 13.0 7.8 38.7 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 205,036 101,536 75,220 381,793 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       938,082 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
21.9 10.8 8.0 40.7 



【関連当事者との取引】 

（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 313.27円 364.81円 

１株当たり当期純利益 9.73円 26.60円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
9.73円 26.58円 

 （注） 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

※新株予約権３種類の株主総会の特

別決議日は以下のとおりです。な

お、これらの詳細は、「新株予約

権等の状況」に記載のとおりで

す。 

平成12年６月23日   490千株 

平成13年６月21日   450千株 

平成14年６月20日   535千株 

当期純利益 9,159百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

136百万円 

(うち利益処分に 
よる役員賞与金) 

(136百万円)

普通株式に係る 
当期純利益 

9,022百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

927,284千株 

普通株式増加数 141千株 

(うち新株予約権) (141千株)

希薄化効果を有し
ないため、潜在株
式調整後１株当た
り当期純利益の算
定に含めなかった
潜在株式の概要 

新株予約権３
種類(新株予
約権の目的と
なる株式の数
1,475千株)。
※ 

（注） 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

※新株予約権１種類の株主総会の特

別決議日は以下のとおりです。な

お、これらの詳細は、「新株予約

権等の状況」に記載のとおりで

す。 

平成13年６月21日   430千株 

当期純利益 24,852百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

186百万円 

(うち利益処分に 
よる役員賞与金) 

(186百万円)

普通株式に係る 
当期純利益 

24,665百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

927,384千株 

普通株式増加数 494千株 

(うち新株予約権) （494千株)

希薄化効果を有し
ないため、潜在株
式調整後１株当た
り当期純利益の算
定に含めなかった
潜在株式の概要 

新株予約権１
種類(新株予
約権の目的と
なる株式の数
430千株)。※ 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりです。 

２ 前期末残高及び当期末残高の欄における（ ）内金額は１年以内に償還されるものであり、連結貸借対照表

においては、流動負債として表示しています。 

 ３ 第４回無担保普通社債については、平成17年11月29日に債務履行引受契約を終結し、社債の償還債務が消滅

したものとして処理しています。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

利率 

（％） 

担保 

(種類、目的

及び順位) 

償還期限 

帝人㈱ 
第１回 

無担保普通社債 
平成10.９.29 

10,000 

(10,000)
－ 年1.9 無 平成17.９.29 

帝人㈱ 
第２回 

無担保普通社債 
平成10.９.29 10,000 10,000 年2.3 〃 平成20.９.29 

帝人㈱ 
第３回 

無担保普通社債 
平成11.９.29 15,000 

15,000 

(15,000)
年1.9 〃 平成18.９.29 

帝人㈱ 
第４回 

無担保普通社債 
平成11.９.29 15,000 － 年2.4 〃 平成21.９.29 

帝人㈱ 
第５回 

無担保普通社債 
平成14.７.25 20,000 20,000 年0.8 〃 平成19.７.25 

帝人㈱ 
第６回 

無担保普通社債 
平成14.７.25 10,000 10,000 年1.3 〃 平成21.７.24 

Teijin 

Holdings 

Netherlands B.V. 

ミディアム・ター

ム・ノート（円建） 

平成14.11.29 

～平成14.12.12 

14,151 

(3,384)

10,249 

(10,249)

 年0.3 

～年0.5 
〃 

平成18.１.27 

～平成18.12.12 

Teijin 

Holdings 

Netherlands B.V. 

ミディアム・ター

ム・ノート（円建） 

平成15.５.２ 

～平成15.５.８ 

11,884 

(3,384)

8,079 

(5,394)

年0.5 

～年0.6 
〃 

平成18.７.27 

～平成20.１.28 

Teijin 

Holdings 

Netherlands B.V. 

ミディアム・ター

ム・ノート（円建） 

平成17.４.25 

～平成17.11.30 
－ 

11,970 

(10,789)

年0.1 

～年0.4 
〃 

平成18.６.30 

～平成20.７.28 

Teijin 

Holdings 

Netherlands B.V. 

ミディアム・ター

ム・ノート（ユーロ

建） 

平成17.11.30 － 

2,097 

(2,097)

[15,000千EURO]

年2.3  〃 平成18.５.19  

合計 － － 
106,036 

(16,768)

87,397 

(43,530)
－ － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

43,530 21,611 12,255 10,000 － 



【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

(2）【その他】 

重要な訴訟事件等 

 当社の連結子会社であるTeijin Twaron B.V.は、オランダ国Arnhem市所在の税務当局を相手取り、平成16年12

月21日に現地税務裁判所において訴訟の提起を行い、現在係争中です。 

①訴訟の経緯 

当社は平成12年12月にオランダのアコーディス社よりトワロン事業を買収し、Teijin Twaron B.V.を設立しま

したが、アコーディス社より承継した固定資産の税務上の評価額について、Teijin Twaron B.V.と税務当局と

の間に見解の相違があり、継続して協議してきました。しかし、平成16年11月11日にTeijin Twaron B.V.の申

し立てを却下する旨の通知を税務当局より受領したことを受け、その決定を不服として提訴するに至りまし

た。 

②事件に対する会社意見 

本件については、Teijin Twaron B.V.の主張が、強行法規であるオランダ法人税法に依拠するものであると考

えており、引き続き裁判の中で正当性を主張していく所存です。 

③連結業績に与える影響 

現時点で想定される当社の連結財務諸表に与える影響は、勝訴の場合は最大で約130億円（約92百万EURO）の

当期純利益増加、敗訴の場合は最大で約60億円（約42百万EURO）の当期純利益減少（税金支払遅延利息分含

む）と見込んでいます。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 80,367 82,804 3.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 20,937 19,247 2.9 － 

コマーシャルペーパー － 44,000 0.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 69,690 64,848 3.3 
最終返済期限： 

平成25年３月 

合計 170,995 210,900 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 20,277 14,179 11,370 10,298 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第139期 

（平成17年３月31日） 
第140期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     15,145     11,576   

２ 売掛金     1,084     1,059   

３ 貯蔵品     318     200   

４ 前渡金     －     391   

５ 前払費用     106     131   

６ 繰延税金資産     5,765     3,495   

７ 関係会社短期貸付金     54,892     74,516   

８ 未収入金 ※５   5,412     11,828   

９ 未収法人税等     －     7,423   

10 その他の流動資産     303     213   

11 貸倒引当金     △36     △10   

流動資産合計     82,993 22.0   110,827 26.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 
※１ 
※４ 

            

(1) 建物     14,519     14,160   

(2) 構築物     1,419     1,338   

(3) 機械装置     1,554     1,732   

(4) 船舶     0     0   

(5) 車輌運搬具     84     64   

(6) 工具器具備品     949     820   

(7) 土地     14,751     14,180   

(8) 建設仮勘定     201     70   

有形固定資産合計     33,480 8.9   32,366 7.8 

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     381     303   

(2) 商標権     3     2   

(3) ソフトウェア     1,655     1,675   

(4) その他の無形固定資産     54     55   

無形固定資産合計     2,095 0.5   2,037 0.5 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     45,351     77,352   

(2) 関係会社株式     187,637     183,028   

(3) 出資金     41     35   

(4) 関係会社出資金     3,767     3,767   

(5) 従業員に対する 

長期貸付金 
    15     7   

(6) 関係会社長期貸付金     10,403     9,817   

(7) 破産債権・更生債権等     1,386     14   

(8) 長期前払費用     247     129   

(9) 前払年金費用     1,725     1,655   

 



    
第139期 

（平成17年３月31日） 
第140期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(10) 繰延税金資産     17,941     －   

(11) その他の 

 投資その他の資産 
    2,869     2,732   

(12) 貸倒引当金     △6,824     △5,464   

(13) 投資損失引当金     △5,187     △4,447   

 投資その他の資産合計     259,376 68.6   268,628 64.9 

固定資産合計     294,952 78.0   303,033 73.2 

資産合計     377,946 100.0   413,860 100.0 

（負債の部） 
              

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     72     120   

２ １年内返済長期借入金     3,610     1,896   

３ コマーシャルペーパー     －     44,000   

４ １年内償還社債     10,000     15,000   

５ 未払金     4,951     5,975   

６ 未払法人税等     64     37   

７ 未払費用     1,053     1,076   

８ 前受金     0     873   

９ 預り金 ※５   15,271     17,568   

10 前受収益     17     －   

流動負債合計     35,040 9.3   86,548 20.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     70,000     40,000   

２ 長期借入金     17,410     15,514   

３ 繰延税金負債     －     352   

４ 退職給付引当金     429     406   

５ 役員退職慰労引当金     638     354   

６ 長期預り金     1,381     1,385   

７ 長期未払金     2,542     2,440   

８ その他の固定負債     －     1,156   

固定負債合計     92,401 24.4   61,609 14.9 

負債合計     127,441 33.7   148,158 35.8 

 



    
第139期 

（平成17年３月31日） 
第140期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   70,787 18.7   70,787 17.1 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     63,118     63,118   

２ その他資本剰余金               

自己株式処分差益   5 5   13 13   

資本剰余金合計     63,123 16.7   63,132 15.3 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     17,696     17,696   

２ 任意積立金               

配当引当積立金   5,110     －     

資産圧縮積立金   10,598     9,084     

特別償却積立金   158     224     

株式消却積立金   17,661     17,661     

別途積立金   65,400 98,927   50,400 77,369   

３ 当期未処分利益または

当期未処理損失（△） 
    △16,693     337   

利益剰余金合計     99,930 26.5   95,403 23.1 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 ※８   17,024 4.5   36,606 8.8 

Ⅴ 自己株式 ※３   △362 △0.1   △226 △0.1 

資本合計     250,504 66.3   265,702 64.2 

負債資本合計     377,946 100.0   413,860 100.0 



②【損益計算書】 

    
第139期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益 
※１ 

※４ 
            

１ 関係会社配当金   7,690     16,489     

２ 経営管理料   2,690     2,786     

３ 不動産賃貸収入   3,751     2,797     

４ その他の営業収入   158 14,291 100.0 382 22,457 100.0 

Ⅱ 営業費用 ※１             

１ 不動産賃貸原価等   1,297     1,136     

２ 販売費及び一般管理費 
※２ 

※３ 
10,531 11,828 82.8 12,097 13,233 58.9 

営業利益     2,462 17.2   9,223 41.1 

Ⅲ 営業外収益               

１ 受取利息 ※４ 1,704     1,375     

２ 受取配当金   394     1,072     

３ 雑益   318 2,416 16.9 277 2,726 12.1 

Ⅳ 営業外費用               

１ 支払利息   367     277     

２ 社債利息   1,269     1,061     

３ 人材活用労務費負担額   －     561     

４ 雑損   960 2,597 18.1 792 2,691 12.0 

経常利益     2,281 16.0   9,257 41.2 

Ⅴ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※５ 6,790     377     

２ 投資有価証券売却益   9,019     －     

３ 関係会社有価証券売却益   9,146 24,956 174.6 － 377 1.7 

Ⅵ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※６ 418     240     

２ 投資有価証券評価損   273     100     

３ 関係会社有価証券評価損   26,372     4,573     

４ 構造改善費用 ※７ 1,751     684     

５ 減損損失 ※８ －     665     

６ 社債償還損   －     800     

７ 環境対策費用 ※９ －     2,090     

８ 事業整理損失 ※10 38,646     －     

９ その他の特別損失 ※11 1,440 68,902 482.1 － 9,154 40.8 

税引前当期純利益または 

当期純損失(△) 
    △41,664 △291.5   480 2.1 

法人税、住民税及び 

事業税 
  199     △8,735     

法人税等調整額   △16,442 △16,243 △113.6 7,191 △1,544 △6.9 

当期純利益または 

当期純損失（△） 
    △25,421 △177.9   2,025 9.0 

前期繰越利益     11,510     1,558   

中間配当額     2,782     3,246   

当期未処分利益または 

当期未処理損失（△） 
    △16,693     337   



③【利益処分計算書】 

 （注）１ 中間配当額  第139期  支払総額    2,782百万円（１株につき３円00銭） 

支払開始日   平成16年12月１日 

２ 資産圧縮積立金取崩額、特別償却積立金取崩額、資産圧縮積立金及び特別償却積立金は租税特別措置法に基

づくものです。なお、これらについては、税効果の影響額を控除した額で計上しています。 

株主総会承認年月日   
第139期 

(平成17年６月23日) 
第140期 

(平成18年６月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（当期未処分利益（未処理損失）

の処分） 
              

Ⅰ 当期未処分利益または 

当期未処理損失（△） 
      △16,693     337 

Ⅱ 任意積立金取崩額               

１ 資産圧縮積立金取崩額     4,506     2,748   

２ 特別償却積立金取崩額     37     53   

３ 配当引当積立金取崩額     5,110     －   

４ 別途積立金取崩額     15,000 24,653   2,000 4,801 

合計       7,959     5,138 

Ⅲ 利益処分額               

１ 配当金   
１株につき 

３円50銭 
3,245   

１株につき 

４円00銭 
3,711   

２ 取締役賞与金     60     82   

３ 任意積立金               

資産圧縮積立金     2,992     149   

特別償却積立金     103 6,401   176 4,119 

Ⅳ 次期繰越利益       1,558     1,019 

                

（その他資本剰余金の処分）               

Ⅰ その他資本剰余金       5     13 

Ⅱ その他資本剰余金処分額       －     － 

Ⅲ  その他資本剰余金次期繰越額       5     13 

  第140期  支払総額 3,246百万円（１株につき３円50銭） 

  支払開始日 平成17年12月１日 



重要な会計方針 

項目 
第139期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法    同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 ハ 長期前払費用 

定額法 

ハ 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

支出時の費用として処理しています。 

社債発行費 

同左 

５ 引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 投資損失引当金 

子会社等への投資に係る損失に備え

るため、当該会社の財政状態及び回

収可能性を勘案して必要額を繰入計

上しています。 

ロ 投資損失引当金 

同左 

 



項目 
第139期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により費

用処理することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法によ

り翌期から費用処理することとして

います。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

 ニ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当期末における当社内規に基づ

く基準額相当額に達するまでの額を

繰入計上しています。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。 

なお、為替予約及び通貨オプション

については振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金利スワ

ップについては特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を採用し

ています。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建営業債権債務

及び外貨建投融資 

通貨 

オプション 

 
同上 

通貨スワップ  借入金、社債 

金利スワップ  同上 

 

 



項目 
第139期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ ヘッジ方針 

当社の内部規程である「財務規程」

に基づき、為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジしています。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ホ その他 

ヘッジ取引は、社内権限規程に基づ

き決済等の事務処理も含めて経理・

財務室が実施しています。 

ホ その他 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

います。 

イ 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

 ロ 当期から連結納税制度を適用してい 

ます。 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

第139期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― 

  

（退職給付に係る会計基準） 

当期より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び「『退

職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）を

適用しています。これにより当期の営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は116百万円増加しています。 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しています。これに

より当期の税引前当期純利益は665百万円減少していま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しています。  

  

   （人材活用労務費の会計処理） 

従来、特別損失の「構造改善費用」に含めて処理してい

ましたが、重要性が低下したため当期より営業外費用の

「人材活用労務費負担額」として処理することとしまし

た。この変更により、従来の方法に比較して、経常利益

が561百万円少なく計上されていますが、税引前当期純利

益に対する影響はありません。 

第139期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （貸借対照表） 

前期までは流動資産の「未収入金」に含めて記載してい

た還付税額の未収額を「未収法人税等」として区分掲載

することとしました。なお、前期の「未収入金」に含ま

れている「未収法人税等」は2,652百万円です。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第139期 
（平成17年３月31日） 

第140期 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

44,338百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

45,515百万円です。 

※２ 授権株式数 普通株式 1,931,345,000株 ※２ 授権株式数 普通株式 1,931,345,000株

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

発行済株式総数 普通株式 928,298,872株 発行済株式総数 普通株式 928,298,872株

※３ 自己株式の保有数 普通株式 1,047,947株 ※３ 自己株式の保有数 普通株式 533,989株

※４ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額1,153百万円を控

除しています。 

※４ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額1,153百万円を控

除しています。 

※５ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

※５ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

預り金 14,837百万円 未収入金 11,333百万円

預り金 17,148 〃  

 ６ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

① 関係会社 

 ６ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

① 関係会社 

Teijin Holdings 
Netherlands B.V. 

34,749百万円
(45,098千EUROほか)

TEIJIN POLYCARBONATE 
SINGAPORE PTE Ltd. 

23,620 〃
(196,480千US$ほか)

DuPont Teijin Films 
U.S.Limited Partnership

20,079 〃
(186,980千US$)

P.T. Teijin Indonesia 
Fiber Corporation 

10,309 〃
(96,000千US$)

Teijin Twaron B.V. 
8,887 〃

(64,000千EURO)

Teijin Monofilament 
Germany GmbH 

5,707 〃
(41,100千EURO)

TEIJIN POLYCARBONATE 
CHINA Ltd. 

5,294 〃
(49,300千US$)

DuPont Teijin Films 
UK Limited 

5,066 〃
(14,500千STG£)

DuPont Teijin Films 
Luxembourg S.A. 

4,026 〃
(29,000千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 2,700 〃 

帝人化成㈱ 
2,319 〃
(21,600千US$)

P.T. INDONESIA TEIJIN 
DUPONT FILMS 

1,453 〃
(11,671千US$)

帝人コードレ㈱ 1,000 〃 

その他12社 4,923 〃 

(外貨建保証債務26,774千US$ほかを含む)

計 130,137 〃 

Teijin Holdings
Netherlands B.V. 

43,175百万円
(30,990千EUROほか)

DuPont Teijin Films
U.S.Limited Partnership 

19,786 〃
(168,439千US$)

TEIJIN POLYCARBONATE
SINGAPORE PTE Ltd. 

17,045 〃
(141,302千US$ほか)

P.T. Teijin Indonesia
Fiber Corporation 

14,892 〃
(126,776千US$)

Teijin Twaron B.V. 
11,281 〃
(79,000千EURO)

TEIJIN POLYCARBONATE
CHINA Ltd. 

9,080 〃
(77,300千US$)

DuPont Teijin Films
UK Limited 

5,669 〃
(18,100千STG£ほか)

DuPont Teijin Films
Luxembourg S.A. 

4,712 〃
(33,000千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 2,600 〃 

帝人化成㈱ 
1,973 〃
(16,800千US$)

P.T. INDONESIA TEIJIN
DUPONT FILMS 

1,727 〃
(13,000千US$)

帝人コードレ㈱ 1,000 〃 

その他11社 4,060 〃 

(外貨建保証債務18,511千US$ほかを含む)

計 137,006 〃 

なお、上記金額には保証予約の差入れ1,384百万円

（12,000千US$ほか）ならびに他者による再保証額

2,096百万円（18,990千US$ほか）を含んでいます。

なお、上記金額には保証予約1,409百万円（12,000

千US$ほか）ならびに他者による再保証額 1,964

百万円（16,719千US$ほか）を含んでいます。 

 



第139期 
（平成17年３月31日） 

第140期 
（平成18年３月31日） 

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

従業員に対する保証 1,896百万円

新生セールスファイナンス㈱ 1,000 〃 

その他４社 475 〃 

計 3,371 〃 

従業員に対する保証 1,563百万円

その他３社 360 〃 

計 1,924 〃 

なお、上記金額には保証予約、151百万円を含んで

います。 

なお、上記金額には保証予約112百万円を含んでい

ます。 

合計（①＋②） 133,509 〃 合計（①＋②） 138,930 〃 

 ７        ――――――  ７ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

第４回無担保普通社債      15,000百万円 

※８ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が

17,024百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。  

※８ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が

36,606百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。  



（損益計算書関係） 

第139期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 前期は「営業収益」、「売上原価」及び「販売費

及び一般管理費」と分類していた収益及び費用の

表示について、平成15年10月１日に医薬医療事業

が分社したことに伴い、当期より「営業収益」及

び「営業費用」に分類して表示しています。 

※１        ―――――― 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は20％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

80％です。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は15％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

85％です。 

主要な費目及び金額 主要な費目及び金額 

販売促進費 1,926百万円

役員報酬 318 〃 

給料・賃金 1,042 〃 

賞与一時金 288 〃 

福利厚生費 234 〃 

退職給付費用 425 〃 

減価償却費 397 〃 

賃借料 164 〃 

業務委託料 979 〃 

研究開発費 2,537 〃 

販売促進費 1,901百万円

役員報酬 306 〃 

給料・賃金 967 〃 

賞与一時金 287 〃 

福利厚生費 237 〃 

退職給付費用 374 〃 

減価償却費 476 〃 

賃借料 114 〃 

業務委託料 1,125 〃 

研究開発費 3,768 〃 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、2,537百万円

です。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、3,768百万円

です。 

※４ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

※４ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

営業収益 13,162百万円

受取利息 1,629 〃 

営業収益 21,455百万円

受取利息 1,343 〃 

※５ 土地売却益6,787百万円を含む固定資産売却益で

す。 

※５ 土地売却益376百万円を含む固定資産売却益です。 

※６ 建物廃却損270百万円及び機械装置廃却損93百万円

を含む固定資産廃却損及び固定資産売却損です。 

※６ 建物廃却損152百万円及び機械装置廃却損51百万円

を含む固定資産廃却損及び固定資産売却損です。 

※７ 事業構造転換に伴う人員余力労務費及び事業撤収

に伴う経費です。 

※７ 事業撤収に伴う経費です。 

 ※８        ―――――― ※８ 減損損失 

 当期において、当社は以下の資産について減損損

失を計上しました。 

     (単位：百万円)   

当期において、遊休状態にあると認められ今後の

利用見込みがない資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(665

百万円)として特別損失に計上しました。回収可能

価額は正味売却価額により測定しており、原則と

して、不動産鑑定評価またはそれに準ずる方法に

より算定しています。 

場所 用途 種類 減損損失 

長野県 
北佐久郡 
軽井沢町 

遊休 土地 530 

愛媛県 
松山市 

遊休 土地 135 

 



第139期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※９        ――――――  ※９ ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェニル)廃棄物の処理費用、

土地浄化関連費用及び石綿対策費用です。 

※10 北米ファイバー子会社株式売却損失16,393百万円、

吸収合併した帝人ソルフィル㈱の株式評価損失

12,722百万円、欧州テキスタイル子会社清算関連 

損失4,991百万円、賃貸ビル事業売却損失4,539百 

万円です。 

※10        ―――――― 

※11 過去に実施した繊維製造設備に関する技術輸出に 

おいて、契約上の性能保証値の一部が達成不可能 

であったことに伴う解決金（1,420百万円）の支払

等によるものです。 

※11        ―――――― 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

第139期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第140期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器具備品 48 13 34 

無形固定資産 9 1 8 

合計 58 15 42 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

車輌運搬具 10 1 9

工具器具備品 48 23 24

無形固定資産 9 3 6

合計 68 28 40

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 11百万円

１年超 31 〃 

合計 42 〃 

１年以内 13百万円

１年超 26 〃 

合計 40 〃 

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定していま

す。 

（注）        同左 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 ３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11 〃 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しています。 

子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるもの 

種類 

第139期 
（平成17年３月31日） 

第140期 
（平成18年３月31日） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

市場価額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

市場価額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 11,989 41,361 29,371 11,989 76,329 64,339 

関連会社株式 － － － － － － 

合計 11,989 41,361 29,371 11,989 76,329 64,339 



（税効果会計関係） 

第139期 
（平成17年３月31日） 

第140期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産  

貸倒引当金（短期） 12百万円

賞与一時金 190 〃 

固定資産税 138 〃 

繰越欠損金 7,143 〃 

その他 319 〃 

繰延税金資産 小計 7,804 〃 

評価性引当額 △2,038 〃 

繰延税金資産 合計 5,765 〃 

繰延税金資産  

貸倒引当金（短期） 3百万円

賞与一時金 213 〃 

固定資産税 134 〃 

繰越欠損金 3,194 〃 

その他 57 〃 

繰延税金資産 小計 3,603 〃 

評価性引当額 △  107 〃 

繰延税金資産 合計 3,495 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

投資有価証券評価損 20,280百万円

投資損失引当金 2,106 〃 

貸倒引当金（長期） 1,912 〃 

役員退職年金 1,032 〃 

子会社資本準備金払戻 2,314 〃 

有形固定資産償却限度超過額 1,861 〃 

繰越欠損金 9,102 〃 

その他 677 〃 

繰延税金資産 小計 39,286 〃 

評価性引当額 △ 3,360 〃 

繰延税金資産 合計 35,926 〃 

繰延税金負債との相殺 △17,985 〃 

繰延税金資産の純額 17,941 〃 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △11,637百万円

資産圧縮積立金 △ 6,198 〃 

特別償却積立金 △  150 〃 

繰延税金負債 合計 △17,985 〃 

繰延税金資産との相殺 17,985 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

投資有価証券評価損 22,074百万円

投資損失引当金 1,805 〃 

貸倒引当金（長期） 2,178 〃 

役員退職年金 990 〃 

子会社資本準備金払戻 2,313 〃 

有形固定資産償却限度超過額 1,333 〃 

繰越欠損金 6,970 〃 

その他 1,699 〃 

繰延税金資産 小計 39,364 〃 

評価性引当額 △10,408 〃 

繰延税金資産 合計 28,956 〃 

繰延税金負債との相殺 △28,956 〃 

繰延税金資産の純額    －   

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △25,010百万円

資産圧縮積立金 △ 4,080 〃 

特別償却積立金 △   218 〃 

繰延税金負債 合計 △29,309 〃 

繰延税金資産との相殺 28,956 〃 

繰延税金負債の純額  △  352 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 税引前当期純損失のため、記載を省略していま

す。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  

 15.1〃 

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 

 

△1,418.2〃 

住民税均等割等 4.2〃 

評価性引当額 1,064.5〃 

 外国税額控除 △  25.8〃 

その他 △  1.6〃 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 

  
△ 321.2〃 



（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  
第139期 

（平成17年３月31日） 
第140期 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 270.09円 286.30円 

１株当たり当期純利益または 

当期純損失（△） 
△27.48円 2.09円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ 2.09円 

 （注）１ 

 当期における潜在株式調整後１株  

当たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失が計上されて

いるため記載していません。 

（注）１ 

―――――― 

 （注）２ 

 １株当たり当期純損失の算定上の

基礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

 １株当たり当期純利益及び潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の

算定上の基礎は以下のとおりで

す。 

 

※これらの詳細は、「新株予約権等

の状況」に記載のとおりです。 

当期純損失 25,421百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

60百万円 

(うち利益処分に 
よる役員賞与金) 

(60百万円) 

普通株式に係る 
当期純損失 

25,481百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

927,387千株 

希薄化効果を有し
ないため、潜在株
式調整後１ 株当
たり当期純利益の
算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

新株予約権５
種類(新株予
約権の目的と
なる株式の数
2,470千株)。
※ 

※新株予約権１種類の株主総会の特

別決議日は以下のとおりです。 

なお、これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

す。  

  平成13年６月21日   430千株 

当期純利益 2,025百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

82百万円 

(うち利益処分に 
よる役員賞与金) 

(82百万円) 

普通株式に係る 
当期純利益 

1,942百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

927,488千株 

普通株式増加数 494千株 

(うち新株予約権) (494千株) 

希薄化効果を有し
ないため、潜在株
式調整後１株当た
り当期純利益の算
定に含めなかった
潜在株式の概要 

新株予約権１
種類(新株予
約権の目的と
なる株式の数
430千株)。※ 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 15,574 28,034 

ナブテスコ㈱ 6,935,697 10,139 

日清紡績㈱ 6,028,356 7,951 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 690,000 6,348 

三菱商事㈱ 2,236,452 5,993 

㈱山口銀行 2,200,000 4,039 

日本毛織㈱ 2,905,000 3,157 

ダイソー㈱ 5,893,966 2,770 

㈱伊予銀行 1,804,488 2,284 

㈱東京スタイル 1,151,000 1,612 

㈱アシックス 874,684 1,127 

三共生興㈱ 1,000,966 815 

その他（74銘柄） 6,542,691 3,075 

計 38,278,874 77,350 

銘柄 券面総額 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

Harrow Int'ｌ スクール債 0 百万B. 1 

計 0 百万B. 1 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

なお、当期減少額欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額です。 

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円）

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額 
または 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 39,171 753 315 39,610 25,450 1,066 14,160 

構築物 6,208 73 85 6,195 4,857 129 1,338 

機械装置 12,172 705 231 12,646 10,913 514 1,732 

船舶 2 － － 2 2 0 0 

車輌運搬具 664 3 44 622 558 20 64 

工具器具備品 4,647 104 198 4,553 3,733 223 820 

土地 14,751 474 
1,045 

(665)
14,180 － － 14,180 

建設仮勘定 201 1,984 2,115 70 － － 70 

有形固定資産計 77,819 4,100 
4,037 

(665)
77,882 45,515 1,955 32,366 

無形固定資産               

特許権 624 － － 624 320 78 303 

商標権 4 － － 4 1 0 2 

ソフトウェア 6,746 602 13 7,335 5,659 568 1,675 

その他の 

無形固定資産 
58 1 － 59 3 0 55 

無形固定資産計 7,433 603 13 8,023 5,985 647 2,037 

長期前払費用 556 56 171 441 312 58 129 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 摘要 
金額 

（百万円） 

 建物  福利厚生施設（寮） 445 

 機械装置  フィルム研究用設備 291 

土地  福利厚生施設（寮） 469 

建設仮勘定  フィルム研究用設備 291 

   福利厚生施設（寮） 923 

 ソフトウェア  計数システムバージョンアップ 270 

資産の種類 摘要 
金額 

（百万円） 

土地  遊休土地（軽井沢）の売却 220 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 自己株式処分差益の増加の原因は単元未満株式を保有する株主からの買増し請求に基づくもの、及び新株予

約権の行使によるものです。 

２ 任意積立金の増減の原因はすべて前期決算の利益処分によるものです。 

３ 当期末における自己株式数は533,989株です。 

【引当金明細表】 

（注）１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額５百万円及びゴルフ会員権

の売却４百万円によるものです。 

２ 投資損失引当金の「当期減少額（その他）」は、清算に伴う残余財産分配によるものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 70,787 － － 70,787 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注)３ （株） (928,298,872) (    －) (    －) (928,298,872)

普通株式 （百万円） 70,787 － － 70,787 

計 （株） (928,298,872) (    －) (    －) (928,298,872)

計 （百万円） 70,787 － － 70,787 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 60,810 － － 60,810 

合併差益 （百万円） 771 － － 771 

再評価積立金 （百万円） 1,535 － － 1,535 

資本準備金計 （百万円） 63,118 － － 63,118 

その他資本剰余金           

自己株式処分差益 

(注)１ 
（百万円） 5 8 － 13 

合計 （百万円） 63,123 8 － 63,132 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） 17,696 － － 17,696 

任意積立金 (注)２           

配当引当積立金 （百万円） 5,110 － 5,110 － 

資産圧縮積立金 （百万円） 10,598 2,992 4,506 9,084 

特別償却積立金 （百万円） 158 103 37 224 

株式消却積立金 （百万円） 17,661 － － 17,661 

別途積立金 （百万円） 65,400 － 15,000 50,400 

任意積立金計 （百万円） 98,927 3,095 24,653 77,369 

合計 （百万円） 116,624 3,095 24,653 95,066 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 6,860 27 1,403 9 5,474 

投資損失引当金 5,187 － 700 39 4,447 

役員退職慰労引当金 638 108 391 － 354 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生の売掛金は消費税等を含んでいます。 

③ 貯蔵品 

④ 関係会社短期貸付金 

内訳 金額（百万円） 

現金 0 

当座預金 10,231 

普通預金他 1,344 

合計 11,576 

相手先 金額（百万円） 

帝人ファイバー㈱ 162 

帝人ファーマ㈱ 131 

帝人化成㈱ 90 

TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd. 66 

ＮＩ帝人商事㈱ 67 

その他 540 

合計 1,059 

期間 
前期繰越高Ａ 
（百万円） 

発生額Ｂ 
（百万円） 

回収高Ｃ 
（百万円） 

当期末残高Ｄ
（百万円） 

回収率（％） 
Ｃ

×100 
Ａ＋Ｂ 

滞留日数 
（日） 
Ａ＋Ｄ
2 
Ｂ 
365

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
1,084 6,218 6,243 1,059 85.5 63 

内訳 金額（百万円） 

有姿除却スクラップ他 200 

合計 200 

相手先 金額（百万円） 

帝人ファイバー㈱ 26,577 

東邦テナックス㈱ 18,117 

帝人化成㈱ 16,117 

P.T.Teijin Indonesia Fiber Corporation 3,234 

帝人ネステックス㈱ 3,134 

その他（11社） 7,334 

合計 74,516 



Ⅱ 固定資産 

関係会社株式 

銘柄 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式   

帝人ファイバー㈱ 37,215 

帝人ファーマ㈱ 27,850 

帝人化成㈱ 20,505 

帝人テクノプロダクツ㈱ 15,525 

帝人フィルム㈱ 15,313 

Teijin Holdings USA Inc. 12,045 

TEIJIN(THAILAND)LIMITED 8,402 

東邦テナックス㈱ 7,990 

Teijin Holdings UK PLC 6,731 

Teijin Holdings Netherlands B.V. 6,492 

ＮＩ帝人商事㈱ 5,654 

TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd. 4,167 

Teijin Polyester(Thailand)Limited 3,618 

帝人エンテック㈱ 2,505 

インフォコム㈱ 2,063 

P.T. Teijin Indonesia Fiber Corporation 1,935 

Thai Namsiri Intertex Co.,Ltd. 914 

帝人エンジニアリング㈱ 815 

その他（11社） 1,682 

計 181,429 

関連会社株式   

ウィンテックポリマー㈱ 800 

その他（３社） 799 

計 1,599 

合計 183,028 



Ⅲ 流動負債 

①支払手形 

支払手形期日別内訳 

②コマーシャルペーパー 

Ⅳ 固定負債 

  社債 

 （注）１ 未償還残高欄（ ）内金額は貸借対照表日の翌日から起算して１年内に返済するものであり、貸借対照表に

おいては、流動負債として表示しています。 

 ２ 発行年月日、利率等については、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結

附属明細表」の「社債明細表」に記載しています。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

アルバック・ファイ㈱ 111 

若水技研㈱ 3 

㈱荏原製作所 2 

㈱荏原 2 

㈱ハイメックス 0 

合計 120 

平成18年５月に期日到来するもの 5百万円

  〃  ６月    〃 110 〃 

  〃  ７月以降  〃 4 〃 

計 120 〃 

返済期限 金額（百万円） 

平成18年４月 21,000 

平成18年５月 23,000 

合計 44,000 

区分 金額（百万円） 

第２回無担保普通社債 10,000 

第３回無担保普通社債 
15,000 

(15,000) 

第５回無担保普通社債 20,000 

第６回無担保普通社債 10,000 

合計 
55,000 

(15,000) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年６月23日開催の第140回定時株主総会において定款の変更が行われ、当社の公告は電子公告により行う

こととなりました。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告することができない場合は、日本経

済新聞社に掲載して行います。 

 なお、電子公告は当社ホームページ上に掲載しています。 

(ホームページアドレス http://www.teijin.co.jp/japanese/investors/k_koukoku.html) 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券・５株券・10株券・50株券・100株券・500株券・1,000株券・

10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新株券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

株券喪失登録申請  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

申請手数料 
申請１件につき 10,000円 

株券１枚につき   500円 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第139期） 自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日 平成17年６月23日関東財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

 （第140期中） 自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日 平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成17年12月８日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書で

す。 

(4）訂正発行登録書 

 平成17年６月23日、平成17年12月８日、平成17年12月16日及び平成18年２月９日関東財務局長に提出。 

(5）有価証券届出書及びその添付書類 

 平成17年６月23日関東財務局長に提出。 

 平成17年６月23日開催の当社第139回定時株主総会で決議されたストックオプション制度に伴う新株予約権発

行に係る有価証券届出書です。 

(6）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年７月４日関東財務局長に提出。 

 平成17年６月23日に提出した有価証券届出書に係る訂正届出書です。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

第１【保証会社情報】 

１【保証の対象となっている社債】 

 （注） 第４回無担保普通社債については、平成17年11月29日に債務履行引受契約を終結し、社債の償還債務が消滅し

たものとして処理しています。 

２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】 

 該当事項はありません。 

銘柄 保証会社 発行年月日 
券面総額 
（百万円） 

償還額 
（百万円） 

未償還 
残高 

（百万円） 

上場証券取引所 
または 

登録証券業協会名 

帝人㈱ 

第２回無担保 

普通社債 

帝人ファイバー㈱ 

帝人テクノプロダクツ㈱ 

ＮＩ帝人商事㈱ 

帝人化成㈱ 

帝人ファーマ㈱ 

平成10.9.29 10,000 － 10,000 上場及び登録はしていません。

帝人㈱ 

第３回無担保 

普通社債 

同上 平成11.9.29 15,000 － 15,000 同上 

帝人㈱ 

第４回無担保 

普通社債 

同上 平成11.9.29 15,000 15,000 － 同上 

帝人㈱ 

第５回無担保 

普通社債 

同上 平成14.7.25 20,000 － 20,000 同上 

帝人㈱ 

第６回無担保 

普通社債 

同上 平成14.7.25 10,000 － 10,000 同上 



３【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】 

【帝人ファイバー㈱に関する事項】 

(1）会社名・代表者の役職氏名及び本店所在の場所 

(2）企業の概況（ＴＦＪ） 

① 主要な経営指標等の推移（ＴＦＪ） 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株

式が存在しないため記載していません。 

３ 第２期までは子会社が存在しなかったため、連結財務諸表を作成していません。 

４ 連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

５ 株価収益率は、ＴＦＪ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

６ 連結キャッシュ・フローに係る事項については、記載を省略しています。 

７ １株当たり純資産額、１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

会社名 帝人ファイバー株式会社（以下「ＴＦＪ」） 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  唐澤 佳長 

本店の所在の場所 大阪府大阪市中央区南本町一丁目６番７号 

回次 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 122,591 139,711 141,036 

経常損失（△） (百万円) △860 △204 △3,048 

当期純損失（△） (百万円) △1,471 △883 △6,730 

純資産額 (百万円) 38,437 38,196 33,665 

総資産額 (百万円) 107,099 109,867 107,184 

１株当たり純資産額 （千円） 71,846 71,395 62,926 

１株当たり当期純損失（△） （千円） △2,751 △1,651 △12,581 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（千円） － － － 

自己資本比率 （％） 35.9 34.8 31.4 

自己資本利益率 （％） △4.7 △2.3 △18.7 

株価収益率 （倍） － － － 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

2,125 

(497) 

2,044 

(213) 

1,909 

(246) 



(2）ＴＦＪの経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株

式が存在しないため記載していません。 

３ 財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

４ 株価収益率は、ＴＦＪ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

５ １株当たり純資産額、１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 109,500 126,135 128,789 

経常損失（△） (百万円) △1,056 △729 △2,405 

当期純損失（△） (百万円) △1,464 △2,298 △6,392 

資本金 (百万円) 12,025 12,025 12,025 

発行済株式総数 （株） 535 535 535 

純資産額 (百万円) 38,442 36,793 32,584 

総資産額 (百万円) 93,101 94,544 92,522 

１株当たり純資産額 （千円） 71,855 68,773 60,906 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損失（△） （千円） △2,736 △4,297 △11,949 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（千円） － － － 

自己資本比率 （％） 41.3 38.9 35.2 

自己資本利益率 （％） △4.7 △6.1 △18.4 

株価収益率 （倍） － － － 

配当性向 （％） － － － 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

932 

(31) 

915 

(48) 

892 

(55) 



② 沿革（ＴＦＪ） 

 （注） 関係会社の名称については、平成18年３月末現在で表示しています。 

年月 沿革 

  （帝人ファイバー㈱設立前の沿革） 

大正７年６月 帝国人造絹絲㈱設立 

昭和20年８月 帝人加工糸㈱設立（現 連結子会社） 

 〃 24年５月 帝国人造絹絲㈱が東京、大阪、名古屋各証券取引所に上場 

 〃 32年12月 帝人テクロス㈱設立（現 連結子会社） 

 〃 33年６月 帝国人造絹絲㈱松山工場にて‘テトロン®' の生産開始 

 〃 37年11月 帝国人造絹絲㈱が帝人㈱に社名変更 

 〃 43年４月 帝人㈱徳山工場操業開始（‘テトロン®' ） 

 〃 45年10月 帝人㈱愛媛工場操業開始（‘テトロン®' ） 

平成13年11月 帝人ネステックス㈱設立（現 連結子会社） 

 〃 14年１月 帝人ファイバー㈱設立 

    

  （帝人ファイバー㈱設立後の沿革） 

 〃 14年４月 親会社である帝人㈱の衣料繊維事業を営業譲受し、営業を開始 

 〃 15年４月 親会社である帝人㈱の衣料繊維事業に係る事業管理業務、ＨＦＣ受託生産事業を 

  会社分割により承継 



③ 事業の内容（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪの企業集団はＴＦＪ、子会社12社及び関連会社８社で構成されており、その事業は衣料繊維分野にお

ける製品の製造・加工・販売等を中心としています。また、ＴＦＪは、持株会社である帝人㈱の100％子会社

であり、兄弟会社であるＮＩ帝人商事㈱、帝人デュポンフィルム㈱及び帝人化成㈱に対して、製品・原料の販

売を行っています。 

 ＴＦＪ及び関連会社１社は衣料繊維（糸・綿・織編物等）の製造・販売を行っています。帝人加工糸㈱等連

結子会社６社、非連結子会社６社及び関連会社７社は紡績、織、編、染等の繊維加工を行っています。 

 なお、ＴＦＪグループは、衣料繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はあ

りません。 

 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 



④ 関係会社の状況（ＴＦＪ） 

 （注）※１：有価証券報告書を提出している会社です。 

※２：関係会社の名称及び議決権の所有割合については、平成18年３月末現在で表示しています。 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有(被所有)割合 

関係内容 
直接所有 間接所有 

（親会社）  百万円  ％ ％  

※１ 

帝人㈱ 

大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 (100) (－)

経営管理料を支払っている。

動力用役を供給している。 

設備を賃借している。 

債務保証を行っている。 

（連結子会社）       

帝人テディ㈱ 
愛媛県 

松山市 
90 

ポリエステル加工糸

の製造 
100 － 繊維を加工委託している。 

帝人興産㈱ 
愛媛県 

松山市 
10 繊維製造付帯作業請負 100 － 工場内作業を委託している。

帝人ネステックス㈱ 
石川県 

加賀市 
490 合成繊維の加工 100 － 繊維を加工委託している。 

帝人加工糸㈱ 
石川県 

小松市 
480 

合成繊維の加工及び

ニット製品の製造・

販売 

100 － 繊維を販売している。 

帝人テクロス㈱ 
愛知県 

稲沢市 
480 織物製造・販売・染色 100 － 〃 

尾張整染㈱ 
愛知県 

一宮市 
200 カーシートの染色整理 － 

100 

帝人テクロス㈱ 
－ 

（持分法適用関連会社）       

五十嵐貿易㈱ 
横浜市 

中区 
300 

繊維製品の輸出入及

び国内卸 
30.00 － 繊維製品を販売している。 

徳永貿易㈱ 
大阪市 

中央区 
48 繊維製品加工・販売 20.83 － － 

浪華絹綿㈱ 
大阪市 

都島区 
48 不織布、寝装品製造 25.00 － 繊維を販売している。 

山口ニット㈱ 
富山県 

富山市 
300 

経編生地の製造・加

工・販売 
45.73 － 

ニット生地の生産を委託し

ている。 

ソロテックス㈱ 
大阪市 

北区 
250 繊維の製造・販売 50.00 － － 

日新実業㈱ 
東京都 

千代田区 
152 繊維製品の卸売 － 

49.50 

帝人テクロス㈱ 
繊維を販売している。 

㈱龍村美術織物エーアイ 
愛知県 

安城市 
310 

輸送機器用生地の製

造・加工・販売 
－ 

19.98 

帝人テクロス㈱ 
－ 

TTL Tecloth Ltd. 
Bangkok 

THAILAND 

千B. 

22,500 
繊維製品の生産・販売 － 

50.00 

帝人テクロス㈱ 
－ 



⑤ 従業員の状況（ＴＦＪ） 

(1）連結会社の状況（ＴＦＪ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

３ ＴＦＪグループは、衣料繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありませ

ん。そのため従業員数についても、すべて衣料繊維事業として記載しています。 

(2）保証会社の状況（ＴＦＪ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

４ 従業員の多くは、帝人㈱（親会社）の持株会社制移行に伴い、平成15年４月１日付で帝人㈱より転籍してい

ます。そのため転籍者については、帝人㈱に入社した時点から平成18年３月31日現在までの通算の勤続年数

により平均勤続年数を算定し、記載しています。 

(3）労働組合の状況（ＴＦＪ） 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名） 

衣料繊維事業 
1,909 

（246） 

合計 
1,909 

（246） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

892 

(55） 
42.6 21.7 6,596



(3）事業の状況（ＴＦＪ） 

① 業績等の概要（ＴＦＪ） 

(1）業績 

 平成17年度の世界経済は、米国経済が住宅市場の拡大に加え、企業業績改善等により成長が続いており、

中国経済も旺盛な設備投資需要、輸出の拡大等で力強い成長が続いています。一方、欧州経済は輸出の堅調

さに加え、内需も底堅く推移しました。また、日本経済は、設備投資の増加、雇用環境の改善、個人消費の

拡大等、内需に牽引される形で拡大基調を辿りました。しかし、原油の高止まりから来る景気減速要因によ

り経済環境は楽観できる状況にはありません。 

 こうした状況下、ＴＦＪは、帝人グループの「安定収益事業」である衣料繊維事業グループの中核会社と

して、ＴＦＪならびに傘下のグループ会社において、中期経営計画“WING 2003”の方針に基づき、徹底し

たコスト削減と事業体質強化策を推進してきました。 

 これらの結果、ＴＦＪグループ平成17年度の連結決算は、売上高が1,410億円（前期比0.9％増）、営業損

失は29億円（同28億円悪化）、経常損失は30億円（同28億円悪化）、また当期純損失は67億円（同58億円悪

化）となりました。 

 なお、ＴＦＪグループは、衣料繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類は

ありません。そのため事業の種類別セグメント情報については記載を省略していますが、当該事業における

事業分野別の業績は次のとおりです。 

 

 長引く衣料用ポリエステル繊維に対する国内需要の低迷、原燃料価格の高騰などの要因で、収益面では依

然厳しい状況を強いられました。これらの状況にあって、国内においては北陸での染色加工事業の抜本的構

造改革を図るため一部工場の閉鎖を行いました。一方、成長を続ける中国の自動車市場への積極的な参入を

図るため、中国江蘇省南通市にカーシート用生地の製造・販売を目的とする合弁会社の設立を決定しまし

た。このような施策による投入資源のより一層の重点化を通じ、中長期的に競争力を有する事業基盤の構築

を着実に進めています。 

 一方、新商品開発の強化、及び新しいビジネスモデルの確立にも注力してきました。新商品開発では、米

国ナイキ社の革新的スポーツウェア「ナイキ スフィアリアクト」に独占的に供給される「次世代型“自己

調節機能繊維”」や、「透けないカーテン」用の原糸「ウエーブロン®」に、紫外線カットの機能を加えた

新素材「ウエーブロン®ＵＶ」の開発に成功し販売を開始しました。また、海外に「エコサークル®」を展

開する新しいビジネスモデルの確立にも注力しています。 

 

 ＴＦＪグループは、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セ

グメントの業績について記載すべき事項はありません。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 記載を省略しています。 



② 生産、受注及び販売の状況（ＴＦＪ） 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ ＴＦＪグループは、衣料繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありませ

ん。そのため生産実績についても、すべて衣料繊維事業として記載しています。 

(2）受注実績 

 ＴＦＪ及び連結子会社の製品については見込み生産を行っているため、当連結会計年度において記載すべ

き事項はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ ＴＦＪグループは、衣料繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありませ

ん。そのため販売実績についても、すべて衣料繊維事業として記載しています。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。  

区分 生産高（百万円） 前期比（％） 

衣料繊維事業 38,569 △2.5 

合計 38,569 △2.5 

区分 販売高（百万円） 前期比（％） 

衣料繊維事業 141,036  ＋0.9 

合計 141,036  ＋0.9 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

帝人化成㈱ 14,189 10.2 17,450 12.4 



③ 対処すべき課題（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪグループは、平成18年４月１日付けで「衣料繊維」と「ポリエステル工業繊維」を統合し、新たに誕

生した「合成繊維事業グループ」の中核会社及びそれに属する関係会社として、「再建ＳＢＵ」に位置付けて

いるポリエステル繊維の事業収益性の抜本的改善を行います。 

 事業統合を活用して、機能分野を拡大するとともに、技術の相乗効果を追求し、組織効率化に取り組みま

す。また、ＰＥＮ繊維等の機能性分野商品を強化するとともに、売値改善や、販売費・管理費等の削減を徹底

し、収益力の強化を図ります。 

④ 事業等のリスク（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪグループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対応することとしていますが、現在、ＴＦＪ

グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、これは

ＴＦＪグループが属する帝人グループ全体の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性がある事項です。

  

(1）競合・市況変動等にかかるもの 

 ＴＦＪグループは市況製品を展開しており、景気、他社との競合に伴う市場価格の変動、また為替、金利

といった相場の変動により事業業績が大きく左右される可能性があります。 

(2）訴訟リスク 

 ＴＦＪグループが国内外で継続して事業活動を行う過程において、製造物責任（ＰＬ）、環境、労務、知

的財産権、その他に関し訴訟を提起された場合、ＴＦＪグループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

⑤ 経営上の重要な契約等（ＴＦＪ） 

 特記すべき事項はありません。 

⑥ 研究開発活動（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪグループでは、たゆまぬ研究開発活動が事業の持続的成長をもたらすと認識しており、積極的かつ効

率的な研究開発投資を行っています。 

 ＴＦＪは衣料繊維分野で、ナノテク技術を活用することにより、汗をかいた時の衣服のベトツキや冷房下の

汗冷えの不快感を飛躍的に改善した、新規清涼織編物「さらっとコンポ®」を上市しました。また、ふとん・

クッション用原綿として、１本の繊維に３つの孔があり、繊維自身が羊毛のようなスパイラル構造をもつこと

で、ふっくら・しなやかな風合いが長持ちする「エアロカプセル®ガンマ」を開発しました。更に、『透けな

いカーテン』に紫外線カット機能を新たに付与することにより、畳や家具などを紫外線による日焼けから保護

する『お部屋を守るカーテン』用素材として、ポリエステル新素材「ウェーブロン®ＵＶ」の販売を開始しま

した。また「繊維 to 繊維」リサイクル技術を一層発展し、米国パタゴニア社との取り組みを本格化するとと

もに、国内でのスポーツ、ユニフォーム、新規分野での展開を拡大しています。 

 以上のような研究開発活動の結果、当連結会計年度の研究開発費は22億円でした。  

⑦ 財政状態及び経営成績の分析（ＴＦＪ） 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 ＴＦＪグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て作成しています。その作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用

の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績

等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性の存在により、これらの見積

りと異なる場合があります。 

 ＴＦＪグループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、(6）経理の状況（ＴＦＪ）の連結財務諸表

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重要な会計方針が連

結財務諸表作成における重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えています。 



① 貸倒引当金の計上基準 

 ＴＦＪグループでは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を繰入計上していま

す。将来、顧客の財務状況等が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が

発生する可能性があります。 

② たな卸資産の評価基準 

 ＴＦＪグループの販売する製品の価格は、市場相場変動の影響を強く受ける傾向にあるので、その評価

基準として主に低価法を採用しています。 

③ 投資有価証券の減損処理 

 ＴＦＪグループは、製造・販売等に係る取引会社及び関係会社の株式を保有しています。これらの株式

は、株式市場の価格変動リスクや、経営状態・財務状態の悪化による価値下落リスクを負っているため、

合理的な基準に基づき、投資有価証券の減損処理を行っています。 

④ 繰延税金資産の回収可能性 

 ＴＦＪグループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積っていま

す。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するので、課税所得の見積額が減少し

た場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

(2）資金調達の状況 

 ＴＦＪグループは当連結会計年度において帝人㈱ほかより短期・長期資金を調達しています。 

(3）経営成績の分析 

 ＴＦＪグループを取り巻いた平成17年度の事業環境は、国内需要の低迷、原燃料の高騰などの要因で、国

内外の経済環境は不安定な状況が続きました。このような環境下、ＴＦＪグループの当連結会計年度の業績

は、売上高1,410億円（前期比0.9％増）、営業損失29億円（同28億円悪化）、経常損失30億円（同28億円悪

化）、当期純損失67億円（同58億円悪化）となりました。 



(4）設備の状況（ＴＦＪ） 

① 設備投資等の概要（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪグループでは、生産能力・品質維持のための投資を中心に、各社において合理的な設備投資を実施し

ています。 

 当連結会計年度における設備投資実施額は49億円（長期前払費用、無形固定資産への投資含む）でした。 

 なお、所要資金については、借入金及び自己資金によっています。 

② 主要な設備の状況（ＴＦＪ） 

(1）ＴＦＪ 

 （注）１ 帳簿価額のうち、「その他」は、船舶及び工具器具備品の合計です。 

なお、上記金額には消費税等を含んでいません。 

２ 帝人㈱より賃借しています。 

(2）国内子会社 

 特記すべき事項はありません。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

③ 設備の新設、除却等の計画（ＴＦＪ） 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） （注１） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び   
運搬具 

土地 
（面積千㎡）

その他 合計 

松山事業所 

（愛媛県松山市） 

‘テトロン®' 糸、 
‘テトロン®' 綿 
製造設備 

2,367 8,962
－

(注２)
167 11,497 418

徳山事業所 
（山口県周南市） 

‘テトロン®' 綿製造設備、ポ
リエステル原料リサイクル設備 

1,157 7,124
814
(187)

57 9,154 194



(5）保証会社の状況（ＴＦＪ） 

① 株式等の状況（ＴＦＪ） 

(1）株式の総数等（ＴＦＪ） 

① 株式の総数 

 （注） 定款での定めは次のとおりです。 

当会社の発行する株式の総数は2,000株とする。 

② 発行済株式 

(2）新株予約権等の状況（ＴＦＪ） 

 該当事項はありません。 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移（ＴＦＪ） 

 （注）１ 株主割当 500：１、発行価格 131,250円、資本組入額 131,250円 

２ 株主割当 501：24、発行価格 24,000百万円、資本組入額 12,000百万円 

３ 発行済株式総数の増加10株、資本準備金の増加額13,214百万円は、平成15年４月１日を分割期日とする帝人

㈱との会社分割契約によるものです。  

４ 平成18年４月１日に、帝人テクノプロダクツ㈱との会社分割契約により、発行済株式総数が１株、資本準備

金が4,516百万円増加しています。 

  

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 2,000株 

計 2,000株 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名または 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 535 536 非上場・非登録 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のないＴ

ＦＪにおける標準

となる株式 

計 535 536 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14年４月１日 

（注）１ 
1 501 0 25 － － 

平成14年５月31日 

（注）２ 
24 525 12,000 12,025 12,000 12,000 

平成15年４月１日 

（注）３ 
10 535 － 12,025 13,214 25,214 



(4）所有者別状況（ＴＦＪ） 

 （注） 単元株制度は採用していません。 

(5）大株主の状況（ＴＦＪ） 

(6）議決権の状況（ＴＦＪ） 

① 発行済株式 

② 自己株式等 

(7）ストックオプション制度の内容（ＴＦＪ） 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 

個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 

所有株式数

（株） 
－ － － 535 － － － 535 

所有株式数 

の割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 

  平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

帝人㈱ 大阪市中央区南本町一丁目６番７号 535 100 

計 － 535 100 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     535 535 

権利内容に何ら限定の

ないＴＦＪにおける標

準となる株式 

発行済株式総数 535 － － 

総株主の議決権 － 535 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ － － － － －

計 － － － － －



② 自己株式の取得等の状況（ＴＦＪ） 

(1）定時総会決議または取締役会決議による自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

 該当事項はありません。 

(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

 該当事項はありません。 

③ 配当政策（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪは、関係会社からの配当収入が主な収益源である帝人㈱（親会社）の配当政策実現のために、帝人㈱

が示す配当基準に準拠し、配当を実施することを基本方針としています。 

 なお、帝人㈱の配当政策については、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政策」をご参照くださ

い。 

④ 株価の推移（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪ株式は、証券取引所非上場・証券業協会非登録株式のため、該当事項はありません。 



⑤ 役員の状況（ＴＦＪ） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 
社長 

－ 唐澤 佳長 昭和19年４月29日生

昭和43年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成12年４月 Teijin America Inc.社長 

平成12年６月 帝人㈱執行役員 

平成12年12月 Teijin Twaron B.V.社長 

平成13年４月 帝人㈱アラミド事業部門長 

平成14年４月 同 産業繊維事業グループ長 

平成15年４月 帝人テクノプロダクツ㈱ 

代表取締役社長 

平成16年４月 帝人㈱ＣＭＯ(現） 

平成16年６月 同 専務取締役  

平成17年４月 同 衣料繊維、流通・製品 

  事業管掌 

平成17年６月 同 産業繊維事業管掌 兼 

ＴＦＪ取締役 

平成18年４月 帝人㈱ポリエステル繊維事業 

グループ長（現）兼 

ＴＦＪ㈱代表取締役社長(現） 

平成18年６月 帝人㈱代表取締役副社長(現) 

取締役 研究開発部門長 飯室 弘之 昭和21年８月10日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年６月 同 繊維業務改革班長 

平成13年４月 同 繊維研究開発部門長 

平成14年４月 ＴＦＪ取締役（現） 

兼 研究開発センター長 

平成17年９月 同 研究開発部門長（現）  

取締役 
開発営業推進 

部長 
鈴岡 章黄 昭和22年５月21日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年６月 同 原料重合事業部長 

平成13年４月 同 繊維技術統括室長 

平成14年４月 同 ＣＴＯ補佐（現） 

兼 ＴＦＪ取締役（現） 

平成16年４月 ＴＦＪ営業企画室長 

平成18年４月 同 開発営業推進部長（現） 

取締役 
産業資材事業 
部門長 

岡田 豊 昭和26年２月６日生

昭和50年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成12年５月 同 Ｃ３Ｔプロジェクト推進班長 

平成13年６月 同 工業繊維事業部門長 

平成15年４月 同 工業繊維事業統轄 兼 

帝人テクノプロダクツ㈱取締役 

平成15年10月 帝人㈱ ファイバー事業統轄兼 

ＴＦＪファイバー事業部長 

平成16年６月 

平成17年９月 

 平成18年４月 

ＴＦＪ取締役（現） 

同 ファイバー事業部門長 

帝人㈱ 産業資材事業統轄（現）兼 

ＴＦＪ産業資材事業部門長（現） 

 取締役 
原料重合事業 

 部門長 
 福田 善夫 昭和28年３月１日生 

昭和51年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成14年４月 帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

機材購買部長 

平成15年４月 帝人㈱ 購買・物流室長  

兼 帝人クリエイティブスタッフ

㈱ 原燃料購買部長  

兼 物流企画部長 

平成16年４月 ＴＦＪ原料重合事業部長 

平成17年９月 

 平成18年６月 

同 原料重合事業部門長（現） 

 同 取締役（現） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

 取締役 
 長繊維事業 

 部門長 
 遠藤 雅也 昭和28年７月13日生 

昭和51年４月 帝人㈱ 入社 

－

 平成11年12月  Teijin America Inc.副社長  

 平成13年11月  同 産業繊維事業企画管理部長 

 平成15年４月  帝人テクノプロダクツ㈱取締役 

 兼 工業繊維事業部長 

 平成18年４月  帝人㈱ 長繊維事業統轄（現）  

 兼 ＴＦＪ取締役（現） 

 兼 長繊維事業部門長（現） 

取締役  企画管理部長 天野 篤男  昭和26年11月６日生 

昭和49年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年６月 同 医薬業務営業部門  

  医薬営業企画部長 

平成15年４月 同 ＣＳＯスタッフ室長 

平成18年４月 同 ポリエステル繊維事業企画 

   管理室長（現） 

兼 ＴＦＪ取締役（現） 

兼 企画管理部長（現） 

取締役  －  森田 義一  昭和24年２月22日生 

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成８年１月  同 勤労人勤部門 勤労部長 

平成12年４月 TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE 

PTE Ltd.社長 

平成15年４月 帝人グループ執行役員  

帝人㈱ ＣＨＯ（現）兼 ＣＨＯ

スタッフ室長（現）兼  

帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

代表取締役常務取締役（現） 兼 

人事総務部門長（現） 

平成15年６月 帝人グループ常務執行役員  

平成18年４月 ＴＦＪ取締役（現） 

平成18年６月 帝人グループ専務執行役員（現）  

取締役 － 古谷 宏章 昭和22年８月18日生

昭和45年４月 帝人㈱入社 

－

平成７年６月 同 ユニフォーム部長 

平成13年４月 同 業務監査室長 

平成15年４月 同 秘書室長 

平成17年５月 帝人テクロス㈱代表取締役社長

（現） 

平成17年６月 ＴＦＪ取締役（現） 

常勤監査役 － 元木 敏雄 昭和19年12月７日生

昭和44年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年４月 同 エンジニアリング研究所長 

平成14年６月 帝人グループ理事 

平成15年４月 帝人エンテック㈱取締役  兼 

帝人㈱ＣＴＯスタッフ室 

（エンジニアリング担当） 

平成16年４月 帝人㈱ 監査役付 

平成16年６月 同 常勤監査役（現）兼ＴＦＪ常

勤監査役（現） 

 



 （注） 監査役 元木敏雄、大方彬弘、及び赤塚宏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

⑥ コーポレート・ガバナンスの状況（ＴＦＪ） 

 ＴＦＪグループは、帝人グループのコーポレート・ガバナンスに沿って経営システムを確立し運営していま

す。なお、帝人グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況について

は、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ６ コーポレート・ガバナンスの状況」をご参照ください。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役 － 大方 彬弘 昭和17年８月３日生

昭和40年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成９年12月 同 管理部門長補佐 

（財務・経理担当） 

平成10年６月 同 取締役 

平成11年６月 同 常務執行役員 

平成12年６月 同 専務執行役員 

平成15年６月 同 常勤監査役（現）兼 

ＴＦＪ常勤監査役 

平成16年６月 ＴＦＪ監査役（現） 

監査役 － 赤塚 宏 昭和22年１月30日生

昭和47年４月 帝人㈱入社 

－

平成７年10月 帝人デュポンナイロン㈱ 

企画管理部長 

平成13年４月 帝人㈱産業繊維事業企画管理部長 

平成13年11月 Teijin Akra, S.A de C.V. ＣＦＯ 

平成15年４月 帝人㈱ 監査役付（現） 兼 

ＴＦＪ監査役（現） 

計 －



(6）経理の状況（ＴＦＪ） 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）ＴＦＪの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第

２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しています。 

(2）ＴＦＪの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しています。 

２ 監査証明について 

 ＴＦＪの連結財務諸表及び財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 



① 連結財務諸表等（ＴＦＪ） 

(1）連結財務諸表（ＴＦＪ） 

① 連結貸借対照表（ＴＦＪ） 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     180     105   

２ 受取手形及び売掛金     32,202     31,533   

３ たな卸資産     19,835     19,467   

４ 繰延税金資産     1,005     839   

５ その他の流動資産     3,986     4,958   

６ 貸倒引当金     △65     △59   

流動資産合計     57,144 52.0   56,846 53.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 

※１ 

※２ 

※３ 

            

(1) 建物及び構築物     6,884     5,616   

(2) 機械装置及び運搬具     25,550     20,540   

(3) 土地     5,500     5,494   

(4) 建設仮勘定     738     1,095   

(5) その他の有形固定資産     355     365   

有形固定資産合計     39,030 35.5   33,111 31.0 

２ 無形固定資産               

ソフトウェア等     939     471   

無形固定資産合計     939 0.9   471 0.4 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※４   11,099     15,237   

(2) 長期貸付金     1     301   

(3) 繰延税金資産     814     55   

(4) その他の 

 投資その他の資産 
 ※４    2,877     2,495   

(5) 貸倒引当金     △2,041     △1,335   

投資その他の資産合計     12,752 11.6   16,754 15.6 

固定資産合計     52,722 48.0   50,337 47.0 

資産合計     109,867 100.0   107,184 100.0 

 



次へ  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     17,247     20,167   

２ 短期借入金 ※２   29,193     30,088   

３ １年内返済長期借入金     473     1,262   

４ 未払金     8,596     7,276   

５ 未払法人税等     150     87   

６ 繰延税金負債     0     －   

７ その他の流動負債     3,321     3,457   

流動負債合計     58,983 53.7   62,340 58.2 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     3,934     2,672   

２ 退職給付引当金     4,379     4,070   

３ 役員退職慰労引当金     92     131   

４ 繰延税金負債     1,815     2,458   

５ 連結調整勘定     1,418     945   

６ その他の固定負債     1,046     900   

固定負債合計     12,687 11.5   11,178 10.4 

負債合計     71,670 65.2   73,518 68.6 

      

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※６   12,025 10.9   12,025 11.2 

Ⅱ 資本剰余金     25,214 23.0   25,214 23.5 

Ⅲ 利益剰余金     △2,590 △2.4   △9,321 △8.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     3,551 3.3   5,749 5.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △4 △0.0   △2 △0.0 

資本合計     38,196 34.8   33,665 31.4 

負債及び資本合計     109,867 100.0   107,184 100.0 



② 連結損益計算書（ＴＦＪ） 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     139,711 100.0   141,036 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 

※３ 
  127,154 91.0   130,504 92.5 

売上総利益     12,557 9.0   10,531 7.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 

※３ 
  12,732 9.1   13,463 9.6 

営業損失（△）     △175 △0.1   △2,931 △2.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   31     61     

２ 受取配当金   99     110     

３ 連結調整勘定償却額   472     472     

４ 雑益   254 858 0.6 188 833 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   384     416     

２ 持分法による投資損失   59     277     

３ 雑損   443 887 0.6 256 950 0.7 

経常損失（△）     △204 △0.1   △3,048 △2.2 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※４ 5     7     

２ 投資有価証券売却益   0     －     

３ その他の特別利益   75 81 0.0 202 209 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※５ 150     32     

２ 固定資産売却損 ※６ 3     17     

３ 投資有価証券売却損   －     10     

４ 投資有価証券評価損   18     61     

５ 貸倒引当金繰入額   1     －     

６ 災害損失 ※７ 206     －     

７ 構造改善費用 ※８ －     55     

８ 環境対策費用 ※９ －     72     

９ 異常操業損失 ※10 1,346     1,421     

10 減損損失  ※11  －     3,495     

11 その他の特別損失   119 1,846 1.3 0 5,167 3.6 

税金等調整前 

当期純損失（△） 
    △1,969 △1.4   △8,006 △5.7 

法人税、住民税及び 

事業税 
  164     △1,351     

法人税等調整額   （△）1,249 △1,085 △0.8 75 △1,275 △0.9 

当期純損失（△）     △883 △0.6   △6,730 △4.8 



③ 連結剰余金計算書（ＴＦＪ） 

次へ  

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     25,214   25,214 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     25,214   25,214 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △1,706   △2,590 

Ⅱ 利益剰余金減少高           

当期純損失   883 883 6,730 6,730 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     △2,590   △9,321 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（ＴＦＪ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数は６社です。 

連結子会社名は「(2）企業の概況」の④ 

関係会社の状況に記載しているため省略

しています。 

なお、大興毛織㈱については、帝人テク

ロス㈱に吸収合併されたことにより連結

の範囲から除外しています。 

非連結子会社８社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん。 

連結子会社数は６社です。 

連結子会社名は「(2）企業の概況」の④ 

関係会社の状況に記載しているため省略

しています。 

非連結子会社６社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん（㈱ネスコほか）。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社８社及び関連会社８社に対

する投資について、持分法を適用してい

ます。 

持分法適用会社に対する投資差額は原則

として発生日以降５年間で均等償却して

います。 

非連結子会社６社及び関連会社８社に対

する投資について、持分法を適用してい

ます。 

なお、非連結子会社１社（帝人汽車用布

加工（南通）有限公司）については新規

設立により当連結会計年度から持分法適

用の範囲に含めることとしました。また

当連結会計年度から非連結子会社３社

（北日本興産㈱ほか）については清算・

合併したことにより、持分法適用の範囲

から除外しています。 

持分法適用会社に対する投資差額は原則

として発生日以降５年間で均等償却して

います。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しています。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による低価基準（一部子会

社は原価基準） 

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主に定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

②無形固定資産 

同左 

 ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上すること

としています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として12年）による定額法

により償却することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として12年）による定

額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしています。 

②退職給付引当金 

同左 

 ③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、ＴＦＪ及び連結子会社の当連結

会計年度末における内規に基づく基

準額相当額に達するまでの額を繰入

計上しています。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

 ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理していま

す。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。

なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   

外貨建営業債権債

務及び外貨建予定

取引 

 ③ヘッジ方針 

ＴＦＪの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

為替変動リスクをヘッジしていま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっています。 

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度より、ＴＦＪ及び連

結子会社は、帝人㈱を連結納税親会

社とする連結納税主体の連結納税子

会社として、連結納税制度を適用し

ています。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用していま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均

等償却しています。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書については、連結会計

年度中に確定した連結会社の利益処分に

基づいて作成しています。 

同左 



会計処理の変更（ＴＦＪ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （退職給付に係る会計基準） 

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しています。これにより当連

結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当

期純損失は169百万円減少しています。 

  

   （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これにより当連結会計年度の税金

等調整前当期純損失は3,495百万円増加しています。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除していま

す。 



注記事項（ＴＦＪ） 

（連結貸借対照表関係）（ＴＦＪ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

56,963百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

64,304百万円です。 

※２ 担保提供資産 

このうち短期借入金120百万円の担保に供している

ものは、次のとおりです。 

※２ 担保提供資産 

このうち短期借入金133百万円の担保に供している

ものは、次のとおりです。 

有形固定資産 207百万円（帳簿価額） 有形固定資産 219百万円（帳簿価額）

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額80百万円を控除

しています。 

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額80百万円を控除

しています。 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

投資有価証券（株式） 1,731百万円 投資有価証券（株式） 1,685百万円

その他の 

投資その他の資産（出資金） 
112 〃  

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

帝人㈱ 130,491百万円

北日本興産㈱ 9 〃 

㈱龍村美術織物エーアイ 61 〃 

TTL Tecloth Ltd. 57 〃 

帝人㈱ 170,980百万円

㈱ネスコ 3 〃 

㈱龍村美術織物エーアイ 24 〃 

TTL Tecloth Ltd. 63 〃 

  （21,000千THB）

 計 171,072 〃 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＦＪを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＦＪを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※６ ＴＦＪの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

※６ ＴＦＪの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

普通株式 535株 普通株式 535株



（連結損益計算書関係）（ＴＦＪ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △219百万円

当期製品評価減 228 〃 

前期製品評価減戻入 △228百万円

当期製品評価減 286 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 ※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

１ 運賃諸掛 2,914百万円

２ 給料賃金 2,408 〃 

３ 賞与一時金 824 〃 

４ 退職給付費用 384 〃 

５ 減価償却費 474 〃 

６ 研究開発費 2,320 〃 

７ その他の経費 3,406 〃 

合計 12,732 〃 

１ 運賃諸掛 2,934百万円

２ 給料賃金 2,459 〃 

３ 賞与一時金 740 〃 

４ 退職給付費用 243 〃 

５ 減価償却費 506 〃 

６ 研究開発費 2,182 〃 

７ 販売促進費 295 〃 

８ 賃借料  260  〃 

９ その他の経費 3,840 〃 

合計 13,463 〃 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、2,320百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、2,182百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※４ その他の有形固定資産の売却益です。 ※４ その他の有形固定資産の売却益です。 

※５ 機械装置及び運搬具廃却損124百万円を含む固定資

産処分損です。 

※５ 機械装置及び運搬具廃却損23百万円を含む固定資

産処分損です。 

※６ 機械装置及び運搬具売却損１百万円を含む固定資

産売却損です。 

※６ 機械装置及び運搬具売却損16百万円を含む固定資

産売却損です。 

※７ 台風及び北陸集中豪雨の被害により、販売不能と

なった、たな卸資産の処分損等です。 

※７                ────── 

※８         ────── 

  

※９         ────── 

※８ 北陸での抜本的構造改革を図る為の一部工場閉鎖

に伴う費用です。 

 

※９ 石綿対策費用です。 

※10 「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル設備におい

て設備完成後、操業安定化までに発生した経費等で

す。 

※10 設備稼働率が低下したために発生した異常操業経

費です。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※11         ────── ※11 減損損失 

当連結会計年度において、ＴＦＪグループは以下

の資産について減損損失を計上しました。 

ＴＦＪグループは、継続的に損益を把握している

事業部門を単位として資産のグルーピングを行っ

ています。また、事業の用に供していない遊休資

産等については個別に取り扱っています。 

当連結会計年度において、遊休状態にあると認め

られ今後の利用見込みがない資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（416百万円)として特別損失に計上しまし

た。 

回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、原則として、不動産鑑定評価またはそれに準

ずる方法により算定し、売却や他の転用が困難な

資産については零としています。 

また事業用資産につきましては、合成繊維分野に

おける市況の低迷等により、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,078百

万円）として特別損失に計上しました。 

回収可能価額は使用価値により測定しており、将

来キャッシュ・フローを５％で割り引いて算定し

ています。  

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

石川県 
加賀市 

遊休 
建物、 
機械装置 
等 

   416

愛媛県 
松山市他 

合成繊維 
設備 

建物、 
機械装置 
等 

  3,078



（リース取引関係）（ＴＦＪ） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 
及び運搬具 

897 333 564 

その他の 
有形固定資産 

52 26 25 

合計 949 360 589 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 
及び運搬具 

897 400 496

その他の 
有形固定資産 

53 38 15

合計 950 439 511

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 76百万円

１年超 512 〃 

合計 589 〃 

１年以内 60百万円

１年超  451  〃 

合計 511 〃 

（注） 未経過リース料期末残高が連結会社の有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しています。 

（注）        同左 

３ 支払リース及び減価償却費相当額 ３ 支払リース及び減価償却費相当額 

支払リース料 77百万円

減価償却費相当額 77 〃 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78 〃 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

  

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

            同左 

  

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しています。 



（有価証券関係）（ＴＦＪ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 1,743 7,850 6,107 

小計 1,743 7,850 6,107 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 － － － 

小計 － － － 

合計 1,743 7,850 6,107 

(1）売却額 5百万円 

(2）売却益の合計額 0 〃 

(3）売却損の合計額 － 

非上場株式 1,488百万円 

その他 29 〃 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 2,243 11,948 9,704 

小計 2,243 11,948 9,704 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 53 49 △4 

小計 53 49 △4 

合計 2,297 11,997 9,700 

(1）売却額 6百万円 

(2）売却益の合計額 －  

(3）売却損の合計額          10百万円 

非上場株式 1,527百万円 

その他 27 〃 



（デリバティブ取引関係）（ＴＦＪ） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

 前連結会計年度末（平成17年３月31日）及び当連結会計年度末（平成18年３月31日）において、該

当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては注記の対象から除いています。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容及び利用目的等 

ＴＦＪグループは、為替リスクを管理する目的でデ

リバティブ取引を行っています。ＴＦＪグループが

行っているデリバティブ取引は先物為替予約であ

り、外貨建輸出債権・輸入債務の為替リスクのヘッ

ジのために利用しています。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っています。 

１ 取引の内容及び利用目的等 

同左 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象   

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

為替予約   外貨建営業債権債務及び

外貨建予定取引 

 

(2）ヘッジ方針 

ＴＦＪの親会社である帝人㈱が定めた「グループ

財務規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジし

ています。 

  

  

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効性の判定時点

までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額

等を基礎として判定しています。 

  

  

２ 取引に対する取り組み方針 

ＴＦＪグループは、実需原則を遵守し、投機目的や

トレーディング目的のためにデリバティブ取引は行

いません。 

２ 取引に対する取り組み方針 

同左 

３ 取引に係るリスクの内容 

ＴＦＪグループが利用している先物為替予約は、為

替相場の変動によるリスクを有しています。また、

ＴＦＪグループのデリバティブ取引の契約先はいず

れも信用度の高い銀行、証券会社であるため、契約

先の債務不履行によるリスクはほとんどないと認識

しています。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスク管理体制 

ＴＦＪグループでは、上記のデリバティブ取引は、

社内権限規程に基づき実施しており、毎決算終了後

に取締役会に対してデリバティブ取引の実績報告を

行っています。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係）（ＴＦＪ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＦＪ及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

また、ＴＦＪにおいて、退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＦＪは、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４月

１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移行しま

した。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し

ました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金91百万円を支払っています。 

２ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △24,278百万円

ロ 年金資産 20,043 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 4,235 〃 

ニ 未認識年金資産 △ 2,040 〃 

ホ 未認識数理計算上の差異 3,479 〃 

ヘ 未認識過去勤務債務 △ 1,142 〃 

ト 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 3,938 〃 

チ 前払年金費用 441 〃 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △ 4,379 〃 

イ 勤務費用 （注２） 581百万円

ロ 利息費用 558 〃 

ハ 期待運用収益 △  366 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 429 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △  103 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 1,099 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

 ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＦＪ及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

また、ＴＦＪにおいて、退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＦＪは、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４月

１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移行しま

した。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し

ました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金23百万円を支払っています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △23,266百万円

ロ 年金資産 25,989 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 2,722 〃 

ニ 未認識数理計算上の差異 △ 5,039 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 △ 1,038 〃 

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 3,335 〃 

ト 前払年金費用 715 〃 

チ 退職給付引当金（へ－ト） △ 4,070 〃 

イ 勤務費用 （注２） 569百万円

ロ 利息費用 412 〃 

ハ 期待運用収益 △   362 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 251 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   103 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 767 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

 ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



（税効果会計関係）（ＴＦＪ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与一時金 574百万円

固定資産税 43 〃 

公害賦課金 203 〃 

未払事業税 21 〃 

製品評価減 107 〃 

貸倒引当金（短期） 15 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 0 〃 

その他 40 〃 

繰延税金資産 合計 1,005 〃 

繰延税金負債との相殺 △    0 〃 

繰延税金資産の純額 1,005 〃 

    

繰延税金負債  

その他 △    0百万円

繰延税金負債 合計 △    0 〃 

繰延税金資産との相殺 0 〃 

繰延税金負債の純額 △    0 〃 

繰延税金資産  

賞与一時金 610百万円

固定資産税 39 〃 

公害賦課金 200 〃 

未払事業税 15 〃 

製品評価減 143 〃 

貸倒引当金（短期） 1 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 22 〃 

その他 44 〃 

繰延税金資産 小計 1,078 〃 

評価性引当額  △  238 〃 

繰延税金資産 合計 839  〃 

繰延税金負債との相殺 △    0 〃 

繰延税金資産の純額 839 〃 

    

繰延税金負債  

その他 △   0百万円

繰延税金負債 合計 △    0 〃 

繰延税金資産との相殺 0 〃 

繰延税金負債の純額 － 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 2,226百万円

役員退職慰労引当金 33 〃 

繰越欠損金 428 〃 

投資有価証券評価損 256 〃 

その他 438 〃 

繰延税金資産 小計 3,383 〃 

評価性引当額 △  196 〃 

繰延税金資産 合計 3,187 〃 

繰延税金負債との相殺 △2,372 〃 

繰延税金資産の純額 814 〃 

    

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △  685百万円

その他有価証券評価差額金 △2,417 〃 

子会社時価評価差額 △1,042 〃 

その他 △   43 〃 

繰延税金負債 合計 △4,188 〃 

繰延税金資産との相殺 2,372 〃 

繰延税金負債の純額 △1,815 〃 

繰延税金資産  

退職給付引当金 2,260百万円

役員退職慰労引当金 53 〃 

繰越欠損金 1,788 〃 

投資有価証券評価損 425 〃 

減損損失累計額 1,311  〃 

その他 344 〃 

繰延税金資産 小計 6,183 〃 

評価性引当額 △2,978 〃 

繰延税金資産 合計 3,205 〃 

繰延税金負債との相殺 △3,150 〃 

繰延税金資産の純額 55 〃 

    

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △  616 〃 

その他有価証券評価差額金 △3,912 〃 

子会社時価評価差額 △1,049 〃 

その他 △   29 〃 

繰延税金負債 合計 △5,608 〃 

繰延税金資産との相殺 3,150 〃 

繰延税金負債の純額 △2,458 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失のため、記載を省略してい

ます。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳    

同左  



次へ  



（セグメント情報）（ＴＦＪ） 

事業の種類別セグメント情報（ＴＦＪ） 

  ＴＦＪグループは、衣料繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はあ

りません。そのため前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計

年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）ともに事業の種類別セグメント情報については

記載を省略しています。 

所在地別セグメント情報（ＴＦＪ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日）ともに本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店

はないため、該当事項はありません。 

海外売上高（ＴＦＪ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日）ともに海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略

しています。 



（関連当事者との取引）（ＴＦＪ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での借入、返済を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 短期の借入について、借入金利は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＦＪを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 一般取引先と同様に、ＮＩ帝人商事㈱との交渉の上決定しています。 

３ 帝人デュポンフィルム㈱との交渉の上締結した契約にもとづいて決定しています。 

４ 帝人化成㈱との交渉の上締結した契約にもとづいて決定しています。 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事
業の内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接 100 

土地等の賃 

借、商標権等 

使用許諾、資 

金の借入等 

運転資金の

借入(注１) 
536 短期借入金 26,927 

利息の支払 

（注２） 
309 － － 

債務保証 

（注３） 
130,491 － － 

属性 会社名 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事
業の内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

ＮＩ帝人

商事㈱ 

大阪市 

中央区 
2,000 

繊維製品

等の販売 
－ 製品の販売 

製品の販売 

（注２） 
10,965 売掛金 2,595 

帝人デュ

ポンフィ

ルム㈱ 

東京都 

千代田区 
10,010 

ポリエス

テルフィ

ルムの製

造・販売 

－ 原料の販売 
原料の販売 

（注３） 
12,319 売掛金 2,389 

帝人化成

㈱ 

東京都 

千代田区 

  

2,149 

合成樹脂

及び燻蒸

剤等の製

造・販売 

－ 原料の販売 
原料の販売 

（注４） 
14,110 売掛金 2,752 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での借入、返済を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 短期の借入について、借入金利は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＦＪを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 一般取引先と同様に、ＮＩ帝人商事㈱との交渉の上決定しています。 

３ 帝人デュポンフィルム㈱との交渉の上締結した契約にもとづいて決定しています。 

４ 帝人化成㈱との交渉の上締結した契約にもとづいて決定しています。 

属性 会社名 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事
業の内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接 100 

土地等の賃 

借、商標権等 

使用許諾、資 

金の借入等 

運転資金の

借入(注１) 
△349 短期借入金 26,577 

利息の支払 

（注２） 
321 － －

債務保証 

（注３） 
170,980 － －

属性 会社名 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事
業の内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

ＮＩ帝人

商事㈱ 

大阪市 

中央区 
2,000 

繊維製品

等の販売 
－ 製品の販売 

製品の販売 

（注２） 
9,768 売掛金 2,408 

帝人デュ

ポンフィ

ルム㈱ 

東京都 

千代田区 
10,010 

ポリエス

テルフィ

ルムの製

造・販売 

－ 原料の販売 
原料の販売 

（注３） 
12,890 売掛金 2,739 

帝人化成

㈱ 

東京都 

千代田区 
2,149 

合成樹脂

等の製

造・販売 

－ 原料の販売 
原料の販売 

（注４） 
17,370 売掛金 1,132 



（１株当たり情報）（ＴＦＪ） 

（重要な後発事象）（ＴＦＪ） 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 71,395千円 62,926千円 

１株当たり当期純損失（△） △1,651千円 △12,581千円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
－ －  

 （注）１ 

当連結会計年度における潜在株式調

整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上さ

れており、また潜在株式が存在しな

いため記載していません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 
当期純損失（△） △883百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る 

当期純損失（△） 
△883百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
535株 

当期純損失（△） △6,730百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
  － 

普通株式に係る 

当期純損失（△） 
△6,730百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
535株 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 連結附属明細表（ＴＦＪ） 

（社債明細表）（ＴＦＪ） 

 該当事項はありません。 

（借入金等明細表）（ＴＦＪ） 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

(2）その他（ＴＦＪ） 

 該当事項はありません。 

次へ  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 29,193 30,088 1.3 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 473 1,262 1.2 － 

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 3,934 2,672 1.8 
最終返済期限： 

平成25年３月 

合計 33,601 34,022 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 562 1,562 162 162 



② 財務諸表等（ＴＦＪ） 

(1）財務諸表（ＴＦＪ） 

① 貸借対照表（ＴＦＪ） 

第４期 
（平成17年３月31日） 

第５期 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 161 89 

２ 受取手形 ※３ 1,098 857 

３ 売掛金 ※３ 27,254 27,029 

４ 製品 9,951 9,238 

５ 原材料 4,676 4,886 

６ 仕掛品 2,947 2,969 

７ 貯蔵品 824 961 

８ 前払費用 29 57 

９ 繰延税金資産 787 604 

10 短期貸付金 575 250 

11 未収入金 ※３ 2,341 3,318 

12 その他の流動資産 97 65 

13 貸倒引当金 △43 △44 

流動資産合計 50,703 53.6 50,282 54.3 

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 
※１ 

※２ 

(1) 建物 3,285 2,511 

(2) 構築物 1,495 1,356 

(3) 機械装置 23,643 18,464 

(4) 船舶 1 0 

(5) 車輌運搬具 44 31 

(6) 工具器具備品 232 252 

(7) 土地 1,387 1,387 

(8) 建設仮勘定 654 1,079 

有形固定資産合計 30,744 32.5 25,083 27.2 

２ 無形固定資産 

(1) 特許権 3 2 

(2) ソフトウェア 694 254 

(3) その他の無形固定資産 26 24 

無形固定資産合計 724 0.8 281 0.3 

３ 投資その他の資産 

(1) 投資有価証券 9,369 13,515 

(2) 関係会社株式 2,334 2,084 

(3) 出資金 104 103 

(4) 関係会社出資金 － 112 

(5) 長期貸付金  － 300 

(6) 破産債権・更生債権等 127 127 

(7) 長期前払費用 65 43 

(8) 前払年金費用 441 659 

(9) その他の 

 投資その他の資産 
    1     1   

(10) 貸倒引当金 △72 △72 

投資その他の資産合計 12,371 13.1 16,874 18.2 

固定資産合計 43,840 46.4 42,239 45.7 

資産合計 94,544 100.0 92,522 100.0 

 



次へ  

第４期 
（平成17年３月31日） 

第５期 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１ 支払手形   24     34   

２ 買掛金   15,329     18,262   

３ 関係会社短期借入金   26,927     26,577   

４ １年内返済長期借入金   113     122   

５ 未払金 ※３   6,236     5,195   

６ 未払法人税等   120     67   

７ 未払費用   1,882     1,934   

８ 前受金   6     6   

９ 預り金   722     665   

10 前受収益   0     0   

11 固定資産購入未払金   1,920     1,723   

流動負債合計   53,284 56.4   54,589 59.0 

Ⅱ 固定負債             

１ 長期借入金   834     712   

２ 繰延税金負債   772     2,078   

３ 退職給付引当金   1,767     1,677   

４ 役員退職慰労引当金   45     77   

５ 長期預り金   1,045     803   

固定負債合計   4,465 4.7   5,347 5.8 

負債合計   57,750 61.1   59,937 64.8 

    

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※５   12,025 12.7   12,025 13.0 

Ⅱ 資本剰余金             

資本準備金   25,214     25,214   

資本剰余金合計   25,214 26.6   25,214 27.2 

Ⅲ 利益剰余金             

１ 任意積立金             

特別償却積立金 82 82   60 60   

２ 当期未処理損失（△）   △4,080     △10,451   

利益剰余金合計   △3,997 △4.2   △10,390 △11.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※７   3,551 3.8   5,735 6.2 

資本合計   36,793 38.9   32,584 35.2 

負債資本合計   94,544 100.0   92,522 100.0 



② 損益計算書（ＴＦＪ） 

   
第４期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

売上高     126,135 100.0   128,789 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２             

１ 期首製品たな卸高   8,705     9,951     

２ 当期製品製造原価   107,769     108,856     

３ 当期製品仕入高   10,651     10,567     

合計   127,126     129,375     

４ 製品他勘定振替高 ※１ 988     228     

５ 期末製品たな卸高   9,951 116,186 92.1 9,238 119,909 93.1 

売上総利益     9,948 7.9   8,880 6.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※３ 

※４ 
  10,400 8.2   11,117 8.6 

営業損失（△）     △452 △0.3   △2,237 △1.7 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   165     61     

２ 受取配当金   31     190     

３ 雑益 ※５ 244 440 0.3 157 408 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息 ※５ 314     327     

２ 雑損  ※５  403 717 0.6 249 576 0.5 

経常損失（△）     △729 △0.6   △2,405 △1.9 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※６ 1 1 0.0 0 0 0.0 

     

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※７ 83     29     

２ 投資有価証券評価損   15     58     

３ 関係会社株式評価損   689     249     

４  投資有価証券売却損   －     10     

５ 災害損失 ※８ 206     －     

６ 環境対策費用 ※９ －     72     

７ 異常操業損失 ※10 1,346     1,421     

８ 減損損失  ※11 － 2,341 1.8 3,078 4,922 3.8 

税引前当期純損失(△)     △3,069 △2.4   △7,326 △5.7 

法人税、住民税及び 

事業税 
  105     △936     

法人税等調整額   △876 △771 △0.6 2 △934 △0.7 

当期純損失（△）     △2,298 △1.8   △6,392 △5.0 

前期繰越損失（△）     △1,781     △4,058   

当期未処理損失（△）     △4,080     △10,451   



③ 損失処理計算書（ＴＦＪ） 

 （注） 特別償却積立金は租税特別措置法に基づくものであり、税効果の影響額を控除した額で計上しています。 

次へ  

株主総会承認年月日   
第４期 

（平成17年６月16日） 
第５期 

（平成18年６月21日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処理損失       4,080     10,451 

Ⅱ 任意積立金取崩額               

特別償却積立金取崩額     21 21   20 20 

Ⅲ 次期繰越損失       4,058     10,431 



重要な会計方針（ＴＦＪ） 

項目 
第４期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

イ 製品  総平均法による低価基準 

ロ 原材料      〃 

ハ 仕掛品      〃 

ニ 貯蔵品      〃 

イ 製品    同左 

ロ 原材料   同左 

ハ 仕掛品   同左 

ニ 貯蔵品   同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
第４期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により費

用処理することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法によ

り翌期から費用処理することとして

います。 

ロ 退職給付引当金 

同左 

 ハ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当期末におけるＴＦＪ内規に基

づく基準額相当額に達するまでの額

を繰入計上しています。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。

なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建営業債権債務

及び外貨建予定取引

 ハ ヘッジ方針 

ＴＦＪの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

為替変動リスクをヘッジしていま

す。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



会計処理の変更（ＴＦＪ） 

項目 
第４期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

います。     

イ 消費税等の会計処理は税抜方式によ  

っています。 

  ロ 当期より、帝人㈱を連結納税親会社

とする連結納税主体の連結納税子会

社として、連結納税制度を適用して

います。  

第４期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ―――――― （退職給付に係る会計基準） 

当期より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用しています。これにより営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失は169百万円減少していま

す。  

  

   （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

ます。これにより税引前当期純損失が3,078百万円増加

しています。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表 

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してい 

ます。 



注記事項（ＴＦＪ） 

（貸借対照表関係）（ＴＦＪ） 

第４期 
（平成17年３月31日） 

第５期 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

40,226百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

46,843百万円です。 

※２ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額80百万円を控除

しています。 

※２ 国庫補助金等により取得した有形固定資産の取得

価額から税法に基づく圧縮累計額80百万円を控除

しています。 

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

受取手形及び売掛金 1,081百万円

未払金 967 〃 

売掛金 983百万円

未収入金  1,275 〃 

未払金 822 〃 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＦＪを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＦＪを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※５ 授権株式数 普通株式 2,000株 ※５ 授権株式数 普通株式 2,000株

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

発行済株式総数 普通株式 535株 発行済株式総数 普通株式 535株

 ６ 資本の欠損の額は3,997百万円です。  ６ 資本の欠損の額は10,390百万円です。 

※７ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が

3,551百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 

※７ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が  

5,735百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 



（損益計算書関係）（ＴＦＪ） 

第４期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 主として、宣伝、見本、研究費等自己消費による

払出高です。 

※１ 主として、宣伝、見本、研究費等自己消費による

払出高です。 

※２ 売上原価には低価基準による製品評価減の金額が

下記のとおり含まれています。 

※２ 売上原価には低価基準による製品評価減の金額が

下記のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △219百万円

当期製品評価減 228 〃 

前期製品評価減戻入 △228百万円

当期製品評価減 286 〃 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は50％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

50％です。 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は50％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

50％です。 

主要な費目及び金額 主要な費目及び金額 

運賃諸掛 2,750百万円

給料・賃金 1,453 〃 

退職給付費用 278 〃 

減価償却費 403 〃 

研究開発費 2,296 〃 

運賃諸掛 2,792百万円

給料・賃金 1,481 〃 

退職給付費用 177 〃 

減価償却費 407 〃 

研究開発費 2,163 〃 

雑費  1,108 〃 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、2,296百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、2,163百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※５ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

※５ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

雑益 33百万円

支払利息 309 〃 

雑益 23百万円

支払利息 321 〃 

雑損 58 〃 

※６ 工具器具備品等の売却益です。 ※６ 機械装置の売却益です。 

※７ 機械装置廃却損59百万円を含む固定資産処分損で

す。 

※７ 機械装置廃却損13百万円を含む固定資産処分損で

す。 

※８ 台風及び北陸集中豪雨の被害により、販売不能と

なった、たな卸資産の処分損等です。 

※８         ―――――― 

※９         ―――――― ※９ 石綿対策費用です。 

※10 「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル設備におい

て設備完成後、操業安定化までに発生した経費等で

す。 

※10 設備稼働率が低下した為に発生した異常操業経費

です。 

※11        ―――――― ※11 減損損失 

当事業年度において、ＴＦＪは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

ＴＦＪは、継続的に損益を把握している事業部門を

単位として資産のグルーピングを行っています。 

当期において、事業用資産につきましては、合成繊

維分野における市況の低迷等により、帳簿価格を回

収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（3,078百万円）として特別損失に計上しました。 

回収可能価額は使用価値より測定しており、将来キ

ャッシュ・フローを５％で割り引いて算定していま

す。 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円) 

愛媛県 
松山市他 

合成繊維 
設備 

建物、 
機械装置等 

3,078 



次へ  



（リース取引関係）（ＴＦＪ） 

（有価証券関係）（ＴＦＪ） 

第４期（平成17年３月31日現在）及び第５期（平成18年３月31日現在）のいずれにおいても、子会社株式

及び関連会社株式で、市場価格のあるものはありません。 

第４期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械装置 594 268 326 

工具器具備品 23 11 12 

合計 617 279 338 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械装置 594 306 287

工具器具備品 23 15 7

合計 617 322 295

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 43百万円

１年超 295 〃 

合計 338 〃 

１年以内 40百万円

１年超 254 〃 

合計 295 〃 

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定していま

す。 

（注）        同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43 〃 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しています。 



（税効果会計関係）（ＴＦＪ） 

第４期 
（平成17年３月31日） 

第５期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与一時金 365百万円

公害賦課金 203 〃 

製品評価減 106 〃 

その他 111 〃 

繰延税金資産 合計 787 〃 

繰延税金資産  

賞与一時金 385百万円

公害賦課金 200 〃 

製品評価減 133 〃 

その他 96 〃 

繰延税金資産 小計  815  〃 

評価性引当額 △  211  〃 

繰延税金資産 合計 604 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,446百万円

投資有価証券評価損 613 〃 

その他 298 〃 

繰延税金資産 合計 2,358 〃 

繰延税金負債との相殺 △2,358 〃 

繰延税金資産の純額 － 

    

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △671百万円

その他有価証券評価差額金 △2,417 〃 

その他 △41 〃 

繰延税金負債 合計 △3,130 〃 

繰延税金資産との相殺 2,358 〃 

繰延税金負債の純額 △772 〃 

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,306百万円

投資有価証券評価損 717 〃 

減損損失累計額   1,185 〃 

繰越欠損金 534 〃 

その他 78 〃 

繰延税金資産 小計  3,822  〃 

評価性引当額  △1,386  〃 

繰延税金資産 合計 2,435 〃 

繰延税金負債との相殺 △2,435 〃 

繰延税金資産の純額 － 

    

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △  581百万円

その他有価証券評価差額金 △3,904 〃 

その他 △   27 〃 

繰延税金負債 合計 △4,513 〃 

繰延税金資産との相殺 2,435 〃 

繰延税金負債の純額 △2,078 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

税引前当期純損失のため、記載を省略しています。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳    

同左 



（１株当たり情報）（ＴＦＪ） 

（重要な後発事象）（ＴＦＪ） 

  
第４期 

（平成17年３月31日） 
第５期 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 68,773千円 60,906千円 

１株当たり当期純損失（△） △4,297千円 △11,949千円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
－  － 

 （注）１ 

当事業年度における潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失が計上されて

おり、また潜在株式が存在しないた

め記載していません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 
当期純損失（△） △2,298百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る 

当期純損失（△）
△2,298百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
535株 

当期純損失（△） △6,392百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る 

当期純損失（△） 
△6,392百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
535株 

第４期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第５期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 附属明細表（ＴＦＪ） 

有価証券明細表（ＴＦＪ） 

（株式） 

次へ  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

㈱ワコール 1,838,225 2,941 

㈱オンワード樫山 1,238,000 2,575 

セーレン㈱ 1,155,235 2,206 

P.T. NIKAWA TEXTILE INDUSTRY 7,500 881 

SK CHEMICALS CO, LTD 187,766 802 

㈱川島織物 2,268,249 689 

青山商事㈱ 154,900 587 

㈱ヤクルト本社 130,680 369 

帝国繊維㈱ 552,040 358 

㈱デサント 500,000 332 

蝶理㈱ 943,098 329 

㈱自重堂 217,980 249 

ＣＨＯＹＡ㈱ 616,800 221 

寿屋フロンテ㈱ 300,000 150 

その他（34銘柄） 3,003,033 822 

計 13,113,506 13,515 



有形固定資産等明細表（ＴＦＪ） 

 （注）１ 当期増加額の主なものは次のとおりです。 

２ 当期減少額欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額です。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価 
償却累計額 
または 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 10,884 112 
688 

 (685)
10,308 7,796 200 2,511 

構築物 2,818 18 － 2,837 1,481 158 1,356 

機械装置 54,460 3,155 
2,192 

 (2,147)
55,423 36,959 6,178 18,464 

船舶 6 － － 6 5 0 0 

車輌運搬具 63 4 2 65 33 16 31 

工具器具備品 695 137  819 567 116 252 

土地 1,387 － － 1,387 － － 1,387 

建設仮勘定 654 4,036 3,610 1,079 － － 1,079 

有形固定資産計 70,970 7,464 
6,508 

(2,832)
71,927 46,843 6,670 25,083 

無形固定資産               

特許権 6 0 － 7 4 0 2 

商標権 0 － － 0 0 － － 

ソフトウェア 1,757 113 
246 

 (246)
1,625 1,370 306 254 

その他の無形固定資産 30 － 0 29 5 1 24 

無形固定資産計 1,795 114 
247 

 (246)
1,662 1,381 309 281 

長期前払費用 104 33 41 96 53 14 43 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 摘要 
金額 

（百万円） 

機械装置 
１０２ＳＭフレークス紡糸化工事 

動力制御装置近代化工事 

206 

194 

建設仮勘定 
発電設備バイオマス燃料化工事 

１０２ＳＭフレークス紡糸化工事 

320 

194 

ソフトウェア 
繊維業務システム再構築（第一ステップ） 

繊維業務システム再構築（第二ステップ） 

76 

10 



資本金等明細表（ＴＦＪ） 

 （注） 任意積立金の増減の原因は、すべて前期決算の利益処分によるものです。 

引当金明細表（ＴＦＪ） 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の金額は、一般債権に対する引当金の洗替による戻入額です。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 12,025 － － 12,025 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (  535) (  －) (  －) (  535)

普通株式 （百万円） 12,025 － － 12,025 

計 （株） (  535) (  －) (  －) (  535)

計 （百万円） 12,025 － － 12,025 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 25,214 － － 25,214 

計 （百万円） 25,214 － － 25,214 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） － － － － 

任意積立金           

特別償却積立金 （百万円） 82 － 21 60 

計 （百万円） 82 － 21 60 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 115 44 － 43 116 

役員退職慰労引当金 45 31 － － 77 



(2）主な資産及び負債の内容（ＴＦＪ） 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

受取手形期日別内訳 

③ 売掛金 

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生の売掛金は消費税等を含んでいます。 

④ 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

内訳 金額（百万円） 

現金 0 

当座預金・普通預金 88 

合計 89 

相手先 金額（百万円） 

新陽㈱ 117 

丸佐㈱ 66 

川村㈱ 58 

一村産業㈱ 50 

メルクロス㈱ 40 

その他 523 

合計 857 

平成18年４月に期日到来するもの 439百万円

  〃  ５月    〃 321 〃 

  〃  ６月    〃 91 〃 

  〃  ７月    〃 4 〃 

計 857 〃 

相手先 金額（百万円） 

帝人デュポンフィルム㈱ 2,739 

ＮＩ帝人商事㈱ 2,408 

三井化学㈱ 2,076 

伊藤忠商事㈱ 1,769 

三菱商事㈱ 1,663 

その他 16,371 

合計 27,029 

期間 
前期繰越高Ａ 
（百万円） 

発生額Ｂ 
（百万円） 

回収高Ｃ 
（百万円） 

当期末残高Ｄ
（百万円） 

回収率（％） 
Ｃ

×100 
Ａ＋Ｂ 

滞留日数 
（日） 
Ａ＋Ｄ
2 
Ｂ 
365

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
27,254 135,379 135,604 27,029 83.4 73 

科目 内訳 金額（百万円） 科目 内訳 金額（百万円） 

製品 
‘テトロン®' 等 9,238 

仕掛品 
‘テトロン®' 等 2,969 

計 9,238 計 2,969 

原材料 

‘テトロン®' 原料 4,355 

貯蔵品 

補修材料 653 

燃料 530 生産比例材料 29 

  試版品 115 

  その他 163 

計 4,886 計 961 



Ⅱ 流動負債 

① 支払手形 

支払手形期日別内訳 

② 買掛金 

③ 関係会社短期借入金 

④ 未払金 

(3）その他（ＴＦＪ） 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

住重機器システム㈱ 6 

新川電機㈱ 4 

文化貿易工業㈱ 4 

FAR EASTERN TEXTILE LTD. 3 

日泉ポリテック㈱ 3 

その他 12 

合計 34 

平成18年４月に期日到来するもの 3百万円

 〃  ５月    〃 12 〃 

 〃  ６月    〃 5 〃 

 〃  ７月以降  〃 14 〃 

計 34 〃 

相手先 金額（百万円） 

三菱商事㈱ 4,601 

三井物産㈱ 2,298 

新日鐵化学㈱ 1,429 

三井化学㈱ 1,411 

丸善石油化学㈱ 1,391 

その他 7,130 

合計 18,262 

相手先 金額（百万円） 

帝人㈱ 26,577 

合計 26,577 

内訳 金額（百万円） 

補修費 1,715 

運賃 367 

リベート 93 

ボビン保証金 27 

業務委託料・経費他 2,991 

合計 5,195 



【帝人テクノプロダクツ㈱に関する事項】 

(1）会社名・代表者の役職氏名及び本店所在の場所 

(2）企業の概況（ＴＴＰ） 

① 主要な経営指標等の推移（ＴＴＰ） 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 第１期は子会社が存在しなかったため、連結財務諸表は作成していません。 

４ 連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

５ 株価収益率は、ＴＴＰ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

６ 連結キャッシュ・フローに係る事項については、記載を省略しています。 

７ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

会社名 帝人テクノプロダクツ株式会社（以下「ＴＴＰ」） 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  亀井 範雄 

本店の所在の場所 大阪府大阪市中央区南本町一丁目６番７号 

回次 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 40,178 42,349 44,693 

経常利益 (百万円) 1,426 1,376 2,534 

当期純利益 (百万円) 540 932 263 

純資産額 (百万円) 17,230 18,219 18,197 

総資産額 (百万円) 30,028 33,283 35,725 

１株当たり純資産額 （千円） 3,446 3,643 3,639 

１株当たり当期純利益 （千円） 108 186 52 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（千円） － － － 

自己資本比率 （％） 57.4 54.7 50.9 

自己資本利益率 （％） 3.1 5.3 1.4 

株価収益率 （倍） － － － 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

771 

(99) 

778 

(164) 

778 

(167) 



(2）ＴＴＰの経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

４ 株価収益率は、ＴＴＰ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

５ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 30,629 32,134 34,250 

経常利益 (百万円) 1,209 1,552 2,337 

当期純利益 (百万円) 378 1,152 1,270 

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 

発行済株式総数 （株） 5,000 5,000 5,000 

純資産額 (百万円) 17,127 18,270 19,170 

総資産額 (百万円) 25,133 25,709 28,163 

１株当たり純資産額 （千円） 3,425 3,654 3,834 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（円） 

53,200 

(－) 

124,800 

(－) 

243,600 

(－) 

１株当たり当期純利益 （千円） 75 230 254 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（千円） － － － 

自己資本比率 （％） 68.1 71.1 68.1 

自己資本利益率 （％） 2.2 6.5 6.6 

株価収益率 （倍） － － － 

配当性向 （％） 70.3 54.1 95.9 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

370 

(18) 

360 

(79) 

354 

(86) 



② 沿革（ＴＴＰ） 

 （注）１ 関係会社の名称については、平成18年３月末現在で表示しています。 

    ２ 平成18年４月１日に工業繊維事業を帝人ファイバー㈱に会社分割により、移管しています。 

年月 沿革 

 （帝人テクノプロダクツ㈱設立前の沿革） 

大正７年６月 帝国人造絹絲㈱設立 

昭和24年５月 帝国人造絹絲㈱が東京、大阪、名古屋各証券取引所に上場 

 〃 31年10月 帝国人造絹絲㈱岩国工場にてポリ塩化ビニル繊維‘テビロン®' の商業生産開始 

 〃 37年11月 帝国人造絹絲㈱が帝人㈱に社名変更 

 〃 39年９月 帝人㈱が繊維加工研究所を開設（現 大阪研究センター） 

 〃 46年３月 ユニオンタイヤコード㈱（現 連結子会社）設立 

 〃 55年４月 帝人㈱岩国工場にて難燃性メタ系アラミド繊維‘コーネックス®' の商業生産開始 

 〃 60年８月 島根藤倉工業㈱を設立 

 〃 62年９月 帝人㈱松山工場にて高強力パラ系アラミド繊維‘テクノーラ®' の商業生産開始 

 〃 63年８月 島根藤倉工業㈱をコードレ化成㈱（現 帝人コードレ㈱）に社名変更 

平成６年９月 米国デュポン社とメタ系アラミド紙の製造販売に関する合弁会社を日本と香港に設立 

 〃 10年６月 帝人モノフィラメント㈱（現 連結子会社）設立 

 〃 14年10月 帝人㈱のコードレ事業をコードレ化成㈱が分割承継し、帝人コードレ㈱に社名変更 

 〃 14年11月 帝人テクノプロダクツ㈱を新規設立 

    

 （帝人テクノプロダクツ㈱設立後の沿革） 

 〃 15年４月 親会社である帝人㈱の産業繊維事業を会社分割により承継し、営業を開始 



③ 事業の内容（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰの企業集団はＴＴＰ、子会社４社及び関連会社６社で構成されており、その事業は産業繊維分野にお

ける製品の製造・加工・販売等を中心としています。また、ＴＴＰは、持株会社である帝人㈱の100％子会社

であり、兄弟会社である帝人ファイバー㈱、ＮＩ帝人商事㈱及びTeijin Twaron B.V.のとの間で、製品・原料

の購入及び製品の販売を行っています。 

 なお、ＴＴＰグループは全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める

「産業繊維事業」の割合がいずれも90％を超えているため、すべて「産業繊維事業」としています。 

 ＴＴＰ、帝人モノフィラメント㈱（連結子会社）、及び関連会社２社は産業繊維（糸・綿・織編物等）の

製造・販売を行っています。ユニオンタイヤコード㈱等連結子会社２社、及び関連会社２社は紡績、織、

編、染等の繊維加工を行っています。帝人コードレ㈱（連結子会社）は人工皮革の製造・販売を行っていま

す。デュポン帝人アドバンスドペーパー㈱等関連会社２社はアラミド紙等の販売を行っています。 

 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 



④ 関係会社の状況（ＴＴＰ） 

 （注）※１：有価証券報告書を提出している会社です。 

※２：関係会社の名称及び議決権の所有割合については、平成18年３月末現在で表示しています。 

会社名 住所 資本金 
主要な 
事業の内容 

議決権の所有（被所有）割合 
関係内容 

直接所有 間接所有 

（親会社）  百万円  ％ ％  

※１ 

帝人㈱ 

大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 (100） (－) 

経営管理料を支払っている。 

設備を賃借している。 

債務保証を行っている。 

  

（連結子会社）       

ユニオンタイヤコード㈱ 
大阪市 

中央区 
75 

タイヤコード・

産業資材用撚糸

等の製織加工 

100 － 繊維を加工委託している。 

ユニセル㈱ 
山口県 

岩国市 
10 

不織布の製造・

販売 
－ 

100 

ユニオン 

タイヤコード㈱ 

原材料等を販売している。 

帝人モノフィラメント㈱ 
東京都 

港区 
100 

PETモノフィラ

メントの製造・

販売 

100 － 原料・製品を販売している。 

帝人コードレ㈱ 
島根県 

大田市 
100 

人工・合成皮革

の製造・販売 
100 － 経営管理料を徴収している。 

（持分法適用関連会社）       

㈱ハイボーン 
岐阜県 

羽島市 
50 

カーペットの染

色加工 
30.00 － 原料・製品を販売している。 

大塚高分子工業㈱ 

岐阜県 

不破郡 

関ヶ原町 

21 合成繊維の生産   

32.65 

ユニオン 

タイヤコード㈱ 

－ 

P.T.BRANTA MULIA 

TEIJIN INDONESIA 

Bogor 

INDONESIA 

百万Rp. 

34,429 

タイヤコード用

フィラメント製

造・販売 

30.00 － 原料・製品を販売している。 

Teijin Unitika 

Spunbond（Thailand） 

Co.,Ltd. 

Bangkok 

THAILAND 

千B. 

220,000 

スパンボンドの

製造・販売 
33.00 － 〃 

DuPont 

Teijin Advanced 

Papers（Asia）Limited 

Hong Kong 

CHINA 

千HK＄ 

8,000 
アラミド紙の販売 50.00 － － 

デュポン帝人 

アドバンスドペーパー㈱ 

東京都 

目黒区 

百万円 

1,000 

アラミド紙の製

造・販売 
50.00 － － 



⑤ 従業員の状況（ＴＴＰ） 

(1）連結会社の状況（ＴＴＰ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

３ ＴＴＰグループは、産業繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありませ

ん。そのため従業員数についても、すべて産業繊維事業として記載しています。 

(2）保証会社の状況（ＴＴＰ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

４ 従業員の多くは、帝人㈱（親会社）の持株会社制移行に伴い、平成15年４月１日付で帝人㈱より転籍してい

ます。そのため転籍者については、帝人㈱に入社した時点から平成18年３月31日現在までの通算の勤続年数

により平均勤続年数を算定し、記載しています。 

(3）労働組合の状況（ＴＴＰ） 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名） 

産業繊維事業 
778  

（ 167） 

合計 
778  

（ 167） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

354  

( 86） 
40.7 18.6 6,861 



(3）事業の状況（ＴＴＰ） 

① 業績等の概要（ＴＴＰ） 

(1）業績 

 平成17年度の世界経済は、米国経済が住宅市場の拡大に加え、企業業績改善等により成長が続いており、

中国経済も旺盛な設備投資需要、輸出の拡大等で力強い成長が続いています。一方、欧州経済は輸出の堅調

さに加え、内需も底堅く推移しました。また、日本経済は、設備投資の増加、雇用環境の改善、個人消費の

拡大等、内需に牽引される形で拡大基調を辿りました。しかし、原油の高止まりから来る景気減速要因によ

り経済環境は楽観できる状況にはありません。 

 こうした状況下、ＴＴＰは、帝人グループの「重点戦略事業」である産業繊維事業グループの中核会社と

して、ＴＴＰならびに傘下のグループ会社において、中期経営計画“WING 2003”の方針に基づき、収益力

の強化や徹底したコスト削減と事業体質強化策を推進してきました。 

 これらの結果、ＴＴＰグループの平成17年度の連結決算は、売上高が447億円（前期比5.5％増）、営業利

益は11億円（同68.5％増）、経常利益は25億円（同84.2％増）、また当期純利益は３億円（同71.8％減）と

なりました。 

 なお、ＴＴＰグループは、産業繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類は

ありません。そのため事業の種類別セグメント情報については記載を省略していますが、当該事業における

事業分野別の業績は次のとおりです。 

 

 アラミド繊維の「コーネックス®」はフィルター用途を中心に需要タイトが継続し、「テクノーラ®」も

フル生産・フル販売で順調な実績を残すことができました。「トワロン®」の国内販売は、自動車関連分野

や安全機能分野を中心に順調に拡大を続けており、特にアスベスト代替などの摩擦材用途が急増しました。

 ポリエステル工業繊維は、自動車関連用途中心に需要は好調でしたが、原燃料価格の高止まりにより採算

面では依然厳しい状況が続き、高機能分野の拡大とともに販売価格アップ等で収益改善に努めました。   

 ＴＴＰグループは、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セ

グメントの業績について記載すべき事項はありません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 記載を省略しています。 



② 生産、受注及び販売の状況（ＴＴＰ） 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ ＴＴＰグループは、産業繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありませ

ん。そのため生産実績についても、すべて産業繊維事業として記載しています。 

(2）受注実績 

 ＴＴＰ及び連結子会社の製品については見込み生産を行っているため、当連結会計年度において記載すべ

き受注実績はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ ＴＴＰグループは、産業繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありませ

ん。そのため販売実績についても、すべて産業繊維事業として記載しています。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

区分 生産高（百万円） 前期比（％） 

産業繊維事業 32,912  ＋2.3 

合計 32,912  ＋2.3 

区分 販売高（百万円） 前期比（％） 

産業繊維事業 44,693  ＋5.5 

合計 44,693  ＋5.5 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ＮＩ帝人商事㈱ 14,328 33.8 14,851 33.2 



③ 対処すべき課題（ＴＴＰ） 

 高機能繊維事業グループの中核会社として、事業運営面での強力なリーダーシップを発揮するとともに、

研究開発・新規事業探索・人財育成等の将来のための基盤強化を推進するほか、営業・生産・技術が一体と

なったソリューション・ビジネスを具体的に実行していきます。 

 研究開発については、成果達成のプロセスが明確な開発を推進するほか、重点テーマについては組織横断

的なプロジェクト・チームで取り組みます。 

④ 事業等のリスク（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰグループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対応することとしていますが、現在、ＴＴＰ

グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、これは

ＴＴＰグループが属する帝人グループ全体の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性がある事項です。

(1）競合・市況変動等にかかるもの 

 ＴＴＰグループは市況製品を展開しており、景気、他社との競合に伴う市場価格の変動、また為替、金利

といった相場の変動により事業業績が大きく左右される可能性があります。特に、景気や他社との競合とい

う観点からは、ＴＴＰグループの産業繊維事業のポリエステル工業繊維分野は売値及び原材料調達価格に関

し変動を受けやすい構造となっています。 

 為替という観点からは、一般に他の通貨に対する円高はＴＴＰグループの事業に悪影響を及ぼし、円安は

ＴＴＰグループに好影響をもたらします。 

(2）訴訟リスク 

 ＴＴＰグループが国内外で継続して事業活動を行う過程において、製造物責任（ＰＬ）、環境、労務、知

的財産権、その他に関し訴訟を提起された場合、ＴＴＰグループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

⑤ 経営上の重要な契約等（ＴＴＰ） 

 特記すべき事項はありません。 

⑥ 研究開発活動（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰグループでは、たゆまぬ研究開発活動が事業の持続的成長をもたらすと認識しており、積極的かつ効

率的な研究開発投資を行っています。 

 ＴＴＰにおいては、メタ系アラミド繊維で高性能消防服の開発や次世代革新製造技術の開発を、パラ系アラ

ミド繊維では新タイプ繊維の用途開発を進めています。また、電界紡糸を用いたナノファイバー成形による高

性能フィルター開発などナノテクノロジーを用いた高性能化・高機能化の研究も推進しています。 

 以上のような研究開発活動の結果、当連結会計年度の研究開発費は19億円でした。 

⑦ 財政状態及び経営成績の分析（ＴＴＰ） 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 ＴＴＰグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て作成しています。その作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用

の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績

等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性の存在により、これらの見積

りと異なる場合があります。 

 ＴＴＰグループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、(6）経理の状況（ＴＴＰ）の連結財務諸表

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重要な会計方針が連

結財務諸表作成における重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えています。 

① 貸倒引当金の計上基準 

 ＴＴＰグループでは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を繰入計上していま

す。将来、顧客の財務状況等が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が

発生する可能性があります。 



② たな卸資産の評価基準 

 ＴＴＰグループの販売する製品の価格は、市場相場変動の影響を強く受ける傾向にあるので、その評価

基準として主に低価法を採用しています。 

③ 投資有価証券の減損処理及び投資損失引当金の計上 

 ＴＴＰグループは、製造・販売等に係る取引会社及び関係会社の株式を保有しています。これらの株式

は、株式市場の価格変動リスクや、経営状態・財務状態の悪化による価値下落リスクを負っているため、

合理的な基準に基づき、投資有価証券の減損処理または投資損失引当金の計上を行っています。 

④ 繰延税金資産の回収可能性 

 ＴＴＰグループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積っていま

す。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するので、課税所得の見積額が減少し

た場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

(2）資金調達の状況 

 ＴＴＰグループは、当連結会計年度において帝人㈱ほかより短期・長期資金を調達しています。 

(3）経営成績の分析 

 平成17年度の世界経済は、米国経済が住宅市場の拡大に加え、企業業績改善等により成長が続いてお

り、中国経済も旺盛な設備投資需要、輸出の拡大等で力強い成長が続いています。一方、欧州経済は輸出

の堅調さに加え、内需も底堅く推移しました。また、日本経済は、設備投資の増加、雇用環境の改善、個

人消費の拡大等、内需に牽引される形で拡大基調を辿りました。しかし、原油の高止まりから来る景気減

速要因により経済環境は楽観できる状況にはありません。 

 こうした状況下、ＴＴＰグループの平成17年度の連結決算は、売上高が447億円（前期比5.5％増）、営

業利益は11億円（同68.5％増）、経常利益は25億円（同84.2％増）、また当期純利益は３億円（同71.8％

減）となりました。 



(4）設備の状況（ＴＴＰ） 

① 設備投資等の概要（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰグループでは、競争力強化のための増強工事や合理化投資を中心に、各社において積極的かつ合理的

な設備投資を実施しています。 

 当連結会計年度における設備投資実施額は29億円（長期前払費用、無形固定資産への投資含む）であり、こ

れらは産業繊維事業における合理化・省力化、能力維持等を目的としたものです。 

 なお、所要資金については、借入金及び自己資金によっています。 

② 主要な設備の状況（ＴＴＰ） 

(1）ＴＴＰ 

 （注）１ 上記金額には消費税等を含んでいません。 

２ 帝人㈱より賃借しています。 

(2）国内子会社 

 特記すべき事項はありません。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

③ 設備の新設、除却等の計画（ＴＴＰ） 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び 
運搬具 

土地 
（面積千㎡）

工具器具備品 合計 

岩国事業所 

（山口県岩国市） 

‘コーネックス®' 綿、 

‘テトロン®' 糸製造設備 
227 1,702 

－ 

（注３） 
31 1,961 121 

松山事業所 

（愛媛県松山市） 

‘テクノーラ®' 糸 
製造設備 

220 857 
－ 

（注３） 
17 1,095 81 



(5）保証会社の状況（ＴＴＰ） 

① 株式等の状況（ＴＴＰ） 

(1）株式の総数等（ＴＴＰ） 

① 株式の総数 

 （注） 定款での定めは次のとおりです。 

当会社の発行する株式の総数は5,000株とする。 

② 発行済株式 

(2）新株予約権等の状況（ＴＴＰ） 

 該当事項はありません。 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移（ＴＴＰ） 

 （注）１ 発起設立によるものです。 

２ 発行済株式の増加4,990株、資本金の増加額4,990百万円、資本準備金の増加額10,525百万円は平成15年４月

１日を分割期日とする帝人㈱との会社分割契約によるものです。 

３ 平成18年４月１日に、帝人ファイバー㈱との会社分割契約により、資本準備金が4,516百万円減少していま

す。 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 5,000株 

計 5,000株 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名または 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,000 5,000 非上場・非登録 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のないＴ

ＴＰにおける標準

となる株式 

計 5,000 5,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
(株) 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14年11月26日 

（注）１ 
10 10 10 10 － －

平成15年４月１日 

（注）２ 
4,990 5,000 4,990 5,000 10,525 10,525 



(4）所有者別状況（ＴＴＰ） 

 （注） 単元株制度は採用していません。 

(5）大株主の状況（ＴＴＰ） 

(6）議決権の状況（ＴＴＰ） 

① 発行済株式 

② 自己株式等 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 

個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 

所有株式数

（株） 
－ － － 5,000 － － － 5,000 

所有株式数 

の割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 

  平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

帝人㈱ 大阪市中央区南本町一丁目６番７号 5,000 100 

計 － 5,000 100 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     5,000 5,000 

権利内容に何ら限定のな

いＴＴＰにおける標準と

なる株式 

発行済株式総数 5,000 － － 

総株主の議決権 － 5,000 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ － － － － －

計 － － － － －



(7）ストックオプション制度の内容（ＴＴＰ） 

 該当事項はありません。 

② 自己株式の取得等の状況（ＴＴＰ） 

(1）定時総会決議または取締役会決議による自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

 該当事項はありません。 

(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

 該当事項はありません。 

③ 配当政策（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰは、関係会社からの配当収入が主な収益源である帝人㈱（親会社）の配当政策実現のために、帝人㈱

が示す配当基準に準拠し、配当を実施することを基本方針としています。同方針に基づき、期末配当は１株当

たり243,600円を実施することとしました。 

 なお、帝人㈱の配当政策については、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政策」をご参照くださ

い。 

④ 株価の推移（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰ株式は、証券取引所非上場・証券業協会非登録株式のため、該当事項はありません。 



⑤ 役員の状況（ＴＴＰ） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 
社長 

－ 亀井 範雄 昭和23年６月13日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年６月 同 工業繊維事業部長 

平成13年７月 Akra Teijin.S.A.de C.V.副社長 

（平成15年６月よ「Teijin Akra,  

 S.A de C.V.」に社名変更） 

平成14年４月 帝人グループ執行役員 

平成17年４月 帝人㈱産業繊維事業 

グループ長補佐 

平成17年６月 帝人グループ常務執行役員（現） 

兼 帝人㈱産業繊維グループ長 

兼 ＴＴＰ代表取締役社長（現） 

平成18年４月 帝人㈱高機能繊維事業グループ長

（現） 

取締役 
アラミド事業 
担当取締役 

古谷 宗興 昭和26年12月18日生

昭和50年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成14年１月 同 アラミド事業部門長補佐（国

内担当） 兼 アラミド事業部長 

平成15年４月 ＴＴＰ取締役（現） 兼  

帝人㈱産業繊維事業グループ 

アラミド事業統轄 兼  

アラミド事業部長  

平成18年４月 帝人㈱高機能繊維事業グループ 

アラミド事業統轄（現） 

取締役 

研究・開発担当
兼 

高機能繊維開発
推進室長 

城 和雄 昭和21年８月９日生

昭和44年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年４月 ヘキスト帝人ファイバー㈱ 

代表取締役社長 

（平成15年６月より「帝人モノフ

ィラメント㈱」に社名変更）  

平成13年６月 帝人グループモノフィラメント事

業部長 兼 帝人モノフィラメン

ト㈱代表取締役社長 

平成16年６月 帝人グループ執行役員（現） 兼 

Teijin Twaron B.V.副社長 

平成18年４月 高機能繊維事業グループＣＴＯ

(現) 兼 ＴＴＰ取締役（現）兼 

高機能繊維開発推進室長（現） 

取締役  －  森田 義一  昭和24年２月22日生 

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

 平成８年１月 同 勤労人勤部門 勤労部長 

 平成12年４月 

  

TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE 

PTE Ltd.社長 

平成15年４月 帝人グループ執行役員  

帝人㈱ ＣＨＯ（現）兼 ＣＨＯ

スタッフ室長（現）兼  

帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

代表取締役常務取締役（現） 兼 

人事総務部門長（現） 

 平成15年６月 帝人グループ常務執行役員 

 平成18年４月 ＴＴＰ取締役（現） 

 平成18年６月 帝人グループ専務執行役員（現） 

 



 （注） 監査役 元木敏雄、大方彬弘、及び余頃文昭は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

⑥ コーポレート・ガバナンスの状況（ＴＴＰ） 

 ＴＴＰグループは帝人グループのコーポレート・ガバナンスに沿って経営システムを確立し運営していま

す。なお、帝人グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況について

は、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ６ コーポレート・ガバナンスの状況」をご参照ください。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 － 元木 敏雄 昭和19年12月７日生

昭和44年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年４月 同 エンジニアリング研究所長 

平成14年６月 帝人グループ理事 

平成15年４月 帝人エンテック㈱取締役兼 

帝人㈱ＣＴＯスタッフ室 

（エンジニアリング担当） 

平成16年４月 帝人㈱ 監査役付 

平成16年６月 同 常勤監査役（現）兼 

ＴＴＰ常勤監査役（現） 

監査役 － 大方 彬弘 昭和17年８月３日生

昭和40年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成９年12月 同 管理部門長補佐 

（財務・経理担当） 

平成10年６月 同 取締役 

平成11年６月 同 常務執行役員 

平成12年６月 同 専務執行役員 

平成15年６月 同 常勤監査役（現）兼 

ＴＴＰ常勤監査役 

平成16年６月 ＴＴＰ監査役（現） 

監査役 － 余頃 文昭 昭和26年８月５日生

昭和50年４月 帝人㈱入社 

－平成13年12月 同 監査役付（現） 

平成15年４月 ＴＴＰ監査役（現） 

計 －



(6）経理の状況（ＴＴＰ） 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）ＴＴＰの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附

則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

(2）ＴＴＰの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第

２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

２ 監査証明について 

 ＴＴＰの連結財務諸表及び財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 



① 連結財務諸表等（ＴＴＰ） 

(1）連結財務諸表（ＴＴＰ） 

① 連結貸借対照表（ＴＴＰ） 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     169     168   

２ 受取手形及び売掛金     9,357     9,387   

３ たな卸資産     6,651     7,061   

４ 預け金      －     1,346   

５ 繰延税金資産     371     383   

６ その他の流動資産     1,237     1,321   

７ 貸倒引当金     △23     △14   

 流動資産合計     17,764 53.4   19,654 55.0 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1) 建物及び構築物     1,945     2,050   

(2) 機械装置及び運搬具     4,646     4,716   

(3) 土地     771     771   

(4) 建設仮勘定     2,136     1,379   

(5) その他の有形固定資産     219     202   

 有形固定資産合計     9,719 29.2   9,121 25.5 

２ 無形固定資産               

ソフトウェア等     87     100   

 無形固定資産合計     87 0.3   100 0.3 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※２   4,506     5,469   

(2) 前払年金費用     998     1,024   

(3) 繰延税金資産     －     124   

(3) その他の 

  投資その他の資産 
    214     235   

(4) 貸倒引当金     △7     △4   

 投資その他の資産合計     5,712 17.1   6,849 19.2 

 固定資産合計     15,519 46.6   16,071 45.0 

資産合計     33,283 100.0   35,725 100.0 

 



次へ  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     4,355     4,451   

２ 短期借入金     1,270     2,526   

３ １年内返済長期借入金     －     167   

４ 未払法人税等     358     266   

５ 未払費用     795     839   

６ 未払金     2,725     4,810   

７ その他の流動負債     1,571     609   

流動負債合計     11,077 33.3   13,669 38.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     1,850     2,024   

２ 退職給付引当金     734     727   

３ 役員退職慰労引当金     78     51   

４ 繰延税金負債     550     523   

５ 連結調整勘定     726     484   

６ その他の固定負債     47     47   

固定負債合計     3,987 12.0   3,858 10.8 

負債合計     15,064 45.3   17,528 49.1 

      

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※４   5,000 15.0   5,000 14.0 

Ⅱ 資本剰余金     10,525 31.6   10,525 29.4 

Ⅲ 利益剰余金     1,256 3.8   865 2.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,520 4.6   1,782 5.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △83 △0.3   23 0.1 

資本合計     18,219 54.7   18,197 50.9 

 負債及び資本合計     33,283 100.0   35,725 100.0 



② 連結損益計算書（ＴＴＰ） 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     42,349 100.0   44,693 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 

※３ 
  34,456 81.4   36,115 80.8 

売上総利益     7,893 18.6   8,577 19.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 

※３ 
  7,257 17.1   7,506 16.8 

営業利益     635 1.5   1,071 2.4 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   10     26     

２ 受取配当金   45     59     

３ 連結調整勘定償却額   242     242     

４ 持分法による投資利益   953     1,417     

５ 雑益   47 1,298 3.0 175 1,921 4.3 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   21     58     

２ 為替差損   －     235     

３ 雑損   536 558 1.3 164 458 1.0 

経常利益     1,376 3.2   2,534 5.7 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益   1     0     

２ 投資有価証券売却益   16     60     

３ 貸倒引当金戻入額   0     2     

４ その他の特別利益   7 25 0.1 24 88 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※４ 18     36     

２ 固定資産売却損   0     1     

３ 投資有価証券売却損   11     －     

４ 投資有価証券評価損   6     0     

５ 減損損失 ※５ －     1,826     

６ その他の特別損失   15 51 0.1 62 1,928 4.3 

税金等調整前当期純利益     1,350 3.2   694 1.6 

法人税、住民税及び 

事業税 
  637     765     

法人税等調整額   (△)219 417 1.0  (△)334 431 1.0 

当期純利益     932 2.2   263 0.6 



③ 連結剰余金計算書（ＴＴＰ） 

次へ  

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     10,525   10,525 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     10,525   10,525 

    

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     503   1,256 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   932   263   

２ 在外関係会社の固定資産

評価替等による増加高 
  86 1,019 － 263 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   266   624   

 ２ 在外関係会社の評価替 

固定資産の償却等 

による減少高 

  －   19   

３ 関連会社株式売却に 

伴う減少高 
  － 266 9 653 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     1,256   865 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（ＴＴＰ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数は４社で、すべての子会社

を連結しています。 

連結子会社名は「(2）企業の概況」の④ 

関係会社の状況に記載しているため省略

しています。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

関連会社７社に対する投資について、持

分法を適用しています。 

持分法適用会社に対する投資差額は原則

として発生日以降５年間で均等償却して

います。 

関連会社６社に対する投資について、持

分法を適用しています。 

なお、当連結会計年度から㈱グレースカ

ーペットについては、株式の売却によ

り、持分法の適用範囲から除外していま

す。 

持分法適用会社に対する投資差額は原則

として発生日以降５年間で均等償却して

います。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しています。なお、帝人モノ

フィラメント㈱の決算日は、当連結会計

年度より３月末日に変更しました。 

すべての連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しています。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理しています。売却原価は

移動平均法により算定していま

す。） 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による低価基準（一部子

会社は原価基準） 

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主に定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

②無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②投資損失引当金 

投資に係る損失に備えるため、当該

会社の財政状態及び回収可能性を勘

案して必要額を繰入計上していま

す。 

②投資損失引当金 

同左 

 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上すること

にしています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として12年）による定額法

により償却することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として12年）による定

額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしています。 

③退職給付引当金 

同左 

 ④役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、ＴＴＰ及び連結子会社の当連結

会計年度末における内規に基づく基

準額相当額に達するまでの額を繰入

計上しています。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

 ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理していま

す。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用して

います。なお、為替予約は振当処理

の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  

外貨建営業債権

債務及び外貨建

予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

ＴＴＰの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

為替変動リスクをヘッジしていま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっています。 

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度より、ＴＴＰ及び連

結子会社は、帝人㈱を連結納税親会

社とする連結納税主体の連結納税子

会社として、連結納税制度を適用し

ています。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用していま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均

等償却しています。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書については、連結会計

年度中に確定した連結会社の利益処分に

基づいて作成しています。 

同左 



会計処理の変更（ＴＴＰ） 

追加情報（ＴＴＰ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （退職給付に係る会計基準） 

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しています。これにより当連

結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は74百万円増加しています。 

   （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これにより当連結会計年度の税金

等調整前当期純利益は1,826百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除していま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  （ＴＴＰ工業繊維事業の会社分割による承継） 

 ＴＴＰは、平成18年２月９日開催の取締役会におい

て、平成18年４月１日を期して、ＴＴＰのポリエステ

ル工業繊維事業を会社分割し、帝人ファイバー㈱へ承

継することを決定しました。 

会社分割に関する目的は以下のとおりです。 

 ①会社分割の目的 

  ポリエステル繊維事業の安定収益確保のため、事業全

体の組織、機能及びコストの効率化を図ることを目的

とします。また、衣料用繊維と工業用繊維を一体運営

することにより、新たな事業戦略の幅出しと選択を可

能にし、収益力ある事業構造への変革を目指します。 

 ②承継する会社 

  名   称：帝人ファイバー株式会社 

  本店所在地：大阪市中央区南本町一丁目６番７号 



注記事項（ＴＴＰ） 

（連結貸借対照表関係）（ＴＴＰ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

47,543百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

48,418百万円です。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

投資有価証券（株式） 1,135百万円 投資有価証券（株式） 1,711百万円

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＴＰを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＴＰを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※４ ＴＴＰの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

※４ ＴＴＰの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

普通株式 5,000株 普通株式 5,000株



（連結損益計算書関係）（ＴＴＰ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △90百万円

当期製品評価減 60 〃 

前期製品評価減戻入 △60百万円

当期製品評価減 92 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 ※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

１ 運賃諸掛 1,114百万円

２ 給料賃金 1,144 〃 

３ 賞与一時金 481 〃 

４ 退職給付費用 221 〃 

５ 減価償却費 69 〃 

６ 研究開発費 1,796 〃 

７ 賃借料 140 〃 

８ その他の経費 2,289 〃 

合計 7,257 〃 

１ 運賃諸掛 1,116百万円

２ 給料賃金 1,148 〃 

３ 賞与一時金 461 〃 

４ 退職給付費用 175 〃 

５ 減価償却費 73 〃 

６ 研究開発費 1,939 〃 

７ 賃借料 149 〃 

８ その他の経費 2,442 〃 

合計 7,506 〃 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、1,796百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、1,939百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※４ 建物及び構築物廃却損10百万円、機械装置及び運

搬具廃却損５百万円を含む固定資産除却損です。 

※４ 建物及び構築物廃却損２百万円、機械装置及び運

搬具廃却損27百万円を含む固定資産除却損です。 

※５         ―――――― 

  

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、ＴＴＰグループは以下

の資産について減損損失を計上しました。 

ＴＴＰグループは、継続的に損益を把握している

事業部門を単位として資産のグルーピングを行っ

ています。また、事業の用に供していない遊休資

産等については個別に取り扱っています。 

当連結会計年度において、事業用資産について、

合成繊維分野における市況の低迷等により、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（1,826百万円）として特別損失に計上しま

した。 

回収可能価額は使用価値により測定しており、将

来キャッシュ・フローを1.5％で割り引いて算定し

ています。 

場所 用途 種類 その他 

広島県 
三原市他 

合成繊維 
設備 

建物、 
機械装置 
等 

1,826 



（リース取引関係）（ＴＴＰ） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
18 6 11 

その他の 

有形固定資産 
41 41 － 

合計 59 47 11 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
18 7 11 

その他の 

有形固定資産 
18 2 16 

合計 37 9 27 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3百万円

１年超 8 〃 

合計 11 〃 

１年以内 7百万円

１年超 20 〃 

合計 27 〃 

（注） 未経過リース料期末残高が連結会社の有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定していま

す。 

（注）        同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4 〃 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しています。 



（有価証券関係）（ＴＴＰ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しています。 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 733 3,299 2,566 

小計 733 3,299 2,566 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 1 0 △0 

小計 1 0 △0 

合計 734 3,300 2,565 

  非上場株式 70百万円  

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 657 3,656 2,998 

小計 657 3,656 2,998 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 1 0 △1 

小計 1 0 △1 

合計 659 3,656 2,997 

(1）売却額 131百万円 

(2）売却益の合計額 55 〃 

(3）売却損の合計額 － 

  非上場株式 101百万円  



（デリバティブ取引関係）（ＴＴＰ） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末（平成17年３月31日）及び当連結会計年度末（平成18年３月31日）において、該

当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容及び利用目的等 

ＴＴＰグループは、為替リスクを管理する目的でデ

リバティブ取引を行っています。ＴＴＰグループが

行っていますデリバティブ取引は先物為替予約であ

り、先物為替予約は外貨建輸出債権・輸入債務及び

外貨建運用資産の為替リスクのヘッジのために利用

しています。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っています。 

１ 取引の内容及び利用目的等 

同左 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

為替予約   
外貨建営業債権債務及び

外貨建予定取引 

  

(2）ヘッジ方針 

ＴＴＰの親会社である帝人㈱が定めた「グループ

財務規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジし

ています。 

  

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効性の判定時点

までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額

等を基礎として判定しています。 

  

２ 取引に対する取り組み方針 

ＴＴＰグループは、実需原則を遵守し、投機目的や

トレーディング目的のためにデリバティブ取引は行

いません。 

２ 取引に対する取り組み方針 

同左 

３ 取引に係るリスクの内容 

ＴＴＰグループが利用している先物為替予約は、為

替相場の変動によるリスクを有しています。また、

ＴＴＰグループのデリバティブ取引の契約先はいず

れも信用度の高い銀行であるため、契約先の債務不

履行によるリスクはほとんどないと認識していま

す。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスク管理体制 

ＴＴＰでは、通常の営業取引に係る先物為替予約取

引は各事業部門が行っており、毎決算終了後に取締

役会に対してデリバティブ取引の実績報告を行って

います。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係）（ＴＴＰ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＴＰ及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があ

ります。また、ＴＴＰにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＴＰは、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４

月１日に厚生労働大臣から過去分返上の許可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移行

しました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を

導入しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金19百万円を支払っています。 

２ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上していま

す。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △9,847百万円

ロ 年金資産 8,936 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  910 〃 

ニ 未認識年金資産 △  890 〃 

ホ 未認識数理計算上の差異 2,639 〃 

ヘ 未認識過去勤務債務 △  574 〃 

ト 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 264 〃 

チ 前払年金費用 998 〃 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △  734 〃 

イ 勤務費用 （注２） 253百万円

ロ 利息費用 247 〃 

ハ 期待運用収益 △  162 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 307 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   52 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 594 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＴＰ及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があ

ります。また、ＴＴＰにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＴＰは、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４

月１日に厚生労働大臣から過去分返上の許可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移行

しました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を

導入しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金47百万円を支払っています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上していま

す。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △9,784百万円

ロ 年金資産 11,850 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 2,065 〃 

二 未認識数理計算上の差異 △1,246 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 △  522 〃 

へ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 296 〃 

ト 前払年金費用 1,024 〃 

チ 退職給付引当金（へ－ト） △  727 〃 

イ 勤務費用 （注２） 226百万円

ロ 利息費用 181 〃 

ハ 期待運用収益 △  158 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 231 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   52 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 427 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



（税効果会計関係）（ＴＴＰ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与一時金 269百万円

固定資産税 8 〃 

未払事業税 49 〃 

製品評価減 33 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 4 〃 

その他 6 〃 

繰延税金資産 合計 371 〃 

繰延税金負債との相殺 △    0 〃 

繰延税金資産の純額 371 〃 

   

繰延税金負債  

その他 △    0百万円

繰延税金負債 合計 △    0 〃 

繰延税金資産との相殺 0 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

賞与一時金 286百万円

固定資産税 9 〃 

未払事業税 34 〃 

製品評価減 37 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 4 〃 

その他 11 〃 

繰延税金資産 合計 384 〃 

繰延税金負債との相殺 △    1 〃 

繰延税金資産の純額 383 〃 

   

繰延税金負債  

その他 △    1百万円

繰延税金負債 合計 △    1 〃 

繰延税金資産との相殺 1 〃 

繰延税金負債の純額  － 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産   

退職給付引当金 366百万円

役員退職慰労引当金 23 〃 

繰越欠損金 126 〃 

固定資産の未実現利益の消去 46 〃 

その他 33 〃 

繰延税金資産 合計 596 〃 

繰延税金負債との相殺 △  596 〃 

繰延税金資産の純額 － 

    

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 △1,033百万円

固定資産圧縮積立金 △  109 〃 

その他 △    4 〃 

繰延税金負債 合計 △1,146 〃 

繰延税金資産との相殺 596 〃 

繰延税金負債の純額 △  550 〃 

繰延税金資産   

退職給付引当金 314百万円

役員退職慰労引当金 33 〃 

繰越欠損金 175 〃 

固定資産の未実現利益の消去 30 〃 

減損損失累計額 525 〃 

その他 18 〃 

繰延税金資産 小計 1,098 〃 

評価性引当額 △  174 〃 

繰延税金資産 合計 924 〃 

繰延税金負債との相殺 △  799 〃 

繰延税金資産の純額  124 〃 

    

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 △1,212百万円

固定資産圧縮積立金 △  102 〃 

その他 △    8 〃 

繰延税金負債 合計 △1,323 〃 

繰延税金資産との相殺 799 〃 

繰延税金負債の純額 △  523 〃 

 



次へ  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
2.9〃

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.7〃

一時差異項目で回収可能性がない

と認識されるもの 
17.4〃

住民税均等割等 1.9〃

持分法損益等連結調整に係る項目 

他 
△31.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.9〃

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
3.6〃

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△2.8〃

一時差異項目で回収可能性がない

と認識されるもの 
29.2〃

住民税均等割等 3.8〃

税務上の繰越欠損金の回収不能額

他 
△12.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.1〃



（セグメント情報）（ＴＴＰ） 

事業の種類別セグメント情報（ＴＴＰ） 

ＴＴＰグループは、産業繊維の製造・加工・販売等に特化しており、当該事業以外に事業の種類はあり

ません。そのため前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年

度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）ともに事業の種類別セグメント情報については記

載を省略しています。 

所在地別セグメント情報（ＴＴＰ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日）ともに本邦以外の国または地域に所属する連結子会社及び在外支店

はないため、該当事項はありません。 

海外売上高（ＴＴＰ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、ＴＴＰ及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア………………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州…………………………米国、メキシコ 

(3）その他地域（欧州他）……イタリア、ドイツ、フランス 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、ＴＴＰ及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア………………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州…………………………米国、メキシコ 

(3）その他地域（欧州他）……イタリア、ドイツ、フランス 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 7,775 1,384 3,138 12,299 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       42,349 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
18.3 3.3 7.4 29.0 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,829 2,062 2,829 13,721 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       44,693 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
19.8 4.6 6.3 30.7 



（関連当事者との取引）（ＴＴＰ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２ 短期での借入、返済を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）３ 短期の借入について、借入金利は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

４ 帝人㈱からの条件提示を基に、交渉の上締結した契約に基づいて、支払いを行っています。 

５ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＴＰを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 帝人ファイバー㈱との交渉の上決定しています。 

３ ＮＩ帝人商事㈱との交渉の上決定しています。 

４ Teijin Twaron B.V.との交渉の上決定しています。 

属性 会社名 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権等の 
所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 

百万円

70,787 
持株会社 

（被所有） 

直接 100 

土地等の賃

借、商標権

等使用許

諾、資金の

借入、預け

金の預入等 

運転資金の 

借入(注２) 
△1,175 短期借入金 177 

利息の支払 

（注３） 
5 － － 

土地賃借

料、経営指

導料・業務

委託料等の

支払 

（注４） 

424 未払金 192 

債務保証 

（注５） 
130,491 － － 

属性 会社名 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権等の 
所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

帝人ファ

イバー㈱ 

大阪市 

中央区 

百万円

12,025 

繊維の製

造・販売 
－ 原料の購入 

原料の購入 

（注２） 
8,690 買掛金 1,115 

ＮＩ帝人

商事㈱ 

大阪市 

中央区 

  

2,000 

繊維製品

等の販売 
－ 製品の販売 

製品の販売 

（注３） 
12,053 売掛金 2,807 

Teijin  

Twaron 

B.V. 

Arnhem 

NETHERLANDS 

千EURO 

20 

パラ系ア

ラミド繊

維の製

造・販売 

－ 
製品の購入 

製品の販売 

製品の購入 

（注４） 
4,869 買掛金 1,249 

製品の販売 

（注４） 
1,978 売掛金 486 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での借入、返済を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

２ 短期での預入、払戻を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）３ 短期の借入について、借入金利は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

４ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＴＰを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 帝人ファイバー㈱との交渉の上決定しています。 

３ ＮＩ帝人商事㈱との交渉の上決定しています。 

４ Teijin Twaron B.V.との交渉の上決定しています。 

属性 会社名 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 

百万円

70,787 
持株会社 

（被所有） 

直接 100 

土地等の賃

借、商標権

等使用許

諾、資金の

借入、預け

金の預入等 

運転資金の 

借入(注１) 
△177 － － 

グループフ 

ァイナンス 

（注２） 

1,204 預け金 1,204 

利息の支払 

（注３） 
1 －  － 

債務保証

（注４） 
170,980 － － 

属性 会社名 住所 資本金 
主要な事業
の内容 

議決権等の 
所有 
(被所有) 
割合（％） 

 事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

帝人ファ

イバー㈱ 

大阪市 

中央区 

百万円

12,025 

繊維の製

造・販売 
－ 原料の購入 

原料の購入 

（注２） 
8,906 買掛金 715 

ＮＩ帝人

商事㈱ 

大阪市 

中央区 

  

2,000 

繊維製品

等の販売 
－ 製品の販売 

製品の販売 

（注３） 
12,425 売掛金 2,801 

Teijin 

Twaron 

B.V. 

Arnhem 

NETHERLANDS 

千EURO 

20 

パラ系ア

ラミド繊

維の製

造・販売 

－ 
製品の購入 

製品の販売 

製品の購入 

（注４） 
5,725 買掛金 1,577 

製品の販売 

（注４） 
1,520 売掛金 340 



（１株当たり情報）（ＴＴＰ） 

（重要な後発事象）（ＴＴＰ） 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,643千円 3,639千円 

１株当たり当期純利益 186千円 52千円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
－ － 

 （注）１ 

当連結会計年度における潜在株式調

整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 
当期純利益 932百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
932百万円 

普通株式の期中

平均株式数 
5,000株 

当期純利益 263百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
263百万円 

普通株式の期中

平均株式数 
5,000株 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 連結附属明細表（ＴＴＰ） 

（社債明細表）（ＴＴＰ） 

 該当事項はありません。 

（借入金等明細表）（ＴＴＰ） 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

(2）その他（ＴＴＰ） 

 該当事項はありません。 

次へ  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,270 2,526 1.3 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 167 0.9 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,850 2,024 1.8 
最終返済期限 

平成23年12月 

合計 3,120 4,717 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,017 508 167 167 



② 財務諸表等（ＴＴＰ） 

(1）財務諸表（ＴＴＰ） 

① 貸借対照表（ＴＴＰ） 

    
第３期 

（平成17年３月31日） 

第４期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金   61 107 

２ 受取手形   218 236 

３ 売掛金 ※３ 7,102 7,261 

４ 製品   3,022 3,202 

５ 原材料   236 277 

６ 仕掛品   881 957 

７ 貯蔵品   75 103 

８ 前払費用   3 49 

９ 繰延税金資産   242 225 

10 預け金   － 1,204 

11 未収入金 ※３ 558 453 

12 その他の流動資産   25 52 

13 貸倒引当金   △3 △2 

流動資産合計   12,425 48.3 14,129 50.2 

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１ 

(1) 建物   906 942 

(2) 構築物   120 125 

(3) 機械装置   2,834 2,838 

(4) 車輌運搬具   4 3 

(5)  工具器具備品   145 145 

(6) 建設仮勘定   68 402 

有形固定資産合計   4,080 15.9 4,458 15.8 

２ 無形固定資産   

(1) 営業権   43 34 

(2) 特許権   0 － 

(3) ソフトウェア   28 45 

(4) その他の無形固定資産   1 1 

無形固定資産合計   73 0.3 81 0.3 

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券   3,354 3,734 

(2) 関係会社株式   5,320 5,011 

(3) 出資金   178 178 

(4) 長期前払費用   2 19 

(5) 前払年金費用   998 1,024 

(6) その他の 

 投資その他の資産 
  0 0 

(7) 投資損失引当金   △725 △475 

投資その他の資産合計   9,130 35.5 9,493 33.7 

 固定資産合計   13,283 51.7 14,033 49.8 

資産合計   25,709 100.0 28,163 100.0 

 



次へ  

    
第３期 

（平成17年３月31日） 

第４期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 
金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形   5 5 

２ 買掛金 ※３ 3,355 3,560 

３ 関係会社短期借入金   177 － 

４ 未払金 ※３ 1,473 2,259 

５ 未払法人税等   303 246 

６ 未払費用   483 505 

７ 預り金   68 90 

８ 設備関係支払手形   8 5 

９ 固定資産購入未払金   486 901 

10 その他の流動負債   22 52 

  流動負債合計   6,383 24.8 7,625 27.1 

Ⅱ 固定負債   

１ 退職給付引当金   560 585 

２ 役員退職慰労引当金   46 39 

３ 長期預り金   7 7 

４ 繰延税金負債   440 735 

 固定負債合計   1,054 4.1 1,367 4.8 

負債合計   7,438 28.9 8,993 31.9 

     

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 5,000 19.5 5,000 17.7 

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金   10,525 10,525 

資本剰余金合計   10,525 40.9 10,525 37.4 

Ⅲ 利益剰余金   

１ 任意積立金   

特別償却積立金   4 4 23 23 

２ 当期未処分利益   1,222 1,850 

利益剰余金合計   1,227 4.8 1,874 6.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 1,517 5.9 1,770 6.3 

資本合計   18,270 71.1 19,170 68.1 

負債資本合計   25,709 100.0 28,163 100.0 



② 損益計算書（ＴＴＰ） 

   
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

売上高     32,134 100.0   34,250 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２             

１ 期首製品たな卸高   2,992     3,022     

２ 当期製品製造原価   17,786     18,784     

３ 当期製品仕入高   7,871     8,636     

合計   28,649     30,442     

４ 製品他勘定振替高 ※１ 94     79     

５ 期末製品たな卸高   3,022 25,532 79.5 3,202 27,161 79.3 

売上総利益     6,602 20.5   7,089 20.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※３ 

※４ 
  5,481 17.0   5,689 16.6 

営業利益     1,121 3.5   1,399 4.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   9     25     

２ 受取配当金 ※６ 808     1,020     

３ 雑益   16 834 2.6 19 1,065 3.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   5     1     

２ 雑損   397 403 1.3 126 127 0.4 

経常利益     1,552 4.8   2,337 6.8 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益   0     0     

２ 投資有価証券売却益   35 35 0.1 69 70 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※５ 17     26     

２ 投資有価証券評価損   0     －     

３ その他特別損失   7 25 0.1 54 80 0.2 

税引前当期純利益     1,562 4.8   2,326 6.8 

法人税、住民税及び 

事業税 
  484     915     

法人税等調整額   △73 410 1.2 140 1,056 3.1 

当期純利益     1,152 3.6   1,270 3.7 

前期繰越利益     70     580   

当期未処分利益     1,222     1,850   



③ 利益処分計算書（ＴＴＰ） 

 （注） 特別償却積立金は租税特別措置法に基づくものであり、税効果の影響額を控除した額で計上しています。 

次へ  

株主総会承認年月日   
第３期 

（平成17年６月23日） 
第４期 

（平成18年６月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益       1,222     1,850 

Ⅱ 任意積立金取崩額               

特別償却積立金取崩額     1 1   8 8 

合計       1,224     1,859 

Ⅲ 利益処分額               

１ 配当金   
１株につき 

124,800円 
624   

１株につき 

243,600円 
1,218   

２ 任意積立金               

特別償却積立金     19 643   － 1,218 

Ⅳ 次期繰越利益       580     641 



重要な会計方針（ＴＴＰ） 

項目 
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

イ 製品  総平均法による低価基準 

ロ 原材料      〃 

ハ 仕掛品      〃 

ニ 貯蔵品      〃 

イ 製品    同左 

ロ 原材料   同左 

ハ 仕掛品   同左 

ニ 貯蔵品   同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 投資損失引当金 

子会社等への投資に係る損失に備え

るため、当該会社の財政状態及び回

収可能性を勘案して必要額を繰入計

上しています。 

ロ 投資損失引当金 

同左 

 



項目 
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により費

用処理することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法によ

り翌期から費用処理することとして

います。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

 ニ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当期末におけるＴＴＰ内規に基

づく基準額相当額に達するまでの額

を繰入計上しています。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。

なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  
外貨建営業債権債務

及び外貨建投融資 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ハ ヘッジ方針 

ＴＴＰの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

為替変動リスクをヘッジしていま

す。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 



会計処理の変更（ＴＴＰ） 

項目 
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

います。 

イ 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

    ロ 当期より、帝人㈱を連結納税親会社

とする連結納税主体の連結納税子会

社として、連結納税制度を適用して

います。  

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （退職給付に係る会計基準） 

当期より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び「『退

職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）を

適用しています。これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は74百万円増加しています。  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しています。これに

よる当期の損益に与える影響はありません。 



追加情報（ＴＴＰ） 

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （工業繊維事業の会社分割による承継） 

ＴＴＰは、平成18年２月９日開催の取締役会において、

平成18年４月１日を期して、ＴＴＰのポリエステル工業

繊維事業を会社分割し、帝人ファイバー㈱へ承継するこ

とを決定しました。 

会社分割に関する目的は以下のとおりです。 

①会社分割の目的 

ポリエステル繊維事業の安定収益確保のため、事業全

体の組織、機能及びコストの効率化を図ることを目的

とします。また、衣料用繊維と工業用繊維を一体運営

することにより、新たな事業戦略の幅出しと選択を可

能にし、収益力ある事業構造への変革を目指します。 

②承継する会社 

  名   称：帝人ファイバー株式会社 

  本店所在地：大阪市中央区南本町一丁目６番７号 



注記事項（ＴＴＰ） 

（貸借対照表関係）（ＴＴＰ） 

第３期 
（平成17年３月31日） 

第４期 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

31,248百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

31,776百万円です。 

※２ 授権株式数 普通株式 5,000株 ※２ 授権株式数 普通株式 5,000株

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

発行済株式総数 普通株式 5,000株 発行済株式総数 普通株式 5,000株

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

売掛金 121百万円

未収入金 103 〃 

買掛金 159 〃 

未払金 13 〃 

売掛金 90百万円

未収入金 105 〃 

買掛金 164 〃 

未払金 13 〃 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＴＰを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＴＰを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※５ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が

1,517百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 

※５ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が

1,770百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 



（損益計算書関係）（ＴＴＰ） 

次へ  

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 主として、宣伝、見本、研究費等自己消費による

払出高です。 

※１ 主として、宣伝、見本、研究費等自己消費による

払出高です。 

※２ 売上原価の中には低価法による製品評価減の金額

が下記のとおり含まれています。 

※２ 売上原価の中には低価法による製品評価減の金額

が下記のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △40百万円

当期製品評価減 21 〃 

前期製品評価減戻入 △21百万円

当期製品評価減 8 〃 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は50％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

50％です。 

主要な費目及び金額 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は50％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

50％です。 

主要な費目及び金額 

運賃諸掛 717百万円

販売促進費 58 〃 

給料・賃金 883 〃 

賞与一時金 396 〃 

福利厚生費 220 〃 

退職給付費用 191 〃 

旅費交通費 252 〃 

減価償却費 59 〃 

賃借料 98 〃 

研究開発費 1,384 〃 

運賃諸掛 715百万円

販売促進費 63 〃 

給料・賃金 841 〃 

賞与一時金 391 〃 

福利厚生費 233 〃 

退職給付費用 173 〃 

旅費交通費 244 〃 

減価償却費 65 〃 

賃借料 107 〃 

研究開発費 1,545 〃 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、1,384百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、1,545百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※５ 建物及び構築物廃却損10百万円、機械装置廃却損

４百万円を含む固定資産廃却損及び固定資産売却

損です。 

※５ 建物及び構築物廃却損１百万円、機械装置廃却損

15百万円を含む固定資産廃却損及び固定資産売却

損です。 

※６ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

※６ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

受取配当金 766百万円 受取配当金 957百万円



（リース取引関係）（ＴＴＰ） 

（有価証券関係）（ＴＴＰ） 

第３期（平成17年３月31日現在）及び第４期（平成18年３月31日現在）のいずれにおいても、子会社株式

及び関連会社株式で、市場価格のあるものはありません。 

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 15 3 11 

合計 15 3 11 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 18 7 11 

合計 18 7 11 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3百万円

１年超 8 〃 

合計 11 〃 

１年以内 3百万円

１年超 7 〃 

合計 11 〃 

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定し

ています。 

（注）       同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2 〃 

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  
（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しています。 



（税効果会計関係）（ＴＴＰ） 

第３期 
（平成17年３月31日） 

第４期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産  

貸倒引当金（短期） 1百万円

賞与一時金 172 〃 

固定資産税 5 〃 

公害賦課金 1 〃 

その他 61 〃 

繰延税金資産 合計 242 〃 

繰延税金資産  

貸倒引当金（短期） 0百万円

賞与一時金 182 〃 

固定資産税 6 〃 

公害賦課金 1 〃 

その他 34 〃 

繰延税金資産 合計 225 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

投資損失引当金 313百万円

役員退職年金 10 〃 

退職給付引当金 301 〃 

その他 3 〃 

繰延税金資産 合計 629 〃 

繰延税金負債との相殺 △  629 〃 

繰延税金資産の純額 － 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △1,032百万円

資産圧縮積立金 △   24 〃 

特別償却積立金 △   11 〃 

繰延税金負債 合計 △1,069 〃 

繰延税金資産との相殺 629 〃 

繰延税金負債の純額 △  440 〃 

繰延税金資産  

投資損失引当金 199百万円

役員退職年金 28 〃 

退職給付引当金 262 〃 

その他 3 〃 

繰延税金資産 合計 494 〃 

繰延税金負債との相殺 △  494 〃 

繰延税金資産の純額  － 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △1,204百万円

資産圧縮積立金 △   24 〃 

特別償却積立金 △    0 〃 

繰延税金負債 合計 △1,229 〃 

繰延税金資産との相殺 494 〃 

繰延税金負債の純額 △  735 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.9〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 8.9〃

住民税均等割等 1.2〃

その他 △ 7.4〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.3〃

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.1〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△14.1〃

住民税均等割等 0.8〃

その他 17.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4〃



（１株当たり情報）（ＴＴＰ） 

（重要な後発事象）（ＴＴＰ） 

  
第３期 

（平成17年３月31日） 
第４期 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,654千円 3,834千円 

１株当たり当期純利益 230千円 254千円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
－ － 

 （注）１ 

当事業年度における潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載して

いません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 
当期純利益 1,152百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
1,152百万円 

普通株式の期中

平均株式数 
5,000株 

当期純利益 1,270百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
1,270百万円 

普通株式の期中

平均株式数 
5,000株 

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 附属明細表（ＴＴＰ） 

有価証券明細表（ＴＴＰ） 

（株式） 

次へ  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

㈱有沢製作所 345,452 901 

東リ㈱ 1,489,484 650 

三ツ星ベルト㈱ 491,375 468 

横浜ゴム㈱ 703,777 430 

東洋ゴム工業㈱ 614,516 316 

住江織物㈱ 649,525 294 

住友ゴム工業㈱  105,535 162 

芦森工業㈱ 447,875 149 

バンドー化学㈱ 242,942 127 

東海ゴム工業㈱ 60,800 115 

その他（11銘柄） 303,378 118 

計 5,454,659 3,734 



有形固定資産等明細表（ＴＴＰ） 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
または 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 2,708 116 18 2,806 1,863 79 942 

構築物 367 21 4 384 258 15 125 

機械装置 30,830 853 318 31,365 28,526 831 2,838 

車輌運搬具 72 － 18 53 50 0 3 

工具器具備品 1,281 52 111 1,223 1,077 44 145 

建設仮勘定 68 1,529 1,195 402 － － 402 

有形固定資産計 35,328 2,573 1,667 36,234 31,776 971 4,458 

無形固定資産               

営業権 105 11 9 107 72 20 34 

ソフトウェア 47 26 2 71 26 9 45 

その他の無形固

定資産 
1 － － 1 － － 1 

無形固定資産計 154 36 12 180 99 30 81 

長期前払費用 3 28 7 23 4 3 19 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



資本金等明細表（ＴＴＰ） 

 （注） 任意積立金の増減の原因は、すべて前期決算の利益処分によるものです。 

引当金明細表（ＴＴＰ） 

 （注）１  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は洗替によるものです。 

     ２  役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は退職給付引当金への振替によるものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 5,000 － － 5,000 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (5,000) （  －） （  －） （5,000）

普通株式 （百万円） 5,000 － － 5,000 

計 （株） (5,000) （  －） （  －） （5,000）

計 （百万円） 5,000 － － 5,000 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 10,525 － － 10,525 

計 （百万円） 10,525 － － 10,525 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） － － － － 

任意積立金           

特別償却積立金 （百万円） 4 19 1 23 

計 （百万円） 4 19 1 23 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 3 2 － 3 2 

投資損失引当金 725 － 249 － 475 

役員退職慰労引当金 46 24 － 31 39 



(2）主な資産及び負債の内容（ＴＴＰ） 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

受取手形期日別内訳 

③ 売掛金 

内訳 金額（百万円） 

現金 4 

当座預金・普通預金 103 

合計 107 

相手先 金額（百万円） 

日本ミシュランタイヤ㈱ 89 

木下製網㈱ 39 

小森㈱ 20 

前田工繊㈱ 18 

東京製綱繊維ロープ㈱ 15 

その他 55 

合計 236 

平成18年４月に期日到来するもの 126百万円

 〃  ５月    〃 76 〃 

 〃  ６月    〃 33 〃 

計 236 〃 

相手先 金額（百万円） 

ＮＩ帝人商事㈱ 2,801 

稲畑産業㈱ 424 

Teijin Twaron USA INC. 356 

Teijin Twaron B.V. 340 

㈱チクマ 267 

その他 3,070 

合計 7,261 



売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生の売掛金は消費税等を含んでいます。 

④ 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

Ⅱ 固定資産 

関係会社株式 

期間 
前期繰越高Ａ 
（百万円） 

発生額Ｂ 
（百万円） 

回収高Ｃ 
（百万円） 

当期末残高Ｄ
（百万円） 

回収率（％） 
Ｃ

×100 
Ａ＋Ｂ

滞留日数(日) 
Ａ＋Ｄ
２ 
Ｂ 
365 

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
7,102 36,029 35,869 7,261 83.2 73 

科目 内訳 金額（百万円） 科目 内訳 金額（百万円）

製品 

‘テトロン®' 1,074 

仕掛品 

‘テトロン®' 351 

その他 2,128 その他 606 

計 3,202 計 957 

原材料 

    

貯蔵品 

生産比例材料等 38 

‘テトロン®' 原料 86 補修部材等 37 

その他 191 研究用材料等 12 

    その他 14 

計 277 計 103 

銘柄 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式   

帝人コードレ㈱ 3,442 

帝人モノフィラメント㈱ 295 

ユニオンタイヤコード㈱ 229 

計 3,967 

関連会社株式   

デュポン帝人アドバンスドペーパー㈱ 500 

P.T.BRANTA MULIA TEIJIN INDONESIA 475 

その他（２社） 68 

計 1,043 

合計 5,011 



Ⅲ 流動負債 

① 支払手形、設備関係支払手形 

支払手形期日別内訳（設備関係支払手形を含む） 

② 買掛金 

③ 未払金 

(3）その他（ＴＴＰ） 

 該当事項はありません。 

科目 相手先 金額（百万円） 

支払手形 
田中紙管㈱ 5 

計 5 

設備関係支払手形 

カトーテック㈱ 4 

その他 1 

計 5 

合計 10 

平成18年５月に期日到来するもの 4百万円

 〃  ６月    〃 5 〃 

計 10 〃 

相手先 金額（百万円） 

Teijin Twaron B.V. 1,577 

帝人ファイバー㈱ 715 

イハラニッケイ化学工業㈱ 331 

ユニオンタイヤコード㈱ 164 

長瀬産業㈱  78 

その他 692 

合計 3,560 

内訳 金額（百万円） 

連結納税 549 

補修費 243 

運賃 95 

リベート 28 

経費他 1,343 

合計 2,259 



【ＮＩ帝人商事㈱に関する事項】 

(1）会社名・代表者の役職氏名及び本店所在の場所 

(2）企業の概況（ＮＩＴＳ） 

① 主要な経営指標等の推移（ＮＩＴＳ） 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

４ 株価収益率は、ＮＩＴＳ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載

していません。 

５ 連結キャッシュ・フローに係る事項については、記載を省略しています。 

６ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

会社名 ＮＩ帝人商事株式会社（以下「ＮＩＴＳ」） 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  森田 順二 

本店の所在の場所 大阪府大阪市中央区南本町一丁目６番７号 

回次 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 251,347 269,510 271,744 

経常利益 (百万円) 5,037 6,135 5,601 

当期純利益 (百万円) 2,400 3,444 2,766 

純資産額 (百万円) 16,092 18,535 20,060 

総資産額 (百万円) 89,089 90,561 89,687 

１株当たり純資産額 （円） 801.87 924.23 1,000.66 

１株当たり当期純利益 （円） 117.24 169.75 135.97 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 18.1 20.5 22.4 

自己資本利益率 （％） 15.9 19.9 14.3 

株価収益率 （倍） － － － 

従業員数 

 （外、平均臨時従業員数） 
（名） 

1,742 

(313) 

2,036 

(422) 

2,071 

(505) 



(2）ＮＩＴＳの経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

４ 株価収益率は、ＮＩＴＳ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載

していません。 

５ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第23期 第24期 第25期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 205,533 211,557 212,026 

経常利益 (百万円) 3,978 4,643 4,865 

当期純利益 (百万円) 1,857 2,641 2,894 

資本金 (百万円) 2,000 2,000 2,000 

発行済株式総数 （株） 20,000,000 20,001,000 20,001,000 

純資産額 (百万円) 13,959 15,581 16,860 

総資産額 (百万円) 78,081 77,044 77,834 

１株当たり純資産額 （円） 695.22 776.56 840.62 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（円） 

70.00 

 (－）

117.30 

(－）

87.73 

(－）

１株当たり当期純利益 （円） 90.08 129.57 142.39 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 17.9 20.2 21.7 

自己資本利益率 （％） 14.1 17.9 17.8 

株価収益率 （倍） － － － 

配当性向 （％） 77.7 90.5 61.6 

従業員数 

 （外、平均臨時従業員数） 
（名） 

551 

(77) 

568 

(80) 

595 

(78) 



② 沿革（ＮＩＴＳ） 

 （注） 関係会社の名称については、平成18年３月現在で表示しています。  

年月 沿革 

昭和57年７月 帝人商事㈱（本店 大阪市南区所在）を資本金15億円にて設立 

〃 57年10月 （旧）帝人商事㈱（帝商興産㈱）より営業権を譲り受け営業を開始 

〃 63年11月 海外子会社のTEIJIN SHOJI（AMERICA）,INC.を設立 

  （平成元年８月にTEIJIN SHOJI(NEW YORK) INC.の営業権、資産・負債を引継ぎ営業開始） 

平成２年９月 三原帝商㈱が帝人商事三原㈱に社名変更 

〃 ２年10月 松山帝商㈱が帝人商事松山㈱に社名変更 

  山口帝商㈱が帝人商事山口㈱に社名変更 

  岐阜帝商㈱が帝人商事岐阜㈱に社名変更 

〃 ３年８月 COSTE IMPORT－EXPORT GMBH.がTEIJIN SHOJI EUROPE GmbH.に社名変更（現 連結子会社） 

〃 ４年11月 海外子会社P.T.TEIJIN SHOJI INDONESIAを設立（現 連結子会社） 

〃 ５年３月 海外子会社TEIJIN SHOJI(BANGKOK) CO.,LTD.を設立（現 連結子会社） 

  （平成５年６月にBANGKOK TEIJIN SHOJI LTD.,PART.の商権、資産・負債を引継ぎ営業開始） 

〃 ５年10月 海外子会社のTEIJIN SHOJI(U.S.A.),INC.を設立（現 連結子会社） 

  （平成６年１月にTEIJIN SHOJI(AMERICA),INC.の商権を引継ぎ営業開始） 

〃 ８年４月 海外子会社のTEIJIN SHOJI(SHANGHAI)CO.,LTD.を設立（現 連結子会社） 

〃 10年９月 TEIJIN SHOJI(AMERICA),INC.解散 

〃 12年７月 帝商産業㈱が帝人商事三原㈱、帝人商事松山㈱、帝人商事山口㈱及び帝人商事岐阜㈱を吸収合併 

〃 13年４月 日商岩井アパレル㈱と合併、エヌアイ帝人商事㈱に社名変更 

  日商岩井アパレル㈱の子会社であったエヌアイ繊維㈱、㈱ナップス、FASHION FORCE (H.K.)LTD.

（以上 現 連結子会社）及びNIAX(U.S.A.),INC.が子会社となる 

〃 13年６月 FASHION FORCE NO.1 FACTORY CO.,LTD.を設立（現 連結子会社） 

〃 14年１月 N.I.TEIJIN SHOJI(U.S.A.),INC.がNIAX(U.S.A.),INC.を吸収合併 

〃 15年１月 ㈱タキイ・コーポレイションを子会社化（現 連結子会社） 

〃 15年６月 ㈱帝健、㈱テクセット、㈱フォークナー、㈱オービーシーを子会社化（以上 現 連結子会社） 

〃 15年10月 青島納普斯服装整理有限公司を設立（現 連結子会社） 

〃 16年４月 ㈱テイジンアソシアリテイル及び帝人ワオ㈱を子会社化（現 連結子会社） 

〃 16年８月 FASHION FORCE(H.K.)LTD.の清算結了 

〃 18年３月 ㈱フォークナーが㈱オービーシーを吸収合併 

  （旧）帝人商事㈱（帝商興産㈱）の沿革 

昭和35年10月 竹村棉業㈱（昭和11年設立、当社は大正７年に設立された㈱竹村商店を昭和12年に吸収合併した会

社である）と、昭和27年11月に設立された帝人商事㈱が合併し、竹村帝商㈱として発足 

〃 37年４月 竹商回収運輸㈱を帝人商事㈱、池田興業㈱、橋本商店の３社で合弁設立 

〃 38年６月 ハンブルグ事務所を現地法人化する（会社名 COSTE IMPORT－EXPORT GmbH.） 

〃 39年10月 帝商産業㈱を設立（現 連結子会社） 

〃 39年11月 社名を「帝人商事㈱」と改める 

〃 40年２月 帝商産業㈱が竹商回収運輸㈱を吸収合併 

〃 41年９月 西川レース㈱を子会社化し、帝京レース㈱に社名変更（現 連結子会社） 

〃 41年11月 バンコック事務所を現地法人化する（会社名 BANGKOK TEIJIN SHOJI LTD.,PART.） 

〃 44年３月 三原帝商㈱を設立 

〃 44年８月 園山商事㈱を子会社化し、新和合繊㈱に社名変更（現 連結子会社） 

〃 45年８月 ホンコン事務所を現地法人化する(会社名 TEIJIN SHOJI(HONG KONG) LTD.(現 連結子会社)) 

〃 45年９月 ニューヨーク事務所を現地法人化する（会社名 TEIJIN SHOJI(NEW YORK) INC.） 

〃 46年11月 松山営業所の作業部門を分離し、松山帝商㈱を設立 

〃 47年11月 新サンニット㈱を設立（現 連結子会社） 

〃 52年12月 山口営業所の作業部門を分離し、山口帝商㈱を設立 

〃 56年２月 岐阜営業所の作業部門を分離し、岐阜帝商㈱を設立 

〃 57年10月 社名を「帝商興産㈱」と改める 

平成10年３月 帝商興産㈱の清算結了 



③ 事業の内容（ＮＩＴＳ） 

 ＮＩＴＳの企業集団は、ＮＩＴＳ、親会社（帝人㈱）、子会社20社、関連会社６社及びその他関連当事者４

社で構成され、衣料繊維事業として衣料用の各種原糸、原綿、製品等の販売、輸出入及びそれらの製造加工を

行い、産業資材繊維事業として工業用及び産業資材用の各種原糸、原綿、製品等の販売、輸出入及びそれらの

製造加工を行い、その他の事業として合成樹脂、フィルム、化学品、機械等の非繊維品の販売、輸出入及び各

事業に関連する物流、その他のサービス等の事業活動を展開しています。 

 事業区分の概要及び事業系統図は、以下のとおりです。 

 （注）１ 区分［１］連結子会社、［２］持分法適用関連会社、［３］持分法非適用関連会社 

２ 現地法人は、概ねすべての事業の種類別セグメントに属しています。 

  （関係会社名） ［区分］ （主要な事業の内容） 

［衣料繊維事業］ 新和合繊㈱ ［１］ 原糸の撚糸加工・織編加工 

  エヌアイ繊維㈱ ［１］ 繊維製品の輸入販売 

  ㈱ナップス ［１］ 衣料製品仕上加工、保管・配送 

  ㈱タキイ・コーポレイション ［１］ ニット製品の販売 

  ㈱帝健 ［１］ 健康関連繊維製品の加工・販売 

  ㈱フォークナー ［１］ 紳士服の製造・販売・保管・配送 

  帝人ワオ㈱ ［１］ ジーンズ製品の製造・販売 

  ㈱テイジンアソシアリテイル ［１］ 紳士・婦人用衣料の小売 

  FASHION FORCE NO.1 FACTORY CO.,LTD. ［１］ 衣料品の製造・販売・輸出 

  青島納普斯服装整理有限公司 ［１］ 繊維製品の加工・保管 

  寧波東洋毛紡織有限公司 ［２］ 梳毛糸、紡毛糸の製造・販売 

  無錫片桐針織有限公司 ［２］ ニット製品の製造・販売 

  THAI NAMSIRI CHUBU CO.,LTD.（休眠中） ［３］ 紳士服の製造・販売 

［産業資材繊維事業］ 帝京レース㈱ ［１］ レースカーテンの製造 

  新サンニット㈱ ［１］ 車輌用シート製造 

  ㈱帝健 ［１］ 車輌用等資材の加工・販売 

  ㈱テクセット ［１］ 産業用合成繊維販売 

  TEIJIN CORD(THAILAND)Co,Ltd. ［２］ 伝動ベルト用接着コードの生産・販売 

  如皋日幸美服飾有限公司 ［２］ カーテン縫製 

  煙台日陽紡織品有限公司 ［２］ キルト製品の製造・販売 

［その他の事業］ 帝商産業㈱ ［１］ 包装材料、ボビンの回収 

［現地法人］ N.I.TEIJIN SHOJI(U.S.A.),INC. ［１］ 各種繊維品等の輸出入・販売 

  N.I.TEIJIN SHOJI EUROPE GmbH. ［１］ 〃 

  N.I.TEIJIN SHOJI(HONG KONG) LTD. ［１］ 〃 

  N.I.TEIJIN SHOJI(THAILAND)CO.,LTD. ［１］ 〃 

  N.I.TEIJIN SHOJI(SHANGHAI)CO.,LTD. ［１］ 〃 

  P.T.N.I.TEIJIN SHOJI INDONESIA ［１］ 〃 



 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 



④ 関係会社の状況（ＮＩＴＳ） 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有(被所有)割合 

関係内容 
直接所有 間接所有 

（親会社）  百万円  ％ ％  
※２ 

帝人㈱ 

大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 (96.88) (－)

経営管理料を支払っている。

債務保証を行っている。 

（連結子会社）       

新和合繊㈱ 
石川県 

小松市 
50 

原糸の撚糸加工・ 

織編加工 
87.17 

12.50 

帝商産業㈱ 

製品の加工業務を委託して

いる。 

帝商産業㈱ 
福井県 

福井市 
36 

包装材料、 

ボビンの回収 
100 － 

包装材料、ボビン等の回収

を委託している。 

帝京レース㈱ 
滋賀県 

東近江市 
32 レースカーテンの製造 57.81 － 

製品の加工業務を委託して

いる。 

新サンニット㈱ 
石川県 

かほく市 
49 車輌用シート製造 91.92 － 〃 

※１ 

エヌアイ繊維㈱ 

東京都 

台東区 
388 繊維製品の輸入販売 100 － 

商品の仕入及び販売を行っ

ている。 

㈱ナップス 
愛知県 

岩倉市 
45 

衣料製品仕上加工、

保管及び配送 
－ 

100 

エヌアイ繊維㈱ 
物流業務を委託している。 

㈱タキイ・ 

コーポレイション 

大阪市 

中央区 
50 ニット製品の販売 100 － 

商品の仕入及び販売を行っ

ている。 

㈱帝健 
大阪市 

中央区 
50 

健康関連商品の加工・

販売 
100 － 〃 

㈱テクセット 
東京都 

中央区 
30 産業用合成繊維販売 100 － 〃 

㈱フォークナー 
岡山県 

瀬戸内市 
85 

紳士服の製造・販売、

保管及び配送 
100 － 〃 

帝人ワオ㈱ 
大阪市 

中央区 
50 

ジーンズ製品の製造・

販売 
100 － 〃 

㈱テイジンアソシア 

リテイル 

東京都 

中央区 
90 

紳士・婦人用衣料の

小売 
100 － 〃 

   千HK＄       
※１ 

N.I.TEIJIN SHOJI 

(HONG KONG)LTD. 

Hong Kong 

CHINA 
21,600 

繊維製品等の輸出入

及び販売 
100 － 〃 

   千US＄       
※１ 

N.I.TEIJIN SHOJI 

(U.S.A.),INC. 

New York 

U.S.A. 
3,000 

繊維製品等の輸出入

及び販売 
100 － 〃 

   千EURO       
N.I.TEIJIN SHOJI 

EUROPE GmbH. 

Hamburg 

GERMANY 
511 

繊維製品等の輸出入

及び販売 
100 － 〃 

   千B.       
※１ 

N.I.TEIJIN SHOJI 

(THAILAND)CO.,LTD. 

Bangkok 

THAILAND 
200,000 

繊維製品等の輸出入

及び販売 
100 0.00 〃 

   百万Rp.       
P.T.N.I.TEIJIN SHOJI 

INDONESIA 

Jakarta 

INDONESIA 
390 

繊維製品等の輸出入

及び販売 
100 － 〃 

   千RMB       
N.I.TEIJIN SHOJI 

(SHANGHAI)CO.,LTD. 

Shanghai 

CHINA 
4,165 

繊維製品等の輸出入

及び販売 
100 － 〃 

   千US＄       

FASHION FORCE NO.１ 

FACTORY CO.,LTD. 

Bien Hoa 

VIETNAM 
500 

衣料品の製造・販売・

輸出 
40.00 

60.00 

N.I.TEIJIN  

SHOJI(HONG  

KONG)LTD. 

－ 

青島納普斯服装整理 

有限公司 

Qingdao 

CHINA 
450 繊維製品の加工・保管 ― 

60.00 

エヌアイ繊維㈱ 

40.00 

㈱ナップス 

― 

 



 （注）※１：特定子会社です。 

※２：有価証券報告書を提出している会社です。 

※３：関係会社の名称及び議決権の所有割合については、平成18年３月末現在で表示しています。 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有(被所有)割合 

関係内容 
直接所有 間接所有 

（持分法適用関連会社）  千B.  ％ ％  

TEIJIN CORD 

(THAILAND)Co.,Ltd. 

Bangkok 

THAILAND 
215,250 

伝動ベルト用接着コ

ードの生産・販売 
33.78 

10.22 

N.I.TEIJIN 

SHOJI 

(THAILAND) 

CO.,LTD. 

商品の仕入及び販売を行っ

ている。 

   千RMB       

煙台日陽紡織品有限公司 
Yantai 

CHINA 
4,456 

キルト製品の製造・

販売 
28.35 － 商品の仕入を行っている。 

寧波東洋毛紡織有限公司 
Ningbo 

CHINA 
38,441 

梳毛糸、紡毛糸の製

造・販売 
19.80 － 

商品の仕入及び販売を行っ

ている。 

無錫片桐針織有限公司 
Wuxi 

CHINA 
8,300 

ニット製品の製造・

販売 
14.50 

5.00 

N.I.TEIJIN 

SHOJI(HONG KONG)

LTD. 

－ 

如皋日幸美服飾有限公司 
Rugao 

CHINA 
2,893 カーテン縫製 16.00 － 商品の仕入を行っている。 



⑤ 従業員の状況（ＮＩＴＳ） 

(1）連結会社の状況（ＮＩＴＳ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

(2）保証会社の状況（ＮＩＴＳ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

(3）労働組合の状況（ＮＩＴＳ） 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

衣料繊維事業 
1,641 

（ 431） 

産業資材繊維事業 
306  

（  32） 

その他の事業 
124 

（  42） 

合計 
  2,071 

（ 505） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

595  

( 78） 
37.3 10.8 7,269 



(3）事業の状況（ＮＩＴＳ） 

① 業績等の概要（ＮＩＴＳ） 

(1）業績 

 当連結会計年度における経済環境は、米国、中国では景気拡大が続き、ユーロ圏、英国、アジア主要国で

も穏やかな景気回復が観測されるなか、日本経済も企業収益の改善が家計に波及し、個人消費の伸びに支え

られた着実な景気回復基調にあります。 

 一方、グローバリゼーションが急速に進むなかで、日本の繊維産業の環境は加速度的に構造変化が進みま

した。その結果、派生したビジネスの同質化と価格競争の熾烈化は、事業の収益性を低下させる要因とな

り、収益性の建て直しに向けた商社の繊維ビジネスの独自性が大きく問われた一年となりました。 

 こうした状況下、ＮＩＴＳグループは「事業構造改革による収益基盤の強化」を推し進めながら、最終年

度となった中期経営計画の必達に取り組みました。 

 これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高は2,717億円（前期比0.8％増）と微増ながら増収となり

ました。利益面におきましては、各セグメントにおいて、業容拡大と収益基盤の強化を推進しましたが、欧

米テキスタイルビジネスの苦戦が続いたことや、婦人カットソー及びデニム販売の不振などによる関係会社

の低調から、営業利益は54億円（同10.1％減）、経常利益は56億円（同8.7％減）と減益となりました。ま

た、特別利益に、貸倒引当金戻入益等を１億円計上し、特別損失に、たな卸資産処分損他を合計で６億円計

上した結果、当期純利益は28億円（同19.7％減）と減益となりました。 

 当連結会計年度における事業別セグメントの業績は次のとおりです。 

衣料繊維事業：［売上高 1,635億円（前期比 0.8％減）、営業利益 27億円（同 18.1％減）］ 

 原料・テキスタイル分野では、欧米ファッション市場での合繊織物離れにより、テキスタイル貿易の主力

であるポリエステル織物販売は終始低調となりました。北陸産地ビジネスも国内織物市況の不振と輸出市場

での中国製品の安値攻勢により苦戦を強いられました。原料ビジネスは、輸入レッグ製品販売が好調に推移

して収益面で貢献する一方、ポリエステル原料販売では、車輌資材用途が概ね順調に推移しましたが、イン

テリア用途は低迷しました。 

 総合衣料・生活実用衣料分野では、カットソー生産拠点拡充により量販・大型専門店・通販向けの総合衣

料、スポーツカジュアル関連の販売は伸長しましたが、主力仕入先である中国の通貨切り上げ、原料コスト

高騰により採算面では圧迫されました。一方、専門店・百貨店向けの婦人・子供衣料を中心とした付加価値

商品分野では企画・素材提案が奏功し、好調に推移しました。生活実用衣料は中国生産拠点への長期人材派

遣、雑貨分野での商品拡充と販売先開拓などにより事業拡大を進めています。 

 スポーツ衣料・紳士重衣料分野では、企画提案と海外生産の機能強化に並行して、物流・生産管理のシス

テム化を推進しました。特にスポーツ衣料分野では、海外での一貫生産体制の構築と国内ＱＲ生産体制の整

備強化を同時進行させることにより、国内販売に加え、中国市場、三国向けに販売チャネルの拡大に取り組

みました。紳士重衣料では、中国・ベトナムを中心に設備投資を含めた生産背景の拡充による事業拡大を図

りましたが、原材料高騰や人民元高によるコストアップならびに販売費増大により収益面での圧迫を余儀な

くされました。 

 中高級品市場向け紳士・婦人服製品分野では、ミセス分野での百貨店・専門店販売は引き続き低調推移と

なりましたが、中長期的取り組みの一環として国内供給基盤である五泉・山形地区ニット産地とは更なる連

携強化のもと生産基盤の強化を進めました。紳士カジュアル分野では海外生産基盤の整備が進捗し、更には

クールビズ効果もあり取引は伸長しました。パターンオーダーでのスーツビジネスは猛暑の影響により低調

な推移となりました。 

 名岐地区を中心としたカジュアルと生活衣料分野では、地域密着、顧客密着を軸としたトータルサービス

強化に加え、人員増強によるチーム対応と提案型営業強化が奏功し増収・増益となりました。メンズカジュ

アル用途は、クールビズ、ウォームビズ効果と厳寒による防寒商品の出荷堅調に支えられて好調に推移しま

した。レディスカジュアル用途は、短納期、小ロットが要求されるなか、物流コストアップなど厳しい展開

となりましたが、中国生産工場の集約化、拠点化を進めることでこれに対応し、既存顧客との取り組み強化

に加えて新規顧客の開拓も進むなど大幅な業容拡大となりました。 

 連結子会社のうち、国内では㈱テイジンアソシアリテイルが不採算店撤収などによる構造改善が奏功し黒

字転換を果たしましたが、秋冬物を中心とした婦人カットソー、デニムの販売不振によりエヌアイ繊維㈱、

㈱タキイ・コーポレイション及び帝人ワオ㈱は減益を余儀なくされました。 

 海外では全般的な商権拡大によりN.I.TEIJIN SHOJI (HONG KONG) LTDとN.I.TEIJIN SHOJI (SHANGHAI) 

CO.,LTD.が増収・増益となり、競争激化による利益率低下の影響によりN.I.TEIJIN SHOJI (THAILAND) CO.,

LTD.とN.I.TEIJIN SHOJI (U.S.A.),INC.は増収・減益、一方、テキスタイル分野の欧州市場の低迷などを 

受けN.I.TEIJIN SHOJI EUROPE GmbH.は減収・減益となりました。 



産業資材繊維事業：［売上高 773億円（前期比 0.3％増）、営業利益 21億円（同 0.6％増）］ 

 工業繊維分野は、国内の自動車業界の好調により、主力のゴム資材関連は通期で好調に推移しました。ま

た主力ユーザーの中国、ＡＳＥＡＮ地域への進出に伴い、日本から当地へ向けての機能材料輸出も活発とな

りました。一方、カーボン及びアラミド繊維の調達は依然としてタイトな状況でしたが、玉の確保に注力し

てユーザー対応を進めました。結果、この分野では前年対比で売上増となりました。 

 繊維資材分野は、一次産業依存の農業・水産関連や公共投資政策に左右される土木関連資材は低調に終わ

りました。コア事業の重布関連、工業ミシン糸は構造要因により苦戦を強いられましたが、バグフィルター

などの環境関連商品、ならびにアラミド繊維を主とする高機能繊維はコンバーター機能の発揮により堅調推

移となりました。結果、全般に原材料高騰による厳しい販売状況が続きましたが、この分野での増収・増益

を確保することができました。 

 インテリア、車輌資材、リビング分野では、カーテンを中心としたインテリア分野が業界全般の低迷によ

る不調が続き、椅子張地、壁張地、カーペット等の健闘もありましたが、カバーしきれずに終わりました。

車輌資材分野は堅調な自動車生産のなかにありながら量販車種の受注が確保できず低迷し、リビング分野は

ワイピングクロスを中心に堅調に推移しましたが、寝装関係の不振により不調に終始しました。 

 連結子会社である㈱帝健は、アラミド製品・原糸、テビロン製品ともに販売は堅調に推移しましたが、好

調であった前年度には達せず減収・減益となりました。㈱テクセットも全般的な販売不振により減収・減益

となりました。 

その他の事業 ：［売上高 309億円（前期比 12.1％増）、営業利益 ６億円（同 8.7％減）］ 

 ＰＥＴフィルム、ポリカーボネート樹脂などが需給タイトとなるなかで、薄型ディスプレー、半導体関連

業界向けに好調な販売を維持しました。機器輸出、フロッピーディスクなどの販売は低調となりましたが、

分野全体としては売上を拡大しました。 

 連結子会社である帝商産業㈱は、原燃事業の好調により増収となりましたが、資材納入事業における利益

減により、減益となりました。 

 当連結会計年度における所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

日本   ：［売上高 2,324億円（前期比 0.9％減）、営業利益 49億円（同 7.9％減）］ 

 日本においては、売上高は、ビジネスの同質化と価格競争がますます激化する国内繊維業界において、新

規取引先との取り組み強化や生産基盤の一層の整備を図っていきましたが、衣料繊維事業を中心に推し進め

た商権整理や事業構造改革の影響や、婦人カットソー及びデニム販売の不振などにより減収となりました。

また営業利益は、衣料繊維事業における連結子会社が低調であったことなどにより減益となりました。 

  

アジア ：［売上高 198億円（前期比 28.1％増）、営業利益 ３億円（同 13.6％増）］ 

 アジアにおいては、売上高は、中国を中心とした好調なアジア経済のなか、液晶フィルム関連の化成品が

好調であったことや、アウター、スポーツカジュアル衣料製品などの新規顧客向け取引が伸長したこと、ま

たベルトメーカー向け工業繊維の販売が好調であったことにより、増益となりました。また、営業利益は、

増収に伴い増益となりました。 

  

米州   ：［売上高 166億円（前期比 8.0％増）、営業利益 ３億円（同 11.5％減）］ 

 米州においては、売上高は、引き続き低迷するテキスタイル市況のなか、ホームファーニッシング製品の

販売が好調に推移したため増収となりました。また、営業利益は、テキスタイル販売の不調の影響により、

減益となりました。 

  

その他  ：［売上高 29億円（前期比 30.0％減）、営業損失 １億円（同 ２億円悪化）］ 

 その他の地域においては、売上高は、欧州におけるテキスタイル販売が大きく落ち込んだこと等により、

減収となりました。また、営業利益は、減収による影響により、営業損失となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー状況 

 記載を省略しています。 



② 生産、受注及び販売の状況（ＮＩＴＳ） 

(1）生産実績 

 当連結会計年度において記載すべき生産実績はありません。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度において記載すべき受注実績はありません。 

(3）販売実績 

 業績等の概要及び第５ 経理の状況におけるセグメント情報を参照願います。 

 なお、最近２連結会計年度における取引形態別の販売実績は次のとおりです。 

形態別 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

輸出取引 16,206 6.0 19,467 7.2 

輸入取引 65,355 24.3 66,643 24.5 

外国間取引 13,673 5.0 11,564 4.3 

国内取引 174,274 64.7 174,070 64.0 

合計 269,510 100.0 271,744 100.0 



③ 対処すべき課題（ＮＩＴＳ） 

 世界経済は、原油価格の高騰、テロ、自然災害、新たな感染症への恐怖といった懸念材料を孕みながら

も、米国は安定的成長、欧州もようやく回復の兆しがみえてきました。また中国をはじめとするＢＲＩＣｓ

諸国は成長のドライビングフォースとして新たな商流を生み出しています。 

 日本では、リストラを完了した各企業は近年業績を回復し、設備投資も増加し、雇用や賃金情勢の改善に

より個人消費も回復するなど、景気は回復から拡大へと向かっています。 

 しかし、衣料繊維分野に関しては、市場の拡大は望めず、価値観の多様化を背景にした商品需要の細分化

とその変化のスピードは加速しています。産業資材分野では、自動車、情報、エレクトロニクス分野を中心

に需要は堅調に推移するなかで、商品の高機能化と海外生産に対応した現地供給が求められています。 

 このような課題に対処し、事業基盤の強化、拡大を図るため、当社グループは2006年度よりスタートする

新中期経営計画において、“秩序ある成長の達成”に向け下記の重点方針を掲げ、３Ｃ（コーディネート、

コンパウンド、コンバート）機能の徹底追及と強化を行っていく方針です。 

 具体的な施策として、次の項目を実行していきます。 

（1）機能の徹底追及と強化 

  ・各分野において顧客に利益をもたらす機能を見つめなおし、期待機能を追及・強化することで、機能

   に基づく適正利潤を伴う売上の拡大に努めます。 

（2）グローバル化への対応強化 

  ・中国・ＡＳＥＡＮにおける適地生産基盤の確立と強化 

（3）効率運営の強化 

  ・ＲＯＡ（総資産営業利益率）目標の達成に向けた資産効率の改善 

  ・ＩＴ基盤の再整備と活用 

（4）リスクマネジメントの徹底 

（5）人材育成と女性活用 

（6）社会倫理・企業倫理に基づいた行動の実践 

④ 事業等のリスク（ＮＩＴＳ） 

 ＮＩＴＳグループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしていますが、現在ＮＩＴ

Ｓグループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、これ

はＮＩＴＳグループが属する帝人グループ全体の経営成績及び財務状況等にも影響を及ぼす可能性がある事項

です。 

(1）商品市況の変動リスク 

 ＮＩＴＳグループは市況製品を展開しており、景気、他社との競合に伴う市場価格の変動が業績に影響を

及ぼす可能性があります。特に各事業分野における各種ポリエステル関連製品やポリカーボネート関連製品

の売値及び原材料調達価格に関し変動を受けやすい構造となっています。 

(2）為替レートの変動リスク 

 ＮＩＴＳグループは、外貨建取引等において為替リスクを負うことがありますが、予定取引の網羅的な把

握をベースとした先物為替予約などを通じてそのリスクを最大限ヘッジしています。ただし、予定取引のキ

ャンセルや通常予測可能な範囲を上回る為替変動があった場合など、当該リスクを完全に回避できるとは限

らず、ＮＩＴＳグループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、ＮＩＴＳグループの連結子会社の

うちおよそ半数が海外子会社であることから、円高が進行すると為替換算調整勘定を通じて株主資本が減少

するリスクがあります。 



(3）訴訟リスク 

 ＮＩＴＳグループが国内外で行う継続した事業活動の過程において、製造物責任（ＰＬ）、環境、労務、

知的財産権、その他に関し訴訟を提起された場合、ＮＩＴＳグループの業績及び社会的評価等に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(4）海外活動にかかるリスク 

 ＮＩＴＳグループは、米国、欧州、中国、タイ、インドネシア、ベトナムに活動拠点をもち、生産から販

売まで全領域でのバリューチェインを構築し事業展開を行っていますが、次のような海外活動にかかるリス

クがあり、これらの事象が発生した場合は、ＮＩＴＳグループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

①予期し得ない法律・規制、不利な影響を及ぼす租税制度の変更 

②不利な政治的要因の発生 

③テロ、戦争等による社会的混乱 

⑤ 経営上の重要な契約等（ＮＩＴＳ） 

 特記すべき事項はありません。 

⑥ 研究開発活動（ＮＩＴＳ） 

 ＮＩＴＳグループは、ＮＩＴＳを中心に新製品の企画開発を主とする研究開発を行っています。商社の価値

創造機能の最大限の発揮を目指し、川上から川下まで一貫したバリューチェインを構築する過程で、新製品開

発のため試験反作成、品質調査、物性テスト等の試作試験を実施しています。 

 以上のような研究開発活動の結果、当連結会計年度における研究開発費は３億円でした。 

⑦ 財政状態及び経営成績の分析（ＮＩＴＳ） 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 ＮＩＴＳグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しています。その作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の

報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等

を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性の存在により、これらの見積り

と異なる場合があります。 

 ＮＩＴＳグループの連結財務諸表の作成にあたって採用する重要な会計方針は、(6）経理の状況（ＮＩＴ

Ｓ）の連結財務諸表「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重

要な会計方針が、連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えています。 

① 貸倒引当金の計上基準 

 ＮＩＴＳグループでは、債権の貸倒れによる貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を繰入計上して

います。将来、顧客の財務状況等が悪化し、支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒

損失が発生する可能性があります。 

② 投資有価証券の減損処理 

 ＮＩＴＳグループが保有する株式は、株式市場の価格変動リスクや、発行体の経営状態・財務内容の悪

化による価値下落リスクを含んでいるため、合理的な基準に基づき、投資有価証券の減損処理を行ってい

ます。 

③ 繰延税金資産の回収可能性 

 ＮＩＴＳグループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積ってい

ます。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するので、課税所得の見積額が減少

した場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 



(2）経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ22億円増収（0.8％増）の2,717億円となりました。

 これは、ＮＩＴＳグループの価値創造機能である３Ｃ機能を背景に「事業構造改革による収益基盤の強

化」を推し進め、商権拡大とグローバル商流の再構築に注力してきた結果、欧米市場でのテキスタイルビ

ジネスの苦戦が続いたことや、婦人カットソー及びデニム販売の不振などが影響し、衣料繊維事業では減

収となりましたが、国内自動車業界の好調によりゴム資材関連や、アラミド繊維を中心とした高機能繊維

が好調であった産業資材繊維事業は増収となり、また、ＰＥＴフィルムやポリカーボネート樹脂など需給

がタイトとなるなか、薄型ディスプレイ、半導体関連業界向けに好調に販売を維持したその他の事業も増

収となりました。 

② 営業利益 

当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ６億円減収（10.1％減）の54億円となりました。

 これは、事業構造改革効果により販売費及び一般管理費が減少しましたが、一部の連結子会社において

厳冬の影響による秋冬婦人カットソーの不振や春物販売の遅延、デニム関連製品の販売低調、欧州市場で

のテキスタイル販売の低迷などにより、売上利益が減少したことが要因となり減益となりました。 

③ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外損益は、営業外収益が、前連結会計年度に比べ１億円増加（22.0％増）し 

７億円、営業外費用が、前連結会計年度に比べ１億円増加（10.6％増）し６億円となりました。 

 営業外収益については、為替差損益において、当連結会計年度は１億円の為替差益となったことのほ

か、雑収入が20百万円増加し３億円となりました。また、その他の各項目は、前連結会計年度に比べほぼ

同額となりました。 

 営業外費用については、主に海外連結子会社において、ドル金利の上昇に伴い借入利息が増加したこと

により、支払利息が54百万円増加し２億円となりましたが、事業構造改革推進により売上割引が20百万円

減少し１億円となりました。また、雑支出が21百万円増加し２億円となったほか、売上債権売却損は前連

結会計年度とほぼ同額の１億円となりました。 

④ 特別損益 

当連結会計年度の特別損益は１億円の特別利益と、６億円の特別損失となりました。 

 特別利益の主なものは、徹底した与信管理に基づく貸倒実績率の低下に伴う貸倒引当金の戻入益でし

た。一方、特別損失の主なものは、事業構造改革推進に伴う、不良性たな卸資産の処分損４億円や事業撤

収損１億円等でした。  

⑤ 当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度に比べ７億円減少（19.7％減）し28億円となりました。 

 これは、事業構造改革効果により販売費及び一般管理費が減少する一方で、売上利益の減少に伴い営業

利益が減少したことが大きく影響し、また特別利益が前連結会計年度に比べ減少したこと等によるもので

した。   

(3）資金調達の状況 

 ＮＩＴＳグループは、当連結会計年度より帝人㈱より短期資金を調達しています。また、資金効率の向上

という観点から、債権の流動化を積極的に推し進め、経営資金の効率的調達を図っています。 

(4）経営方針・基本事業戦略 

 ＮＩＴＳグループは、ＮＩＴＳの親会社である帝人㈱のグループ基本経営方針の下、「安定収益事業」と

して位置づけられ運営されている流通・製品事業グループとして、帝人㈱のグループ基本事業戦略に沿って

運営しています。 

 なお、今後の具体的な事業戦略は、３ 対処すべき課題に記載のとおりです。 



(4）設備の状況（ＮＩＴＳ） 

① 設備投資等の概要（ＮＩＴＳ） 

 特記すべき事項はありません。 

② 主要な設備の状況（ＮＩＴＳ） 

(1）ＮＩＴＳ 

 （注）１ 上記の金額には消費税等を含んでいません。 

２ 上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は下記のとおりです。 

(2）国内子会社 

 （注） 上記金額には消費税等を含んでいません。 

(3）在外子会社 

 特記すべき事項はありません。 

③ 設備の新設、除却等の計画（ＮＩＴＳ） 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位：百万円） 
従業員数（名）
外[臨時従業員]建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

本社 

（大阪市中央区） 
－ 事務所 130 4 － 23 158 

404 

［47］

事業所名 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 主なリース期間 年間リース料 リース契約残高 

本社等 － 電子計算機器等 ４年 103百万円 324百万円 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の 
種類別 
セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位：百万円） 

従業員数(名) 
外[臨時従業員]建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

新和合繊㈱ 

本社工場 

(石川県小松市) 

衣料繊維 

事業 

仮撚糸 

製造設備 
101 136 

34 

(11,901)
4 276 

38 

[11]

柴山工場 

(石川県加賀市) 

衣料繊維 

事業 

丸編生地 

製造設備 
120 91 

20 

(6,791)
1 233 

23 

[ 6]

帝商産業㈱ 
松山営業所 

(愛媛県松山市) 

その他の 

事業 

包装材料の 

加工設備 
60 8 

129 

(6,986)
0 199 

19 

[ 6]

㈱フォークナー 
本社工場 

(岡山県瀬戸内市) 

衣料繊維 

事業 
倉庫設備等 29 0 

418 

(8,033)
0 448 

8 

[37]



(5）保証会社の状況（ＮＩＴＳ） 

① 株式等の状況（ＮＩＴＳ） 

(1）株式の総数等（ＮＩＴＳ） 

① 株式の総数 

 （注） 定款での定めは次のとおりです。 

当会社の発行する株式の総数は59,166,430株とする。 

② 発行済株式 

(2）新株予約権等の状況（ＮＩＴＳ） 

 該当事項はありません。 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移（ＮＩＴＳ） 

 （注）１ 平成13年４月１日をもってＮＩＴＳと日商岩井アパレル㈱は合併し、合併に際して発行する額面普通株式

（１株の額面金額50円）5,833,568株を、日商岩井アパレル㈱の株主に対し、その所有する同社の額面普通

株式（１株の額面金額500円）１株につき、ＮＩＴＳの株式0.9854株を割当交付し、資本金291百万円、資本

準備金2,098百万円がそれぞれ増加しました。 

２ 平成15年６月１日付で、親会社である帝人㈱による現物出資により、発行済株式総数２株、資本金152百万

円がそれぞれ増加しました。また、資本準備金56百万円を資本金へ組入れました。 

３ 平成15年８月１日発効で株式併合を行い、発行済株式総数20,833,570株を20,000,000株に併合しました。 

４ 平成16年４月１日を期日として、帝人㈱を分割会社とし、ＮＩＴＳを承継会社とする会社分割を行ったこと

により、発行済株式総数1,000株及び資本準備金180百万円がそれぞれ増加しました。 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 59,166,430株 

計 59,166,430株 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,001,000 20,001,000 非上場・非登録 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のないＮＩＴＳ

における標準となる

株式 

計 20,001,000 20,001,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
(株) 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成13年４月１日 

（注）１ 
5,833,568 20,833,568 291 1,791 2,098 2,144 

平成15年６月１日 

（注）２ 
2 20,833,570 208 2,000 △56 2,088 

平成15年８月１日 

（注）３ 
△833,570 20,000,000 － 2,000 － 2,088 

平成16年４月１日 

（注）４ 
1,000 20,001,000 － 2,000 180 2,269 



(4）所有者別状況（ＮＩＴＳ） 

(5）大株主の状況（ＮＩＴＳ） 

(6）議決権の状況（ＮＩＴＳ） 

① 発行済株式 

② 自己株式等 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 2 － － － 2 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － 20,001 － － － 20,001 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合 
（％） 

帝人㈱ 大阪市中央区南本町一丁目６番７号 19,376 96.9 

日清紡績㈱ 東京都中央区日本橋人形町二丁目31番11号 625 3.1 

計 － 20,001 100.0 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  20,001,000 20,001 

権利内容に何ら限定のな

いＮＩＴＳにおける標準

となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 20,001,000 － － 

総株主の議決権 － 20,001 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）ストックオプション制度の内容（ＮＩＴＳ） 

 該当事項はありません。 

② 自己株式の取得等の状況（ＮＩＴＳ） 

(1）定時総会決議または取締役会決議による自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

 該当事項はありません。 

(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

 該当事項はありません。 

③ 配当政策（ＮＩＴＳ） 

 ＮＩＴＳは、関係会社からの配当収入が主な収益源である帝人㈱（親会社）の配当政策実現のために、帝人

㈱が示す配当基準に準拠し、配当を実施することを基本方針としています。同方針に基づき、期末配当は１株

当たり87円73銭を実施することとしました。 

 なお、帝人㈱の配当政策については、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政策」をご参照下さい。

④ 株価の推移（ＮＩＴＳ） 

 ＮＩＴＳ株式は、証券取引所非上場・証券業協会非登録株式のため、該当事項はありません。 



⑤ 役員の状況（ＮＩＴＳ） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

代表取締役 

社長 
－ 森田 順二 昭和22年９月18日生

昭和45年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成８年６月 同 社長室計画部長 

平成10年10月 同 ビジネスシステム改革部長 

平成11年１月 同 経営企画室 秘書部長 

平成12年６月 同 執行役員待遇 

P.T.TEIJIN INDONESIA FIBER  

CORPORATION社長 

平成15年５月 帝人グループ執行役員 兼  

ＮＩＴＳ社長補佐 

平成15年６月 帝人グループ常務執行役員 兼 

ＮＩＴＳ専務取締役 営業管掌 

平成16年４月 帝人㈱流通・製品グループ長(現) 

兼  ＮＩＴＳ代表取締役社長(現) 

平成17年６月 帝人グループ専務執行役員(現) 

常務取締役 

衣料繊維 
部門長 
兼 

衣料第三 
本部長 

北野 弘 昭和22年11月26日生

昭和54年10月 帝人商事㈱(現 ＮＩＴＳ)入社 

－

平成８年３月 同 東京紳士部長 兼 東京衣料部長 

平成８年11月 同 衣料第三本部副本部長 

平成11年６月 同 衣料第二本部副本部長 

平成11年11月 同 衣料第二本部長 

平成13年６月 同 執行役員 

平成14年４月 同 衣料第三本部長(現) 

平成15年６月 同 執行役員 

平成16年８月 同 中国総代表 兼 上海駐在員事

務所長 

平成18年４月 同 衣料繊維部門長(現) 

平成18年６月 同 常務取締役(現) 

取締役 
産業資材 
部門長 

小川 雄四郎 昭和24年７月３日生

昭和48年７月 帝人商事㈱(現 ＮＩＴＳ)入社 

－

平成９年10月 同 工繊部長 

平成11年６月 同 工繊副本部長 

平成12年３月 TEIJIN SHOJI EUROPE GmbH.代表取締

役社長（平成13年４月より

「N.I.TEIJIN SHOJI EUROPE GmbH.」

に社名変更） 

平成15年３月 ＮＩＴＳ工繊本部長 

平成15年６月 同 常務理事 

平成16年６月 同 執行役員 

平成18年４月 同 産業資材部門長(現) 

平成18年６月 同 取締役(現) 

取締役 

衣料第四 
本部長 
兼 

東京支社長 

杉本 豊 昭和23年８月８日生

昭和47年４月 日商岩井㈱ 入社 

－

平成10年４月 同 衣料第二部長 

平成11年４月 同 東京繊維部長 

平成12年４月 日商岩井繊維㈱ 取締役 

平成13年４月 ＮＩＴＳ取締役(現) 兼 東京衣料

本部長 

平成13年６月 同 営業開発部長 兼 東京支社長

(現) 

平成14年４月 同 衣料第四本部長(現) 兼 

  衣料営業企画部長 

平成15年12月 同 東京アパレル第二部長 

取締役 

衣料第一 
本部長 
兼 

中国総代表 

古林 孝則 昭和23年11月24日生

昭和46年４月 日商岩井㈱ 入社 

－

平成９年４月 同  衣料第一部長 兼 

   日商岩井アパレル㈱取締役 

平成13年４月 ＮＩＴＳ取締役 兼 大阪衣料本部長 

平成13年６月 同 執行役員 

平成14年４月 同 衣料第二本部長 兼 

  名古屋支社長 

平成15年６月 同 常務執行役員 

平成16年６月 同 取締役(現） 

平成18年４月 同 衣料第一本部長(現) 兼  

    中国総代表(現） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

取締役 
繊維資材 
本部長 

山本 昇 昭和27年３月22日生

昭和50年４月 帝人商事㈱(現 ＮＩＴＳ)入社 

－

平成10年６月 TEIJIN SHOJI(BANGKOK)CO.,LTD. 

代表取締役社長 

（平成13年４月より「N.I.TEIJIN SH

OJI(THAILAND)CO.,LTD.」に社名変

更）  

平成15年６月 ＮＩＴＳ常務理事  兼  繊維資材本

部長(現) 兼  繊維資材部長 

平成16年４月 同 繊維資材第二部長 

平成16年６月 同 取締役(現) 

取締役 
経営企画 
本部長 

野田 久典 昭和24年３月10日生

昭和47年４月 帝人商事㈱(現 ＮＩＴＳ)入社 

－

平成11年６月 同 第一統括部長 

平成13年６月 同 企画管理部長 

平成14年２月 同 海外事業部長 

平成14年４月 帝人㈱流通・製品グループ長付 

平成14年７月 同 経営企画本部長(現) 

平成15年６月 同 常務理事 

平成16年６月 同 執行役員 

平成18年６月 同 取締役(現)  

取締役 

衣料第五 
本部長 
兼 
名古屋 
支社長 

西川 寛 昭和23年11月12日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成12年６月 ＮＩＴＳ入社 テキスタイル部長 

平成14年４月 同 衣料第二本部副本部長 兼   

  大阪衣料第一部長 

平成16年４月 同 衣料第五部長(現) 兼  

  名古屋支社長(現)   

平成16年７月 同 常務理事 

平成18年６月 同 取締役(現) 

取締役 － 森田 義一 昭和24年２月22日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成８年１月 同 勤労人勤部門 勤労部長 

平成12年４月 TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE  

PTE.,LTD.社長 

平成15年４月 帝人グループ執行役員  

帝人㈱ ＣＨＯ（現）兼 ＣＨＯス

タッフ室長（現）兼  

帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

代表取締役常務取締役（現） 兼 

人事総務部門長（現） 

平成15年６月 帝人グループ常務執行役員 

平成18年６月 帝人グループ専務執行役員(現) 兼 

ＮＩＴＳ取締役（現） 

 



 （注）１ 常勤監査役 勝木新一及び監査役 元木敏雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

２ ＮＩＴＳでは、コーポレート・ガバナンスのより一層の強化のための具体的方策として、「執行役員制度」

を導入しています。 

(1）目的 

①取締役と執行役員が担う役割を明確にし、「取締役会」が本来もつ機能である経営戦略の策定、経営基本

方針の策定、業務執行の監視という諸機能を強化する。 

②「取締役会の基本方針に基づく業務執行」の権限を委譲された執行役員という役割を明確化することによ

り、責任と権限の所在を明らかにし、経営効率の向上を図る。 

(2）構成 

⑥ コーポレート・ガバナンスの状況（ＮＩＴＳ） 

 ＮＩＴＳグループは帝人グループのコーポレート・ガバナンスに沿って経営システムを確立し運営していま

す。なお、帝人グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況について

は、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ６ コーポレート・ガバナンスの状況」をご参照ください。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

常勤監査役  －  勝木 新一 昭和21年２月28日生

昭和43年４月 帝人㈱ 入社  
平成７年１月 ㈱キタセン 部長   

平成９年６月 帝人㈱ 繊維事業本部   

北陸営業所長 
－

平成11年12月 同 テキスタイル生産・企画管理部

長 
  

平成13年４月 同 テトロン事業本部長補佐   

平成13年６月 ＮＩＴＳ常勤監査役(現)   

常勤監査役 － 森本 憲昭 昭和21年10月22日生

昭和44年４月 帝人商事㈱(現 ＮＩＴＳ)入社 

－

平成８年４月 同 繊維貿易部長  

平成11年６月 TEIJIN SHOJI(U.S.A.),INC. 

代表取締役社長 

（平成13年４月より

「N.I.TEIJIN SHOJI

(U.S.A.),INC.」に社名変更）  

平成13年６月 ＮＩＴＳ執行役員 

平成13年10月 同 衣料第一本部長 

平成14年６月 同 取締役 

平成18年４月 同 社長補佐 

平成18年６月 同 常勤監査役(現) 

 監査役  －  元木 敏雄 昭和19年12月７日生

昭和44年４月 帝人㈱ 入社 

－ 

平成10年４月 同 エンジニアリング研究所長 

平成14年６月 帝人グループ理事 

平成15年４月 帝人エンテック㈱取締役 兼  

ＣＴＯスタッフ室 

（エンジニアリング担当) 

平成16年４月 帝人㈱ 監査役付 

平成16年６月 同 常勤監査役(現) 兼  

ＮＩＴＳ常勤監査役 

平成18年６月 ＮＩＴＳ監査役(現) 

      計      

役名 氏名 職名 

常務執行役員 市居  治 物資・機材本部長 

常務執行役員 山本  泉 管理本部長 

執行役員 佐藤 俊寛 工繊本部長 

執行役員 島田 康正 衣料第二本部長 



(6）経理の状況（ＮＩＴＳ） 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）ＮＩＴＳの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第

２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しています。 

(2）ＮＩＴＳの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しています。 

２ 監査証明について 

 ＮＩＴＳの連結財務諸表及び財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 
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① 連結財務諸表等（ＮＩＴＳ） 

(1）連結財務諸表（ＮＩＴＳ） 

① 連結貸借対照表（ＮＩＴＳ） 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     1,532     1,452   

２ 受取手形及び売掛金     61,049     59,043   

３ たな卸資産     15,077     15,887   

４ 短期貸付金     28     28   

５ 預け金     533     0   

６ 未収入金     1,399     1,584   

７ 繰延税金資産     634     573   

８ その他の流動資産     761     550   

９ 貸倒引当金     △482     △515   

流動資産合計     80,533 88.9   78,605 87.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 
※１ 

※２ 
            

(1) 建物及び構築物     1,090     974   

(2) 機械装置及び運搬具     441     411   

(3) 土地     959     959   

(4) その他の有形固定資産     244     250   

有形固定資産合計     2,736 3.0   2,596 2.9 

２ 無形固定資産     665 0.7   547 0.6 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 
※２ 

※３ 
  3,917     5,458   

(2) 長期貸付金    172     186   

(3) 固定化営業債権     2,044     903   

(4) 長期未収入金     684     650   

(5) 繰延税金資産     211     58   

(6) その他の 

 投資その他の資産 
※３   1,968     1,889   

(7) 貸倒引当金     △2,373     △1,208   

投資その他の資産合計     6,626 7.4   7,938 8.9 

固定資産合計     10,028 11.1   11,082 12.4 

資産合計     90,561 100.0   89,687 100.0 
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前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     48,313     45,868   

２ 短期借入金 ※２   14,009     14,266   

３ 未払金     2,760     2,939   

４ 未払費用     711     798   

５ 未払法人税等     1,676     1,162   

６ 賞与引当金     184     187   

７ 返品調整引当金     76     30   

８ その他の流動負債     892     687   

流動負債合計     68,625 75.8   65,939 73.5 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   101     54   

２ 退職給付引当金     1,613     1,581   

３ 役員退職慰労引当金     196     255   

４ 長期預り金     830     900   

５ 連結調整勘定     625     385   

６ 繰延税金負債     －     459   

７ その他の固定負債     －     14   

固定負債合計     3,367 3.7   3,651 4.1 

負債合計     71,992 79.5   69,590 77.6 

      

（少数株主持分）               

少数株主持分     33 0.0   35 0.0 

      

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※７   2,000 2.2   2,000 2.2 

Ⅱ 資本剰余金     2,269 2.5   2,269 2.5 

Ⅲ 利益剰余金     13,699 15.1   14,051 15.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     862 1.0   1,730 2.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △295 △0.3   10 0.0 

資本合計     18,535 20.5   20,060 22.4 

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
    90,561 100.0   89,687 100.0 



② 連結損益計算書（ＮＩＴＳ） 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     269,510 100.0   271,744 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   243,159 90.2   246,174 90.6 

売上総利益     26,350 9.8   25,570 9.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   20,296 7.5   20,127 7.4 

営業利益     6,053 2.3   5,442 2.0 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   23     25     

２ 受取配当金   51     58     

３ 連結調整勘定償却額   239     239     

４ 持分法による投資利益   10     23     

５ 為替差益   －     87     

６ 雑益   272 597 0.2 293 728 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   117     172     

２ 売上債権売却損   102     103     

３ 売上割引   121     100     

４ 為替差損   1     －     

５ 雑損   172 515 0.2 193 569 0.2 

経常利益     6,135 2.3   5,601 2.1 

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金戻入益   262     77     

２ 保証債務戻入益   56 319 0.1 6 83 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 事業撤収損   －     131     

２ たな卸資産処分損   －     355     

３ 店舗閉鎖損失   104     36     

４ 投資有価証券売却損   4     8     

５ 投資有価証券評価損   11     21     

６ 事務所移転費用   283     －     

７ 移籍補償金 ※３ 137     －     

８ 出資証券売却損   5     －     

９ ソフトウェア除却損   42 590 0.2 － 553 0.2 

税金等調整前当期純利益     5,865 2.2   5,131 1.9 

法人税、住民税及び 

事業税 
  2,550     2,271     

法人税等調整額   （△）131 2,419 0.9 91 2,363 0.9 

少数株主利益（△）     （△）1  △0.0   （△）1  △0.0 

当期純利益     3,444 1.3   2,766 1.0 



③ 連結剰余金計算書（ＮＩＴＳ） 
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前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,088   2,269 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

会社分割に伴う新株式

の発行 
  180 180 － － 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     2,269   2,269 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     11,706   13,699 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   3,444   2,766   

２ 持分法除外に伴う増加高   3 3,448 － 2,766 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   1,400   2,346   

２ 役員賞与   55   49   

３ 持分法除外に伴う減少高   － 1,455 18 2,414 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     13,699   14,051 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（ＮＩＴＳ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しています。 

連結子会社は21社です。連結子会社名は

「(2）企業の概況」の④関係会社の状況

に記載しているため省略しています。 

なお、帝人ワオ㈱及び㈱テイジンアソシ

アリテイルについては、新たに株式を取

得したため、当連結会計年度より連結の

範囲に含めています。 

また、連結子会社であったFASHION  

FORCE (H.K.)LTD.については、清算が結

了したため、連結子会社から除外してい

ます。 

非連結子会社はありません。 

すべての子会社を連結しています。 

連結子会社は20社です。連結子会社名は

「(2）企業の概況」の④関係会社の状況

に記載しているため省略しています。 

なお、連結子会社であった㈱オービーシ

ーについては、当連結会計年度において

㈱フォークナーに合併されたため、連結

子会社から除外しています。 

非連結子会社はありません。 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数は６社です。 

持分法適用の関連会社名は「(2）企業の

概況」の④関係会社の状況に記載してい

るため省略しています。 

なお、P.T.KERIS INOUE NISSHO INDONESIA

については、所有割合が減少したことに 

より、関連会社ではなくなりました。 

持分法非適用の関連会社であるTHAI  

NAMSIRI CHUBU CO.,LTD.の当期純損益の

うち持分に見合う額及び利益剰余金等の

うち持分に見合う額は、連結会社のそれ

ぞれの合計額に対する影響額が軽微であ

り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていません。 

持分法適用の関連会社数は５社です。 

持分法適用の関連会社名は「(2）企業の

概況」の④関係会社の状況に記載してい

るため省略しています。 

なお、P.T.TUPAI ADYAMAS INDONESIAにつ

いては、所有割合が減少したことによ

り、関連会社ではなくなりました。 

持分法非適用の関連会社であるTHAI  

NAMSIRI CHUBU CO.,LTD.の当期純損益の

うち持分に見合う額及び利益剰余金等の

うち持分に見合う額は、連結会社のそれ

ぞれの合計額に対する影響額が軽微であ

り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていません。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、新和合繊㈱、 

N.I.TEIJIN SHOJI(HONG KONG)LTD.、 

N.I.TEIJIN SHOJI(U.S.A.),INC.、 

N.I.TEIJIN SHOJI EUROPE GmbH.、 

P.T.N.I.TEIJIN SHOJI INDONESIA、 

N.I.TEIJIN SHOJI(SHANGHAI)CO.,  

LTD.、N.I.TEIJIN SHOJI(THAILAND)CO.,  

LTD.、FASHION FORCE NO.1 FACTORY CO.,

LTD.及び青島納普斯服装整理有限公司の

決算日は毎年12月末日、新サンニット

㈱、帝京レース㈱、帝商産業㈱及び㈱タ

キイ・コーポレイションの決算日は毎年

１月末日、㈱フォークナー、㈱オービー

シー及び㈱テイジンアソシアリテイルの

決算日は毎年２月末日ですが、そのまま

連結しています。ただし、当該会社の決

算日と連結決算日との間に重要な取引が

生じた場合には、必要な調整を行ってい

ます。 

連結子会社のうち、新和合繊㈱、 

N.I.TEIJIN SHOJI(HONG KONG)LTD.、 

N.I.TEIJIN SHOJI(U.S.A.),INC.、 

N.I.TEIJIN SHOJI EUROPE GmbH.、 

P.T.N.I.TEIJIN SHOJI INDONESIA、 

N.I.TEIJIN SHOJI(SHANGHAI)CO.,  

LTD.、N.I.TEIJIN SHOJI(THAILAND)CO.,  

LTD.、FASHION FORCE NO.1 FACTORY CO.,

LTD.及び青島納普斯服装整理有限公司の

決算日は毎年12月末日、新サンニット

㈱、帝京レース㈱、帝商産業㈱及び㈱タ

キイ・コーポレイションの決算日は毎年

１月末日、㈱フォークナー及び㈱テイジ

ンアソシアリテイルの決算日は毎年２月

末日ですが、そのまま連結しています。

ただし、上記決算日の異なる連結子会社 

14社については、当該会社の決算日と連

結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、必要な調整を行っています。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ＮＩＴＳは月別移動平均法に基づく

低価法。 

連結子会社は主として、月別移動平

均法に基づく原価法。 

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

②無形固定資産 

同左 

 ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

国内会社は、売上債権等に係る貸倒

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額

を繰入計上しています。 

また、在外会社は、相手先毎に回収

不能見込額を計上することとしてい

ます。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

国内子会社は、従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しています。 

②賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③返品調整引当金 

国内連結子会社１社は、販売した商

品の返品による損失に備えるため、

過去の実績に基づく損失見込額を計

上しています。 

③返品調整引当金 

同左 

 ④退職給付引当金 

国内会社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

会計基準変更時差異については、５

年による按分額を費用計上していま

す。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による按分額を

費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による按分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理してい

ます。 

在外会社には退職金制度がなく、引

当金の計上をしていません。 

④退職給付引当金 

国内会社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による按分額を

費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による按分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理してい

ます。 

在外会社には退職金制度がなく、引

当金の計上をしていません。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、ＮＩＴＳ及び連結子会社４社の

当連結会計年度末における内規に基

づく基準額相当額に達するまでの額

を繰入計上しています。 

⑤役員退職慰労引当金 

同左 

 ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理していま

す。なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算調

整勘定に含めています。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

同左 

 ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



会計処理の変更（ＮＩＴＳ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。な

お、為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務については、振当処

理を行っています。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  
外貨建営業債権債務 

及び外貨建予定取引 

同左 

 ③ヘッジ方針 

実需原則に基づき、為替変動リスク

をヘッジしています。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係

を確認することにより、有効性を評

価しています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用していま

す。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均

等償却しています。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書については、連結会計

年度中に確定した連結会社の利益処分に

基づいて作成しています。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる当連結会計年度の損益

に与える影響はありません。 



注記事項（ＮＩＴＳ） 

（連結貸借対照表関係）（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

5,010百万円です。 

  

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は  

 5,255百万円です。 

  

※２ 担保提供資産及び担保付債務 

(1）財団抵当に供している資産は、次のとおりです。 

※２ 担保提供資産及び担保付債務 

(1）財団抵当に供している資産は、次のとおりです。 

有形固定資産 140百万円（帳簿価額） 有形固定資産 129百万円（帳簿価額）

対応する債務は、次のとおりです。 対応する債務は、次のとおりです。 

短期借入金 26百万円 

長期借入金 81 〃 

短期借入金 26百万円 

長期借入金 54 〃 

    

(2）担保に供している資産はありません。 

  

(2）担保に供している資産はありません。 

  

(3）上記以外に取引保証金の代用として投資有価証券

22百万円を差入れています。 

  

(3）上記以外に取引保証金の代用として投資有価証券

34百万円を差入れています。 

  

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

投資有価証券（株式） 50百万円

その他の 

投資その他の資産（出資金） 
109 〃 

投資有価証券（株式） 76百万円

その他の 

投資その他の資産（出資金） 
126 〃 

    

 ４ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

 ４ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

① 関係会社 ① 関係会社 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

㈱センチュリーテクノコア 245百万円

㈱センチュリーエール 20 〃 

計 265 〃 

㈱センチュリーテクノコア 300百万円

㈱センチュリーエール 20 〃 

計 320 〃 

合計（①＋②） 130,756 〃 合計（①＋②） 171,300 〃 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＮＩＴＳを含む帝

人㈱の子会社５社による連帯保証です。 

  

なお、帝人㈱に対する保証は、ＮＩＴＳを含む帝

人㈱の子会社５社による連帯保証です。 

  

 ５ 受取手形割引高 81百万円  ５ 受取手形割引高 79百万円

   受取手形裏書譲渡高 13 〃 

 ６ 売掛金の流動化による譲渡高 2,009百万円  ６ 売掛金の流動化による譲渡高 2,190百万円

※７ ＮＩＴＳの発行済株式の種類及び総数は、以下の

とおりです。 

※７ ＮＩＴＳの発行済株式の種類及び総数は、以下の

とおりです。 

普通株式 20,001,000株 普通株式 20,001,000株



（連結損益計算書関係）（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上原価には低価基準によるたな卸資産評価減に

係る金額が次のとおり含まれています。 

※１ 売上原価には低価基準によるたな卸資産評価減に

係る金額が次のとおり含まれています。 

前期評価減戻入 △24百万円

当期評価減 26 〃 

前期評価減戻入 △26百万円

当期評価減 27 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 ※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

１ 販売手数料 469百万円

２ 販売促進費 588 〃 

３ 広告宣伝費及び見本費 646 〃 

４ 役員報酬 536 〃 

５ 従業員給与 7,849 〃 

６ 賞与引当金繰入額 131 〃 

７ 従業員賞与 350 〃 

８ 役員退職慰労引当金繰入額 91 〃 

９ 退職給付費用 737 〃 

10 福利厚生費 1,254 〃 

11 交際費 291 〃 

12 旅費交通費 1,033 〃 

13 通信費 346 〃 

14 減価償却費 438 〃 

15 賃借料 1,539 〃 

16 その他の経費 3,991 〃 

合計 20,296 〃 

１ 販売手数料 467百万円

２ 販売促進費 528 〃 

３ 広告宣伝費及び見本費 590 〃 

４ 役員報酬 565 〃 

５ 従業員給与 8,119 〃 

６ 賞与引当金繰入額 172 〃 

７ 従業員賞与 303 〃 

８ 役員退職慰労引当金繰入額 67 〃 

９ 退職給付費用 406 〃 

10 福利厚生費 1,341 〃 

11 交際費 297 〃 

12 旅費交通費 1,131 〃 

13 通信費 366 〃 

14 減価償却費 417 〃 

15 賃借料 1,596 〃 

16 その他の経費 3,754 〃 

合計 20,127 〃 

なお、その他経費には、研究開発費206百万円が含

まれています。 

  

なお、その他経費には、研究開発費269百万円が含

まれています。 

  

※３ 従業員の移籍受入れに伴い、移籍元に支払った補

償金です。 

  

※３        ────── 



（リース取引関係）（ＮＩＴＳ） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
184 108 75 

その他の 

有形固定資産 
308 149 159 

無形固定資産 81 39 41 

合計 574 298 276 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
238 109 129 

その他の 

有形固定資産 
363 138 225 

無形固定資産 95 25 69 

合計 698 273 424 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 118百万円

１年超 166 〃 

合計 284 〃 

１年以内 163百万円

１年超 270 〃 

合計 433 〃 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 163百万円

減価償却費相当額 160 〃 

支払利息相当額 6 〃 

支払リース料 136百万円

減価償却費相当額 131 〃 

支払利息相当額 5 〃 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

①減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

②利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっています。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

①減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

②利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しています。 



（有価証券関係）（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 1,306 2,955 1,648 

小計 1,306 2,955 1,648 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 1 1 △0 

小計 1 1 △0 

合計 1,308 2,956 1,648 

(1）売却額 2百万円 

(2）売却益の合計額 － 

(3）売却損の合計額 4百万円 

非上場株式 910百万円 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 1,551 4,456 2,904 

小計 1,551 4,456 2,904 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 － － － 

小計 － － － 

合計 1,551 4,456 2,904 

(1）売却額 9百万円 

(2）売却益の合計額  1 〃       

(3）売却損の合計額 8 〃  

非上場株式 926百万円 



（デリバティブ取引関係）（ＮＩＴＳ） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

 前連結会計年度末（平成17年３月31日）及び当連結会計年度末（平成18年３月31日）におい

て、該当事項はありません。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容及び利用目的等 

ＮＩＴＳグループは、為替リスクを管理する目的で

デリバティブ取引を行っています。ＮＩＴＳグルー

プが行っているデリバティブ取引は先物為替予約で

あり、外貨建輸出債権・輸入債務及び外貨建運用資

産の為替リスクヘッジのために利用しています。 

１ 取引の内容及び利用目的等 

同左 

２ 取引に対する取り組み方針 

ＮＩＴＳグループは実需原則を遵守し、投機目的や

トレーディング目的のためにデリバティブ取引は行

いません。 

２ 取引に対する取り組み方針 

同左 

３ 取引に係るリスクの内容 

ＮＩＴＳグループが利用している先物為替予約は、

為替相場の変動によるリスクを有しています。ま

た、ＮＩＴＳグループのデリバティブ取引の契約先

はいずれも信用度の高い銀行であるため、契約先の

債務不履行によるリスクはほとんどないと認識して

います。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスク管理体制 

ＮＩＴＳでは、通常の営業取引に係る先物為替予約

取引は各事業部門が行っており、決済等の事務処理

は管理本部が行っています。また、財務取引に係る

デリバティブ取引は、社内権限規程に基づき管理本

部が行っており、毎決算終了後に取締役会に対して

デリバティブ取引の実績報告を行っています。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係）（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＮＩＴＳ及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、主として確定給付企業年金制度、適格退

職年金制度及び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。また、ＮＩＴＳにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＮＩＴＳは、適格退職年金制度を設けていましたが、平成16年４月１日に確定給付企業年金に移行し

ました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入

しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金64百万円を支払っています。 

２ 適格退職年金に対する従業員拠出額を控除しています。 

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △6,205百万円

ロ 年金資産 3,997 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,208 〃 

ニ 未認識数理計算上の差異 618 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 76 〃 

へ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △1,513 〃 

ト 前払年金費用 100 〃 

チ 退職給付引当金（へ－ト） △1,613 〃 

イ 勤務費用 （注２） 306百万円

ロ 利息費用 143 〃 

ハ 期待運用収益 △ 86 〃 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 239 〃 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 65 〃 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 14 〃 

ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 681 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

 ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＮＩＴＳ及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があり

ます。また、ＮＩＴＳにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＮＩＴＳは、適格退職年金制度を設けていましたが、平成16年４月１日に確定給付企業年金に移行し

ました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入

しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金38百万円を支払っています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △5,992百万円

ロ 年金資産 4,955 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,037 〃 

ニ 未認識数理計算上の差異 △ 472 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 62 〃 

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △1,447 〃 

ト 前払年金費用 133 〃 

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △1,581 〃 

イ 勤務費用 （注２）  315百万円

ロ 利息費用 108 〃 

ハ 期待運用収益 △ 94 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 79 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 14 〃 

ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 423 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

 ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年



（税効果会計関係）（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

未払事業税 140百万円

未払費用 141 〃 

保証債務 24 〃 

賞与引当金繰入限度超過額 53 〃 

繰越欠損金 157 〃 

商品評価損 76 〃 

その他 59 〃 

繰延税金資産 合計 653 〃 

繰延税金負債との相殺 △   18 〃 

繰延税金資産の純額 634 〃 

    

繰延税金負債  

債権債務消去に伴う貸倒引当金

修正 △   15百万円

その他  △    2 〃 

繰延税金負債 合計 △   18 〃 

繰延税金資産との相殺 18 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

未払事業税 101百万円

未払費用 176 〃 

貸倒引当金(短期) 113 〃 

賞与引当金 59 〃 

商品評価損 66 〃 

たな卸資産の未実現利益調整 30 〃 

その他 38 〃 

繰延税金資産 合計 585 〃 

繰延税金負債との相殺 △   12 〃 

繰延税金資産の純額 573 〃 

    

繰延税金負債  

債権債務消去に伴う貸倒引当金

修正 
△   12百万円

その他 △    3 〃 

繰延税金負債 合計 △   15 〃 

繰延税金資産との相殺 12 〃 

繰延税金負債の純額 △    3 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産   

退職給付引当金 773百万円

役員退職慰労引当金 79 〃 

貸倒引当金繰入限度超過額 332 〃 

投資有価証券評価損 59 〃 

繰越欠損金 599 〃 

その他有価証券評価差額金 60 〃 

その他 82 〃 

繰延税金資産 小計 1,986 〃 

評価性引当額 △  770 〃 

繰延税金資産 合計 1,215 〃 

繰延税金負債との相殺 △1,004 〃 

繰延税金資産の純額 211 〃 

    

繰延税金負債   

海外留保利益に関する税効果 △  119百万円

その他有価証券評価差額金 △  670 〃 

退職給付信託 △  203 〃 

その他 △   11 〃 

繰延税金負債 合計 △1,004 〃 

繰延税金資産との相殺 1,004 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

退職給付引当金 840百万円

役員退職慰労引当金 102 〃 

貸倒引当金(長期) 241 〃 

投資有価証券評価損 35 〃 

繰越欠損金 869 〃 

その他有価証券評価差額金 40 〃 

その他 58 〃 

繰延税金資産 小計 2,189 〃 

評価性引当額 △1,031 〃 

繰延税金資産 合計 1,157 〃 

繰延税金負債との相殺 △1,099 〃 

繰延税金資産の純額 58 〃 

    

繰延税金負債   

海外留保利益に関する税効果 △  177百万円

その他有価証券評価差額金 △1,186 〃 

退職給付信託 △  186 〃 

その他 △    8 〃 

繰延税金負債 合計 △1,558 〃 

繰延税金資産との相殺 1,099 〃 

繰延税金負債の純額 △  459 〃 

 



次へ  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

  

 1.8〃 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

 

△3.5〃 

受取配当金の消去に伴う影響 4.7〃 

住民税均等割等  0.5〃 

繰延税金資産に対する評価性引当額

の当期増加額 

5.1〃 

 連結調整勘定償却額 △1.9〃 

 外国税額控除 △1.5〃 

その他 0.2〃 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.1〃 
  



（セグメント情報）（ＮＩＴＳ） 

事業の種類別セグメント情報（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、取扱商品の種類・性質等により区分しています。 

２ 各事業に属する主な取扱商品 

衣料繊維事業  ：各種衣料用原糸、原綿、織物、編物、製品等 

産業資材繊維事業：工業用資材(タイヤ、ベルト、テント地)、車輌資材用(カーカバー、カーシート等)及び

インテリア用(カーテン地、寝装、カーペット等)の原糸、織物、編物、製品等 

その他の事業  ：合成樹脂、フィルム、化学品、機械、その他物流サービス 

３ 資産の内「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、5,039百万円であり、その主なものは、ＮＩ

ＴＳでの余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等です。

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれています。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、取扱商品の種類・性質等により区分しています。 

２ 各事業に属する主な取扱商品 

衣料繊維事業  ：各種衣料用原糸、原綿、織物、編物、製品等 

産業資材繊維事業：工業用資材(タイヤ、ベルト、テント地)、車輌資材用(カーカバー、カーシート等)及び

インテリア用(カーテン地、寝装、カーペット等)の原糸、織物、編物、製品等 

その他の事業  ：合成樹脂、フィルム、化学品、機械、その他物流サービス 

３ 資産の内「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、4,466百万円であり、その主なものは、ＮＩ

ＴＳでの余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門にかかる資産等です。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれています。 

  
衣料繊維 
事業 

（百万円） 

産業資材 
繊維事業 
（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 164,794 77,117 27,597 269,510 － 269,510 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
35 15 276 327 (327) － 

計 164,830 77,132 27,874 269,837 (327) 269,510 

営業費用 161,525 75,023 27,247 263,796 (340) 263,456 

営業利益 3,304 2,109 626 6,040 13 6,053 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
            

資産 54,378 24,969 6,542 85,891 4,670 90,561 

減価償却費 415 110 58 584 (0) 584 

資本的支出 382 117 50 550 － 550 

  
衣料繊維 
事業 

（百万円） 

産業資材 
繊維事業 
（百万円） 

その他の 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 163,458 77,339 30,947 271,744 － 271,744 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
34 19 243 297 (297) － 

計 163,492 77,358 31,191 272,042 (297) 271,744 

営業費用 160,784 75,235 30,619 266,639 (337) 266,302 

営業利益 2,707 2,122 572 5,402 40 5,442 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
            

資産 54,589 24,896 5,997 85,482 4,204 89,687 

減価償却費 393 106 47 547 (0) 547 

資本的支出 220 41 29 291 － 291 



所在地別セグメント情報（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国（香港含む）、タイ、インドネシア、ベトナム 

(2）米州……………米国 

(3）その他…………ドイツ 

３ 資産の内「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は5,039百万円であり、その主なものはＮＩＴＳでの余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等です。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国（香港含む）、タイ、インドネシア、ベトナム 

(2）米州……………米国 

(3）その他…………ドイツ 

３ 資産の内「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は4,466百万円であり、その主なものはＮＩＴＳでの余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等です。 

次へ  

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

米州 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
234,519 15,424 15,415 4,150 269,510 － 269,510 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
7,186 2,022 252 79 9,539 (9,539) － 

計 241,705 17,447 15,667 4,229 279,049 (9,539) 269,510 

営業費用 236,347 17,189 15,353 4,140 273,031 (9,574) 263,456 

営業利益 5,357 258 313 88 6,018 35 6,053 

Ⅱ 資産 79,035 4,316 3,137 1,135 87,625 2,936 90,561 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

米州 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
232,435 19,760 16,641 2,907 271,744 － 271,744 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
6,293 2,997 156 64 9,512 (9,512) － 

計 238,729 22,758 16,797 2,971 281,257 (9,512) 271,744 

営業費用 233,796 22,465 16,520 3,071 275,854 (9,551) 266,302 

営業利益 4,932 293 277 △100 5,402 39 5,442 

Ⅱ 資産 78,835 4,668 2,716 1,111 87,331 2,356 89,687 



海外売上高（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、ＮＩＴＳ及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国（香港含む）、タイ、インドネシア、ベトナム 

(2）米州……………米国 

(3）その他…………ドイツ 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、ＮＩＴＳ及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国（香港含む）、タイ、インドネシア、ベトナム 

(2）米州……………米国 

(3）その他…………ドイツ 

  アジア 米州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 31,340 13,267 6,552 51,161 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       269,510 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
11.6 4.9 2.4 18.9 

  アジア 米州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 35,861 14,414 5,498 55,774 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       271,744 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
13.2 5.3 2.0 20.5 



（関連当事者との取引）（ＮＩＴＳ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ グループファイナンスの取引金額は、短期での預入、払戻を繰り返しているため、取引金額については当連

結会計年度における純増減額を記載しています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 貸付金利は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＮＩＴＳを含む帝人㈱の子会社５社

と連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 包装用フィルム、ポリエステル製品等、アラミド繊維製品等及び樹脂・樹脂製品等の購入については、個々

の市場価格等を参考にして、交渉の上、決定しています。 

属性 会社名 住所 
資本金 

 (百万円) 

主要な 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接 96.9 

商標権等使用

許諾、資金の

借入、預入等 

グループフ

ァイナンス

（注１） 

（注２） 

125 預け金 498 

債務保証 

（注３） 
130,491 － － 

属性 会社名 住所 
資本金 

(百万円) 

主要な 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

帝人ファ

イバー㈱ 

大阪市 

中央区 
12,025 

繊維の製

造・販売 
－ 製品の購入 

ポリエステ

ル製品等の

購入 

（注２） 

10,912 買掛金 2,271 

帝人テク

ノプロダ

クツ㈱ 

大阪市 

中央区 
5,000 

繊維の製

造・販売 
－ 製品の購入 

アラミド繊

維製品等の

購入 

（注２） 

12,161 買掛金 2,766 

帝人デュ

ポンフィ

ルム㈱ 

東京都 

千代田区 
10,010 

ポリエス

テルフィ

ルムの製

造・販売 

－ 製品の購入 

包装用フィ

ルムの購入 

（注２） 

6,268 買掛金 3,114 

帝人化成

㈱ 

東京都 

千代田区 
2,149 

合成樹脂

及び燻蒸

剤等の製

造・販売 

－ 製品の購入 

樹脂・樹脂

製品等の購

入 

（注２） 

4,219 買掛金 1,452 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期で預入、払戻を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載して

います。 

 ２ 短期で借入金、返済を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）３ 短期の借入について、借入金利は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

４ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＮＩＴＳを含む帝人㈱の子会社５社

と連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 包装用フィルム、ポリエステル製品等、アラミド繊維製品等及び樹脂・樹脂製品等の購入については、個々

の市場価格等を参考にして、交渉の上、決定しています。 

属性 会社名 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接 96.9 

商標権等使用

許諾、資金の

借入、預入等 

グループフ

ァイナンス

(注１) 

△498 － － 

運転資金の 

借入 

(注２) 

(注３) 

1,608 短期借入金 1,608 

債務保証 

（注４） 
170,980 － － 

属性 会社名 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

帝人ファ

イバー㈱ 

大阪市 

中央区 
12,025 

繊維の製

造・販売 
－ 製品の購入 

ポリエステ

ル製品等の

購入 

（注２） 

9,821 買掛金 2,155 

帝人テク

ノプロダ

クツ㈱ 

大阪市 

中央区 
5,000 

繊維の製

造・販売 
－ 製品の購入 

アラミド繊

維製品等の

購入 

（注２） 

12,528 買掛金 2,771 

帝人デュ

ポンフィ

ルム㈱ 

東京都 

千代田区 
10,010 

ポリエス

テルフィ

ルムの製

造・販売 

－ 製品の購入 

包装用フィ

ルムの購入 

（注２） 

8,235 買掛金 3,222 

帝人化成

㈱ 

東京都 

千代田区 
2,149 

合成樹脂

等の製

造・販売 

－ 製品の購入 

樹脂・樹脂

製品等の購

入 

（注２） 

4,505 買掛金 1,646 



（１株当たり情報）（ＮＩＴＳ） 

（重要な後発事象）（ＮＩＴＳ） 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 924.23円 1,000.66円 

１株当たり当期純利益 169.75円 135.97円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ － 

 （注）１ 

当連結会計年度における潜在株式調

整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 当期純利益 3,444百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
49百万円 

(うち利益処分に

よる役員賞与金) 
(49百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
3,395百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
20,001千株 

当期純利益 2,766百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
46百万円 

(うち利益処分に

よる役員賞与金) 
(46百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
2,719百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
20,001千株 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 連結附属明細表（ＮＩＴＳ） 

（社債明細表）（ＮＩＴＳ） 

 該当事項はありません。 

（借入金等明細表）（ＮＩＴＳ） 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

(2）その他（ＮＩＴＳ） 

 該当事項はありません。 

次へ  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 18,313 19,054 1.0 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 47 49 3.0 － 

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 101 54 0.7 
最終返済期限： 

平成21年６月 

その他の有利子負債         

預り金（グループファイナンス１年以内） 461 765 0.4 － 

長期預り金（取引保証金） 473 562 0.2 － 

小計 19,398 20,486 － － 

内部取引の消去 △4,813 △5,603 － － 

合計 14,585 14,883 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 26 19 9 － 



② 財務諸表等（ＮＩＴＳ） 

(1）財務諸表（ＮＩＴＳ） 

① 貸借対照表（ＮＩＴＳ） 

   
第24期 

（平成17年３月31日） 
第25期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金   728 657 

２ 受取手形   16,122 13,054 

３ 売掛金 ※５ 34,475 36,386 

４ 商品   9,964 10,968 

５ 未着商品   16 22 

６ 前渡金   47 3 

７ 前払費用   41 43 

８ 短期貸付金   26 25 

９ 関係会社短期貸付金   4,166 4,835 

10 関係会社預け金   498 － 

11 未収入金 ※５ 1,373 1,386 

12 繰延税金資産   356 338 

13 その他の流動資産   158 82 

14 貸倒引当金   △283 △217 

流動資産合計   67,692 87.9 67,585 86.8 

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１ 

(1) 建物   226 191 

(2) 機械装置   3 21 

(3) 車輌運搬具   7 7 

(4) 工具器具備品   44 38 

(5) 土地   65 65 

(6) 建設仮勘定   － 5 

有形固定資産合計   346 0.4 330 0.4 

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア   549 444 

(2) 商標権   0 0 

無形固定資産合計   549 0.7 444 0.6 

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※２ 3,411 5,010 

(2) 関係会社株式   3,306 2,973 

(3) 出資金   201 259 

(4) 関係会社出資金   297 288 

(5) 長期貸付金   53 80 

(6) 従業員に対する 

長期貸付金 
  80 65 

(7) 固定化営業債権 ※３ 1,544 364 

(8) 長期前払費用   12 9 

(9) 長期未収入金   603 581 

(10) 繰延税金資産   230 － 

(11) その他の 

 投資その他の資産 
  600 539 

(12) 貸倒引当金   △1,887 △697 

投資その他の資産合計   8,455 11.0 9,475 12.2 

  固定資産合計   9,351 12.1 10,249 13.2 

資産合計   77,044 100.0 77,834 100.0 

 



次へ  

   
第24期 

（平成17年３月31日） 
第25期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     2,523     1,385   

２ 買掛金 ※５   39,424     39,485   

３ 短期借入金     12,100     10,500   

４ 関係会社短期借入金     －     1,608   

５ 未払金 ※５   2,240     2,552   

６ 未払費用 ※５   437     522   

７ 未払法人税等     1,264     992   

８ 前受金 ※５   122     100   

９ 預り金 ※５   849     1,070   

10 その他の流動負債     199     121   

流動負債合計     59,163 76.8   58,340 75.0 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     1,332     1,312   

２ 役員退職慰労引当金     142     202   

３ 長期預り金 ※５   823     899   

４ 繰延税金負債     －     220   

固定負債合計     2,299 3.0   2,634 3.3 

負債合計     61,462 79.8   60,974 78.3 

     

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※４   2,000 2.6   2,000 2.6 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金     2,269     2,269   

資本剰余金合計     2,269 2.9   2,269 2.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     141     141   

２ 当期未処分利益     10,394     10,893   

利益剰余金合計     10,535 13.7   11,034 14.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※９   776 1.0   1,556 2.0 

資本合計     15,581 20.2   16,860 21.7 

負債資本合計     77,044 100.0   77,834 100.0 

     



② 損益計算書（ＮＩＴＳ） 

   
第24期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

売上高     211,557 100.0   212,026 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首商品たな卸高   9,366     9,964     

２ 当期商品仕入高 
※１ 

※４ 
197,596     198,464     

合計   206,962     208,428     

３ 期末商品たな卸高 ※２ 9,964 196,998 93.1 10,968 197,460 93.1 

売上総利益     14,558 6.9   14,566 6.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３   10,267 4.9   10,263 4.9 

営業利益     4,291 2.0   4,302 2.0 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   55     52     

２ 受取配当金 ※４ 506     635     

３ 為替差益   26     76     

４ 雑益   179 768 0.4 245 1,009 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   81     78     

２ 売上債権売却損   102     103     

３ 売上割引   114     93     

４ 雑損   117 416 0.2 171 447 0.2 

経常利益     4,643 2.2   4,865 2.3 

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金戻入益   268     72     

２ 保証債務戻入益   56 325 0.2 6 78 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 投資有価証券売却損   4     8     

２ 関係会社株式売却損   －     25     

３ 投資有価証券評価損   11     21     

４ 関係会社株式評価損   －     283     

５ 出資証券売却損   5     －     

６ 関係会社出資金評価損   26     9     

７ 事務所移転費用   283     －     

８ 移籍補償金 ※５ 137     －     

９ ソフトウェア除却損   42 511 0.3 － 348 0.2 

税引前当期純利益     4,456 2.1   4,594 2.2 

法人税、住民税及び 

事業税 
  1,846     1,765     

法人税等調整額   △30 1,815 0.9 △65 1,700 0.8 

当期純利益     2,641 1.2   2,894 1.4 

前期繰越利益     7,753     7,998   

当期未処分利益     10,394     10,893   



③ 利益処分計算書（ＮＩＴＳ） 

次へ  

株主総会承認年月日   
第24期 

（平成17年６月20日） 
第25期 

（平成18年６月21日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益       10,394     10,893 

Ⅱ 利益処分額               

１ 配当金   
１株につき 

117円30銭 
2,346   

１株につき 

87円73銭 
1,754   

２ 取締役賞与金     49 2,395   46 1,801 

Ⅲ 次期繰越利益       7,998     9,092 



重要な会計方針（ＮＩＴＳ） 

項目 
第24期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

イ 商品   月別移動平均法による低

価基準 

ロ 未着商品     〃 

イ 商品    同左 

ロ 未着商品  同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定率法。 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

なお、取得価額が10万円以上20万円

未満の少額償却資産については３年

間の均等償却によっています。 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定額法。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 ハ 長期前払費用 

定額法 

ハ 長期前払費用 

同左 

５ 引当金の計上基準 

  

イ 貸倒引当金 

売上債権等に係る貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を繰入計上し

ています。 

イ 貸倒引当金 

 同左 

 



会計処理の変更（ＮＩＴＳ） 

項目 
第24期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

会計基準変更時差異については、５

年による按分額を費用処理していま

す。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による按分額を

費用処理しています。 

数理計算上の差異は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による按分

額をそれぞれ発生の翌期から費用処

理しています。 

ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による按分額を

費用処理しています。 

数理計算上の差異は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による按分

額をそれぞれ発生の翌期から費用処

理しています。 

 ハ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当期末におけるＮＩＴＳ内規に

基づく基準額相当額に達するまでの

額を繰入計上しています。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しています。

なお、為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務については振当処

理を行っています。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  
外貨建営業債権債務

及び外貨建予定取引 

同左 

 ハ ヘッジ方針 

実需原則に基づき、為替変動リスク

をヘッジしています。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係

を確認することにより、有効性を評

価しています。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

います。 

同左 



第24期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

ます。これによる当期の損益に与える影響はありませ

ん。 



注記事項（ＮＩＴＳ） 

（貸借対照表関係）（ＮＩＴＳ） 

第24期 
（平成17年３月31日） 

第25期 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

170百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

220百万円です。 

※２ 取引保証金等の代用として投資有価証券22百万円

を差入れています。 

※２ 取引保証金等の代用として投資有価証券34百万円

を差入れています。 

※３ 財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権です。 ※３ 財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権です。 

※４ 授権株式数 普通株式 59,166,430株 ※４ 授権株式数 普通株式 59,166,430株

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

発行済株式総数 普通株式 20,001,000株 発行済株式総数 普通株式 20,001,000株

※５ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

※５ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

売掛金 3,230百万円

未収入金 171 〃 

買掛金 619 〃 

未払金 139 〃 

未払費用 0 〃 

前受金 1 〃 

預り金 499 〃 

長期預り金 350 〃 

売掛金 3,079百万円

未収入金 186 〃 

買掛金 599 〃 

未払金 161 〃 

未払費用 0 〃 

前受金 2 〃 

預り金 789 〃 

長期預り金 337 〃 

 ６ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

 ６ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

①関係会社  

帝人㈱ 130,491百万円

N.I.TEIJIN SHOJI 

(HONG KONG)LTD. 
371 〃 

N.I.TEIJIN SHOJI 

(U.S.A.), INC. 
107 〃 

その他１社 42 〃 

計 131,013 〃 

①関係会社  

帝人㈱ 170,980百万円

FASHION FORCE  

№1 FACTORY CO.,LTD. 
17 〃 

 （外貨建保証債務150千US$を含む）

計 170,998 〃 

②関係会社以外  

㈱センチュリーテクノコア 245百万円

㈱センチュリーエール 20 〃 

計 265 〃 

    

合計（①＋②） 131,278 〃 

②関係会社以外  

㈱センチュリーテクノコア 300百万円

㈱センチュリーエール 20 〃 

計 320 〃 

    

合計（①＋②） 171,318 〃 

なお、帝人㈱に対するものはＮＩＴＳを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対するものはＮＩＴＳを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

上記のうち外貨建のもの  

円貨額 521百万円

（外貨額） （4,858千US＄ほか）

 

 



（損益計算書関係）（ＮＩＴＳ） 

次へ  

第24期 
（平成17年３月31日） 

第25期 
（平成18年３月31日） 

 ７ 受取手形割引高 81百万円  ７ 受取手形割引高 79百万円

 ８ 売掛金の流動化による譲渡高 2,009百万円  ８ 売掛金の流動化による譲渡高 2,190百万円

※９ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が776

百万円増加しています。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されていま

す。 

※９ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が

1,556百万円増加しています。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されていま

す。 

第24期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 当期商品仕入高には、運賃、保管料等直接販売諸

掛を含んでいます。 

※１          同左 

※２ 低価法による評価減の金額26百万円が期末商品た

な卸高から減額されています。 

※２ 低価法による評価減の金額27百万円が期末商品た

な卸高から減額されています。 

※３ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 ※３ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

主要な費目及び金額 主要な費目及び金額 

販売手数料 154百万円

販売促進費 292 〃 

広告宣伝費及び見本費 480 〃 

役員報酬 172 〃 

従業員給与 4,508 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 68 〃 

退職給付費用 631 〃 

福利厚生費 705 〃 

交際費 191 〃 

旅費交通費 664 〃 

通信費 153 〃 

減価償却費 237 〃 

賃借料 538 〃 

その他の経費 1,465 〃 

販売手数料 216百万円

販売促進費 270 〃 

広告宣伝費及び見本費 472 〃 

役員報酬 170 〃 

従業員給与 4,724 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 59 〃 

退職給付費用 318 〃 

福利厚生費 748 〃 

交際費 186 〃 

旅費交通費 717 〃 

通信費 165 〃 

減価償却費 241 〃 

賃借料 572 〃 

その他の経費 1,398 〃 

なお、その他経費には、研究開発費204百万円が

含まれています。 

なお、その他経費には、研究開発費189百万円が

含まれています。 

※４ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れています。 

※４ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れています。 

商品仕入高 4,746百万円

受取配当金 457 〃 

商品仕入高 5,012百万円

受取配当金 578 〃 

※５ 従業員の移籍受入れに伴い、移籍元に支払った補

償金等です。 

※５         ──────          



（リース取引関係）（ＮＩＴＳ） 

（有価証券関係）（ＮＩＴＳ） 

第24期（平成17年３月31日現在）及び第25期（平成18年３月31日現在）のいずれにおいても、子会社株式

及び関連会社株式で、市場価格のあるものはありません。 

第24期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 110 62 47 

車輌運搬具 5 2 2 

工具器具備品 245 99 146 

無形固定資産 29 11 17 

合計 390 176 214 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 177 62 115 

車輌運搬具 5 4 1 

工具器具備品 266 120 146 

無形固定資産 67 13 53 

合計 516 200 316 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 91百万円

１年超 127 〃 

合計 219 〃 

１年以内 130百万円

１年超 194 〃 

合計 324 〃 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 117 〃 

支払利息相当額 3 〃 

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 100 〃 

支払利息相当額 3 〃 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

①減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

①減価償却費相当額の算定方法 

同左 

②利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっています。 

②利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、 

項目等の記載は省略しています。  



（税効果会計関係）（ＮＩＴＳ） 

第24期 
（平成17年３月31日） 

第25期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

未払事業税 107百万円

未払費用 141 〃 

保証債務 24 〃 

商品評価損 74 〃 

その他 9 〃 

繰延税金資産 合計 356 〃 

繰延税金資産  

未払事業税 88百万円

未払費用 176 〃 

商品評価損 54 〃 

その他 18 〃 

繰延税金資産 合計 338 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 717百万円

役員退職慰労引当金 58 〃 

貸倒引当金（長期） 190 〃 

投資有価証券評価損 40 〃 

その他有価証券評価差額金 60 〃 

その他 48 〃 

繰延税金資産 小計 1,112 〃 

評価性引当額 △   86 〃 

繰延税金資産 合計 1,026 〃 

繰延税金負債との相殺 △  796 〃 

繰延税金資産の純額 230 〃 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △  593百万円

退職給付信託 △  203 〃 

繰延税金負債 合計 △  796 〃 

繰延税金資産との相殺 796 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

退職給付引当金 786百万円

役員退職慰労引当金 82 〃 

貸倒引当金（長期） 163 〃 

投資有価証券評価損 35 〃 

その他有価証券評価差額金 40 〃 

その他 50 〃 

繰延税金資産 小計 1,159 〃 

評価性引当額 △   84 〃 

繰延税金資産 合計 1,075 〃 

繰延税金負債との相殺 △1,075 〃 

繰延税金資産の純額  －  

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,108百万円

退職給付信託 △  186 〃 

繰延税金負債 合計 △1,295 〃 

繰延税金資産との相殺 1,075 〃 

繰延税金負債の純額 △  117 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

  

 1.6〃 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

 

△3.9〃 

住民税均等割等  0.3〃 

繰延税金資産に対する評価性引当額

の当期減少額 

△0.1〃 

 外国税額控除 △1.7〃 

その他 0.1〃 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0〃 
  



（１株当たり情報）（ＮＩＴＳ） 

（重要な後発事象）（ＮＩＴＳ） 

  
第24期 

（平成17年３月31日） 
第25期 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 776.56円 840.62円 

１株当たり当期純利益 129.57円 142.39円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
－ － 

  （注）１ 

当事業年度における潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載して

いません。 

（注）１ 

同左 

  （注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

  当期純利益 2,641百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
49百万円 

(うち利益処分に

よる役員賞与金) 
(49百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
2,591百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
20,001千株 

当期純利益 2,894百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
46百万円 

(うち利益処分に

よる役員賞与金) 
(46百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
2,848百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
20,001千株 

第24期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 附属明細表（ＮＩＴＳ） 

有価証券明細表（ＮＩＴＳ） 

（株式） 

次へ  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

青山商事㈱ 207,000 805 

㈱ナイガイ 2,994,000 547 

㈱アオキインターナショナル 189,280 481 

 横浜ゴム㈱ 461,018 282 

 ㈱デサント 354,000 235 

 日本毛織㈱ 194,000 210 

Thai Namsiri Intertex Co., Ltd. 1,071,300 210 

 三ツ星ベルト㈱ 191,372 182 

サンショウ㈱ 100,000 150 

㈱川島織物 491,510 149 

東洋ゴム工業㈱ 273,915 141 

バンドー化学㈱ 232,000 121 

ヤマトインターナショナル㈱ 100,000 112 

㈱アシックス 86,430 111 

 ㈱東京ソワール 208,130 101 

 住友ゴム工業㈱ 66,189 101 

 大和紡績㈱ 143,102 90 

中和羊毛工業㈱ 50,000 86 

 東海ゴム工業㈱ 44,749 84 

 日清紡㈱ 55,278 72 

パイオニアスーパー㈱ 10,000 61 

 ニッタ㈱ 28,951 56 

興和化成㈱ 4,160 54 

 シルバーオックス㈱ 183,000 52 

オカモト㈱ 99,433 49 

㈱サンゲツ 14,572 48 

㈱輸出繊維会館 43,101 46 

㈱毛糸会館 21,900 46 

㈱ブリヂストン 19,000 46 

 Thai Filament Textiles Co.,Ltd. 33,000 38 

ゼビオ㈱ 7,800 31 

小津産業㈱ 12,926 25 

タキヒョー㈱ 43,200 22 

その他（35銘柄） 542,886 146 

計 8,576,848 5,010 



有形固定資産等明細表（ＮＩＴＳ） 

 （注） 有形固定資産及び無形固定資産の金額がそれぞれ資産の総額の100分の１以下であるため「前期末残高」、

「当期増加額」及び「当期減少額」の注記を省略しています。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償却
累計額または 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 － － － 304 112 34 191 

機械装置 － － － 38 16 6 21 

車輌運搬具 － － － 11 3 3 7 

工具器具備品 － － － 125 87 12 38 

土地 － － － 65 － － 65 

建設仮勘定 － － － 5 － － 5 

有形固定資産計 － － － 550 220 57 330 

ソフトウエア － － － 997 553 181 444 

商標権 － － － 0 0 0 0 

無形固定資産計 － － － 998 554 181 444 

長期前払費用 17 2 6 12 3 1 9 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



資本金等明細表（ＮＩＴＳ） 

引当金明細表（ＮＩＴＳ） 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権に対する引当金の洗替による減少額72百万円及び破産更

生債権等の回収による減少額53百万円によるものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 2,000 － － 2,000 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (20,001,000) (     －) (     －) (20,001,000)

普通株式 （百万円） 2,000 － － 2,000 

計 （株） (20,001,000) (     －) (     －) (20,001,000)

計 （百万円） 2,000 － － 2,000 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

資本準備金           

合併差益 （百万円） 2,088 － － 2,088 

株式払込剰余金 （百万円） 180 － － 180 

計 （百万円） 2,269 － － 2,269 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） 141 － － 141 

任意積立金 （百万円） － － － － 

計 （百万円） 141 － － 141 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 2,171 61 1,192 125 915 

役員退職慰労引当金 142 59 － － 202 



(2）主な資産及び負債の内容（ＮＩＴＳ） 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

受取手形期日別内訳 

③ 売掛金 

内訳 金額（百万円） 

現金 142 

当座預金・普通預金・外貨預金 514 

合計 657 

相手先 金額（百万円） 

サンラリー㈱ 877 

㈱川島織物 803 

㈱センチュリーエール 690 

ヤマトインターナショナル㈱ 517 

㈱セブンスアベニュー 455 

その他 9,711 

合計 13,054 

平成18年４月に期日到来するもの 2,878百万円

  〃  ５月    〃 2,346 〃 

  〃  ６月    〃 2,751 〃 

  〃  ７月    〃 4,050 〃 

  〃  ８月    〃 820 〃 

  〃  ９月以降  〃 207 〃 

計 13,054 〃 

相手先 金額（百万円） 

㈱ナイキジャパン 1,973 

㈱水甚 1,807 

㈱サンゲツ 1,089 

㈱デサント 886 

㈱タキイ・コーポレイション 851 

その他 29,777 

合計 36,386 



売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生の売掛金は消費税等を含んでいます。 

④ 商品及び未着商品 

⑤ 関係会社短期貸付金 

期間 
前期繰越高Ａ 
（百万円） 

発生額Ｂ 
（百万円） 

回収高Ｃ 
（百万円） 

当期末残高Ｄ
（百万円） 

回収率（％） 
Ｃ

×100 
Ａ＋Ｂ 

滞留日数 
（日） 
Ａ＋Ｄ
２ 
Ｂ 
365

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
34,475 169,665 167,755 36,386 82.2 76 

部門別 商品（百万円） 未着商品（百万円） 計（百万円） 

衣料繊維 6,486 14 6,501 

産業資材繊維 4,145 7 4,152 

その他 335 0 335 

合計 10,968 22 10,990 

相手先 金額（百万円） 

帝人ワオ㈱ 1,598 

㈱テイジンアソシアリテイル 1,105 

帝商産業㈱ 520 

㈱帝健 419 

㈱タキイ・コーポレイション 338 

その他 852 

合計 4,835 



Ⅱ 流動負債 

① 支払手形 

支払手形期日別内訳 

② 買掛金 

③ 短期借入金 

④ 関係会社短期借入金 

(3）その他（ＮＩＴＳ） 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

双日ケミカル㈱ 124 

㈱アプロード 89 

マスダ㈱ 84 

日出染業㈱ 83 

㈱千代田グラビヤ 80 

その他 922 

合計 1,385 

平成18年４月に期日到来するもの 377百万円

  〃  ５月    〃 385 〃 

  〃  ６月    〃 329 〃 

  〃  ７月    〃 279 〃 

  〃  ８月    〃 7 〃 

  〃  ９月以降  〃 5 〃 

合計 1,385 〃 

相手先 金額（百万円） 

帝人デュポンフィルム㈱ 3,222 

帝人テクノプロダクツ㈱ 2,771 

帝人ファイバー㈱ 2,155 

帝人化成㈱ 1,646 

東レ㈱ 723 

その他 28,965 

 合計 39,485 

借入先 金額（百万円） 
摘要 

使途 担保 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,500 運転資金 無 

㈱みずほコーポレート銀行 2,000 〃 〃 

㈱滋賀銀行 1,500 〃 〃 

農林中央金庫 1,500 〃 〃 

㈱山口銀行 1,000 〃 〃 

㈱山陰合同銀行 500 〃 〃 

住友信託銀行㈱ 500 〃 〃 

合計 10,500     

相手先 金額（百万円） 

帝人㈱ 1,608 

合計 1,608 



【帝人化成㈱に関する事項】 

(1）会社名・代表者の役職氏名及び本店所在の場所 

(2）企業の概況（ＴＣＬ） 

① 主要な経営指標等の推移（ＴＣＬ） 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していません。第74期及び第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

４ 株価収益率は、ＴＣＬ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

５ 連結キャッシュ・フローに係る事項については、記載を省略しています。 

６ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

会社名 帝人化成株式会社（以下「ＴＣＬ」） 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  佐野 喜八郎 

本店の所在の場所 東京都千代田区内幸町一丁目２番２号 

回次 第73期 第74期 第75期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 97,935 130,820 171,669 

経常利益 (百万円) 1,505 11,376 27,829 

当期純利益または 

当期純損失（△） 
(百万円) △366 5,647 14,980 

純資産額 (百万円) 28,405 32,798 45,458 

総資産額 (百万円) 103,499 127,183 168,333 

１株当たり純資産額 （円） 2,492.95 2,847.80 3,947.41 

１株当たり当期純利益 

または当期純損失（△） 
（円） △33.43 486.84 1,297.20 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 27.5 25.8 27.0 

自己資本利益率 （％） △1.4 17.2 33.0 

株価収益率 （倍） － － － 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

1,063 

(26) 

1,250 

(113) 

1,303 

(116) 



(2）ＴＣＬの経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３ 財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

４ 株価収益率は、ＴＣＬ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

５ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第73期 第74期 第75期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 58,240 73,322 84,042 

経常利益 (百万円) 2,323 5,162 8,988 

当期純利益 (百万円) 252 2,658 4,870 

資本金 (百万円) 2,149 2,149 2,149 

発行済株式総数 （株） 11,388,493 11,500,000 11,500,000 

純資産額 (百万円) 30,638 32,268 32,334 

総資産額 (百万円) 59,081 68,357 78,030 

１株当たり純資産額 （円） 2,689.06 2,802.05 2,806.54 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（円） 

226.00 

(－) 

426.09 

(－) 

460.87 

（－）

１株当たり当期純利益 （円） 20.90 227.20 418.39 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 51.9 47.2 41.4 

自己資本利益率 （％） 0.8 8.2 15.1 

株価収益率 （倍） － － － 

配当性向 （％） 1,081.3 187.5 108.8 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

692 

(8) 

687 

(2) 

687 

(2) 



② 沿革（ＴＣＬ） 

（注）１ 関係会社の名称については、平成18年３月末現在で表示しています。 

２ 平成18年４月に、TEIJIN KASEI MALAYSIA SDN BHDを設立しています。 

年月 沿革 

昭和22年８月 帝国人造絹絲㈱（現 帝人㈱）より分離独立して久野島産業㈱を設立 

〃 24年５月 久野島化学工業㈱に社名を変更 

〃 25年10月 臭化メチル燻蒸剤‘メチブロン®' の製造開始 

〃 34年10月 子会社帝人化成㈱を設立 

 ポリカーボネート樹脂‘パンライト®' の試験生産開始 

〃 40年６月 難燃剤‘ファイヤガード®' の製造開始 

〃 43年10月 子会社帝人化成㈱を吸収合併し、社名を帝人化成㈱に改称 

〃 44年８月 眼鏡用プラスチックレンズ及びポリエステル収縮チューブ‘テレ®チューブ' の製造開始 

〃 46年４月 ポリカーボネート樹脂‘パンライト®' 及び複合樹脂‘メタマーブル®' の販売業務を帝人㈱よ

り移管 

〃 47年10月 ポリカーボネート樹脂シート‘パンライト®シート' の製造開始 

〃 48年10月 複合樹脂‘マルチロン®' の製造開始 

〃 55年４月 ポリカーボネート複層シート‘パンライト®ユニ' の製造開始 

〃 55年６月 土壌燻蒸剤‘サイロン®' の製造開始 

〃 61年９月 燐化アルミニウム燻蒸剤‘エピヒューム®' の輸入販売開始 

平成４年６月 オランダ・フェンローにTEIJIN KASEI EUROPE B.V.を設立 

〃 ５年６月 プラスチックステクニカルセンターを千葉市に開設 

〃 ６年10月 ポリカーボネート樹脂製眼鏡レンズの販売開始 

〃 ７年３月 アメリカ・アトランタにTEIJIN KASEI AMERICA INC.を設立 

〃 ７年７月 台北に台湾帝人化成股份有限公司を設立 

〃 ８年５月 香港に帝人化成香港有限公司を設立 

〃 ９年６月 シンガポールにTEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.を設立 

〃 ９年９月 アメリカ・アーバインにTEIJIN KASEI AMERICA INC.西海岸事務所を設置 

〃 10年１月 帝人バイエルポリテック㈱をバイエル㈱と折半出資で設立 

〃 11年５月 中国・広州に帝人化成香港有限公司広州連絡事務所を設置 

〃 11年10月 TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.操業開始 

〃 13年３月 中国・上海に上海帝人化成貿易有限公司を設立 

〃 13年４月 ＰＥＴ樹脂、ＰＥＮ樹脂の事業を帝人㈱より移管 

〃 14年７月 中国・上海に帝人化成複合塑料（上海）有限公司を設立 

〃 15年３月 中国・嘉興にTEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd.を設立 

〃 15年４月 ＴＦ事業、ＬＣＤ材料事業を帝人㈱より移管 

〃 15年８月 帝人化成複合塑料（上海）有限公司 操業開始 

〃 16年４月 プラスチックステクニカルセンターの土地及び建物を帝人㈱より移管 

〃 16年６月 上海帝人化成貿易有限公司が深圳支店を開設 

 〃 17年４月  TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd.操業開始 



③ 事業の内容（ＴＣＬ） 

 ＴＣＬの企業集団は、ＴＣＬ、子会社12社及び関連会社２社で構成されており、その事業は樹脂分野におけ

る製品の製造・加工・販売等を中心としています。また、ＴＣＬは、持株会社である帝人㈱の100％子会社で

あり、兄弟会社である帝人ファイバー㈱より原材料の購入等を行い、ＮＩ帝人商事㈱に対して製品の販売を行

っています。 

 なお、ＴＣＬグループは、樹脂関係製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するポリカーボネート

樹脂、難燃剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類はありません。 

 ＴＣＬ、TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.等連結子会社３社、非連結子会社１社及び関連会社１

社は樹脂・樹脂製品等を製造・販売しています。テイヨー㈱等連結子会社２社はプラスチックの成形加工を行

っています。連結子会社４社、関連会社１社は樹脂製品の販売を行っています。錦海化学㈱（連結子会社）は

ファインケミカル等の製造・販売を行っています。また、非連結子会社１社はＴＣＬの業務の請負を行ってい

ます。 

 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 

企業集団の系統図 



④ 関係会社の状況（ＴＣＬ） 

 （注）※１：特定子会社です。 

※２：有価証券報告書を提出している会社です。 

※３：関係会社の名称及び議決権の所有割合については、平成18年３月末現在で表示しています。 

※４：TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.、帝人化成香港有限公司及び上海帝人化成貿易有限公司は、

売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えており、その 

      「主要な損益情報等」は次のとおりです。 

会社名 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有(被所有)割合 

関係内容 

直接所有 間接所有 

（親会社）  百万円  ％ ％  

※２ 

帝人㈱ 

大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 100 (－)

経営管理料を支払っている。

 設備を賃借している。 

債務保証を行っている。 

（連結子会社）  千EURO     
TEIJIN KASEI 

EUROPE B.V. 

Venlo 

NETHERLANDS 
1,134 

ポリカーボネート樹

脂の販売 
100 － 

ＴＣＬ製品を販売してい

る。 

  千HK$     
※４ 

帝人化成香港有限公司 

Hong Kong 

CHINA 
1,000 

ポリカーボネート樹

脂の販売 
100 － 〃 

  千NT$     
台湾帝人化成股份 

有限公司 

Taipei 

TAIWAN 
5,000 

ポリカーボネート樹

脂の販売 
100 － 〃 

  千US$     
※１※４ 

TEIJIN 

POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd. 

Singapore 

SINGAPORE 
75,773 

ポリカーボネート樹

脂の製造・販売 
55.00 － 

ＴＣＬ製品を販売するとと

もに同社製品を購入してい

る。また、技術輸出を行っ

ている。 

  千RMB     
※１ 

TEIJIN POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

Jiaxing 

CHINA 
559,629 

ポリカーボネート樹

脂の製造・販売 
100 － 技術輸出を行っている。 

  百万円     

テイヨー㈱ 
広島県 

呉市 
10 合成樹脂成形加工 97.50 － 

ＴＣＬ製品の成形加工先で

あるとともに同社製品を購

入している。 

錦海化学㈱ 
岡山県 

瀬戸内市 
82 

ファインケミカル等

の製造・販売 
59.29 － 同社製品を購入している。 

  千RMB     
※１ 

帝人化成複合塑料 

（上海）有限公司 

Shanghai 

CHINA 
73,664 

ポリカーボネート樹

脂の着色・加工・販

売 

100 － 

ＴＣＬから原料を購入して

いる。 

債務保証を行っている。 

※４ 

上海帝人化成貿易 

有限公司 

Shanghai 

CHINA 
2,483 

ポリカーボネート樹

脂の販売 
100 － 

ＴＣＬ製品を販売してい

る。 

  百万円     

広島プラスチック㈱ 
広島県 

東広島市 
30 

雨樋・自動車部品の

成形・加工 
100 － 

ＴＣＬから原料を購入して

いる。 

（持分法適用関連会社）       

ＲＩＭＴＥＣ㈱ 
東京都 

千代田区 
490 樹脂の成形・販売 

40.00 
－ － 

会社名 
売上高 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

純資産額 
（百万円） 

総資産額 
（百万円） 

TEIJIN  

POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd.  

73,116 17,563 17,165 26,360 67,300 

帝人化成香港 

有限公司 
22,601 730 653 1,101 5,142 

上海帝人化成貿易 

有限公司 
20,595 123 100 261 4,459 



⑤ 従業員の状況（ＴＣＬ） 

(1）連結会社の状況（ＴＣＬ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

３ ＴＣＬグループは、樹脂関係製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するポリカーボネート樹脂、

難燃剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのため従業員数に

ついても全て樹脂事業として記載しています。 

(2）保証会社の状況（ＴＣＬ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

(3）労働組合の状況（ＴＣＬ） 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名） 

樹脂事業 
1,303  

（ 116） 

合計 
1,303 

（ 116） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

687  

(  2） 
36.5 13.2 7,689 



(3）事業の状況（ＴＣＬ） 

① 業績等の概要（ＴＣＬ） 

(1）業績 

平成17年度の世界経済は、米国経済が住宅市場の拡大に加え、企業業績改善等により成長が続いており、

中国経済も旺盛な設備投資需要、輸出等の拡大で力強い成長が続いています。一方欧州経済は輸出の堅調さ

に加え、内需も底堅く推移しました。また、日本経済は、設備投資の増加、雇用環境の改善、個人消費の拡

大等、内需に牽引される形で拡大基調を辿りました。しかし、原油の高止まりから来る景気減速要因によ

り、経済環境は楽観できる状況にはありません。 

このような状況下、ＴＣＬは、帝人グループの「重点戦略事業」である樹脂事業グループの中核会社とし

て、ＴＣＬならびに傘下のグループ会社において、中期経営計画“WING 2003”の基本方針に基づき、高付

加価値製品へのシフトや拡販等による収益力の強化や徹底したコスト削減に取り組みました。 

これらの結果、ＴＣＬグループの平成17年度の連結決算は、売上高が1,717億円（前期比31.2％増）、営

業利益は309億円（同144.6％増）、経常利益は278億円（同144.6％増）、また当期純利益は150億円（同

165.3％増）と、増収かつ大幅な増益となりました。 

なお、ＴＣＬグループは、ポリカーボネート樹脂、難燃剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業

以外に事業の種類はありません。そのため事業の種類別セグメント情報については記載を省略しています

が、当該事業における事業分野別の業績は以下のとおりです。 

ポリカーボネート樹脂「パンライト®」の需要は中国市場を中心に順調に拡大しており、光学用途のＤＶ

Ｄ向け、一般産業資材用途の電気・電子、ＯＡ機器向けを中心に販売量を伸ばしました。かねて建設中であ

った中国浙江省のポリマー工場は平成17年４月に計画どおり生産を開始し、更に平成18年12月完成を目標に

第２系列の建設を進めています。また、上海コンパウンド工場では平成17年10月に第２期工事が完了し、生

産能力を倍増させています。これらにより今後も拡大が期待される中国市場での供給体制の充実を図ってい

ます。 

ポリカーボネート樹脂シート「パンライト®シート」では、需要増の見込まれる大型液晶テレビ用バック

ライト拡散板用途の急激な需要拡大に対応し供給体制の充実を図っており、前年比大幅に販売量を伸ばしま

した。 

ボトル用ＰＥＴ樹脂では、回収ペットボトルの落札不調から、平成17年７月より「ボトル to ボトルＴＭ」

プラントは休止を余儀なくされましたが、世界初のチタン触媒による耐熱ボトル用樹脂の販売を開始するな

ど拡販に努めました。 

 当連結会計年度における所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

日本   ：［売上高 772億円（前期比 16.3％増）、営業利益 85億円（同 42.6％増）］ 

 日本においては、ポリカーボネート樹脂では一般産業資材分野を中心に販売数量を伸ばしました。また、

ポリカーボネート樹脂加工品においても、ＬＣＤ用途等を中心とする高付加価値光学関連分野で販売量を拡

大しています。ポリエステル樹脂では、昨年の猛暑と「ボトル to ボトルＴＭ」樹脂の販売開始の効果もあっ

て販売数量を伸ばしました。この結果、増収・増益となりました。 

アジア  ：［売上高 816億円（前期比 72.1％増）、営業利益 220億円（同 281.7％増）］ 

 アジアにおいては、ポリカーボネート樹脂の需要が中国市場を中心に著しい成長を見せており、一般産業

資材分野ではＯＡ用途、電気・電子用途を中心に、光学分野においても今後の成長分野であるＤＶＤ向けを

中心に販売数量を伸ばしました。この結果、増収・増益となりました。 

その他地域：［売上高 128億円（前期比 24.6％減）、営業利益 ５億円（同 23.5％減）］ 

 その他地域においては、ポリカーボネート樹脂の販売を成長著しいアジア市場へシフトした結果、減収・

減益となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 記載を省略しています。 



② 生産、受注及び販売の状況（ＴＣＬ） 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ ＴＣＬグループは、樹脂関係製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するポリカーボネート樹脂、

難燃剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのため生産実績に

ついても全て樹脂事業として記載しています。 

(2）受注実績 

 ＴＣＬ及び連結子会社の製品については見込み生産を行っているため、当連結会計年度において記載すべ

き受注実績はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ ＴＣＬグループは、樹脂関係製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するポリカーボネート樹脂、

難燃剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのため販売実績に

ついても全て樹脂事業として記載しています。 

区分 生産高（百万円） 前期比（％） 

樹脂事業 162,898  ＋42.5 

合計 162,898  ＋42.5 

区分 販売高（百万円） 前期比（％） 

樹脂事業 171,669  ＋31.2 

合計 171,669  ＋31.2 



③ 対処すべき課題（ＴＣＬ） 

  ＴＣＬグループは、帝人グループの「成長ＳＢＵ」であるポリカーボネート樹脂事業を展開する「樹脂事業

グループ」の中核会社及びこれに属する関係会社として、企業価値増大に向けて帝人グループを牽引すべく事

業運営に取り組みます。 

 ポリカーボネート樹脂では、事業拡大に向けポリマー工場の増設を行っています。平成18年12月には中国ポ

リマー工場の２期工事が完成予定で、松山・シンガポール・中国のポリマー総生産能力は42万トン／年とな

り、事業の戦略的拡大を目指します。平成18年度は、帝人グループの新中期経営計画“STEP UP 2006”の最初

の年であり、新たな「拡大と発展」を開始する最重要年度と位置付け、各種プロジェクトを推進していく所存

です。ＴＣＬグループは他社に先駆けて中国に進出しました。中国においてはＴＣＬの強みである光学用途に

加え、伸びの大きい電気・電子用途、ＯＡ機器用途等の重点的な拡販に努め、アジア№１を堅持すべく取り組

みます。 

       樹脂加工製品事業におけるポリカーボネート樹脂シートは、大型液晶テレビのバックライト拡散板用途での

グローバルスタンダード化推進に注力するとともに、急激な需要拡大に対応すべく増設に着手しました。ポリ

カーボネートフィルムでは、広帯域位相差フィルムの拡販に向けて注力します。次世代光ディスクであるブル

ーレイディスクのカバーフィルム用途では、「溶融精密光学用フィルム製造設備」による本格生産により、コ

スト競争力のある市場展開を進めます。新中期経営計画では、樹脂加工製品事業を樹脂事業グループの第２の

柱と位置づけており、これまでの蓄積技術とマーケティングをベースに事業拡大を図ります。 

 ポリエステル樹脂事業は、「ボトル to ボトルＴＭ」の回収ボトル調達が極めて困難な状況にある中で、「ボ

トル to ボトルＴＭ」存続のため、あらゆる対策を実施していきます。また、世界初のチタン触媒のボトル用ポ

リエステル樹脂につきましては、耐熱ボトルのデファクトスタンダードを目指し、拡販に注力します。 

④ 事業等のリスク（ＴＣＬ） 

 ＴＣＬグループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対応することとしていますが、現在、ＴＣＬ

グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、これは

ＴＣＬグループが属する帝人グループ全体の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性がある事項です。

(1）競合・市況変動等にかかるもの 

 ＴＣＬグループは市況製品を展開しており、景気、他社との競合に伴う市場価格の変動、また為替、金利

といった相場の変動により事業業績が大きく左右される可能性があります。特に、景気や他社との競合とい

う観点からは、ＴＣＬグループのポリカーボネート樹脂分野は売値及び原材料調達価格に関し変動を受けや

すい構造となっています。 

 為替という観点からは、米国ドル及び人民元の短期的小幅な為替変動による業績への影響は、外貨建て収

入と外貨建て支出がほぼ均衡していることから、殆どありません。ただし、米国の双子の赤字に起因する大

幅な米国ドル安が進展し、中期的にその状態が継続したとすると世界経済の構造変化が起きる可能性がある

ため、大きな影響が出る可能性があります。 

 また、金利については、金利変動によるリスクに対し、一部金利ヘッジ取引を行っていますが、為替と同

様、ＴＣＬグループの経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）訴訟リスク 

 ＴＣＬグループが国内外で継続して事業活動を行う過程において、製造物責任（ＰＬ）、環境、労務、知

的財産権、その他に関し訴訟を提起された場合、ＴＣＬグループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

(3）海外活動にかかるもの 

 ＴＣＬグループは、樹脂事業をシンガポール、中国、香港等のアジア、オランダ等の欧州及び日本で事業

展開していますが、特にアジアの各国における次のようなリスクがあります。そのため、これらの事象が発

生した場合は、ＴＣＬグループの経営成績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

① 予期し得ない法律・規制、不利な影響を及ぼす租税制度の変更 

② 不利な政治的要因の発生 

③ テロ、戦争等による社会的混乱 

⑤ 経営上の重要な契約等（ＴＣＬ） 

 特記すべき事項はありません。 



⑥ 研究開発活動（ＴＣＬ） 

  ＴＣＬグループでは、ポリカーボネート樹脂の改良・改質、成形加工技術、フィルム・シート製膜加工技

術、環境対応技術の開発に注力しています。 

 ポリカーボネート樹脂では自動車の軽量化要求に対応するため、平成15年に世界最大級の射出プレス成形機

を名機製作所と共同開発し、自動車窓の樹脂化技術を開発中ですが、更にこの超大型プレス成形機を２色成形

対応に改造（平成18年６月完成予定）し、窓と外板パネル等との一体成形を行うことによる更なる軽量化と部

品点数削減を狙った技術開発に取り組んでいます。 

 ポリカーボネート樹脂フィルムでは、ブルーレイディスクのカバーフィルム、液晶テレビ向け位相差フィル

ム等で需要の拡大が期待されることから、生産効率の高い溶融押出生産技術の開発に取り組んでおり、平成18

年３月生産設備設置を終え、今秋の商業生産開始に向け準備を進めています。 

 環境対応としては、ポリカーボネート樹脂廃材から主原料であるモノマーを回収するケミカルリサイクルの

実証プラントを平成17年２月に完成し、平成18年１月、純度99.9％以上のモノマーを高効率で回収する技術に

目処を得ました。今後、連続運転の技術確立を目指します。 

 以上のような研究開発活動の結果、当連結会計年度の研究開発費は31億円でした。 

⑦ 財政状態及び経営成績の分析（ＴＣＬ） 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 ＴＣＬグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て作成しています。その作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用

の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績

等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性の存在により、これらの見積

りと異なる場合があります。 

 ＴＣＬグループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、(6）経理の状況（ＴＣＬ）の連結財務諸表

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重要な会計方針が連

結財務諸表作成における重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えています。 

① 貸倒引当金の計上基準 

 ＴＣＬグループでは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を繰入計上していま

す。将来、顧客の財務状況等が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が

発生する可能性があります。 

② たな卸資産の評価基準 

 ＴＣＬグループの販売する製品の価格は、市場相場変動の影響を強く受ける傾向にあるので、その評価

基準として主に低価法を採用しています。 

③ 投資有価証券の減損処理 

 ＴＣＬグループは、製造・販売等に係る取引会社及び関係会社の株式を保有しています。これらの株式

は、株式市場の価格変動リスクや、経営状態・財務状態の悪化による価値下落リスクを負っているため、

合理的な基準に基づき、投資有価証券の減損処理を行っています。 

④ 繰延税金資産の回収可能性 

 ＴＣＬグループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積っていま

す。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するので、課税所得の見積り額が減少

した場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

(2）経営成績の分析 

 ＴＣＬグループを取巻く平成17年度の世界経済は、米国経済が住宅市場の拡大に加え、企業業績改善

等により成長が続いており、中国経済も旺盛な設備投資需要、輸出等の拡大で力強い成長が続いていま

す。一方、欧州経済は輸出の堅調さに加え、内需も底堅く推移しました。また、日本経済は、設備投資

の増加、雇用環境の改善、個人消費の拡大等、内需に牽引される形で拡大基調を辿りました。しかし、

原油の高止まりから来る景気減速要因により経済環境は楽観できる状況にはありません。このような状

況下、ＴＣＬグループでは、高付加価値製品へのシフトや拡販等による収益力の強化や徹底したコスト

削減に取り組みました。これらの結果、ＴＣＬグループの平成17年度の連結決算は、売上高が1,717億

円（前期比31.2％増）、営業利益は309億円（同144.6％増）、経常利益は278億円（同144.6％増）、ま

た当期純利益は150億円（同165.3％増）となりました。 

(3）資金調達の状況 

ＴＣＬグループは、当連結会計年度において帝人㈱及び外部の金融機関より短期・長期の資金を調達し

ています。 



(4）設備の状況（ＴＣＬ） 

① 設備投資等の概要（ＴＣＬ） 

 ＴＣＬグループでは、競争力強化のための増強工事や合理化投資を中心に、各社において積極的かつ合理的

な設備投資を実施しています。 

 当連結会計年度における設備投資実施額は140億円（長期前払費用、無形固定資産への投資を含む）であ

り、主要な案件として、中国でのポリカーボネート樹脂製造工場の新設等、供給能力増強のための設備投資等

を実施しました。            

 なお、所要資金については、借入金及び自己資金によっています。 

② 主要な設備の状況（ＴＣＬ） 

(1）ＴＣＬ及び国内子会社 

 （注） 上記金額には消費税等を含んでいません。 

(2）在外子会社 

 （注）１ 上記金額には消費税等を含んでいません。 

２ TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.は、土地を連結会社以外から賃借しています。土地の面積につ

いては［ ］で外書きしています。なお、賃借料は年間97百万円です。 

③ 設備の新設、除却等の計画（ＴＣＬ） 

(1）重要な設備の新設等 

 （注） 上記金額には、消費税等を含んでいません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び 
運搬具 

土地 
（面積千㎡）

工具器具備品 合計 

帝人化成㈱ 
松山工場 

（愛媛県松山市） 

ポリカーボネー

ト樹脂・MRシー

ト製造設備 

3,537 7,917 1,002 

(57)

205 12,663 352 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び 
運搬具 

土地 
（面積千㎡）

工具器具備品 合計 

TEIJIN 

POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE  

Ltd. 

Singapore 

(SINGAPORE) 

ポリカーボネー

ト樹脂製造設備 
6,077 26,380 

－ 

[137]
47 32,505 178 

TEIJIN 

POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

Jiaxing 

(CIHNA) 

ポリカーボネー

ト樹脂製造設備 
1,140 11,003 

169 

[303]
324 12,637 149 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定額 
資金調達
方法 

着手年月 完成予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

TEIJIN  

POLYCARBONATE CHINA  

Ltd. 

Jiaxing 

（CHINA） 

ポリカーボネー

ト樹脂製造設備 
9,500 2,205 

増資資金

借入 
平成17年５月 平成18年12月 

50,000トン

／年増加 



(5）保証会社の状況（ＴＣＬ） 

① 株式等の状況（ＴＣＬ） 

(1）株式の総数等（ＴＣＬ） 

① 株式の総数 

 （注） 定款での定めは次のとおりです。 

当会社の発行する株式の総数は2,600万株とする。 

② 発行済株式 

(2）新株予約権等の状況（ＴＣＬ） 

 該当事項はありません。 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移（ＴＣＬ） 

 （注）１ 会社分割による増加であり、平成15年４月１日に親会社である帝人㈱からＴＦ事業及びＬＣＤ材料事業を承

継したことに伴うものです。 

２ 会社分割による増加であり、平成16年４月１日に親会社である帝人㈱から事業を承継したことに伴うもので

す。 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 26,000,000株 

計 26,000,000株 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名または 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,500,000 11,500,000 非上場・非登録 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のないＴ

ＣＬにおける標準

となる株式 

計 11,500,000 11,500,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成15年４月１日 

（注１） 
988,700 11,388,493 － 2,149 2,916 6,209 

平成16年４月１日 

（注２） 
111,507 11,500,000 － 2,149 1,611 7,820 



(4）所有者別状況（ＴＣＬ） 

 （注）単元株制度は採用していません。 

(5）大株主の状況（ＴＣＬ） 

(6）議決権の状況（ＴＣＬ） 

① 発行済株式 

② 自己株式等 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 

所有株式数 

（株） 
－ － － 11,500,000 － － － 11,500,000 

所有株式数 

の割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 

  平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

帝人㈱ 大阪市中央区南本町一丁目６番７号 11,500 100 

計 － 11,500 100 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,500,000 11,500,000 

権利内容に何ら限定の

ないＴＣＬにおける標

準となる株式 

発行済株式総数 11,500,000 － － 

総株主の議決権 － 11,500,000 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）ストックオプション制度の内容（ＴＣＬ） 

 該当事項はありません。 

② 自己株式の取得等の状況（ＴＣＬ） 

(1）定時総会決議または取締役会決議による自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

 該当事項はありません。 

(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

 該当事項はありません。 

③ 配当政策（ＴＣＬ） 

 ＴＣＬは、関係会社からの配当収入が主な収益源である帝人㈱（親会社）の配当政策実現のために、帝人㈱

が示す配当基準に準拠し、配当を実施することを基本方針としています。同方針に基づき、期末配当は１株当

たり460円87銭を実施することとしました。 

 なお、帝人㈱の配当政策については、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政策」をご参照くださ

い。 

④ 株価の推移（ＴＣＬ） 

 ＴＣＬ株式は、証券取引所非上場・証券業協会非登録株式のため、該当事項はありません。 



⑤ 役員の状況（ＴＣＬ） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
－ 佐野 喜八郎 昭和22年４月１日生

昭和46年３月 帝人㈱ 入社 

－

平成11年６月 同 岐阜事業所長 

平成13年４月 同 フィルム事業グループ  

  フィルム技術生産部門  

  生産技術部長 

平成14年１月 同 フィルム事業グループ  

    フィルム技術生産部門 

   開発センター長 

平成14年６月 帝人グループ執行役員 兼 

Teijin Polyester (Thailand)  

Limited社長 兼 

TEIJIN (THAILAND) LIMITED社長 

平成16年４月 ＴＣＬ代表取締役専務取締役 兼 

同 社長補佐 

平成16年６月 帝人グループ常務執行役員（現） 

平成17年４月 ＴＣＬ代表取締役社長（現）兼 

帝人㈱樹脂事業グループ長（現） 

常務取締役 
技術生産 
本部長 

樫本 幹男 昭和19年７月15日生

昭和42年４月 ＴＣＬ 入社 

－

平成８年６月 同 取締役 

平成11年６月 同 技術生産本部長（現） 

平成14年６月 同 常務取締役（現）兼 

帝人グループ執行役員（現） 

常務取締役 
ポリカ－ボネ－
ト樹脂事業 
本部長 

酒井 宣彦 昭和20年10月１日生

昭和44年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成８年７月 ＴＣＬ ＯＭ営業部長 

平成11年６月 同 取締役 

平成15年４月 同 ポリカ－ボネ－ト樹脂事業 

  本部長（現） 

平成15年６月 同 常務取締役（現）兼 

帝人グループ執行役員（現） 

常務取締役 
管理本部長 

兼 
社長室長 

篠塚 慶一郎 昭和24年２月16日生

昭和46年３月 帝人㈱ 入社 

－

平成12年１月 ＴＣＬ計画部長 兼 

帝人㈱樹脂事業グループ長付 

平成15年１月 ＴＣＬ社長室長（現） 

平成15年４月 同 管理本部長（現）兼 

帝人㈱樹脂事業企画管理室長(現） 

平成15年６月 ＴＣＬ取締役 

平成17年６月 同 常務取締役（現）兼 

帝人グループ執行役員（現） 

取締役 開発本部長 石原 敏雄 昭和21年５月26日生

昭和54年４月 エンジニアリング・プラスチック

㈱（現 ＧＥプラスチックス㈱）

入社 

－

平成３年５月 同 応用技術研究所 所長 

平成７年１月 同 ノリル＆ウルテル  

プロダクトマネジャー 

平成10年３月 ＧＥプラスチックス・パシフィク

本部出向 

平成11年11月 ＴＣＬ入社 

平成13年７月 同 技術生産本部長補佐 

平成14年６月 同 取締役 

平成14年９月 帝人化成複合塑料（上海）有限公

司董事総経理 

平成15年６月 ＴＣＬ上席執行役員 

平成16年６月 同 取締役（現） 

兼 開発本部長（現） 

平成16年10月 同 企画開発部長(現) 

平成17年６月 帝人化成複合塑料（上海）有限公

司董事（現） 

平成17年８月 ＴＣＬ知的財産部長（現）  

 



 （注）１ 監査役 古谷勝彦、大方彬弘、及び元木敏雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

２ ＴＣＬでは、事業のグローバル展開、業容の拡大、及び経営環境変化のスピードアップに対応した経営体制

の整備、ならびに人材の積極的育成・活用を目的として「執行役員制度」を導入しています。執行役員は取

締役会で選任され、代表取締役社長の指揮の下に、担当する業務の執行責任者となります（業務執行責任者

として業務の執行を専門的に行う役職位として位置付けます）。執行役員は以下のとおりです。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 － 片山 隆之 昭和20年10月９日生

昭和43年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成９年１月 同 工業フィルム第２部長 

平成９年６月 同 取締役 

平成12年４月 同 ＣＦＯ 

平成12年６月 同 常務取締役 

平成13年４月 帝人クリエイティブスタッフ㈱ 

代表取締役社長 

平成13年10月 帝人㈱フィルム事業グループ長 

兼 CEO, TEIJIN DUPONT FILMS, 

GLOBAL JOINT VENTURE 

平成15年４月 帝人フィルム㈱代表取締役社長 

平成16年４月 帝人㈱ＣＳＯ（現）兼秘書室、 

法務室、業務監査室担当（現）兼 

Member，Global Policy Board, 

TEIJIN DUPONT FILMS, GLOBAL  

JOINT VENTURE 

平成16年６月 帝人㈱代表取締役専務取締役 兼 

ＴＣＬ取締役（現） 

平成17年４月 帝人㈱ＣＳＲＯ（現）兼 フィル

ム事業・樹脂事業管掌（現）兼 

Chairman，Global Policy  

Board,TEIJIN DUPONT FILMS, 

GLOBAL JOINT VENTURE（現） 

平成18年６月 帝人㈱代表取締役副社長（現） 

常勤監査役 － 古谷 勝彦 昭和22年２月10日生

昭和45年６月 帝人㈱ 入社 

－

平成15年４月 同 在宅医療事業本部長 

平成15年６月 同 帝人グループ常務執行役員 

平成15年10月 帝人ファーマ㈱ 常務取締役 

平成16年４月 帝人殖産㈱代表取締役社長 

平成16年６月 帝人グループ執行役員 

平成17年１月 帝人㈱ 監査役付 

平成17年６月 ＴＣＬ常勤監査役（現） 

監査役 － 大方 彬弘 昭和17年８月３日生

昭和40年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成９年12月 同 管理部門長補佐 

 （財務・経理担当） 

平成10年６月 同 取締役 

平成11年６月 同 常務執行役員 

平成12年６月 同 専務執行役員 

平成15年６月 同 常勤監査役（現）兼 

ＴＣＬ監査役（現） 

監査役 － 元木 敏雄 昭和19年12月７日生

昭和44年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成10年４月 同 エンジニアリング研究所長 

平成14年６月 帝人グループ理事 

平成15年４月 帝人エンテック㈱取締役 兼 

帝人㈱ＣＴＯスタッフ室 

（エンジニアリング担当） 

平成16年４月 帝人㈱ 監査役付 

平成16年６月 同 常勤監査役（現）兼 

ＴＣＬ監査役（現） 

計 －



⑥ コーポレート・ガバナンスの状況（ＴＣＬ） 

 ＴＣＬグループは帝人グループのコーポレート・ガバナンスに沿って経営システムを確立し運営していま

す。なお、帝人グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況について

は、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ６ コーポレート・ガバナンスの状況」をご参照ください。 

役名 氏名 職名 

上席執行役員 喜多村 一生 プラスチックステクニカルセンター長 

上席執行役員 栗山 洋 TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd．総経理 兼 ＴＰＣ建設班長 

執行役員 幡谷 善清 ＧＰ事業部門長 兼 日本営業部長 兼 グローバル自動車営業部長 

執行役員 渡辺 辰郎 コンパウンド事業部門長 兼 コンパウンド営業部長 

執行役員 遠藤 隆夫 ＯＭ事業部門長 兼 ＯＭ営業部長 

執行役員 二宮 秀雄 松山工場長 

執行役員 隅谷 浩二 TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd. 社長 

執行役員 池谷 博 
ポリエステル樹脂事業部門長 兼 ポリエステル樹脂営業部長 兼 

化学品事業部門長 



(6）経理の状況（ＴＣＬ） 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）ＴＣＬの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第

２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しています。 

(2）ＴＣＬの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しています。 

２ 監査証明について 

 ＴＣＬの連結財務諸表及び財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

次へ  



① 連結財務諸表等（ＴＣＬ） 

(1）連結財務諸表（ＴＣＬ） 

① 連結貸借対照表（ＴＣＬ） 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     5,621     18,106   

２ 受取手形及び売掛金     32,033     35,771   

３ たな卸資産     21,231     32,719   

４ 繰延税金資産     748     821   

５ その他の流動資産     2,361     4,408   

６ 貸倒引当金     △38     △11   

流動資産合計     61,957 48.7   91,815 54.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 
※１ 

※６ 
            

(1) 建物及び構築物     12,056     14,373   

(2) 機械装置及び運搬具     34,183     47,950   

(3) 土地 ※２   2,708     2,692   

(4) 建設仮勘定     10,634     4,827   

(5) その他の有形固定資産     880     1,167   

有形固定資産合計     60,464 47.5   71,011 42.2 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア等     634     1,879   

(2) 連結調整勘定     327     192   

無形固定資産合計     961 0.8   2,071 1.2 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 
※２ 

※３ 
  1,356     1,331   

(2) 長期貸付金     9     6   

(3) 差入保証金     1,203     965   

(4) 繰延税金資産     58     83   

(5) その他の      

投資その他の資産 
    1,220     1,095   

(6) 貸倒引当金     △47     △47   

投資その他の資産合計     3,799 3.0   3,434 2.1 

固定資産合計     65,225 51.3   76,517 45.5 

資産合計     127,183 100.0   168,333 100.0 

 



次へ  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     21,390     22,035   

２ 短期借入金 ※２   3,061     6,013   

３ １年内返済長期借入金 ※２   9,077     13,441   

４ 関係会社短期借入金     9,421     16,117   

５ 未払金     3,998     11,478   

６ 未払法人税等     1,972     1,165   

７ 未払費用     2,373     2,688   

８ その他の流動負債     1,140     738   

流動負債合計     52,434 41.2   73,679 43.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     36,485     34,639   

２ 退職給付引当金     911     1,010   

３ 役員退職慰労引当金     220     204   

４ 繰延税金負債     1,027     1,504   

５ その他の固定負債     62     22   

固定負債合計     38,706 30.4   37,381 22.2 

負債合計     91,140 71.6   111,060 66.0 

      

（少数株主持分）               

少数株主持分     3,244 2.6   11,814 7.0 

      

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※５   2,149 1.7   2,149 1.3 

Ⅱ 資本剰余金     7,820 6.1   7,820 4.6 

Ⅲ 利益剰余金     23,536 18.5   33,596 20.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     209 0.2   355 0.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △917 △0.7   1,537 0.9 

資本合計     32,798 25.8   45,458 27.0 

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
    127,183 100.0   168,333 100.0 

  



② 連結損益計算書（ＴＣＬ） 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     130,820 100.0   171,669 100.0 

Ⅱ 売上原価     100,578 76.9   121,532 70.8 

売上総利益     30,241 23.1   50,137 29.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 

※２ 
  17,624 13.5   19,277 11.2 

営業利益     12,617 9.6   30,859 18.0 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   19     56     

２ 受取配当金   10     16     

３ 為替差益   39     259     

４ 持分法による投資利益   94     70     

５ 雑益   40 203 0.2 148 551 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   1,041     1,956     

２ 在外子会社開業費 ※３  －     833     

３ 雑損   403 1,445 1.1 792 3,581 2.1 

経常利益     11,376 8.7   27,829 16.2 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益  ※４ －     165     

２ 投資有価証券売却益   70     3     

３ 関係会社株式売却益   63     －     

４ 役員退職慰労引当金戻入益   14     －     

５ 営業譲渡益 ※５ －     196     

６ その他の特別利益   0 149 0.1 11 376 0.2 

                

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※６ 335     168     

２ 投資有価証券評価損   22     －     

３  関係会社株式売却損   －     68     

４ ゴルフ会員権評価損   16     －     

５ 異常操業損失 ※７ 1,354     927     

６ その他の特別損失   139 1,868 1.4 8 1,172 0.7 

税金等調整前当期純利益     9,656 7.4   27,032 15.7 

法人税、住民税及び 

事業税 
  2,315     4,211     

法人税等調整額   147 2,462 1.9 255 4,467 2.6 

少数株主利益(△)     （△）1,546 △1.2   （△）7,584 △4.4 

   当期純利益     5,647 4.3   14,980 8.7 



③ 連結剰余金計算書（ＴＣＬ） 

次へ  

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     6,209   7,820 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

会社分割による増加高   1,611 1,611 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     7,820   7,820 

    

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     20,481   23,536 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   5,647   14,980   

２ 持分法適用会社減少に 

  伴う増加高 
  －   29   

３ 在外関係会社における 

会計基準変更に伴う 

増加高 

  － 5,647 26 15,036 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   2,573   4,900   

２ 役員賞与   18   51   

３ 持分法適用会社減少に

伴う減少高 
  － 2,592 26 4,976 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   23,536  33,596



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（ＴＣＬ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数は10社です。 

連結子会社名は「(2）企業の概況」の④ 

関係会社の状況に記載しているため省略

しています。 

なお、上海帝人化成貿易有限公司及び帝

人化成複合塑料（上海）有限公司は重要

性が増したため、広島プラスチック㈱は

会社分割による株式の取得により、当連

結会計年度から連結の範囲に含めていま

す。また連結会社１社（TEIJIN KASEI  

AMERICA INC.）は株式の売却により連結

子会社から除外していますが、損益計算

書のみ連結しています。 

非連結子会社３社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん。（テクノ化成㈱ほか） 

連結子会社数は10社です。 

連結子会社名は「(2）企業の概況」の④ 

関係会社の状況に記載しているため省略

しています。 

 非連結子会社２社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん。（テイカエルダー㈱ほか）  

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社３社（テクノ化成㈱ほか）

及び関連会社２社（ＲＩＭＴＥＣ㈱ほ

か）に対する投資について、持分法を適

用しています。なお、非連結子会社２社

（上海帝人化成貿易有限公司及び帝人化

成複合塑料（上海）有限公司）は重要性

が増したことにより連結子会社となった

ため、また関連会社１社（池田防疫興業

㈱）は株式の売却により当連結会計年度

から持分法適用の範囲から除外していま

すが、期間損益については持分法を適用

しています。  

非連結子会社１社（テイカエルダー㈱）

及び関連会社１社（ＲＩＭＴＥＣ㈱）に

対する投資について、持分法を適用して

います。なお、非連結子会社１社(テイジ

ンレンズ㈱）及び関連会社１社(帝人バイ

エルポリテック㈱）については、休眠会

社になったことにより、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微にな

り、かつ全体としても重要性がなくなっ

たため、また非連結子会社１社（テクノ

化成㈱）は株式の売却により当連結会計

年度から持分法適用の範囲から除外して

います。  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、TEIJIN KASEI  

EUROPE B.V.、台湾帝人化成股份有限公

司、帝人化成香港有限公司、TEIJIN  

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.、 

TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd.、上海

帝人化成貿易有限公司、帝人化成複合塑

料（上海）有限公司の決算日は毎年12月

末日ですが、そのまま連結しています。

ただし、上記決算日の異なる連結子会社

７社については、当該会社の決算日と連

結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上、必要な調整を行ってい

ます。 

連結子会社のうち、TEIJIN KASEI  

EUROPE B.V.、台湾帝人化成股份有限公

司、帝人化成香港有限公司、TEIJIN  

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd.、 

TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd.、上海

帝人化成貿易有限公司、帝人化成複合塑

料（上海）有限公司の決算日は毎年12月

末日ですが、そのまま連結しています。

ただし、上記決算日の異なる連結子会社

７社については、当該会社の決算日と連

結決算日との間に重要な取引が生じた場

合には、連結上、必要な調整を行ってい

ます。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

 ①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

① 市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

② 市場価格のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、半製品、仕掛品 

・・・主として総平均法による低価

基準 

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、半製品、仕掛品 

同左 

 原材料、貯蔵品 

・・・主として移動平均法による低

価基準 

原材料、貯蔵品 

同左 

 ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しています。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

同左 

 (2）在外会社 

定額法 

(2）在外会社 

同左 

 ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

② 無形固定資産 

同左 

 ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上していま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として10年）による定額法

により償却しています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として10年）による定

額法により翌連結会計年度から費用

処理しています。 

なお、在外子会社については、一部

の会社を除き、退職金制度がありま

せん。 

②退職給付引当金 

同左 

 ③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、ＴＣＬ及び連結子会社の当連結

会計年度末における内規に基づく基

準額相当額に達するまでの額を繰入

計上しています。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

 ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理していま

す。なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算調

整勘定に含めています。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。なお、在外連結子会社

の資産及び負債は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に含

めています。 

 ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用して

います。なお、為替予約及び通貨ス

ワップについては振当処理の要件を

満たしている場合は、振当処理を、

金利スワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処理

を採用しています。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建営業債権

金利スワップ 借入金 

通貨スワップ 外貨建借入金 

同左 

 ③ヘッジ方針 

ＴＣＬ及び一部の連結子会社は、帝

人㈱が定めた「グループ財務規程」

に基づき、為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジしています。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度より、ＴＣＬ及び一

部の連結子会社は、帝人㈱を連結納

税親会社とする連結納税主体の連結

納税子会社として、連結納税制度を

適用しています。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用していま

す。 

同左 

  

  

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却して

います。 

同左 

  

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書については、連結会計

年度中に確定した連結会社の利益処分に

基づいて作成しています。 

同左 

  

  



会計処理の変更（ＴＣＬ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる当連結会計年度の損益

に与える影響はありません。 



注記事項（ＴＣＬ） 

（連結貸借対照表関係）（ＴＣＬ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

77,750百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

85,615百万円です。 

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

土地 331百万円（帳簿価額）

投資有価証券 16 〃 

土地 331百万円（帳簿価額）

投資有価証券 21 〃 

上記物件は、短期借入金200百万円及び１年内返済

長期借入金２百万円の担保に供しています。 

上記物件は、短期借入金51百万円の担保に供して

います。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりです。 

投資有価証券 635百万円 投資有価証券 356百万円

 ４ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

 ４ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

① 関係会社 ① 関係会社 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

従業員に対する保証 62百万円

  

合計（①＋②） 

  

130,553 〃 

従業員に対する保証 51百万円

  

合計（①＋②） 

  

171,031 〃 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＣＬを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＣＬを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※５ ＴＣＬの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

※６         ―――――― 

普通株式 11,500,000株

※５ ＴＣＬの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

※６ 国庫補助金により取得した有形固定資産の取得価

額から税法に基づく圧縮累計額58百万円を控除し

ています。 

普通株式 11,500,000株



（連結損益計算書関係）（ＴＣＬ） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。 

１ 運賃諸掛 5,575百万円

２ 給料賃金 2,692 〃 

３ 退職給付費用 202 〃 

４ 減価償却費 530 〃 

５ 研究開発費 3,040 〃 

６ 旅費交通費 745 〃 

７ 賃借料 530 〃 

１ 運賃諸掛 6,116百万円

２ 給料賃金 2,934 〃 

３ 退職給付費用 254 〃 

４ 減価償却費 537 〃 

５ 研究開発費 3,093 〃 

６ 旅費交通費 811 〃 

７ 賃借料 561 〃 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、3,040百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、3,093百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

※３                 ―――――― ※３ TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd.の開業費です。 

  

 ※４                 ―――――― ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。  

土地 163百万円

機械装置及び運搬具 1 〃 

 ※５         ――――――  ※５ 営業譲渡益は燻蒸剤事業の一部を譲渡したことに

よるものです。  

※６ 固定資産処分損の内訳は次のとおりです 

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 309 〃 

その他の有形固定資産 13 〃 

※６ 固定資産処分損の内訳は次のとおりです 

建物及び構築物 41百万円

機械装置及び運搬具 82 〃 

その他の有形固定資産 44 〃 

※７ 「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル設備にお

いて設備完成後、操業安定化までに発生した経費で

す。  

 ※７ 設備稼働率が低下したために発生した異常操業経費

です。 

  



（リース取引関係）（ＴＣＬ） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
20 8 12 

合計 20 8 12 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
30 10 19 

合計 30 10 19 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3百万円

１年超 8 〃 

合計 12 〃 

１年以内 6百万円

１年超 13 〃 

合計 19 〃 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が連結会社の有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定しています。 

（注）        同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5 〃 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 117百万円

１年超 1,955 〃 

合計 2,073 〃 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しています。 

１年以内 149百万円

１年超 2,207 〃 

合計 2,357 〃 



（有価証券関係）（ＴＣＬ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 市場価格で評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 252 606 354 

小計 252 606 354 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 31 27 △4 

小計 31 27 △4 

合計 284 633 349 

(1）売却額 105百万円 

(2）売却益の合計額 70 〃 

(3）売却損の合計額 － 

非上場株式 86百万円 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 282 889 606 

小計 282 889 606 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 － － － 

小計 － － － 

合計 282 889 606 

(1）売却額 4百万円 

(2）売却益の合計額 3 〃 

(3）売却損の合計額  － 

非上場株式 85百万円 



（デリバティブ取引関係）（ＴＣＬ） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容及び利用目的等 

ＴＣＬグループは、為替及び金利リスクを管理する

目的でデリバティブ取引を行っています。ＴＣＬグ

ループが行っているデリバティブ取引は先物為替予

約、通貨スワップ及び金利スワップであり、先物為

替予約は外貨建輸出債権の為替リスクのヘッジのた

め、通貨スワップは外貨建借入金の為替リスクのヘ

ッジのため、また、金利スワップは調達コストの削

減のために利用しています。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っています。 

１ 取引の内容及び利用目的等 

同左 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象   

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

為替予約   外貨建営業債権 

金利スワップ   借入金 

通貨スワップ   外貨建借入金 

  

(2）ヘッジ方針 

ＴＣＬグループは、内規に基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッジしています。 

  

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効性の判定時点

までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額

等を基礎として判定しています。 

  

２ 取引に対する取り組み方針 

ＴＣＬグループは、実需原則を遵守し、投機目的や

トレーディング目的のためにデリバティブ取引は行

いません。 

２ 取引に対する取り組み方針 

同左 

３ 取引に係るリスクの内容 

ＴＣＬグループが利用している先物為替予約及び通

貨スワップは、為替相場の変動によるリスクを有し

ており、金利スワップは市場金利の変動リスクを有

しています。また、ＴＣＬグループのデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い銀行であるた

め、契約先の債務不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しています。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスク管理体制 

ＴＣＬグループでは、上記のデリバティブ取引は、

社内権限規程に基づき決済等の事務処理も含めて経

理部が実施しており、毎決算終了後に取締役会に対

してデリバティブ取引の実績報告を行っています。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益は以下のとおりです。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。  

(１)通貨関連 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引、金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を行っていますが、いずれもヘッジ会計を適用し

ていますので注記の対象から除いています。 

  

当連結会計年度末（平成18年３月31日） 

(注) 時価の算定方法は、通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

(２)金利関連 

 前連結会計年度末（平成17年３月31日）及び当連結会計年度末（平成18年３月31日）のいずれにおいても、 

 該当事項はありません。 

区分 種類 
契約額等

(百万円)

契約額のうち１年超

(百万円） 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円)  

 市場取引 

以外の取引 

通貨スワップ取引  

受取シンガポールドル 

支払ユーロ 

653 217 △27 △27 



（退職給付関係）（ＴＣＬ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＣＬ及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があり

ます。また、ＴＣＬにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＣＬは、適格退職年金制度を設けていましたが、平成16年４月１日に確定給付企業年金に移行しま

した。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し

ました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、当連結会計年度における割増退職金の支払いはありません。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △9,710百万円

ロ 年金資産 8,777 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  932 〃 

ニ 未認識数理計算上の差異 1,270 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 △  870 〃 

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △  532 〃 

ト 前払年金費用 378 〃 

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △  911 〃 

イ 勤務費用 （注２） 395百万円

ロ 利息費用 250 〃 

ハ 期待運用収益 △  224 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 148 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   97 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 472 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

 ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＣＬ及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があり

ます。また、ＴＣＬにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＣＬは、適格退職年金制度を設けていましたが、平成16年４月１日に確定給付企業年金に移行しま

した。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し

ました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注）１ 上記退職給付費用以外に、当連結会計年度における割増退職金の支払いはありません。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △9,506百万円

ロ 年金資産 10,551 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 1,044 〃 

ニ 未認識数理計算上の差異 △  709 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 △  773 〃 

ヘ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △  438 〃 

ト 前払年金費用 572 〃 

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △1,010 〃 

イ 勤務費用 （注２） 414百万円

ロ 利息費用 184 〃 

ハ 期待運用収益 △  230 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 164 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   97 〃 

ヘ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 436 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

 る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

 ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



（税効果会計関係）（ＴＣＬ） 

次へ  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

未払賞与 374百万円

未払事業税 158 〃 

たな卸資産評価損 127 〃 

未払費用 41 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 38 〃 

その他 8 〃 

繰延税金資産 合計 748 〃 

繰延税金資産  

未払賞与 444百万円

未払事業税 200  〃  

たな卸資産評価損 79 〃 

未払費用  47  〃 

たな卸資産の未実現利益の消去  27  〃 

その他 22 〃 

繰延税金資産 合計 821 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 202百万円

役員退職慰労引当金 81 〃 

ゴルフ会員権評価損 63 〃 

繰越欠損金 45 〃 

その他 58 〃 

繰延税金資産 小計 452 〃 

評価引当額 △   22 〃 

繰延税金資産 合計 429 〃 

繰延税金負債との相殺 △  371 〃 

繰延税金資産の純額 58 〃 

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △  607百万円

海外留保利益に関する税効果 △  318 〃 

減価償却不足額 △  316 〃 

その他有価証券評価差額金 △  142 〃 

特別償却準備金 △   13 〃 

繰延税金負債 合計 △1,398 〃 

繰延税金資産との相殺 371 〃 

繰延税金負債の純額 △1,027 〃 

繰延税金資産  

退職給付引当金 360百万円

役員退職慰労引当金 74 〃 

ゴルフ会員権評価損 63 〃 

繰越欠損金 37 〃 

その他 63 〃 

繰延税金資産 合計 598 〃 

繰延税金負債との相殺 △  515 〃 

繰延税金資産の純額  83 〃 

繰延税金負債   

減価償却不足額 △  4百万円

固定資産圧縮積立金 △ 531 〃 

海外留保利益に関する税効果 △ 507 〃 

その他有価証券評価差額金 △ 247 〃 

特別償却準備金 △  8 〃 

繰延税金負債 合計 △2,020 〃 

繰延税金資産との相殺 515 〃 

繰延税金負債の純額 △1,504 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.7〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 0.1〃

住民税均等割等 0.1〃

海外連結子会社の税率差異等 △19.9〃

外国税等税額控除 △ 4.9〃

繰延税金資産に対する評価性引当額

の増減 
4.0〃

連結調整による影響他 4.9〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.5〃

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.3〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 0.4〃

住民税均等割等 0.1〃

海外連結子会社の税率差異等 △28.0〃

外国税等税額控除 0.6〃

連結調整による影響他 3.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.5〃



（セグメント情報）（ＴＣＬ） 

事業の種類別セグメント情報（ＴＣＬ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 ＴＣＬグループは、樹脂関係製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するポリカーボネート

樹脂、難燃剤、燻蒸剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、事

業の種類別セグメント情報については、記載を省略しています。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 ＴＣＬグループは、樹脂関係製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するポリカーボネート

樹脂、難燃剤等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、事業の種類

別セグメント情報については、記載を省略しています。 

所在地別セグメント情報（ＴＣＬ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は1,684百万円であり、その主なものは、ＴＣＬでの

余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国、台湾、シンガポール 

(2）その他地域……米国、オランダ 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は2,005百万円であり、その主なものは、ＴＣＬでの

余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国、台湾、シンガポール 

(2）その他地域……オランダ 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

その他地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
66,375 47,443 17,001 130,820 － 130,820 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11,153 14,006 － 25,159 (25,159) － 

計 77,528 61,450 17,001 155,980 (25,159) 130,820 

営業費用 71,540 55,683 16,367 143,590 (25,387) 118,202 

営業利益 5,988 5,767 634 12,389 227 12,617 

Ⅱ 資産 71,990 68,440 4,490 144,921 (17,738) 127,183 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

その他地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 77,219 81,634 12,816 171,669 － 171,669 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11,093 15,971 － 27,064 (27,064) － 

計 88,312 97,605 12,816 198,734 (27,064) 171,669 

営業費用 79,773 75,595 12,330 167,699 (26,889) 140,810 

営業利益 8,539 22,010 485 31,034   (  175) 30,859 

Ⅱ 資産 81,078 103,569 5,321 189,969 (21,635) 168,333 



海外売上高（ＴＣＬ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、ＴＣＬ及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国、台湾、シンガポール 

(2）その他地域……米国、オランダ 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、ＴＣＬ及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………中国、台湾、シンガポール 

(2）その他地域……米国、オランダ 

  アジア その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 61,670 17,947 79,617 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     130,820 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
47.2 13.7 60.9 

  アジア その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 90,999 23,936 114,935 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     171,669 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
53.0 13.9 66.9 



（関連当事者との取引）（ＴＣＬ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での借入、返済を繰返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載して

います。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＣＬを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

４ 帝人㈱の方針に基づいて樹脂事業グループの事業管理業務に係わる営業を承継したものであり、帝人㈱の算

定した対価に基づき交渉の上決定しています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 主に「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル事業に係る諸経費等の負担であり、経費の負担割合は同社と

の交渉の上、合理的に決定しています。 

    ３ 市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しています。 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な 
事業の 
内容 

 議決権等
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
 70,787 持株会社 

（被所有） 

直接  100 

土地等の賃

借、商標権等

使用許諾、資

金の借入等 

運転資金の

借入 

（注１） 

639 
関係会社 

短期借入金 
9,421 

利息の支払 

（注２） 
79 － － 

債務保証 

（注３） 
130,491 － － 

会社分割  

（注４） 

承継資産合計

承継負債合計

承継の対価 

  

2,067 

456 

1,611 

  

  

－ 

－ 

－ 

－ 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な 
事業の 
内容 

 議決権等
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

帝人ファ

イバー㈱ 

大阪市 

中央区 
12,025 

繊維の製

造・販売 
－ 

全外注製品の

購入等 

新規事業に

係る諸経費

等の負担 

（注２） 

14,110 買掛金 2,373 

ＮＩ帝人

商事㈱ 

大阪市 

中央区 
2,000 

繊維製品

等の販売 
－ 製品の販売等 

製品の販売 

（注３） 
4,214 売掛金 1,483 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での借入、返済を繰返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載して

います。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＣＬを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

２ 兄弟会社等 

 （注）１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）２ 市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しています。 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事
業の内容 

 議決権等
の所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接  100 

土地等の賃

借、商標権等

使用許諾、資

金の借入等 

運転資金の

借入 

（注１） 

6,696 
関係会社 

短期借入金 
16,117 

利息の支払 

（注２） 
116 － － 

債務保証 

（注３） 
170,980 － － 

属性 会社名 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事
業の内容 

議決権等の
所有 
(被所有) 
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
（注１） 
取引金額 
（百万円） 

科目 
（注１） 
期末残高 
（百万円）

親会社の

子会社 

帝人ファ

イバー㈱ 

大阪市 

中央区 
12,025 

繊維の製

造・販売 
－ 

全外注製品の

購入等 

原材料の購

入等 

（注２） 

17,370 買掛金 1,019 

ＮＩ帝人

商事㈱ 

大阪市 

中央区 
2,000 

繊維製品

等の販売 
－ 製品の販売等 

製品の販売 

（注２） 
4,466 売掛金 1,643 



（１株当たり情報）（ＴＣＬ） 

（重要な後発事象）（ＴＣＬ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,847.80円 3,947.41円 

１株当たり当期純利益 486.84円 1,297.20円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ － 

 （注）１ 

当連結会計年度における潜在株式調

整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 
当期純利益 5,647百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
48百万円 

(うち利益処分に 

よる役員賞与金) 
(48百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
5,598百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
11,500千株 

当期純利益 14,980百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
62百万円 

(うち利益処分に

よる役員賞与金) 
(62百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
14,917百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
 11,500千株 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 連結附属明細表（ＴＣＬ） 

（社債明細表）（ＴＣＬ） 

 該当事項はありません。 

（借入金等明細表）（ＴＣＬ） 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

です。 

(2）その他（ＴＣＬ） 

 該当事項はありません。 

次へ  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 12,482 22,281 1.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 9,077 13,441 3.4 － 

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 36,485 34,639 4.3 
最終返済期限 

平成23年２月 

合計 58,044 70,362 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 13,670 10,945 7,179 2,549 



② 財務諸表等（ＴＣＬ） 

(1）財務諸表（ＴＣＬ） 

① 貸借対照表（ＴＣＬ） 

    
第74期 

（平成17年３月31日） 
第75期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金   692 788 

２ 受取手形 ※３ 672 493 

３ 売掛金 ※３ 18,591 18,014 

４ 製品   10,833 13,659 

５ 半製品   238 282 

６ 原材料   1,652 1,914 

７ 仕掛品   519 730 

８ 貯蔵品   887 1,155 

９ 関係会社短期貸付金   282 150 

10 前払費用   43 47 

11 繰延税金資産   664 746 

12 未収入金   1,386 1,561 

13 その他の流動資産   575 1,116 

14 貸倒引当金   △26 △9 

流動資産合計   37,013 54.1 40,652 52.1

Ⅱ 固定資産   

１  有形固定資産 
※１ 

※６ 

(1) 建物   4,622 5,174 

(2) 構築物     506 537   

(3) 機械装置   8,104 9,231 

(4) 船舶   5 10 

(5) 車輌運搬具   719 694 

(6) 工具器具備品   2,277 2,277 

(7) 建設仮勘定   264 932 

有形固定資産合計   16,500 24.2 18,858 24.2

２  無形固定資産   

(1) 営業権   120 － 

(2) 特許権   385 270 

(3) ソフトウェア   76 415 

(4) 電話話加入権等   15 15 

無形固定資産合計   597 0.9 702 0.9

３  投資その他の資産   

(1) 投資有価証券   783 1,017 

(2) 関係会社株式   11,694 14,865 

(3) 出資金   16 16 

(4) 長期貸付金   9 6 

(5) 差入保証金   1,182 943 

(6) 前払年金費用   378 572 

(7) 長期前払費用   49 239 

(8) その他の 

投資その他の資産 
  214 191 

(9) 貸倒引当金   △84 △34 

投資その他の資産合計   14,245 20.8 17,817 22.8

固定資産合計   31,343 45.9 37,378 47.9

資産合計   68,357 100.0 78,030 100.0

 



次へ  

    
第74期 

（平成17年３月31日） 
第75期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金 ※３   13,407     10,960   

２ １年内返済長期借入金     1,208     2,567   

３ 関係会社短期借入金     9,421     16,117   

４ 未払金 ※３   3,040     9,015   

５ 未払法人税等     1,588     871   

６ 未払費用     1,052     1,245   

７ その他の流動負債     326     25   

流動負債合計     30,043 44.0   40,803 52.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     4,760     3,616   

２ 退職給付引当金     798     895   

３ 役員退職慰労引当金     145     131   

４ 繰延税金負債     340     248   

固定負債合計     6,044 8.8   4,891 6.3 

負債合計     36,088 52.8   45,695 58.6 

    

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   2,149 3.2   2,149 2.8 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金     7,820     7,820   

資本剰余金合計     7,820 11.4   7,820 10.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     394     394   

２ 任意積立金               

特別償却準備金   27     19     

固定資産圧縮積立金   242     231     

別途積立金   18,290 18,559   16,090 16,341   

３ 当期未処分利益     3,145     5,289   

利益剰余金合計     22,100 32.3   22,025 28.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５   198 0.3   338 0.4 

資本合計     32,268 47.2   32,334 41.4 

負債資本合計     68,357 100.0   78,030 100.0 



② 損益計算書（ＴＣＬ） 

   
第74期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

売上高     73,322 100.0   84,042 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首製品たな卸高   7,650     10,833     

２ 当期製品製造原価   55,562     62,455     

３ 当期製品仕入高   3,376     3,154     

合計   66,588     76,443     

４ 期末製品たな卸高   10,833 55,755 76.1 13,659 62,784 74.7 

売上総利益     17,567 23.9   21,258 25.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 

※２ 
  11,818 16.1   12,919 15.4 

営業利益     5,748 7.8   8,338 9.9 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   5     3     

２ 受取配当金 ※３ 32     931     

３ 保険金収入   13     －     

４ 為替差益   －     450     

５ 雑益   38 89 0.1 128 1,514 1.8 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息 ※３ 118     160     

２ 為替差損   170     －     

３ たな卸資産処分損   328     380     

４ 雑損   57 675 0.9 323 865 1.0 

経常利益     5,162 7.0   8,988 10.7 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   70     205     

２ 関係会社株式売却益   102     －     

３ 特別配当金 ※３ 381     －     

４ 営業譲渡益 ※４ －     196     

５ その他   0 553 0.8 － 402 0.5 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損 ※５ 248     135     

２ 関係会社株式評価損   67     －     

３ 投資有価証券評価損   6     －     

４ 異常操業損失 ※６ 1,354     927     

５ ゴルフ会員権評価損   16     －     

６ 移籍補償金   64 1,757 2.4 － 1,062 1.3 

税引前当期純利益     3,959 5.4   8,327 9.9 

法人税、住民税及び 

事業税 
  1,708     3,727     

法人税等調整額   △407 1,301 1.8 △270 3,457 4.1 

当期純利益     2,658 3.6   4,870 5.8 

前期繰越利益     487     418   

当期未処分利益     3,145     5,289   



③ 利益処分計算書（ＴＣＬ） 

次へ  

株主総会承認年月日   
第74期 

（平成17年６月20日） 
第75期 

（平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益       3,145     5,289 

Ⅱ 任意積立金取崩額               

１ 固定資産圧縮積立金取崩額     10     400   

２ 特別償却準備金取崩額     7     7   

３ 別途積立金取崩額     2,200 2,218   10 417 

合計       5,364     5,707 

Ⅲ 利益処分額               

１ 配当金   
１株につき

426円９銭 
4,900   

1株につき  

460円87銭 
5,300   

２ 取締役賞与金     45     59   

３ 任意積立金               

  特別償却準備金     － 4,945   0 5,359 

Ⅳ 次期繰越利益   418   348



重要な会計方針（ＴＣＬ） 

項目 
第74期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

イ 製品  総平均法による低価基準 イ 製品    同左 

ロ 半製品      〃 ロ 半製品   同左 

ハ 仕掛品      〃 ハ 仕掛品   同左 

ニ 原材料 移動平均法による低価基準 ニ 原材料   同左 

ホ 貯蔵品      〃 ホ 貯蔵品   同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
第74期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ロ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により償

却しています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法によ

り翌期から費用処理しています。 

ロ 退職給付引当金 

同左 

 ハ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当期末におけるＴＣＬ内規に基

づく基準額相当額に達するまでの額

を繰入計上しています。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用して

います。なお、為替予約及び通貨ス

ワップについては振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を、金

利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を

採用しています。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建営業債権 

通貨スワップ  外貨建借入金 

金利スワップ  借入金 

同左 

 ハ ヘッジ方針 

ＴＣＬの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

為替変動リスク及び金利変動リスク

をヘッジしています。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 



会計処理の変更（ＴＣＬ） 

表示方法の変更（ＴＣＬ） 

項目 
第74期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定していま

す。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ９ その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

います。 

イ  消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

ロ 当期より、帝人㈱を連結納税親会社

とする連結納税主体の連結納税子会

社として、連結納税制度を適用して

います。 

第74期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用しています。これによる当

期の損益に与える影響はありません。  

第74期 
（平成17年３月31日） 

第75期 
（平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

流動資産の「その他の流動資産」に含めて表示していた

「未収入金」は、当期において総資産額の100分の１を超

えることとなったため、区分掲記することに変更してい

ます。なお、前期の「その他の流動資産」に含まれてい

る「未収入金」は578百万円です。 

――――――― 

  

  

  

  



注記事項（ＴＣＬ） 

（貸借対照表関係）（ＴＣＬ） 

第74期 
（平成17年３月31日） 

第75期 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

61,256百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

63,537百万円です。 

※２ 授権株式数 普通株式 26,000,000株 ※２ 授権株式数 普通株式 26,000,000株

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

発行済株式総数 普通株式 11,500,000株 発行済株式総数 普通株式 11,500,000株

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

受取手形 1百万円

売掛金 2,429 〃 

買掛金 468 〃 

    

受取手形 4百万円

売掛金 2,608 〃 

買掛金 165 〃 

未払金 2,658 〃 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

① 関係会社 ① 関係会社 

帝人㈱ 130,491百万円

TEIJIN KASEI EUROPE B.V. 
37 〃 

（270千EURO）

帝人化成複合塑料（上海） 

有限公司 

429 〃 

（4,000千US$） 

計 130,958 〃 

帝人㈱ 170,980百万円

帝人化成複合塑料（上海） 

有限公司 

234 〃 

（2,000千US$） 

計 171,215 〃 

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

従業員に対する保証 

  

62百万円

  

合計（①＋②） 131,020 〃 

従業員に対する保証 

  

51百万円

  

合計（①＋②） 171,266 〃 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＣＬを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＣＬを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※５ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が198

百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 

※５ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が338

百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 

※６         ―――――― 

  

  

※６ 国庫補助金により取得した有形固定資産の取得価

額から税法に基づく圧縮累計額58百万円を控除し

ています。 



（損益計算書関係）（ＴＣＬ） 

次へ  

第74期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は55.4％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は44.6％です。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は60％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

40％です。 

  

主要な費目及び金額 

  

主要な費目及び金額 

運賃諸掛 3,445百万円

給料賃金 1,691 〃 

退職給付費用 183 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 50 〃 

支払手数料 351 〃 

業務委託費 472 〃 

旅費交通費 542 〃 

減価償却費 448 〃 

賃借料 390 〃 

貸倒引当金繰入額 10 〃 

研究開発費 3,002 〃 

    

運賃諸掛 3,000百万円

給料賃金 1,917 〃 

退職給付費用 233 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 42 〃 

支払手数料 463 〃 

業務委託費 724 〃 

旅費交通費 609 〃 

減価償却費 440 〃 

賃借料 399 〃 

貸倒引当金繰入額 0 〃 

研究開発費 3,091 〃 

    

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、3,002百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

  

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、3,091百万円

であり、製造費用には研究開発費は含まれていま

せん。 

  

※３ 関係会社との取引に係るものは次のとおりです。 

  

※３ 関係会社との取引に係るものは次のとおりです。 

  

受取配当金 23百万円

支払利息 79 〃 

特別配当金 381 〃 

受取配当金 918百万円

支払利息 116 〃 

※４        ――――――  ※４ 営業譲渡益は燻蒸剤事業の一部を譲渡したことに

よるものです。 

※５ 固定資産処分損の内訳は次のとおりです。 

  

※５ 固定資産処分損の内訳は次のとおりです。 

  

建物 11百万円

機械装置 224 〃 

工具器具備品 11 〃 

その他 0 〃 

建物 18百万円

機械装置 72 〃 

工具器具備品 42 〃 

その他 1 〃 

 ※６ 「ボトル to ボトルＴＭ」原料リサイクル設備におい

    て設備完成後、操業安定化までに発生した経費で 

    す。 

※６ 設備稼働率が低下したために発生した異常操業経

費です。 

  



（リース取引関係）（ＴＣＬ） 

（有価証券関係）（ＴＣＬ） 

第74期（平成17年３月31日現在）及び第75期（平成18年３月31日現在）のいずれにおいても、子会社株式

及び関連会社株式で、市場価格のあるものはありません。 

第74期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

車輌運搬具 20 8 12 

合計 20 8 12 

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

車輌運搬具 30 10 19 

合計 30 10 19 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3百万円

１年超 8 〃 

合計 12 〃 

１年以内 6百万円

１年超  13 〃 

合計  19 〃 

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定していま

す。 

（注）        同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5 〃 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、  

項目等の記載は省略しています。        



（税効果会計関係）（ＴＣＬ） 

第74期 
（平成17年３月31日） 

第75期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

未払賞与 344百万円

未払事業税 153 〃 

たな卸資産評価損 127 〃 

未払費用 39 〃 

その他 0 〃 

繰延税金資産 合計 664 〃 

繰延税金資産  

未払賞与 414百万円

未払事業税 192 〃 

たな卸資産評価損 75 〃 

未払費用 47 〃 

その他 16 〃 

繰延税金資産 合計 746 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 188百万円

ゴルフ会員権評価損 63 〃 

役員退職慰労引当金 59 〃 

関係会社株式評価損 40 〃 

貸倒引当金 20 〃 

その他 44 〃 

繰延税金資産 合計 416 〃 

繰延税金負債との相殺 △416 〃 

繰延税金資産の純額 － 

    

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △607百万円

その他有価証券評価差額金 △136 〃 

特別償却準備金 △ 13 〃 

繰延税金負債 合計 △757 〃 

繰延税金資産との相殺 416 〃 

繰延税金負債の純額 △340 〃 

繰延税金資産  

退職給付引当金 342百万円

ゴルフ会員権評価損 63 〃 

役員退職慰労引当金 53 〃 

関係会社株式評価損 13 〃 

貸倒引当金 13 〃 

その他 38 〃 

繰延税金資産 合計 523 〃 

繰延税金負債との相殺 △523 〃 

繰延税金資産の純額     － 

    

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △531百万円

その他有価証券評価差額金 △232 〃 

特別償却準備金 △  8 〃 

繰延税金負債 合計 △772 〃 

繰延税金資産との相殺 523 〃 

繰延税金負債の純額 △248 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.8〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.3〃

住民税均等割等 0.1〃

外国税額控除 △4.6〃

試験研究費税額控除 △7.2〃

その他 2.4〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.9〃

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.4〃

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.5〃

住民税均等割等 0.1〃

外国税額控除 1.9〃

その他 △1.0〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.6〃



（１株当たり情報）（ＴＣＬ） 

（重要な後発事象）（ＴＣＬ） 

  
第74期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,802.05円 2,806.54円 

１株当たり当期純利益 227.20円 418.39円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ － 

 （注）１ 

当事業年度における潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載して

いません。 

（注）１ 

同左 

 （注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 
当期純利益 2,658百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
45百万円 

(うち利益処分に 

よる役員賞与金) 
（45百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
2,612百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
11,500千株 

当期純利益 4,870百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
59百万円 

(うち利益処分に 

よる役員賞与金) 
(59百万円)

普通株式に係る 

当期純利益 
4,811百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
11,500千株 

第74期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第75期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 附属明細表（ＴＣＬ） 

有価証券明細表（ＴＣＬ） 

（株式） 

次へ  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

スタンレー電気㈱ 152,500 382 

錦海塩業㈱ 93,356 183 

ＳＭＫ㈱ 146,926 129 

タキロン㈱ 188,371 89 

アテナ工業㈱ 100,000 49 

東ソー㈱ 57,750 33 

旭化学工業㈱ 33,000 32 

リョービ㈱ 31,073 26 

ムトー精工㈱ 13,750 24 

ダイキ㈱ 15,000 22 

その他（13銘柄） 159,131 43 

計 990,857 1,017 



有形固定資産等明細表（ＴＣＬ） 

  (注）当期増加額の主なものは次のとおりです。  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価 
償却累計額 
または 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 10,685 863 30 11,517 6,343 301 5,174 

構築物 2,090 93 3 2,180 1,642 62 537 

機械装置 56,772 3,821 635 59,958 50,726 2,635 9,231 

車輌運搬具 87 6 12 82 72 0 10 

工具器具備品 5,579 243 375 5,446 4,752 239 694 

土地 2,277 － － 2,277 － － 2,277 

建設仮勘定 264 5,653 4,985 932 － － 932 

有形固定資産計 77,757 10,681 6,043 82,395 63,537 3,239 18,858 

無形固定資産               

営業権 600 － 600 － － 120 － 

特許権 1,023 1 100 924 653 115 270 

ソフトウェア 240 375 60 554 139 35 415 

電話加入権等 19 0 0 19 3 0 15 

無形固定資産計 1,882 377 761 1,498 796 271 702 

長期前払費用 50 224 － 274 35 34 239 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 摘要  金額 (百万円） 

 建物  次世代光学フィルム押出製造設備建屋 226 

   シート６号機建屋  206 

 機械装置  シート６号機 725 

   次世代光学フィルム押出製造設備 708 

 建設仮勘定  次世代光学フィルム押出製造設備建屋関係 948 

   シート６号機関係 878 



資本金等明細表（ＴＣＬ） 

 （注）任意積立金の減少はすべて前期決算の利益処分によるものです。 

引当金明細表（ＴＣＬ） 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の金額は、一般債権に対する引当金の洗替による減少です。 

次へ  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 2,149  －  － 2,149 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (11,500,000) (    －) (    －) (11,500,000)

普通株式 （百万円） 2,149  －  － 2,149 

計 （株） (11,500,000) (    －) (    －) (11,500,000)

計 （百万円） 2,149    －   － 2,149 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 7,820     －    － 7,820 

計 （百万円） 7,820  －   － 7,820 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） 394  －  － 394 

任意積立金           

特別償却準備金 （百万円） 27   －  7 19 

固定資産圧縮積立金 （百万円） 242  －  10 231 

別途積立金 （百万円） 18,290  － 2,200 16,090 

任意積立金計 （百万円） 18,559  － 2,218 16,341 

合計 （百万円） 18,954  －  2,218 16,736 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 110 0 49 16 44 

役員退職慰労引当金 145 42 56 － 131 



(2）主な資産及び負債の内容（ＴＣＬ） 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

受取手形期日別内訳 

③ 売掛金 

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生の売掛金は消費税等を含んでいます。 

内訳 金額（百万円） 

 現金 0 

 当座預金・普通預金・外貨預金 788 

合計 788 

相手先 金額（百万円） 

㈱大日本印刷建材 114 

㈱ポラテクノ 82 

㈱サンリッツ 78 

㈱テクノ大西 34 

東和電気㈱ 27 

その他 156 

合計 493 

平成18年４月に期日到来するもの 133百万円

  〃  ５月    〃 138 〃 

  〃  ６月    〃 131 〃 

  〃  ７月    〃 89 〃 

  〃  ８月    〃 1 〃 

計 493 〃 

相手先 金額（百万円） 

ＮＩ帝人商事㈱ 1,643 

伊藤忠プラスチックス㈱ 1,268 

東洋製罐㈱ 843 

台湾帝人化成股份有限公司 780 

PRODISC TECHNOLOGY INC. 774 

その他 12,704 

合計 18,014 

期間 
前期繰越高Ａ 
（百万円） 

発生額Ｂ 
（百万円） 

回収高Ｃ 
（百万円） 

当期末残高Ｄ
（百万円） 

回収率（％） 
Ｃ

×100 
Ａ＋Ｂ 

滞留日数 
（日） 
Ａ＋Ｄ
2 
Ｂ 
365

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
18,591 88,244 88,821 18,014 83.1 75 



④ 製品、半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

Ⅱ 固定資産 

関係会社株式 

科目 内訳 金額（百万円） 科目 内訳 金額（百万円） 

製品 

ポリカーボネート樹脂 8,412 

仕掛品 

ポリカーボネート樹脂 639 

ポリエステル樹脂 4,995 その他 90 

その他 251 計 730 

計 13,659 
貯蔵品 

消耗工具及び補助材料 1,155 

半製品 

ポリカーボネート樹脂 248 計 1,155 

その他 33    

計 282    

原材料 

ポリカーボネート樹脂 1,882    

その他 31    

計 1,914    

銘柄 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式   

TEIJIN POLYCARBONATE CHINA Ltd. 7,873 

TEIJIN POLYCARBONATE SINGAPORE PTE Ltd. 5,258 

帝人化成複合塑料（上海）有限公司 989 

TEIJIN KASEI EUROPE B.V. 200 

錦海化学㈱ 174 

広島プラスチック㈱ 50 

上海帝人化成貿易有限公司 34 

台湾帝人化成股份有限公司 16 

テイヨー㈱ 14 

帝人化成香港有限公司 14 

テイカエルダー㈱ 10 

テイジンレンズ㈱ 0 

計 14,636 

関連会社株式   

ＲＩＭＴＥＣ㈱ 196 

帝人バイエルポリテック㈱ 32 

計 228 

合計 14,865 



Ⅲ 流動負債 

① 買掛金 

② 関係会社短期借入金 

③ 未払金 

Ⅳ 固定負債 

長期借入金 

 （注）１ 上段（ ）内金額は貸借対照表日の翌日から起算して１年内に返済するものであり、貸借対照表において

は、流動負債として表示しています。なお２年目返済額は1,457百万円、３年目返済額は1,217百万円です。

２ 最終返済期限は、各契約ごとに分割返済の規定がありますが、最終期限を示しています。 

(3）その他（ＴＣＬ） 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

三井物産㈱ 5,039 

新日鐵化学㈱ 1,050 

帝人ファイバー㈱ 1,019 

ダイソー㈱ 633 

東邦テナックス㈱ 279 

その他 2,938 

合計 10,960 

相手先 金額（百万円） 

帝人㈱ 16,117 

合計 16,117 

内訳 金額（百万円） 

 固定資産購入代金  3,240 

 連結納税 2,421 

 運賃 380 

 補修費 372 

  経費その他 2,601 

合計 9,015 

借入先 
期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

摘要 

最終返済期限 担保 使途 

国際協力銀行 
(563)
2,533 

－ 563 
(563)
1,970 

平成21年５月 無 設備資金 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
(125)
375 

－ 125 
(125)
250 

平成20年２月 〃 設備資金 

三井生命保険㈱ 
(－)
500 

－ － 
(500)
500 

平成19年３月 〃 運転資金 

明治安田生命保険(相) 
(－)
500 

－ － 
(500)
500 

平成19年３月 〃 運転資金 

第一生命保険(相) 
(110)
335 

－ 110 
(110)
225 

平成20年２月 〃 設備資金 

日本生命保険(相) 
(110)
225 

－ 110 
(115)
115 

平成19年２月 〃 運転資金 

日本生命保険(相) 
(300)
1,500 

1,600 477 
(654)
2,623 

平成22年３月 〃 
関係会社

増資資金 

合計 
(1,208)
5,968 

1,600 1,385 
(2,567)
6,183 

－ － － 



【帝人ファーマ㈱に関する事項】 

(1）会社名・代表者の役職氏名及び本店所在の場所 

(2）企業の概況（ＴＰＭ） 

① 主要な経営指標等の推移（ＴＰＭ） 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ ＴＰＭは、平成15年10月１日に親会社である帝人㈱から医薬医療事業を会社分割により承継し、営業を開始

しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

４ 第１期は子会社が存在しなかったため、連結財務諸表を作成していません。 

５ 連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

６ 株価収益率は、ＴＰＭ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

７ 連結キャッシュ・フローに係る事項については、記載を省略しています。 

８ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

会社名 帝人ファーマ株式会社（以下「ＴＰＭ」） 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  大八木 成男 

本店の所在の場所 東京都千代田区内幸町二丁目１番１号 

回次 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 47,069 97,026 105,495 

経常利益 (百万円) 9,742 18,289 19,856 

当期純利益 (百万円) 5,192 10,227 10,449 

純資産額 (百万円) 33,198 41,151 44,585 

総資産額 (百万円) 61,879 78,629 82,609 

１株当たり純資産額 （千円） 3,319 4,115 4,458 

１株当たり当期純利益 （千円） 1,037 1,022 1,044 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（千円） － － － 

自己資本比率 （％） 53.7 52.3 54.0 

自己資本利益率 （％） 31.3 27.5 24.4 

株価収益率 （倍） － － － 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

2,086 

(356) 

2,139 

(666) 

2,318 

(701) 



(2）ＴＰＭの経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ ＴＰＭは、平成15年10月１日に親会社である帝人㈱から医薬医療事業を会社分割により承継し、営業を開始

しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

４ 財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 

５ 株価収益率は、ＴＰＭ株式は証券取引所非上場・証券業協会非登録であり、株価が把握できないため記載し

ていません。 

６ １株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

回次 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 38,567 79,690 87,049 

経常利益 (百万円) 8,228 15,918 17,487 

当期純利益 (百万円) 4,227 9,041 9,346 

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 

発行済株式総数 （株） 10,000 10,000 10,000 

純資産額 (百万円) 32,233 39,001 41,332 

総資産額 (百万円) 55,581 71,825 74,607 

１株当たり純資産額 （千円） 3,223 3,900 4,133 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
（千円） 

220 

(－) 

720 

(－) 

630 

（－）

１株当たり当期純利益 （千円） 844 904 934 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（千円） － － － 

自己資本比率 （％） 58.0 54.3 55.4 

自己資本利益率 （％） 26.2 25.3 23.3 

株価収益率 （倍） － － － 

配当性向 （％） 52.0 79.6 67.4 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

1,563 

(111) 

1,604 

(381) 

1,670 

(386) 



② 沿革（ＴＰＭ） 

 （注）１ 関係会社の名称については、平成18年３月末現在で表示しています。 

    ２ 平成18年４月１日に、帝人在宅医療東京㈱を存続会社とした吸収合併により、在宅医療サービスを連結子会

社６社から連結子会社１社（帝人在宅医療㈱）に統合しています。 

年月 沿革 

 （帝人ファーマ㈱設立前の沿革） 

大正７年６月 帝国人造絹絲㈱設立 

昭和24年５月 帝国人造絹絲㈱が東京、大阪、名古屋各証券取引所に上場 

 〃 37年11月 帝国人造絹絲㈱が帝人㈱に社名変更 

 〃 47年８月 第三製薬㈱と資本提携 

 〃 48年８月 西独（当時）Boehringer Ingelheim社との合弁で帝人フェーアメディカル㈱を設立 

 〃 49年６月 医薬事業本部を設置、生物医学総合研究所を設立 

 〃 53年３月 帝人医薬㈱を設立（帝人フェーアメディカル㈱を発展的に解消） 

 〃 53年７月 第三製薬㈱が帝三製薬㈱（現 連結子会社）に社名変更 

 〃 55年２月 帝人医薬㈱営業開始 

 〃 57年10月 ‘マイルドサンソ®' TO－40（医療用膜型酸素濃縮器）の発売開始 

 〃 58年10月 帝人医薬㈱を帝人㈱に吸収合併 

平成元年10月 医薬岩国製造所本格稼動 

 〃 ４年10月 ロンドンに帝人ＭＲＣ研究所を設立 

 〃 ５年12月 帝人在宅医療中部㈱、帝人在宅医療西日本㈱を設立（以上 現 連結子会社） 

 〃 ６年12月 帝人在宅医療東日本㈱、帝人在宅医療東京㈱、帝人在宅医療関西㈱を設立 

 （以上 現 連結子会社） 

 〃 ８年10月 帝人㈱が医薬品の全国自販を開始 

 〃 ９年６月 帝人在宅医療九州㈱（現 連結子会社）を設立 

 〃 12年５月 米国ニュージャージー州に医薬海外開発拠点（Teijin America Inc.）を設置 

 〃 13年８月 骨粗鬆症治療剤‘ボナロン®' 錠５mgの発売開始 

 〃 14年４月 帝人ファーマ㈱を新規設立 

  

 （帝人ファーマ㈱設立後の沿革） 

 〃 15年10月 親会社である帝人㈱の医薬医療事業を会社分割により承継し、営業を開始 



③ 事業の内容（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭの企業集団は、ＴＰＭとその子会社７社で構成されており、その事業は医薬医療分野における製品の

製造・販売、及びサービスの提供等を中心としています。またＴＰＭは、持株会社である帝人㈱の100％子会

社です。 

 ＴＰＭ、及び帝人在宅医療西日本㈱等連結子会社７社は医薬品・在宅医療機器の製造・販売及び在宅医療サ

ービスを行っています。 

 なお、ＴＰＭグループは、医薬医療分野に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありません。 

 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 



④ 関係会社の状況（ＴＰＭ） 

 （注）※１：有価証券報告書を提出している会社です。 

※２：関係会社の名称及び議決権の所有割合については、平成18年３月末現在で表示しています。 

⑤ 従業員の状況（ＴＰＭ） 

(1）連結会社の状況（ＴＰＭ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

３ ＴＰＭグループは、医薬医療分野に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのため従業

員数についても、全て医薬医療事業として記載しています。 

(2）保証会社の状況（ＴＰＭ） 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員です。 

４ 従業員の多くは、帝人㈱（親会社）の持株会社制移行に伴い、平成15年10月１日付で帝人㈱より転籍してい

ます。そのため転籍者については、帝人㈱に入社した時点から平成18年３月31日現在までの通算の勤続年数

により平均勤続年数を算定し、記載しています。 

(3）労働組合の状況（ＴＰＭ） 

 特記すべき事項はありません。 

会社名 住所 資本金 
主要な 
事業の内容 

議決権の所有（被所有）割合
関係内容 

直接所有 間接所有 

（親会社）  百万円  ％ ％  

※１ 

帝人㈱ 

大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 (100） (－) 

経営管理料を支払っている。 

 設備を賃借している。 

債務保証を行っている。 

（連結子会社）       

帝三製薬㈱ 
東京都 

立川市 
110 医薬品の製造・販売 99.08 － 

原材料を販売している。 

製品を購入している。 

帝人在宅医療東日本㈱ 
さいたま市 

中央区 
50 在宅医療サービス 100 － 在宅医療機器を賃貸している。 

帝人在宅医療東京㈱ 
東京都 

港区 
50 在宅医療サービス 100 － 〃 

帝人在宅医療中部㈱ 
名古屋市 

東区 
50 在宅医療サービス 100 － 〃 

帝人在宅医療関西㈱ 
大阪市 

西区 
50 在宅医療サービス 100 － 〃 

帝人在宅医療西日本㈱ 
広島市 

中区 
50 在宅医療サービス 100 － 〃 

帝人在宅医療九州㈱ 
福岡市 

博多区 
50 在宅医療サービス 100 － 〃 

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名） 

医薬医療事業 
2,318  

（ 701） 

合計 
2,318 

（ 701） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

1,670  

( 386） 
38.4 13.2 7,965 



(3）事業の状況（ＴＰＭ） 

① 業績等の概要（ＴＰＭ） 

（１）業績 

 平成17年度の医薬医療事業を取り巻く環境は、少子高齢化の中での社会保障制度改革、財政面からの医

療費抑制政策の継続・強化と国庫負担削減、製品の品質保証に対する要求の高度化・厳格化等、ますます

厳しさを増してきています。 

 こうした状況下、ＴＰＭは、帝人グループの「重点戦略事業」である医薬医療事業グループの中核会社

として、ＴＰＭならびに傘下のグループ会社において、中期経営計画“WING 2003”の方針に基づき、呼

吸器系、骨・関節系、代謝・循環系を３重点領域とした効率的な事業展開を行い、収益力強化や徹底した

コスト削減と事業体質強化策を推進してきました。 

 これらの結果、ＴＰＭグループの平成17年度の連結決算は、売上高が1,055億円（前期比8.7％増）、営

業利益は193億円（同6.2％増）、経常利益は199億円（同8.6％増）、当期純利益は104億円（同2.2％増）

となりました。 

 なお、ＴＰＭグループは、医薬医療分野に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありません。そ

のため事業の種類別セグメント情報については記載を省略していますが、当該事業における事業分野別の

業績は次のとおりです。 

 医薬品分野では、重点分野である骨粗鬆症領域において、ビスホスホネート製剤「ボナロン®」の販売

量が続伸するとともに、活性型ビタミンＤ３製剤「ワンアルファ®」も好調に推移しました。また、平成

17年３月に発売した高脂血症治療剤「トライコア®」は、海外での大規模試験結果の啓蒙活動を通じ、市

場への浸透に取り組んでいます。 

 研究開発の分野では、平成17年４月にインドのグレンマーク社から喘息等の新しい薬剤の日本における

独占的な開発、販売権を獲得し、現在、前臨床試験を実施中です。また、平成17年８月には日産化学工業

㈱と、同社が創製した心房細動治療薬候補化合物に関して共同開発を行うことで基本合意し、細部につい

ての協議を開始しました。 

 在宅医療分野においては、主力の在宅酸素療法（ＨＯＴ）事業は、他社との激しい競争が続く中、順調

にレンタル台数を伸ばしています。また睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）治療器も新製品「スリープメイト

® Ｓ８」、「オートセットＣ」の販売開始などもあり、昨年度同様、順調にレンタル台数を伸ばしてい

ます。 

※商標 ボナロン®/Bonalon® is the registered trademark of Merck & Co., Inc., Whitehouse Station, NJ, U.S.A. 

 ＴＰＭグループは、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在

地別セグメントの業績について記載すべき事項はありません。 

     （２）キャッシュ・フローの状況 

        記載を省略しています。 



② 生産、受注及び販売の状況（ＴＰＭ） 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ ＴＰＭグループは、医薬医療分野に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのため生産

実績についても、全て医薬医療事業として記載しています。 

(2）受注実績 

 ＴＰＭ及び連結子会社の製品については見込み生産を行っているため、当連結会計年度において記載すべ

き受注実績はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ ＴＰＭグループは、医薬医療分野に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのため販売

実績についても、全て医薬医療事業として記載しています。 

③ 対処すべき課題（ＴＰＭ） 

 医療費抑制政策の継続・強化、製品の品質保証に対する要求の高度化・厳格化、企業間競争の激化等が予想

されるなど、これまで以上に経営環境は厳しさを増すものと思われます。 

 このような環境のもと、TPMグループは、強化してきた営業体制の活用により、骨粗鬆症治療薬の「ボナロ

ン®」や平成17年３月に上市した高脂血症治療剤「トライコア®」をはじめとする医薬品の売上拡大と、在宅

医療機器の一層の拡販を行います。更に、収益貢献が期待される気管支喘息治療薬（ＢＴＲ－１５）やボナロ

ン週一回投与製剤（ＧＴＨ－４２Ｗ）の新薬上市に向けた準備を積極的に行います。また、３つの重点領域

（骨・関節系、循環・代謝系、呼吸器系）で、医薬品と在宅医療の両方を持っているという強みを更に高める

ため、医薬品・在宅医療のシナジー効果を追求します。国際化の推進にも注力します。 

区分 生産高（百万円） 前期比（％） 

医薬医療事業 48,074  ＋9.1 

合計 48,074   ＋9.1 

区分 販売高（百万円） 前期比（％） 

医薬医療事業 105,495  ＋8.7 

合計 105,495  ＋8.7 



④ 事業等のリスク（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭグループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対応することとしていますが、現在、ＴＰＭ

グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、これは

ＴＰＭグループが属する帝人グループ全体の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性がある事項です。

(1）競合・市況変動等にかかるもの 

 ＴＰＭグループの医薬医療事業は、公定価格水準の変動といった価格変動要因以外にも他社との競争はま

すます激化しており、売値下落のリスクがあります。 

(2）製品の品質にかかるもの 

 ＴＰＭ内に、他の部門から独立した信頼性保証部門を設置し、事業活動全般における品質保証を確保する

体制を敷いており、平成17年から実施された医療機器の規制強化への対応も行っています。製造物責任賠償

については保険に加入していますが、生命関連商品を取り扱っているため、製品の欠陥により、ＴＰＭグル

ープの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3）医薬品の研究開発にかかるもの 

 医療用医薬品の開発には、多額な費用と長い期間がかかるうえ、創薬研究において、有用な化合物を発見

できる可能性は決して高くありません。また、臨床試験の結果、予測していた有効性が証明できない、ある

いは予測していない副作用が発現した等の理由で承認申請を断念しなければならない可能性があります。更

に、承認申請した後でも審査の過程で承認されない、また、市販後調査の結果、承認が取り消される可能性

があります。 

(4）訴訟リスク 

 ＴＰＭグループが国内外で継続して事業活動を行う過程において、製造物責任（ＰＬ）、環境、労務、知

的財産権、その他に関し訴訟を提起された場合、ＴＰＭグループの業績、財務状況、社会的評価等に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

⑤ 経営上の重要な契約等（ＴＰＭ） 

  

⑥ 研究開発活動（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭグループでは、たゆまぬ研究開発活動が事業の持続的成長をもたらすと認識しており、積極的かつ効

率的な研究開発投資を行っています。  

 医薬品分野では、骨・関節領域、呼吸器領域、代謝・循環器領域の３分野に新薬研究の重点をおき、自社研

究開発ならびに国内外の大学・研究機関・製薬会社等との共同研究・開発を積極的に行っています。現在承認

申請中のものとしては、気管支喘息治療薬、骨粗鬆症治療薬等があり、またMCP-1Receptor拮抗剤（炎症性疾

患治療薬）の臨床試験を海外で開始しました。 在宅医療分野では、より安全性と操作性の向上した新規酸素

濃縮器等の開発を進めています。 

 以上のような研究開発活動の結果、当連結会計年度の研究開発費は136億円でした。 

契約会社名 相手先 内容 期間 

帝人ファーマ㈱ 

（ＴＰＭ） 

ベーリンガーインゲルハイム社 

Boehringer Ingelheim 

International GmbH 

（独） 

技術等導入に関する契約 

・医薬品の供与 

・‘ラキソベロン®'等医薬品４品

目の製造に関する技術 

2005．１．１ 

から 

2016．12．31 



⑦ 財政状態及び経営成績の分析（ＴＰＭ） 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 ＴＰＭグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成し

ています。その作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金

額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案

し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性の存在により、これらの見積りと異な

る場合があります。 

 ＴＰＭグループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、(6）経理の状況（ＴＰＭ）の連結財務諸表

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載していますが、特に次の重要な会計方針が連

結財務諸表作成における重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えています。 

① 貸倒引当金の計上基準 

 ＴＰＭグループでは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を繰入計上していま

す。将来、顧客の財務状況等が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が

発生する可能性があります。 

② たな卸資産の評価基準 

 ＴＰＭグループの販売する製品の価格は、市場相場変動の影響を強く受ける傾向にあるので、その評価

基準として低価法を採用しています。 

③ 投資有価証券の減損処理 

 ＴＰＭグループは、開発研究や販売等に係る取引会社及び関係会社の株式を保有しています。これらの

株式は、株式市場の価格変動リスクや経営状態・財務状態の悪化による価値下落リスクを負っているた

め、合理的な基準に基づき、投資有価証券の減損処理を行っています。 

④ 繰延税金資産の回収可能性 

 ＴＰＭグループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積もってい

ます。繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに依存するので、課税所得の見積額が減少

した場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

(2）経営成績の分析 

 平成17年度の医薬医療事業を取り巻く環境は、少子高齢化の中での社会保障制度改革、財政面からの医療

費抑制政策の継続・強化と国庫負担削減、製品の品質保証に対する要求の高度化・厳格化等、ますます厳し

さを増してきています。こうした状況下、ＴＰＭ及びＴＰＭ傘下のグループ各社は呼吸器系、骨・関節系、

代謝・循環系を３重点領域とした効率的な事業展開を行い、収益力強化や徹底したコスト削減と事業体質強

化策を推進してきました。 

 これらの結果、ＴＰＭグループの当連結会計年度の業績は、売上高が1,055億円（前期比8.7％増）、営業

利益は193億円（同6.2％増）、経常利益は199億円（同8.6％増）、当期純利益は104億円（同2.2％増）とな

りました。 

(3）資金調達の状況 

 当連結会計年度においてＴＰＭグループが行った重要な資金調達はありません。 



(4）設備の状況（ＴＰＭ） 

① 設備投資等の概要（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭグループの当連結会計年度における設備投資実施額は87億円（長期前払費用、無形固定資産への投資

含む）であり、これらは主として、医薬医療事業における新製品、研究開発及び能力維持を目的としたもので

す。 

 なお、所要資金については、自己資金によっています。 

② 主要な設備の状況（ＴＰＭ） 

(1）ＴＰＭ 

 （注）１ 上記金額には消費税等を含んでいません。 

２ 帝人㈱より賃借しています。 

(2）国内子会社 

 特記すべき事項はありません。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

③ 設備の新設、除却等の計画（ＴＰＭ） 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 

機械装置 
及び 
運搬具 

土地 
（面積千㎡） 

工具器具備品 合計 

岩国事業所 

（山口県岩国市） 

医薬品、在宅医療機器

製造設備 
2,889 1,708 

－ 

（注３） 
411 5,010 281 

東京研究センター 

（東京都日野市） 
研究設備 4,536 242 

191 

(63）
878 5,848 261 



(5）保証会社の状況（ＴＰＭ） 

① 株式等の状況（ＴＰＭ） 

(1）株式の総数等（ＴＰＭ） 

① 株式の総数 

 （注） 定款での定めは次のとおりです。 

当会社の発行する株式の総数は50,000株とする。 

② 発行済株式 

(2）新株予約権等の状況（ＴＰＭ） 

 該当事項はありません。 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移（ＴＰＭ） 

 （注）１ 発起設立によるものです。 

２ 発行済株式の当期増加9,990株、資本金の増加額9,990百万円、資本準備金の増加額17,850百万円は平成15年

10月１日を分割期日とする帝人㈱との会社分割契約によるものです。 

(4）所有者別状況（ＴＰＭ） 

 （注） 単元株制度は採用していません。 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 50,000株 

計 50,000株 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,000株 10,000株 非上場・非登録 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のないＴ

ＰＭにおける標準

となる株式 

計 10,000株 10,000株 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
(株) 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14年４月15日 

（注）１ 
10 10 10 10 － － 

平成15年10月１日 

（注）２ 
9,990 10,000 9,990 10,000 17,850 17,850 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 

所有株式数 

（株） 
－ － － 10,000 － － － 10,000 

所有株式数 

の割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 



(5）大株主の状況（ＴＰＭ） 

(6）議決権の状況（ＴＰＭ） 

① 発行済株式 

② 自己株式等 

(7）ストックオプション制度の内容（ＴＰＭ） 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数 
の割合（％） 

帝人㈱ 大阪市中央区南本町一丁目６番７号 10,000 100 

計 － 10,000 100 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式        10,000 10,000 

権利内容に何ら限定のな

いＴＰＭにおける標準と

なる株式 

発行済株式総数 10,000 － － 

総株主の議決権 － 10,000 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



② 自己株式の取得等の状況（ＴＰＭ） 

(1）定時総会決議または取締役会決議による自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

 該当事項はありません。 

(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況 

① 前決議期間における自己株式の買受け等の状況 

 該当事項はありません。 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等 

 該当事項はありません。 

③ 配当政策（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭは、関係会社からの配当収入が主な収益源である帝人㈱（親会社）の配当政策実現のために、帝人㈱

が示す配当基準に準拠し、配当を実施することを基本方針としています。同方針に基づき、期末配当は１株当

たり630,000円を実施することとしています。 

 なお、帝人㈱の配当政策については、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政策」をご参照くださ

い。 

④ 株価の推移（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭ株式は、証券取引所非上場・証券業協会非登録株式のため、該当事項はありません。 



⑤ 役員の状況（ＴＰＭ） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 
社長 

在宅医療事業 
本部長 

大八木 成男 昭和22年５月17日生

昭和46年３月 帝人㈱ 入社 

－

平成11年６月 同 執行役員 医薬医療事業本部 

医薬業務営業部門東京支店長 

平成13年６月 同 常務執行役員 

平成14年４月 同 医薬事業本部長 兼  

ＴＰＭ取締役 

平成14年６月 帝人グループ専務執行役員 

平成15年４月 帝人㈱医薬医療事業グループ長

（現）兼 医薬事業本部長 

平成15年10月 ＴＰＭ代表取締役社長（現）兼 

同 医薬事業本部長 

平成17年４月 帝人㈱ＣＩＯ（現） 

平成17年６月 同 常務取締役（現） 

平成18年４月 ＴＰＭ在宅医療事業本部長(現） 

平成18年６月 帝人㈱専務取締役(現) 

取締役 

医薬事業本部長 
兼 

医薬開発 
技術部門長 

西川 修 昭和25年４月14日生

昭和50年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成11年６月 同 学術部長 

平成16年４月 ＴＰＭ取締役（現）兼 

同 医薬開発技術部門長（現） 

平成16年６月 帝人グループ執行役員 

平成18年４月 ＴＰＭ医薬事業本部長（現） 兼 

医薬開発技術部門長（現） 

平成18年６月 帝人グループ常務執行役員（現） 

取締役 創薬部門長 今泉 厚 昭和23年１月２日生

昭和49年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成14年４月 同 医薬研究開発技術部門長 

平成14年６月 帝人グループ執行役員（現） 

平成15年４月 ＴＰＭ取締役（現） 

平成15年10月 同 創薬部門長（現）兼 

同 医薬開発技術部門長 

取締役 
在宅医療開発 
技術部門長 

清木 護 昭和24年１月19日生

昭和50年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成15年４月 同 在宅医療研究開発技術部門長 

平成15年６月 帝人グループ執行役員（現） 

平成15年10月 ＴＰＭ取締役（現）兼 

同 在宅医療開発技術部門長(現) 

取締役 
医薬営業 
部門長 

赤尾 晴夫 昭和24年２月24日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－
平成14年４月 同 医薬営業部門長（現） 

平成14年６月 帝人グループ執行役員（現） 

平成15年10月 ＴＰＭ取締役（現）兼 

取締役 
帝人在宅医療㈱ 
代表取締役社長 

古田 拓 昭和22年９月６日生

昭和45年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成16年４月 帝人在宅医療関西㈱代表取締役 

社長 

平成17年４月 ＴＰＭ在宅医療営業部門長 

平成17年６月 帝人グループ執行役員（現） 兼 

ＴＰＭ取締役（現） 

平成18年４月 帝人在宅医療㈱代表取締役 

社長（現） 

取締役 
在宅医療営業 
部門長 

御法川 秀行 昭和23年11月16日生

昭和47年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成15年10月 ＴＰＭマーケティング室長 

平成16年４月 帝人在宅医療東京㈱代表取締役 

社長 

平成18年４月 ＴＰＭ在宅医療営業部門長（現） 

平成18年６月 帝人グループ執行役員（現） 兼 

ＴＰＭ取締役（現） 

 



 （注） 監査役 朝倉忠雄、大方彬弘、及び野口泰稔は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

⑥ コーポレート・ガバナンスの状況（ＴＰＭ） 

 ＴＰＭグループは帝人グループのコーポレート・ガバナンスに沿って経営システムを確立し運営していま

す。なお、帝人グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況について

は、帝人㈱の「第４ 提出会社の状況 ６ コーポレート・ガバナンスの状況」をご参照ください。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 事業開発室長 坂内 清 昭和25年10月26日生

昭和51年４月 帝人㈱入社 

－
平成17年４月 ＴＰＭ事業開発室長（現） 

平成17年６月 帝人グループ理事（現）兼 

ＴＰＭ取締役（現） 

取締役 － 山岸 隆 昭和19年８月３日生

昭和45年４月 帝人㈱入社 

－

平成８年３月 Teijin-DuPont Films S.A. 

取締役社長 

平成11年６月 帝人㈱執行役員 

平成17年４月 同 フィルム事業グループ長 兼 

帝人フィルム㈱代表取締役社長 

兼 Vice Chairman and COO 兼 

Global CTO, TEIJIN DUPONT 

FILMS,GLOBAL JOINT VENTURE 

平成17年４月 帝人㈱ＣＴＯ（現）兼 ＰＥＮ事業統

轄担当（現）兼 

Member,Global Policy Board,TEIJIN 

DUPONT FILMS,GLOBAL JOINT VENTURE 

(現) 

平成17年６月 同 常務取締役（現）兼  

  ＴＰＭ取締役（現） 

平成18年６月 帝人㈱専務取締役（現） 

常勤監査役 － 朝倉 忠雄 昭和18年１月８日生

昭和40年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成13年４月 同 監査役付 

平成13年６月 同 常勤監査役 

平成15年６月 ＴＰＭ監査役（現） 

平成16年６月 帝人㈱ 非常勤顧問 

監査役 － 大方 彬弘 昭和17年８月３日生

昭和40年４月 帝人㈱ 入社 

－

平成９年12月 同 管理部門長補佐（財務・経理 

  担当） 

平成10年６月 同 取締役 

平成11年６月 同 常務執行役員 

平成12年６月 同 専務執行役員 

平成15年６月 同 常勤監査役（現） 

平成15年10月 ＴＰＭ監査役（現） 

監査役 － 野口 泰稔 昭和20年９月11日生

昭和44年７月 帝人㈱ 入社 

－

平成９年６月 同 医薬事業管理部長 

平成12年１月 Dupont Teijin Films U.S. Limited 

Partnership副社長 

平成13年10月 帝人グループ執行役員 

平成15年４月 同 衣料繊維事業グループ長 兼 

帝人ファイバー㈱代表取締役社長 

平成15年６月 帝人グループ常務執行役員（現） 

平成18年６月 ＴＰＭ監査役（現） 

計 －



(6）経理の状況（ＴＰＭ） 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）ＴＰＭの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第

２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しています。 

(2）ＴＰＭの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しています。 

２ 監査証明について 

 ＴＰＭの連結財務諸表及び財務諸表は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けていません。 



① 連結財務諸表等（ＴＰＭ） 

(1）連結財務諸表（ＴＰＭ） 

① 連結貸借対照表（ＴＰＭ） 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     416     323   

２ 受取手形及び売掛金     26,497     26,023   

３ たな卸資産     6,366     6,809   

４ 繰延税金資産     1,733     2,359   

５ 預け金     9,248     10,671   

６ その他の流動資産     688     1,001   

７ 貸倒引当金     △29     △0   

流動資産合計     44,920 57.1   47,189 57.1 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1) 建物及び構築物     8,000     7,927   

(2) 機械装置及び運搬具     2,031     2,000   

(3) 土地     191     191   

(4) 建設仮勘定     519     1,006   

(5) その他の有形固定資産     6,807 22.3   7,431 22.5 

  有形固定資産合計     17,550     18,557   

２ 無形固定資産               

ソフトウェア等     2,668     2,562   

  無形固定資産合計     2,668 3.4   2,562 3.1 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     1,153     1,328   

(2) 長期前払費用     8,394     8,206   

(3) 前払年金費用     3,156     3,483   

(4) 繰延税金資産     47     405   

(5) その他の 

 投資その他の資産 
    739     877   

(6) 貸倒引当金     △1     △1   

  投資その他の資産合計     13,489 17.2   14,300 17.3 

  固定資産合計     33,708 42.9   35,420 42.9 

資産合計 
  

    78,629 100.0   82,609 100.0 

 



次へ  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     3,605     6,880   

２ 未払金     13,056     18,792   

３ 未払法人税等     4,427     1,805   

４ 未払費用     3,338     3,574   

５ 返品調整引当金     22     －   

６ その他の流動負債     1,118     234   

 流動負債合計     25,568 32.5   31,288 37.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     3,372     3,665   

２ 役員退職慰労引当金     98     141   

３ 繰延税金負債     965     －   

４ 連結調整勘定     2,318     1,656   

５ その他の固定負債     5,145     1,263   

 固定負債合計     11,899 15.2   6,726 8.1 

負債合計     37,468 47.7   38,014 46.0 

      

（少数株主持分）               

少数株主持分     9 0.0   9 0.0 

      

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   10,000 12.7   10,000 12.1 

Ⅱ 資本剰余金     17,850 22.7   17,850 21.7 

Ⅲ 利益剰余金     13,218 16.8   16,468 19.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     82 0.1   267 0.3 

資本合計     41,151 52.3   44,585 54.0 

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
    78,629 100.0   82,609 100.0 



② 連結損益計算書（ＴＰＭ） 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     97,026 100.0   105,495 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 

※３ 
  24,737 25.5   28,100 26.6 

売上総利益     72,288 74.5   77,394 73.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 

※３ 
  54,137 55.8   58,110 55.1 

営業利益     18,150 18.7   19,284 18.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   4     54     

２ 受取配当金   8     4     

３ 為替差益   －     4     

４ 連結調整勘定償却額   662     662     

５ 雑益   124 800 0.8 189 915 0.8 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   12     8     

２ 為替差損   16     －     

３ 雑損   633 661 0.7 334 342 0.3 

経常利益     18,289 18.8   19,856 18.8 

Ⅵ 特別利益               

固定資産売却益   0 0 0.0 － － 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産処分損   265     1,909     

２ 固定資産売却損   0     3     

３ 投資有価証券評価損   －     221     

４ その他の特別損失   995 1,261 1.3 207 2,341 2.2 

税金等調整前当期純利益     17,027 17.5   17,515 16.6 

法人税、住民税及び 

事業税 
  7,309     9,129     

法人税等調整額   （△）509 6,800 7.0  （△）2,064 7,065 6.7 

少数株主利益（△）     （△）0 0.0   （△）0  0.0 

当期純利益     10,227 10.5   10,449 9.9 



③ 連結剰余金計算書（ＴＰＭ） 

次へ  

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     17,850   17,850 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     17,850   17,850 

     

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     5,192   13,218 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

当期純利益   10,227 10,227 10,449 10,449 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

支払配当金   2,200 2,200 7,200 7,200 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     13,218   16,468 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（ＴＰＭ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数は７社で、すべての子会社

を連結しています。連結子会社名は

「(2）企業の概況」の④関係会社の状況

に記載しているため省略しています。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しています。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理しています。売却原価は

移動平均法により算定していま

す。） 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じる正味

の債権（及び債務）の評価基準及び

評価方法 

同左 

 ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による低価基準 

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

②無形固定資産 

同左 

 ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計上して

います。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上すること

としています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として12年）による定額法

により償却することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として12年）による定

額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしています。 

②退職給付引当金 

同左 

 ③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、ＴＰＭ及び連結子会社の当連結

会計年度末における内規に基づく基

準額相当額に達するまでの額を繰入

計上しています。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

 ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理していま

す。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本邦通貨

への換算の基準 

同左 

 ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用します。な

お、為替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理

を採用します。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  
外貨建営業債権債務

及び外貨建投融資 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



会計処理の変更（ＴＰＭ） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ヘッジ方針 

ＴＰＭの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

必要に応じて、適宜為替変動リスク

をヘッジします。 

なお、当連結会計年度においては

「グループ財務規程」においてヘッ

ジの対象となるような重要な取引が

なかったため、ヘッジ処理は行って

いません。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定します。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

リ その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっています。 

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度より、ＴＰＭ及び連

結子会社は、帝人㈱を連結納税親会

社とする連結納税主体の連結納税子

会社として、連結納税制度を適用し

ています。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい 

ては、全面時価評価法を採用しています。

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却して

います。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書については、連結会計

年度中に確定した連結会社の利益処分に

基づいて作成しています。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （退職給付に係る会計基準） 

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しています。これにより当連

結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は201百万円増加しています。  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる当連結会計年度の損益

に与える影響はありません。 



注記事項（ＴＰＭ） 

（連結貸借対照表関係）（ＴＰＭ） 

（連結損益計算書関係）（ＴＰＭ） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

47,659百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

50,762百万円です。 

 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して行って

いる保証は次のとおりです。 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＰＭを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＰＭを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※３ ＴＰＭの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

※３ ＴＰＭの発行済株式の種類及び総数は、以下のと

おりです。 

普通株式 10,000株 普通株式 10,000株

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

※１ 売上原価には低価基準による製品評価減に係る金

額が次のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △1百万円

当期製品評価減 1 〃 

前期製品評価減戻入 △1百万円

当期製品評価減 2 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 ※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。 

１ 運賃諸掛 1,016百万円

２ 給料賃金 11,494 〃 

３ 賞与一時金 3,842 〃 

４ 退職給付費用 1,286 〃 

５ 減価償却費 1,220 〃 

６ 研究開発費 13,369 〃 

７ 販売促進費 2,854 〃 

８ 賃借料 2,122 〃 

９ その他の経費 16,931 〃 

合計 54,137 〃 

１ 運賃諸掛 1,078百万円

２ 給料賃金 12,702 〃 

３ 賞与一時金 4,210 〃 

４ 退職給付費用 1,229 〃 

５ 減価償却費 1,629 〃 

６ 研究開発費 13,551 〃 

７ 販売促進費 2,606 〃 

８ 賃借料 2,286 〃 

９ その他の経費 18,815 〃 

合計 58,110 〃 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、13,369百万

円であり、製造費用には研究開発費は含まれてい

ません。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、13,551百万

円であり、製造費用には研究開発費は含まれてい

ません。 



（リース取引関係）（ＴＰＭ） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

その他の 

有形固定資産 
14 14 － 

無形固定資産 32 30 2 

合計 47 45 2 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

その他の 

有形固定資産 
913 104 809 

無形固定資産 32 32 － 

合計 946 137 809 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2百万円

１年超 － 

合計 2百万円

１年以内 306百万円

１年超   502 〃 

合計 809 〃 

（注） 未経過リース料期末残高が連結会社の有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定して

います。 

（注）       同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8 〃 

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 106 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しています。 



（有価証券関係）（ＴＰＭ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

３ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 180 417 237 

小計 180 417 237 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 522 425 △97 

小計 522 425 △97 

合計 702 842 139 

非上場株式 35百万円

その他 275 〃 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 426 875 449 

小計 426 875 449 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 55 55 0 

小計 55 55 0 

合計 481 931 449 

非上場株式 35百万円

その他 362 〃 



（デリバティブ取引関係）（ＴＰＭ） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末（平成17年３月31日）及び当連結会計年度末（平成18年３月31日）において、

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容及び利用目的等 

ＴＰＭグループは、為替リスクを管理する目的でデ

リバティブ取引を行っています。ＴＰＭグループが

行っているデリバティブ取引は先物為替予約であ

り、外貨建輸出債権・輸入債務の為替リスクのヘッ

ジのために利用します。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

います。 

１ 取引の内容及び利用目的等 

同左 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

為替予約   
外貨建営業債権債務

及び外貨建予定取引 

  

(2）ヘッジ方針 

ＴＰＭの親会社である帝人㈱が定めた「グループ

財務規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジし

ます。 

  

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効性の判定時点

までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額

等を基礎として判定します。 

  

２ 取引に対する取り組み方針 

ＴＰＭグループは、実需原則を遵守し、投機目的や

トレーディング目的のためにデリバティブ取引は行

いません。 

２ 取引に対する取り組み方針 

同左 

３ 取引に係るリスクの内容 

ＴＰＭグループが利用する先物為替予約は、為替相

場の変動によるリスクを有しています。また、ＴＰ

Ｍグループのデリバティブ取引の契約先はいずれも

信用度の高い銀行、証券会社であるため、契約先の

債務不履行によるリスクはほとんどないと認識して

います。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスク管理体制 

ＴＰＭグループでは、上記のデリバティブ取引は、

社内権限規程に基づき実施し、毎決算終了後に取締

役会に対してデリバティブ取引の実績報告を行いま

す。 

４ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係）（ＴＰＭ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＰＭ及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。また、ＴＰＭにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＰＭは、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４

月１日に厚生労働大臣から過去分返上の許可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移行

しました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を

導入しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金53百万円を支払っています。 

２ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △26,583百万円

ロ 年金資産 22,978 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 3,605 〃 

ニ 未認識年金資産 △ 2,417 〃 

ホ 未認識数理計算上の差異 8,122 〃 

ヘ 未認識過去勤務債務 △ 2,315 〃 

ト 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △   216 〃 

チ 前払年金費用 3,156 〃 

リ 退職給付引当金（ト－チ） △ 3,372 〃 

イ 勤務費用 （注２） 845百万円

ロ 利息費用 685 〃 

ハ 期待運用収益 △   423 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 915 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   210 〃 

へ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 1,812 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 ＴＰＭ及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けています。更に、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。また、ＴＰＭにおいて退職給付信託の設定を行っています。 

 ＴＰＭは、厚生年金基金制度を設けていましたが、厚生年金基金の代行部分について、平成16年４

月１日に厚生労働大臣から過去分返上の許可を受けたことに伴い、同日付で確定給付企業年金に移行

しました。同時に退職給付制度の改定を行い、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を

導入しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金126百万円を支払っています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しています。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △27,016百万円

ロ 年金資産 31,512 〃 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） 4,496 〃 

二 未認識数理計算上の差異 △ 2,572 〃 

ホ 未認識過去勤務債務 △ 2,105 〃 

へ 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △   181 〃 

ト 前払年金費用 3,483 〃 

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △ 3,665 〃 

イ 勤務費用 （注２） 921百万円

ロ 利息費用 525 〃 

ハ 期待運用収益 △   431 〃 

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 720 〃 

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △   210 〃 

へ 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 1,525 〃 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として3.2％

ニ 過去勤務債務の費用処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により費用処理することとしています。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として12年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ 

る定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし 

ています。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理



（税効果会計関係）（ＴＰＭ） 

次へ  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与一時金 1,236百万円

固定資産税 26 〃 

未払事業税 399 〃 

製品評価減 0 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 36 〃 

その他 34 〃 

繰延税金資産 合計 1,733 〃 

繰延税金負債との相殺 △    0 〃 

繰延税金資産の純額 1,733 〃 

   

繰延税金負債  

その他 △    0百万円

繰延税金負債 合計 △    0 〃 

繰延税金資産との相殺 0 〃 

繰延税金負債の純額 － 

繰延税金資産  

賞与一時金 1,343百万円

固定資産税 26 〃 

未払事業税 432 〃 

製品評価減 472 〃 

たな卸資産の未実現利益の消去 57 〃 

その他 26 〃 

繰延税金資産 合計 2,359 〃 

繰延税金負債との相殺 △    0 〃 

繰延税金資産の純額 2,359 〃 

   

繰延税金負債  

その他 △    0百万円

繰延税金負債 合計 △    0 〃 

繰延税金資産との相殺 0 〃 

繰延税金負債の純額 － 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 113百万円

役員退職慰労引当金 39 〃 

その他 141 〃 

繰延税金資産 合計 294 〃 

繰延税金負債との相殺 △  246 〃 

繰延税金資産の純額 47 〃 

   

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △   60百万円

その他有価証券評価差額金 △   55 〃 

その他 △  194 〃 

繰延税金負債 合計 △1,211 〃 

繰延税金資産との相殺 246 〃 

繰延税金負債の純額 △  965 〃 

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,528百万円

役員退職慰労引当金 57 〃 

投資有価証券評価損 92 〃 

その他 104 〃 

繰延税金資産 合計 1,782 〃 

繰延税金負債との相殺 △1,377 〃 

繰延税金資産の純額 405 〃 

   

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △  915百万円

その他有価証券評価差額金 △  182 〃 

特別償却準備金 △  272 〃 

その他 △    8 〃 

繰延税金負債 合計 △1,377 〃 

繰延税金資産との相殺 1,377 〃 

繰延税金負債の純額 －  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

同左 



（セグメント情報）（ＴＰＭ） 

事業の種類別セグメント情報（ＴＰＭ） 

  ＴＰＭグループは、医薬医療分野に特化しており、当該事業以外に事業の種類はありません。そのた

め前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日）ともに事業の種類別セグメント情報については、記載を省略して

います。 

所在地別セグメント情報（ＴＰＭ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日）ともに本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店

はないため、該当事項はありません。 

  

海外売上高（ＴＰＭ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日）ともに海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略

しています。 



（関連当事者との取引）（ＴＰＭ） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での預入、払戻を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＰＭを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１ 短期での預入、払戻を繰り返しているため、取引金額については当連結会計年度における純増減額を記載し

ています。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）２ 資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

なお、担保は提供していません。 

３ 帝人㈱の銀行借入、発行する社債、コマーシャルペーパー等について、ＴＰＭを含む帝人㈱の子会社５社と

連帯保証を行っています。 

属性 会社名 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事
業の内容 

議決権等 
の所有 
（被所有）
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接 100 

土地等の賃

借、商標権

等使用許

諾、資金の

借入、預け

金の預入等 

グループ 

ファイナンス 

(注１)(注２) 

2,641 預け金 3,694 

債務保証 

（注３） 
130,491 － － 

属性 会社名 住所 
資本金 

（百万円） 

主要な 
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 
（被所有）
割合（％） 

事業上の関係 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

親会社 帝人㈱ 
大阪市 

中央区 
70,787 持株会社 

（被所有） 

直接 100 

土地等の賃

借、商標権

等使用許

諾、資金の

借入、預け

金の預入等 

グループ 

ファイナンス 

(注１)(注２) 

458 預け金 4,152 

債務保証 

（注３） 
170,980 － － 



（１株当たり情報）（ＴＰＭ） 

（重要な後発事象）（ＴＰＭ） 

④ 連結附属明細表（ＴＰＭ） 

（社債明細表）（ＴＰＭ） 

 該当事項はありません。 

（借入金等明細表）（ＴＰＭ） 

 該当事項はありません。 

(2）その他（ＴＰＭ） 

 該当事項はありません。 

次へ  

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 4,115千円 4,458千円 

１株当たり当期純利益 1,022千円 934千円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
－ － 

 

（注）１ 

当連結会計年度における潜在株式調

整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

（注）１ 

同左 

 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 

当期純利益 10,227百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
10,227百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
10,000株 

当期純利益 13,000百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
13,000百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
10,000株 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



② 財務諸表等（ＴＰＭ） 

(1）財務諸表（ＴＰＭ） 

① 貸借対照表（ＴＰＭ） 

   
第３期 

（平成17年３月31日） 
第４期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金   396 290 

２ 受取手形   223 250 

３ 売掛金 ※３ 24,870 24,253 

４ 製品   2,049 3,291 

５ 原材料   1,684 1,354 

６ 仕掛品   1,446 829 

７ 貯蔵品   1,083 1,270 

８ 前払費用   492 723 

９ 繰延税金資産   1,333 1,850 

10 未収入金 ※３ 840 912 

11 預け金 ※３ 3,694 4,152 

12 その他の流動資産   51 75 

 流動資産合計   38,167 53.1 39,253 52.6 

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１ 

(1) 建物   7,750 7,654 

(2) 構築物   195 211 

(3) 機械装置   1,977 1,951 

(4) 車輌運搬具   0 0 

(5) 工具器具備品   6,756 7,389 

(6) 土地   191 191 

(7) 建設仮勘定   519 1,006 

 有形固定資産合計   17,391 24.2 18,404 24.7 

２ 無形固定資産   

(1) 営業権   1,040 780 

(2) 特許権   586 474 

(3) 商標権   4 3 

(4) 意匠権   0 0 

(5) ソフトウェア   996 1,256 

(6) その他の無形固定資産   12 12 

 無形固定資産合計   2,641 3.7 2,527 3.4 

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券   1,148 1,323 

(2) 関係会社株式   502 502 

(3) 出資金   0 0 

(4) 長期前払費用   8,393 8,205 

(5) 前払年金費用   3,156 3,483 

(6) 繰延税金資産   － 349 

(7) その他の 

投資その他の資産  
  423 555 

 投資その他の資産合計   13,625 19.0 14,420 19.3 

 固定資産合計   33,657 46.9 35,353 47.4 

資産合計   71,825 100.0 74,607 100.0 

 



次へ  

   
第３期 

（平成17年３月31日） 
第４期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     21     27   

２ 買掛金     3,209     6,465   

３ 未払金 ※３   12,654     16,609   

４ 未払法人税等     3,812     1,509   

５ 未払費用     2,532     2,618   

６ 預り金     19     20   

７ 設備関係支払手形     94     36   

８ 固定資産購入未払金     1,011     1,044   

 流動負債合計     23,354 32.5   28,332 38.0 

Ⅱ 固定負債               

１ 繰延税金負債     965     －   

２ 長期未払金     4,450     700   

３ 退職給付引当金     3,293     3,571   

４ 役員退職慰労引当金     94     136   

５ 長期預り金     665     533   

 固定負債合計     9,468 13.2   4,942 6.6 

負債合計     32,823 45.7   33,274 44.6 

     

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   10,000 13.9   10,000 13.4 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金     17,850     17,850   

 資本剰余金合計     17,850 24.9   17,850 23.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 任意積立金               

特別償却積立金   110 110   215 215   

２ 当期未処分利益     10,959     13,000   

 利益剰余金合計     11,069 15.4   13,215 17.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５   81 0.1   265 0.4 

資本合計     39,001 54.3   41,332 55.4 

負債資本合計     71,825 100.0   74,607 100.0 



② 損益計算書（ＴＰＭ） 

   
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

売上高 ※５   79,690 100.0   87,049 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２             

１ 期首製品たな卸高   2,202     2,049     

２ 当期製品製造原価   15,061     18,563     

３ 当期製品仕入高 ※５ 6,840     8,238     

合計   24,103     28,851     

４ 製品他勘定振替高 ※１ 201     50     

５ 期末製品たな卸高   2,049 21,852 27.4 3,291 25,509 29.3 

売上総利益     57,837 72.6   61,539 70.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※３ 

※４ 
  42,322 53.1   44,956 51.6 

営業利益     15,515 19.5   16,583 19.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   1     50     

２ 受取配当金   940     1,028     

３ 為替差益   －     4     

４ 雑益   120 1,062 1.3 158 1,242 1.4 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息 ※５ 11     7     

２ たな卸資産処分損   208     －     

３ 為替差損   16     －     

４ 雑損   423 659 0.8 331 339 0.3 

経常利益     15,918 20.0   17,487 20.0 

Ⅵ 特別損失               

１ 固定資産処分損   259     1,910     

２ 投資有価証券評価損   －     221     

３ その他特別損失   994 1,254 1.6 207 2,338 2.6 

税引前当期純利益     14,664 18.4   15,148 17.4 

法人税、住民税及び 

事業税 
  6,120     7,758     

法人税等調整額   △497 5,622 7.1 △1,956 5,801 6.7 

当期純利益     9,041 11.3   9,346 10.7 

前期繰越利益     1,917     3,653   

当期未処分利益     10,959     13,000   



③ 利益処分計算書（ＴＰＭ） 

 （注） 特別償却積立金は租税特別措置法に基づくものであり、税効果の影響額を控除した額で計上しています。 

次へ  

株主総会承認年月日  
第３期 

（平成17年６月30日） 
第４期 

（平成18年６月19日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益       10,959     13,000 

Ⅱ 任意積立金取崩額               

特別償却積立金取崩額    24 24   53 53 

合計       10,983     13,053 

Ⅲ 利益処分額               

１ 配当金   
１株につき 

720,000円 
7,200   

１株につき 

630,000円 
6,300   

２ 任意積立金               

特別償却積立金    130 7,330   200 6,500 

Ⅳ 次期繰越利益       3,653     6,553 



重要な会計方針（ＴＰＭ） 

項目 
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

イ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しています。売却原価は移動平

均法により算定しています。） 

ロ その他有価証券 

①市場価格のあるもの 

同左 

 ②市場価格のないもの 

移動平均法による原価基準 

②市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権（及び

債務）の評価基準及び評

価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

イ 製品  総平均法による低価基準 

ロ 原材料      〃 

ハ 仕掛品      〃 

ニ 貯蔵品      〃 

イ 製品    同左 

ロ 原材料   同左 

ハ 仕掛品   同左 

ニ 貯蔵品   同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用していま

す。 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 ハ 長期前払費用 

定額法 

ハ 長期前払費用 

同左 

５ 引当金の計上基準 イ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により費

用処理することとしています。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法によ

り翌期から費用処理することとして

います。 

イ 退職給付引当金 

同左 

 ロ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、当期末におけるＴＰＭ内規に基

づく基準額相当額に達するまでの額

を繰入計上しています。 

ロ 役員退職慰労引当金 

同左 

 



項目 
第３期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用します。な

お、為替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理

を採用します。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  
外貨建営業債権債務

及び外貨建投融資 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ハ ヘッジ方針 

ＴＰＭの親会社である帝人㈱が定め

た「グループ財務規程」に基づき、

必要に応じて適宜為替変動リスクを

ヘッジします。なお、当期において

は「グループ財務規程」においてヘ

ッジの対象となるような重要な取引

がなかったため、ヘッジ処理は行っ

ていません。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時から有効

性の判定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象及びヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累

計額等を基礎として判定します。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によって

います。 

イ 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

   ロ 当期より、帝人㈱を連結納税親会社

とする連結納税主体の連結納税子会

社として、連結納税制度を適用して

います。  



会計処理の変更（ＴＰＭ） 

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （退職給付に係る会計基準） 

当期より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用しています。これにより当期の営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は201百万円増加し

ています。 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

ます。これによる当期の損益に与える影響はありませ

ん。 



注記事項（ＴＰＭ） 

（貸借対照表関係）（ＴＰＭ） 

第３期 
（平成17年３月31日） 

第４期 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

47,074百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

50,189百万円です。 

※２ 授権株式数 普通株式 50,000株 ※２ 授権株式数 普通株式 50,000株

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることになっています。 

発行済株式総数 普通株式 10,000株 発行済株式総数 普通株式 10,000株

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

※３ 関係会社に対する資産、負債（区分掲記されたも

のを除く） 

売掛金 3,826百万円

未収入金 743 〃 

預け金 3,694 〃 

未払金 559 〃 

売掛金 4,505百万円

未収入金 728 〃 

預け金 4,152 〃 

未払金 5,472 〃 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

 ４ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている保証は次の

とおりです。 

帝人㈱ 130,491百万円 帝人㈱ 170,980百万円

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＰＭを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

なお、帝人㈱に対する保証は、ＴＰＭを含む帝人

㈱の子会社５社による連帯保証です。 

※５ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が81

百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 

※５ 有価証券を時価評価したことにより、純資産が 

265百万円増加しています。 

なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

ます。 



（損益計算書関係）（ＴＰＭ） 

次へ  

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 主として、宣伝、見本、研究費等自己消費による

払出高等です。 

※１ 主として、宣伝、見本、研究費等自己消費による

払出高等です。 

※２ 売上原価の中には低価法による製品評価減の金額

が下記のとおり含まれています。 

※２ 売上原価の中には低価法による製品評価減の金額

が下記のとおり含まれています。 

前期製品評価減戻入 △1百万円

当期製品評価減 1 〃 

前期製品評価減戻入 △1百万円

当期製品評価減 2 〃 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は40％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

60％です。 

主要な費目及び金額 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は40％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

60％です。 

主要な費目及び金額 

運賃諸掛 670百万円

販売促進費 2,703 〃 

給料・賃金 7,380 〃 

賞与一時金 2,518 〃 

福利厚生費 1,954 〃 

退職給付費用 974 〃 

旅費交通費 1,342 〃 

減価償却費 1,190 〃 

賃借料 1,199 〃 

研究開発費 13,458 〃 

運賃諸掛 711百万円

販売促進費 2,464 〃 

給料・賃金 8,339 〃 

賞与一時金 2,612 〃 

福利厚生費 2,049 〃 

退職給付費用 967 〃 

旅費交通費 1,344 〃 

減価償却費 1,601 〃 

賃借料 1,247 〃 

研究開発費 13,655 〃 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、13,458百万

円であり、製造費用には研究開発費は含まれてい

ません。 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、13,655百万

円であり、製造費用には研究開発費は含まれてい

ません。 

※５ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

※５ このうち関係会社との取引に係るものは次のとお

りです。 

売上高 21,023百万円

製品仕入高 639 〃 

支払利息 4 〃 

売上高 23,971百万円

製品仕入高 696 〃 

支払利息 1 〃 



（リース取引関係）（ＴＰＭ） 

（有価証券関係）（ＴＰＭ） 

第３期（平成17年３月31日現在）及び第４期（平成18年３月31日現在）のいずれにおいても、子会社株式

及び関連会社株式で、市場価格のあるものはありません。 

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

（借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

無形固定資産 32 30 2 

合計 32 30 2 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器具備品 913 104 809 

無形固定資産 32 32 － 

合計 946 137 809 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2百万円

１年超 － 

合計 2百万円

１年以内 306百万円

１年超   502 〃 

合計 809 〃  

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しています。 

（注）         同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6 〃 

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 106 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しています。   



（税効果会計関係）（ＴＰＭ） 

第３期 
（平成17年３月31日） 

第４期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与一時金 931百万円

未払事業税 344 〃 

固定資産税 26 〃 

その他 30 〃 

繰延税金資産 合計 1,333 〃 

繰延税金資産  

賞与一時金 960百万円

たな卸資産評価損 472 〃 

未払事業税 342 〃 

固定資産税 26 〃 

その他 49 〃 

繰延税金資産 合計 1,850 〃 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 81百万円

役員退職慰労引当金 38 〃 

その他 125 〃 

繰延税金資産 合計 245 〃 

繰延税金負債との相殺 △  245 〃 

繰延税金資産の純額 － 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △   55百万円

固定資産圧縮積立金 △  960 〃 

その他 △  194 〃 

繰延税金負債 合計 △1,210 〃 

繰延税金資産との相殺 245 〃 

繰延税金負債の純額 △  965 〃 

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,490百万円

役員退職慰労引当金 55 〃 

投資有価証券評価損 92 〃 

その他 78 〃 

繰延税金資産 合計 1,717 〃 

繰延税金負債との相殺 △1,368 〃 

繰延税金資産の純額 349 〃 

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △  181百万円

固定資産圧縮積立金 △  915 〃 

特別償却準備金 △  272 〃 

繰延税金負債 合計 △1,368 〃 

繰延税金資産との相殺 1,368 〃 

繰延税金負債の純額 －   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

同左 



（１株当たり情報）（ＴＰＭ） 

（重要な後発事象）（ＴＰＭ） 

  
第３期 

（平成17年３月31日） 
第４期 

（平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,900千円 4,133千円 

１株当たり当期純利益 904千円 934千円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
－ － 

 

（注）１ 

当事業年度における潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載して

いません。 

（注）１ 

同左 

 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

（注）２ 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は以下のとおりです。 

 

当期純利益 9,041百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
9,041百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
10,000株 

当期純利益 9,346百万円 

普通株主に 

帰属しない金額 
－ 

普通株式に係る

当期純利益 
9,346百万円 

普通株式の 

期中平均株式数 
10,000株 

第３期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第４期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 附属明細表（ＴＰＭ） 

有価証券明細表（ＴＰＭ） 

（株式） 

次へ  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

投資有価証券     

（その他有価証券）     

MEDICA Ⅱ INVESTMENT － 362 

㈱ジャパンケアサービス 820,000 305 

㈱メディセオホールディングス 156,700 298 

㈱スズケン 39,204 144 

COMPUMEDICS LTD. 8,293,698 55 

その他（６銘柄） 87,069 156 

計 9,396,671 1,323 



有形固定資産等明細表（ＴＰＭ） 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
または 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 19,544 542 85 20,002 12,347 612 7,654 

構築物 728 44 20 752 540 24 211 

機械装置 9,587 584 66 10,104 8,153 563 1,951 

車輌運搬具 14 － － 14 13 0 0 

工具器具備品 33,880 5,265 2,622 36,522 29,133 3,139 7,389 

土地 191 － － 191 － － 191 

建設仮勘定 519 6,909 6,422 1,006 － － 1,006 

有形固定資産計 64,465 13,346 9,218 68,594 50,189 4,339 18,404 

無形固定資産               

営業権 1,364 － － 1,364 584 260 780 

特許権 922 8 8 922 448 112 474 

商標権 11 － － 11 7 0 3 

意匠権 1 － － 0 0 0 0 

ソフトウェア 3,244 691 5 3,929 2,673 430 1,256 

その他の 

無形固定資産 
12 － － 12 － － 12 

無形固定資産計 5,557 699 14 6,242 3,714 803 2,527 

長期前払費用 9,655 966 7 10,615 2,409 1,147 8,205 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



資本金等明細表（ＴＰＭ） 

 （注） 任意積立金の増減の原因は、すべて前期決算の利益処分によるものです。 

引当金明細表（ＴＰＭ） 

 （注）役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、退職給付引当金への振替によるものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 10,000 － － 10,000 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (10,000) （  －） （  －） （10,000）

普通株式 （百万円） 10,000 － － 10,000 

計 （株） (10,000) （  －） （  －） （10,000）

計 （百万円） 10,000 － － 10,000 

資本準備金 

及びその他 

資本剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 17,850 － － 17,850 

計 （百万円） 17,850 － － 17,850 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

利益準備金 （百万円） － － － － 

任意積立金           

特別償却積立金 （百万円） 110 130 24 215 

計 （百万円） 110 130 24 215 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

役員退職慰労引当金 94 62 10 10 136 



(2）主な資産及び負債の内容（ＴＰＭ） 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

受取手形期日別内訳 

③ 売掛金 

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 当期発生の売掛金は消費税等を含んでいます。 

④ 製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

内訳 金額（百万円） 

現金 31 

当座預金・普通預金 259 

合計 290 

相手先 金額（百万円） 

Abiogen Pharma S.p.A. 50 

その他 199 

合計 250 

平成18年４月に期日到来するもの 105百万円

 〃  ５月    〃 96 〃 

 〃  ６月    〃 47 〃 

計 250 〃 

相手先 金額（百万円） 

㈱スズケン 5,555 

㈱メディセオホールディング 5,382 

アルフレッサ㈱ 2,952 

東邦薬品㈱ 2,666 

その他 7,695 

合計 24,253 

期間 
前期繰越高Ａ 
（百万円） 

発生額Ｂ 
（百万円） 

回収高Ｃ 
（百万円） 

当期末残高Ｄ
（百万円） 

回収率（％） 
Ｃ

×100 
Ａ＋Ｂ

滞留日数(日) 
Ａ＋Ｄ
２ 
Ｂ 
365 

平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
24,870 102,216 102,833 24,253 80.9 87 

科目 内訳 金額（百万円） 科目 内訳 金額（百万円）

製品 

医薬品 2,762 

仕掛品 

医薬品仕掛 810 

その他 529 その他 19 

計 3,291 計 829 

原材料 

在宅医療機器 905 

貯蔵品 

治験薬等（研究用） 592 

その他 448 その他 677 

計 1,354 計 1,270 



⑤ 預け金 

Ⅱ 流動負債 

① 支払手形、設備関係支払手形 

支払手形期日別内訳（設備関係支払手形を含む） 

② 買掛金 

③ 未払金 

(3）その他（ＴＰＭ） 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

帝人㈱ 4,152 

合計 4,152 

科目 相手先 金額（百万円） 

支払手形 

㈱林制御 13 

ＴＡＣＯ㈱ 11 

その他 2 

計 27 

設備関係支払手形 

㈱日さく 21 

英和㈱ 5 

柏原塗研工業㈱ 5 

その他 5 

計 36 

合計 64 

平成18年５月に期日到来するもの 15百万円

 〃  ６月    〃 7 〃 

 〃  ７月以降  〃 40 〃 

計 64 〃 

相手先 金額（百万円） 

日本特殊陶業㈱ 2,265 

㈶化学及血清療法研究所 1,131 

Boehringer Ingelheim International GmbH 638 

MERCK SHARP＆DOHME 540 

あすか製薬㈱ 225 

その他 1,664 

合計 6,465 

内訳 金額（百万円） 

連結納税 5,010 

補修工事代 187 

未払消費税 181 

運賃 73 

その他未払経費等 11,155 

合計 16,609 



第２【保証会社以外の会社の情報】 

 該当事項はありません。 

第３【指数等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月23日  

帝人株式会社    

 代表取締役社長 長島 徹 殿  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡沼 照夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 安弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている帝人株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、帝人

株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月23日  

帝人株式会社    

 代表取締役社長 長島 徹 殿  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小寺  庸  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 安弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている帝人株

式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、帝人

株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月23日  

帝人株式会社    

 代表取締役社長 長島 徹 殿  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡沼 照夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 安弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている帝人株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第139期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、帝人株式

会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月23日  

帝人株式会社    

 代表取締役社長 長島 徹 殿  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米林  彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小寺  庸  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和田 安弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている帝人株

式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第140期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、帝人株式

会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度より一部改正された退職給付に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

２ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2）その他

	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	第１保証会社情報
	１保証の対象となっている社債
	２継続開示会社たる保証会社に関する事項
	３継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項
	帝人ファイバー㈱に関する事項
	帝人テクノプロダクツ㈱に関する事項
	ＮＩ帝人商事㈱に関する事項
	帝人化成㈱に関する事項
	帝人ファーマ㈱に関する事項

	第２保証会社以外の会社の情報
	第３指数等の情報


	監査報告書

	pageform1: 1/414
	pageform2: 2/414
	form1: EDINET提出書類  2006/06/23 提出
	form2: 帝人株式会社(263001)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/414
	pageform4: 4/414
	pageform5: 5/414
	pageform6: 6/414
	pageform7: 7/414
	pageform8: 8/414
	pageform9: 9/414
	pageform10: 10/414
	pageform11: 11/414
	pageform12: 12/414
	pageform13: 13/414
	pageform14: 14/414
	pageform15: 15/414
	pageform16: 16/414
	pageform17: 17/414
	pageform18: 18/414
	pageform19: 19/414
	pageform20: 20/414
	pageform21: 21/414
	pageform22: 22/414
	pageform23: 23/414
	pageform24: 24/414
	pageform25: 25/414
	pageform26: 26/414
	pageform27: 27/414
	pageform28: 28/414
	pageform29: 29/414
	pageform30: 30/414
	pageform31: 31/414
	pageform32: 32/414
	pageform33: 33/414
	pageform34: 34/414
	pageform35: 35/414
	pageform36: 36/414
	pageform37: 37/414
	pageform38: 38/414
	pageform39: 39/414
	pageform40: 40/414
	pageform41: 41/414
	pageform42: 42/414
	pageform43: 43/414
	pageform44: 44/414
	pageform45: 45/414
	pageform46: 46/414
	pageform47: 47/414
	pageform48: 48/414
	pageform49: 49/414
	pageform50: 50/414
	pageform51: 51/414
	pageform52: 52/414
	pageform53: 53/414
	pageform54: 54/414
	pageform55: 55/414
	pageform56: 56/414
	pageform57: 57/414
	pageform58: 58/414
	pageform59: 59/414
	pageform60: 60/414
	pageform61: 61/414
	pageform62: 62/414
	pageform63: 63/414
	pageform64: 64/414
	pageform65: 65/414
	pageform66: 66/414
	pageform67: 67/414
	pageform68: 68/414
	pageform69: 69/414
	pageform70: 70/414
	pageform71: 71/414
	pageform72: 72/414
	pageform73: 73/414
	pageform74: 74/414
	pageform75: 75/414
	pageform76: 76/414
	pageform77: 77/414
	pageform78: 78/414
	pageform79: 79/414
	pageform80: 80/414
	pageform81: 81/414
	pageform82: 82/414
	pageform83: 83/414
	pageform84: 84/414
	pageform85: 85/414
	pageform86: 86/414
	pageform87: 87/414
	pageform88: 88/414
	pageform89: 89/414
	pageform90: 90/414
	pageform91: 91/414
	pageform92: 92/414
	pageform93: 93/414
	pageform94: 94/414
	pageform95: 95/414
	pageform96: 96/414
	pageform97: 97/414
	pageform98: 98/414
	pageform99: 99/414
	pageform100: 100/414
	pageform101: 101/414
	pageform102: 102/414
	pageform103: 103/414
	pageform104: 104/414
	pageform105: 105/414
	pageform106: 106/414
	pageform107: 107/414
	pageform108: 108/414
	pageform109: 109/414
	pageform110: 110/414
	pageform111: 111/414
	pageform112: 112/414
	pageform113: 113/414
	pageform114: 114/414
	pageform115: 115/414
	pageform116: 116/414
	pageform117: 117/414
	pageform118: 118/414
	pageform119: 119/414
	pageform120: 120/414
	pageform121: 121/414
	pageform122: 122/414
	pageform123: 123/414
	pageform124: 124/414
	pageform125: 125/414
	pageform126: 126/414
	pageform127: 127/414
	pageform128: 128/414
	pageform129: 129/414
	pageform130: 130/414
	pageform131: 131/414
	pageform132: 132/414
	pageform133: 133/414
	pageform134: 134/414
	pageform135: 135/414
	pageform136: 136/414
	pageform137: 137/414
	pageform138: 138/414
	pageform139: 139/414
	pageform140: 140/414
	pageform141: 141/414
	pageform142: 142/414
	pageform143: 143/414
	pageform144: 144/414
	pageform145: 145/414
	pageform146: 146/414
	pageform147: 147/414
	pageform148: 148/414
	pageform149: 149/414
	pageform150: 150/414
	pageform151: 151/414
	pageform152: 152/414
	pageform153: 153/414
	pageform154: 154/414
	pageform155: 155/414
	pageform156: 156/414
	pageform157: 157/414
	pageform158: 158/414
	pageform159: 159/414
	pageform160: 160/414
	pageform161: 161/414
	pageform162: 162/414
	pageform163: 163/414
	pageform164: 164/414
	pageform165: 165/414
	pageform166: 166/414
	pageform167: 167/414
	pageform168: 168/414
	pageform169: 169/414
	pageform170: 170/414
	pageform171: 171/414
	pageform172: 172/414
	pageform173: 173/414
	pageform174: 174/414
	pageform175: 175/414
	pageform176: 176/414
	pageform177: 177/414
	pageform178: 178/414
	pageform179: 179/414
	pageform180: 180/414
	pageform181: 181/414
	pageform182: 182/414
	pageform183: 183/414
	pageform184: 184/414
	pageform185: 185/414
	pageform186: 186/414
	pageform187: 187/414
	pageform188: 188/414
	pageform189: 189/414
	pageform190: 190/414
	pageform191: 191/414
	pageform192: 192/414
	pageform193: 193/414
	pageform194: 194/414
	pageform195: 195/414
	pageform196: 196/414
	pageform197: 197/414
	pageform198: 198/414
	pageform199: 199/414
	pageform200: 200/414
	pageform201: 201/414
	pageform202: 202/414
	pageform203: 203/414
	pageform204: 204/414
	pageform205: 205/414
	pageform206: 206/414
	pageform207: 207/414
	pageform208: 208/414
	pageform209: 209/414
	pageform210: 210/414
	pageform211: 211/414
	pageform212: 212/414
	pageform213: 213/414
	pageform214: 214/414
	pageform215: 215/414
	pageform216: 216/414
	pageform217: 217/414
	pageform218: 218/414
	pageform219: 219/414
	pageform220: 220/414
	pageform221: 221/414
	pageform222: 222/414
	pageform223: 223/414
	pageform224: 224/414
	pageform225: 225/414
	pageform226: 226/414
	pageform227: 227/414
	pageform228: 228/414
	pageform229: 229/414
	pageform230: 230/414
	pageform231: 231/414
	pageform232: 232/414
	pageform233: 233/414
	pageform234: 234/414
	pageform235: 235/414
	pageform236: 236/414
	pageform237: 237/414
	pageform238: 238/414
	pageform239: 239/414
	pageform240: 240/414
	pageform241: 241/414
	pageform242: 242/414
	pageform243: 243/414
	pageform244: 244/414
	pageform245: 245/414
	pageform246: 246/414
	pageform247: 247/414
	pageform248: 248/414
	pageform249: 249/414
	pageform250: 250/414
	pageform251: 251/414
	pageform252: 252/414
	pageform253: 253/414
	pageform254: 254/414
	pageform255: 255/414
	pageform256: 256/414
	pageform257: 257/414
	pageform258: 258/414
	pageform259: 259/414
	pageform260: 260/414
	pageform261: 261/414
	pageform262: 262/414
	pageform263: 263/414
	pageform264: 264/414
	pageform265: 265/414
	pageform266: 266/414
	pageform267: 267/414
	pageform268: 268/414
	pageform269: 269/414
	pageform270: 270/414
	pageform271: 271/414
	pageform272: 272/414
	pageform273: 273/414
	pageform274: 274/414
	pageform275: 275/414
	pageform276: 276/414
	pageform277: 277/414
	pageform278: 278/414
	pageform279: 279/414
	pageform280: 280/414
	pageform281: 281/414
	pageform282: 282/414
	pageform283: 283/414
	pageform284: 284/414
	pageform285: 285/414
	pageform286: 286/414
	pageform287: 287/414
	pageform288: 288/414
	pageform289: 289/414
	pageform290: 290/414
	pageform291: 291/414
	pageform292: 292/414
	pageform293: 293/414
	pageform294: 294/414
	pageform295: 295/414
	pageform296: 296/414
	pageform297: 297/414
	pageform298: 298/414
	pageform299: 299/414
	pageform300: 300/414
	pageform301: 301/414
	pageform302: 302/414
	pageform303: 303/414
	pageform304: 304/414
	pageform305: 305/414
	pageform306: 306/414
	pageform307: 307/414
	pageform308: 308/414
	pageform309: 309/414
	pageform310: 310/414
	pageform311: 311/414
	pageform312: 312/414
	pageform313: 313/414
	pageform314: 314/414
	pageform315: 315/414
	pageform316: 316/414
	pageform317: 317/414
	pageform318: 318/414
	pageform319: 319/414
	pageform320: 320/414
	pageform321: 321/414
	pageform322: 322/414
	pageform323: 323/414
	pageform324: 324/414
	pageform325: 325/414
	pageform326: 326/414
	pageform327: 327/414
	pageform328: 328/414
	pageform329: 329/414
	pageform330: 330/414
	pageform331: 331/414
	pageform332: 332/414
	pageform333: 333/414
	pageform334: 334/414
	pageform335: 335/414
	pageform336: 336/414
	pageform337: 337/414
	pageform338: 338/414
	pageform339: 339/414
	pageform340: 340/414
	pageform341: 341/414
	pageform342: 342/414
	pageform343: 343/414
	pageform344: 344/414
	pageform345: 345/414
	pageform346: 346/414
	pageform347: 347/414
	pageform348: 348/414
	pageform349: 349/414
	pageform350: 350/414
	pageform351: 351/414
	pageform352: 352/414
	pageform353: 353/414
	pageform354: 354/414
	pageform355: 355/414
	pageform356: 356/414
	pageform357: 357/414
	pageform358: 358/414
	pageform359: 359/414
	pageform360: 360/414
	pageform361: 361/414
	pageform362: 362/414
	pageform363: 363/414
	pageform364: 364/414
	pageform365: 365/414
	pageform366: 366/414
	pageform367: 367/414
	pageform368: 368/414
	pageform369: 369/414
	pageform370: 370/414
	pageform371: 371/414
	pageform372: 372/414
	pageform373: 373/414
	pageform374: 374/414
	pageform375: 375/414
	pageform376: 376/414
	pageform377: 377/414
	pageform378: 378/414
	pageform379: 379/414
	pageform380: 380/414
	pageform381: 381/414
	pageform382: 382/414
	pageform383: 383/414
	pageform384: 384/414
	pageform385: 385/414
	pageform386: 386/414
	pageform387: 387/414
	pageform388: 388/414
	pageform389: 389/414
	pageform390: 390/414
	pageform391: 391/414
	pageform392: 392/414
	pageform393: 393/414
	pageform394: 394/414
	pageform395: 395/414
	pageform396: 396/414
	pageform397: 397/414
	pageform398: 398/414
	pageform399: 399/414
	pageform400: 400/414
	pageform401: 401/414
	pageform402: 402/414
	pageform403: 403/414
	pageform404: 404/414
	pageform405: 405/414
	pageform406: 406/414
	pageform407: 407/414
	pageform408: 408/414
	pageform409: 409/414
	pageform410: 410/414
	pageform411: 411/414
	pageform412: 412/414
	pageform413: 413/414
	pageform414: 414/414


